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はしがき
本書は、地域や政策領域を横断するとともに、時間軸と空間軸を交差させ

た研究視角、パースペクティブによって世界の戦略トレンドを分析する研究
書籍シリーズ『NIDSパースペクティブ』の第3号である。2023年3月に刊行
された第1号「大国間競争の新常態」、2024年3月に刊行された第2号「核時
代の新たな地平」に続き、本号は、インド太平洋地域での米中対峙に対して
ウクライナ戦争が与えた影響に関して、軍事的側面から分析を行うものである。

2022年2月に始まったウクライナ戦争は米中が対峙するインド太平洋の安
全保障にとっても多くのことを示唆している。今世紀中葉までに「世界一流
の軍隊」の建設を進める中国人民解放軍にとって、ウクライナの戦場で示さ
れた教訓が彼らの軍事近代化の方向性の妥当性を裏付けたのか、あるいは軌
道修正を求めるのかは中国の当局者のみならず、我々の安全保障にも直結す
る重要なテーマである。また、米中対峙の最重要課題である台湾問題を考え
た場合、台湾自身がウクライナ戦争の教訓をどのようにとらえ、これを踏ま
えたうえで中国の軍事的圧力にどのように対応しようとするのかという点も重
要である。さらに、ウクライナ戦争は、核兵器国であるロシアがその使用を
公然とほのめかす戦争であり、ウクライナ戦争における核兵器の役割と、そ
こから得られる台湾有事へのインプリケーションも見逃せない。一方で、ウ
クライナ戦争に際して米国は、戦争に直接参加しないもののロシアの侵略に
ウクライナが抵抗するうえで大きな役割を果たしている。その点でこの戦争は、
今後の対外的な紛争への米国の介入の在り方を理解する際の重要なモデルケー
スを提供している。もちろん、米中対峙のもう一方の当事者である米国がウ
クライナ戦争からどのような軍事的教訓を学び、自身の戦い方に反映させよ
うとしているかという点も重要である。
本書はこれらの問題に、防衛研究所の研究者がそれぞれの専門的な見地か

ら取り組んだものである。ただし、本書は読者諸賢が期待されるすべての問
題に答えているものではない。しかしながら各章は、それぞれが取り上げた
課題に関して独自の知的貢献をなし得る水準のものとなっていると考えており、
本書をそうしたものととらえていただければ幸いである。
本書の執筆にあたっては、中国や台湾の軍事戦略、核戦略、米国の国防政

本書は、各章執筆者が研究者の立場から分析した個人的見解を示すものであり、日本政府、防衛省、
防衛研究所の見解を代表するものではない。
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策や軍事戦略を研究対象とする研究者が、お互いの研究分野に踏み込んで議
論を重ね、分析を掘り下げて取り纏めた。執筆は、杉浦康之（第1章）、相田
守輝（第2章）、五十嵐隆幸（第3章）、前田祐司（第4章）、切通亮（第5章）、
菊地茂雄（第6章）がそれぞれ担当し、序章と終章は執筆者全員による検討
を踏まえて菊地と杉浦が担当した。また、本書のようなプロジェクトは執筆
者のみでは完成しない。本書の企画から完成に至るまでのプロセスにおいて
編集部メンバー̶執筆者を兼ねた杉浦、切通、前田の3名に加え、押手順一、
本山功、辻田友規、山口章浩̶の献身的な働きを得ることができたのは本
書が無事完成を見ることが出来たことの大きな要因である。
さらに言えば本書の内容は我々が勤務する防衛研究所という環境に恵まれ
た点も多い。防衛省のシンクタンクであり、我が国唯一の国立の安全保障に
関する学術研究機関である防衛研究所には、防衛や安全保障に関する研究を
行う研究者が数多く在籍しており、同僚との日常会話が優れて専門的な議論
に発展することもしばしばである。また、平素からの防衛省・自衛隊の実務
担当者との接触を通じて、政策立案・遂行上の課題に触れる機会もあり、一
国の防衛組織を、部分的であるとはしても内部から観察する機会を持つことは、
外国の軍事組織を分析するうえでも貴重な視点を提供してくれる。さらに、
諸外国の国防省などの関係者や安全保障専門家の来訪も極めて多く、職場に
いながらにして彼らとの国際的な議論を行うことも可能である。本書はこうし
たやりとりからも貴重な示唆を得ている。
無論、本書の内容はそれぞれの執筆者による研究者としての個人的見解で

ある。それぞれの分析内容、あるいはもし誤りや至らないところがあった場
合のすべての責任はそれぞれの執筆者が負うものである。この点で、本書が
防衛研究所、防衛省、日本政府の見方を代表するものではないこともお断り
しておきたい。本書における論考が、米国と中国の間で展開される戦略的競争、
我が国の取り巻く安全保障環境に関する理解の深化に寄与することができれば、
これに勝る喜びはない。

　2025年（令和7年）3月
 執筆者・編集部を代表して
 防衛研究所政策研究部長　菊地 茂雄
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序 章
「新たなる戦争」の諸相

2024 年 3 月 7 日、ドネツク州の塹壕で対峙する
ロシア軍部隊を警戒するウクライナ軍兵士

（©Madeleine Kelly ／ ZUMA Press Wire ／
共同通信イメージズ）

菊地 茂雄、杉浦 康之
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ウクライナ戦争の影響に関して、欧州のみならずインド太平洋地域も含む世
界規模に視野を広げた分析が行われている。そうした研究では、ウクライナ
戦争の帰趨が現在最も重要な大国間関係である米中関係、特に米中対峙の最
前線の1つである台湾問題に与える影響に注目が集まっている 5。
第2の類型は、軍事研究の観点からウクライナ戦争を分析したものである。

ウクライナ戦争は、両軍による軍用および商用無人機の積極的な活用、商業サー
ビスまで活用する宇宙空間の軍事利用とその妨害活動の展開、サイバー空間
や認知領域における戦いの顕在化などの点において、これまでの戦争とは異
なる「新しい戦争」としての側面を見せている。同時にウクライナ戦争は、
一般市民を巻き込む都市部での激しい戦闘、市街地や民間インフラを攻撃目
標としたミサイル攻撃、塹壕戦における膠着状況、相手を圧倒する火力や機
動力を確保するための国防産業の構築を含む継戦能力の重要性など、第二次
世界大戦を彷彿とさせるような「古典的な戦争」の側面も確認されている 6。こ
れらの研究では、ウクライナ戦争における新しい側面と古典的な側面を踏ま
えて、21世紀における「新たなる戦争」7の諸相が検討されているといえる 8。
なお、こうした分類は便宜的なものであり、国際政治・安全保障の観点を
重視する研究であっても軍事的な側面に言及しているものもあり、軍事研究
を重視する研究であっても国際秩序への影響を視野に入れているものもある 9。
また、多くの先行研究でも指摘されているように、ウクライナ戦争は目下継

5） ウクライナ戦争が今後の国際秩序に与える影響を分析した研究としては以下を参照。増田雅之編著『ウク
ライナ戦争の衝撃（別冊　東アジア戦略概観）』（防衛研究所、2022年）；池内恵、宇山智彦、川島真、
小泉悠、鈴木一人、鶴岡路人、森聡『ウクライナ戦争と世界のゆくえ』（東京大学出版会、2022年）。

6） ウクライナ戦争を軍事的に分析した研究としては、以下を参照。小泉悠『ウクライナ戦争』（筑摩書房、
2022年）；高橋編『ウクライナ戦争はなぜ終わらないのか』；Mykhaylo Zabrodskyi, Jack Watling, 
Oleksandr V. Danylyuk and Nick Reynolds, Preliminary Lessons in Conventional Warfighting from 
Russia’s Invasion of Ukraine: February–July 2022 (London: RUSI, 2022); Jeffrey Mankoff, ed., Lessons 
and Legacies of the War in Ukraine: Conference Report, Strategic Perspectives 43 (Washington, DC: 
NDU Press, 2024); Jack Watling, Oleksandr V. Danylyuk, and Nick Reynolds, Preliminary Lessons 
from Ukraine’s Offensive Operations, 2022–23 (London: RUSI, 2024).

7） 「新しい」は「今までなかった、または今までとは異なった状態」と定義される。一方、「新た」は「新しいこと。
改めて始まること」と定義される。新村出編『広辞苑』第 7版（岩波書店、2018年）61頁、98頁。こ
うした定義を踏まえ、本書では、無人機の活用やサイバー・認知領域での戦いなどの側面を「新しい戦争」
と称し、そうした「新しい戦争」と従来型の「古典的な戦争」の両方の側面を有する戦争を「新たなる戦争」
と位置付ける。

8） 直近の戦争から将来戦を構想してきた歴史に関しては、ローレンス・フリードマン著、奥山真司訳『戦争
の未来―人類はいつも「次の戦争」を予測する』（中央公論新社、2021年）を参照。

9） 上記の両方を取り上げた研究としては、Hal Brands, ed., War in Ukraine: Conflict, Strategy, and the 
Return of a Fractured World (Baltimore, MD: Johns Hopkins University Press, 2024)などを参照。

1. ウクライナ戦争をめぐる研究動向
2022年2月、ロシア軍は「特別軍事作戦」と称したウクライナへの軍事侵
攻を開始した。この戦争は「ウクライナ戦争」や「ロシア・ウクライナ戦争」
と呼ばれるが、本書出版時点で開始から4年目を迎えた。
ウクライナ戦争は、欧州における第二次世界大戦以来の本格的な大規模戦
争であった。特に欧州各国にとってその衝撃は大きいものであり、多くの国
が間接的に関与する「欧州戦争」としての様相を呈するに至った 1。またウクラ
イナ戦争は、湾岸戦争、アフガニスタン戦争、イラク戦争のような、冷戦以
降に展開された米国を当事者とする戦争とは異なり、戦争当事者同士の戦力
に著しい差がある戦争ではなかった。ウクライナとロシアの間には確かに大
きな戦力差があったが、両国はともに軍用無人機を含む近代的な兵器やサイバー
攻撃などを実現し得る近代的なシステムを保有する工業国家であった 2。さらに
ウクライナ戦争は、ロシアという核保有国がその使用を公然と言及する戦争
でもあった。冷戦終焉後、核兵器は過去のものとして認識されることもあっ
たが、ウクライナ戦争でウラジーミル・プーチン（Vladimir Vladimirovich 

Putin）大統領自身を含めロシア政府高官が繰り返し核の恫喝を行ったことで、
その存在が再び注目されるようになっている 3。
このようにウクライナ戦争は多くの点で注目を集める歴史的事象になって
いる。そのため、すでに国内外を問わず、同戦争に関する多くの研究が刊行
されている。こうした先行研究を分類すると、本書は次の2つの類型にまたが
る形で位置付けられる 4。
第1の類型は、国際政治・安全保障研究としての観点から、ウクライナ戦

争が今後の国際秩序に与える影響を分析した研究である。これらの研究では、

1） ウクライナ戦争を「欧州戦争」として論じた研究としては、鶴岡路人『欧州戦争としてのウクライナ侵攻』（新
潮社、2023年）を参照。

2） 高橋杉雄編著『ウクライナ戦争はなぜ終わらないのか―デジタル時代の総力戦』（文藝春秋、2023年）、
1–21頁；Lawrence Freedman, Modern Warfare: Lessons from Ukraine A Lowy Institute Paper (Sydney: 
Penguin Random House Australia, 2023), 1–8.

3） 「核の忘却」の時代から、核テロの脅威などの「核兵器の長い影」を経て、大国間競争における「核の復
権」へという「核時代」の移り変わりを論じる研究としては、一政祐行編著『核時代の新たな地平』（防
衛研究所、2024年）を参照。

4） 先行研究の中には、ロシアがウクライナ侵攻を決定するに至った過程や、ウクライナとロシアの歴史的経
緯に焦点を当てることで、ウクライナ戦争勃発の起源・原因を分析するものも多々ある。しかし、本書の
目的はウクライナ戦争それ自体の解明ではないため、そうした研究は取り上げない。
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はない3者の取り組みや対応を解明することにつながるものと思料される。
第3のアプローチとして、本書では、今後の台湾問題をめぐる米中対峙の

行方を検討するために政治学上の理論を用いた分析を行う。核抑止に関して
は「安定・不安定のパラドックス」、米国による台湾有事の際の支援政策に関
してはウクライナ戦争で見られた「間接介入モデル」という理論的な考察を
行うこととする。こうした理論的なアプローチを行うことで、現在の取り組み
から将来生じる事態の予測が一定程度可能となると考えられる。
本書の目的はこうした検討を通じて、ウクライナ戦争の影響を踏まえた今

後の米中対峙の行方に関して、（１）中国・台湾・米国の3者において台湾有
事を念頭に置いて現在どのような取り組みが重要とされているのか、そうし
た取り組みに対しウクライナ戦争はどの程度の影響を与えたのか、（２）台湾
有事の発生の蓋然性を検討するに際して、どのような要因に注目する必要が
あるのか、（３）台湾有事を念頭に置いた場合、そこでの「新たなる戦争」で
はどのような領域・手段がその勝敗を決めるうえで重要な要因となるのか、
などに関して見通しを提示することにある。こうした見通しを立てることは、
インド太平洋地域の安全保障環境全体を展望するに際しても不可欠なもので
あり、日本の安全保障政策を検討していくうえでも有益なものとなろう。

3. 各章の概要
上記の問題意識に基づき、本書は6編の論文から構成されている。各章の
概要は以下のとおりである。
第1章（執筆：杉浦康之）では、中国人民解放軍がウクライナ戦争から得

た教訓に関して、①人民解放軍の現在および将来の軍事ドクトリン・作戦構想・
軍事力運用方針への影響、②戦略・政策レベルにおける影響、③作戦レベル
における影響、の3点に焦点を当て分析を行う。これらの分析を通じて、本章
はウクライナ戦争の前後で人民解放軍の軍事ドクトリン・作戦構想に大きな
変化が生じなかったことを明らかにする。他方、こうした軍事ドクトリン・作
戦構想における影響の少なさは、ウクライナ戦争が人民解放軍になんらの影
響も及ぼさなかったことを意味するものではない。本章は一連のウクライナ
戦争の趨勢が人民解放軍の軍事行動に関して、党・軍中枢が行うべき戦略・

続中であるため、その分析も暫定的とならざるをえない。本書も、脱稿時点
の2024年12月段階の戦況を踏まえた分析である。

2. 本書のアプローチ
上記の先行研究は本書の各章でも参照されている。本書では、先行研究の
成果を踏まえつつ、インド太平洋地域での米中対峙、特にその最重要課題で
ある台湾問題にウクライナ戦争が与えた影響に関して、「新たなる戦争」の諸
相という軍事的側面から研究を行うものである。
ウクライナ戦争の軍事的インプリケーションが米中関係や台湾有事の帰趨
に与える影響に関しても幾つかの研究がすでに発表されている10。本書はそう
した類似の先行研究を参照しつつも、従来の研究が十分検討・対応してこなかっ
た、以下の3つのアプローチを重視する。
第1のアプローチとして、本書では、中国・台湾・米国の3者を対象として、

その軍事戦略・ドクトリン、作戦構想、軍事力整備方針などに関して、ウク
ライナ戦争勃発前から進められていた取り組みを詳細に検討することで、ウ
クライナ戦争の与えた影響がどの程度のものであったかを解明する。こうし
たアプローチにより、従来の研究では見落とされがちであった、3者における
ウクライナ戦争勃発前後の変化の大きさやウクライナ戦争後にどのような変化・
調整が実施されたのかを分析することが可能となる。
第2のアプローチとして、本書では、中国・台湾・米国の軍事戦略、ドクト

リン、作戦構想、軍事力整備方針などに関して、公表されている政府・軍の
文書、政府・軍関係者の発言、軍内の教範などの一次資料を広範囲に活用し、
可能な限り軍・政策当局の考えに迫る実証的な分析を行うこととする。こう
した実証的な分析は、一般的に理解されているものとは必ずしも同じ見方で

10） 山口信治「ロシア・ウクライナ戦争が中国の台湾侵攻シナリオに与える影響（上）」『Foresight』（2022年
5月13日）；同「ロシア・ウクライナ戦争が中国の台湾侵攻シナリオに与える影響（下）」『Foresight』（2022
年 5月13日）；Joel Wuthnow, “Rightsizing Chinese Military Lessons from Ukraine,” Strategic Forum 
(National Defense University) No. 331 (September 2022); 「俄烏戦争対共軍的啓示與調整」『中共研究』
第 57巻第 3期（2023年 9月）87–152頁； 土屋大洋・川口貴久・佐々木孝博・八塚正晃・山本達也『ウ
クライナから東アジアへ―新領域における戦いとその教訓』、KCS Report No. 1（慶應義塾大学グロー
バルリサーチインスティテュート（KGRI）戦略構想センター、2024）；松田康博、福田円、河上康博編『「台
湾有事」は抑止できるのか―日本がとるべき戦略とは』（勁草書房、2024年）。
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なく、ドローンやコンステレーション衛星通信といった新たな分野が加わる
ことで、理論のさらなる強化が図られると結論付ける。
第3章（執筆：五十嵐隆幸）では、ロシアが現状変更に踏み切り、「抑止」

が効かない国際政治の現実を目の当たりにした台湾の政府や軍隊が、パワー
の「非対称性」で共通するウクライナからどのような教訓を見いだし、軍事
力整備と動員体制にどのように反映するかを考察している。本章の中心的な
問いは、台湾がウクライナ戦争から得た教訓の内容と、1991年以降の「抑止」
を軸とする軍事戦略に与える影響である。近年、特定の年を実行の決定的な
年として中国の台湾侵攻に警鐘を鳴らす論調が少なくないが、本章で筆者は、
最初に中国政府が発行する白書などから、中国が台湾侵攻に踏み切る条件を
確認する。それを踏まえ、台湾防衛作戦の前提となる軍事戦略の変遷を確認
したうえで、台湾の政府や軍がウクライナ戦争の教訓をくみ取りつつ、さら
に米国の後押しを受け、「レジリエンス」を軍事戦略の中心に据えたことを指
摘する。
ただし、厳しい国際空間の中で生存を続けてきた台湾は、古くから武器装
備の自主生産能力や動員能力の強化を重視してきた。それがゆえに台湾はウ
クライナ戦争の教訓を踏まえ、すでに行ってきた方向性が間違っていなかっ
たことを確認したのだと指摘する。一方で、長い間、実戦を経験していない
台湾は、ウクライナの教訓を「非対称作戦」などの戦い方に反映させ、さらに、
経済や対外関係などを含めた総合的な国力向上に取り組んでいくであろうと
結論付ける。
第4章（執筆：前田祐司）は、ウクライナ戦争における核兵器の役割と、そ

こから得られる台湾有事を考察するうえでの示唆を検討する。本章ではまず、
通常戦力をもって戦われているウクライナ戦争の背景で、ロシアによる核の
脅しが主に米国・NATOの直接介入に対する「盾」として機能していること
を確認する。これは安定・不安定のパラドックスからもたらされる帰結であり、
核抑止の安定性を利用して外部リスクを低減することで、通常戦力による局
所的な現状変更の追求を可能としている。ただし、核兵器を保有していれば
外部勢力の介入に対する盾として一様に機能するわけではなく、その有効性
を左右する重要な変数が幾つか考えられる。本章では特に能力面での重要な
変数として、①核戦力バランス、②通常戦力バランス、③間接支援の持続可

政策というハイレベルな領域のみならず、各部隊が遂行する作戦レベルにお
いても大きな調整が求められていることを明らかにする。
本章は、こうした包括的な分析を通じて、人民解放軍がウクライナ戦争か

ら得た教訓が今後の台湾有事に及ぼす影響を検討する。本章の分析を通じて
明らかにされた課題は、容易に克服し得るものではないため、2027年のよう
な短期的な時間軸において人民解放軍が台湾侵攻作戦を実施する蓋然性は低
いものと指摘する。他方、中長期的な時間軸においてこうした課題を克服し
得たならば、人民解放軍が台湾侵攻作戦に着手する蓋然性は高まると思われる。
特に米国およびその同盟諸国、台湾が十分な防衛力強化を実現しない状況で、
2030年代に人民解放軍がその核弾頭数を増加させることで米中の核戦力の拮
抗状況を獲得したと認識し、さらに陸・海・空・ロケット軍の伝統的安全保
障能力のみならず無人機・AI・量子コンピューター技術などの「新質戦闘力」
の強化にも成功した場合には、台湾有事の危険性は一層増していくと結論付
ける。
第2章（執筆：相田守輝）では、ウクライナ戦争における航空戦の展開が、

中国人民解放軍の専門家にどのように認識されているか、またそれが中国の
将来の航空戦にどのように反映されるかについて考察されている。本章の中
心的な問いは、これらの航空戦から人民解放軍が得る教訓の内容と、それが
長年維持されてきた「空天一体、攻防兼備」という空軍戦略に与える影響に
ついてである。人民解放軍の機関紙『解放軍報』ではウクライナ戦争に関す
る明確な報道が少ないが、本章は多様な中国の一次資料を基に分析を行い、
人民解放軍の専門家たちが現代の航空戦における複雑さや航空作戦計画の重
要性を深く理解していることを指摘する。さらに、軍事技術の進展に伴い、
遠距離からの攻撃が可能なスタンドオフ兵器の有用性を認識し、ドローンに
よる攻撃が将来的な航空戦の主流になるとの理解に立つ人民解放軍の専門家
による議論を詳述する。
そのうえで、中国が描く将来の航空戦では、敵の防空システムを突破する
ための高速かつ迎撃が難しいスタンドオフ兵器やステルス戦闘機、さらには
それに随伴するステルスドローンが、中国の「システム体系」に支えられな
がら投入されてくるだろうと指摘する。そして、これまでの「空天一体、攻
防兼備」という空軍戦略は、ウクライナにおける航空戦の影響を受けること
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あるため、米国国防省の具体的な予算や取り組みに焦点を当てて間接介入手
法の有効性を考察することは有益であろう。また、後者の適用可能性に関し
ては、従来の研究では十分な光が当てられてこなかったが、台湾有事の際に
米国社会がコストとリスクの高い直接介入を忌避して間接介入を求めた場合、
間接介入の実効性が重要な論点になる。
本章では、まず、米国のウクライナ間接介入は対中抑止態勢に関する予算

やプログラムの従前の傾向を転換させるほどには大きな影響を与えていない
ことを論じる。このことは、しばしば対ウクライナ兵器提供の影響が指摘さ
れる台湾向け輸出兵器の納入遅滞についても同様で、ウクライナ戦争以前か
ら常態化していた台湾の兵器購入の遅れと、米国のウクライナ軍事支援との
因果関係には疑義が生じる。むしろ、これまで停滞ないし縮小していた米国
内外の防衛産業基盤を再び活性化させた点で、ウクライナへの間接介入は、
中長期的な視点から見れば、台湾軍や米軍などの武器・弾薬備蓄の強化に貢
献し得るのである。
他方で、本章は、ウクライナ間接介入モデルは潜在的な台湾有事において

は実効性が低いことも指摘する。仮に中国の台湾侵攻が台湾周辺の海空封鎖
を伴う場合には、台湾の地理的な条件、米中間のエスカレーション構造、輸
送作戦の実行可能性の3つの観点から、米国が台湾に対してウクライナ型の
軍事支援を提供することは極めて困難になる。そのため、本章は、とりわけ
台湾防衛に関しては、有事よりも平時における軍事支援が鍵を握ると論じて
いる。
第6章（執筆：菊地茂雄）は、ウクライナ戦争の教訓を踏まえて、米軍の
戦い方が西太平洋においてどのように変化しているかを、作戦コンセプト、
演習、戦力態勢の変化に照らして検証するものである。イラクやアフガニス
タンにおけるテロリストや武装集団との戦いとは異なり、中国やロシアなどの
大国との武力紛争を前提とすれば、米軍も敵の攻撃や妨害を受ける範囲―
米国国防省の文書ではしばしば「係争環境」と呼ばれる―で作戦を行うこ
とが求められる。そこで、米軍の各軍は、冷戦終結以来想定してこなかった
係争環境で戦うことを前提として、分散型作戦を志向している。
第1節では、これらの作戦コンセプトの西太平洋における適用とそこでの課
題を指摘する。ここでは海洋戦域における陸地を確保する重要性を指摘した

能性の3つに着目する。
この3つの変数から成る枠組みを用いて台湾有事シナリオを分析すると、ウ
クライナ戦争との相違点が浮かび上がってくる。中国が台湾本島の掌握を目
標として武力行使に至るシナリオでは、これら3つの変数の一部または全部が
ウクライナの事例とは大きく異なる値をとることが想定される。中国は急速に
核戦力の増勢と近代化を進めているものの、米国との均衡（パリティ)を達成
する段階にはない。通常戦力の面では、中国は核に頼らずとも米軍の介入に
対抗し得る戦力を整えつつあり、台湾は非対称的な拒否能力の整備を推進し
ているものの、独力で人民解放軍に抵抗できるかは大きな疑問符が付いている。
そして、台湾は有事の際には中国によって封鎖が行われる可能性が高く、人
民解放軍との衝突リスクを受け入れずして外部勢力が台湾への間接支援を安
定的に維持することは困難となる。
これらの点から、ウクライナ戦争に比べて台湾有事では米国にとって直接
介入の誘因はより強まるものと考えられる。一貫して介入に否定的な姿勢を
貫いているウクライナでの状況とは異なり、米国は台湾有事での介入の是非
についてより切迫した決断を迫られるとともに、その裏返しとして中国の視
点からも先行きが見通しにくく、エスカレーションするリスクの高い状況とな
るため、中国の核の盾としての有効性は比較的低いものとなるというのが、
本章で提示される仮説である。
第5章（執筆：切通亮）は、ウクライナ戦争における米国のウクライナ軍事

支援を手掛かりに、地域紛争に対する米国の間接的な介入手法に着目する。
間接介入や代理戦争についてはすでに多くの研究の蓄積がある一方で、間接
介入を米国のグローバルな関与の視点からとらえ、国家間紛争介入の在り方
として具体的な事例を用いながら分析した研究はほとんどない。そこで、本
章は米国のウクライナ軍事支援の取り組みを典型的な「間接介入」と位置付け、
米中大国間競争の文脈からこの手法の有効性を考察する。
本章では、紛争研究分野の代理戦争理論を援用して米国のウクライナ軍事

支援の特徴を整理したうえで、この間接介入モデルが、①西太平洋地域での
対中抑止態勢にいかなる軍事的影響を与えているのか、②潜在的な台湾有事
においてどの程度適用可能なのか、の2点を問う。前者については、米国に
よるウクライナ支援が対中競争に必要な戦略資源を消費しているとの認識も
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うえで、海兵隊の遠征前方基地作戦（EABO）やスタンドイン部隊（SIF）、
また、陸軍の長距離火力導入の取り組み、敵による攻撃を回避しながら簡素
な滑走路からの作戦を行う空軍の「機敏な戦闘運用」（ACE）などが、いずれ
も西太平洋という海洋戦域における陸地を拠点として戦力発揮を目指すもの
であることを指摘する。第2節では、中国との長期的な戦略的競争を進めるう
えで、競争相手である同国に対して米国に有利な状況を作り出すために行う
持続的な取り組みである「キャンペーニング」を取り上げる。そこでの鍵と
なるのが同盟国やパートナー国との関係の強化であり、その観点から西太平
洋における戦力態勢や共同演習の強化の取り組みを分析する。
本章の結論として、第1に米国がその国防戦略において中国やロシアによる
侵略に対応するうえで拒否戦略に立脚しており、そのためにそれらによる攻
撃を受ける範囲内で作戦を行うことを重視していることを指摘する。第2に、
中国の圧力を直接受ける同盟国を支援することが重要であり、そこにとどま
り続けるためには米軍が分散型作戦を行う能力を強化すること、また演習に
より米国の意志を示すことの重要性を指摘する。最後に、これらいずれもが
同盟国・パートナー国との関係に立脚していることを指摘する。 中国人民解放軍に対する

ウクライナ戦争の教訓

第 1 章
「新たなる戦争」の諸相

――台湾有事への影響を中心に――

習近平中央軍事委員会主席による
東部戦区司令部における訓示（2023 年 7 月）

（新華社／共同通信イメージズ）

杉浦 康之



1 31 2 第1章　中国人民解放軍に対するウクライナ戦争の教訓

はじめに
2022年2月に始まったウクライナ戦争は4年目に入った。欧州における第
二次世界大戦以来の本格的な戦争となったウクライナ戦争は各国の軍事ドク
トリンや部隊運用に多大な影響を与えているといわれており、その研究成果
が幾つか出されている1。
中国人民解放軍（以下、人民解放軍）もその例外ではなく、ウクライナ戦
争から多くの教訓を得ていると指摘され、日本のみならず、米国や台湾など
の研究者がそれに関する研究成果を発表している。このうちジョエル・ウズ
ナウ（Joel Wuthnow）の研究は人民解放軍がウクライナ戦争において自身の
軍事ドクトリンや作戦構想の有効性を確認したと指摘しており、本稿もこの
点に関して同じ結論に至る 2。また『中共研究』に掲載された台湾の研究者に
よる論稿は、ウクライナ戦争で注目された作戦領域を広範囲に取り上げたう
えで、それらが人民解放軍の台湾侵攻作戦にどのような影響を与えていくの
かを考察している 3。日本での研究として八塚の研究は、中国側の研究者の指
摘を踏まえて、主に宇宙・サイバー・認知領域におけるウクライナ戦争の人
民解放軍への教訓を論じている 4。
他方、人民解放軍によるウクライナ戦争への包括的な評価を行った公式の
報告書は管見する限り公表されていない。ただし、人民解放軍機関紙『解放
軍報』掲載のウクライナ戦争を想起させる論説や、人民解放軍の高官による
ウクライナ戦争への言及、人民解放軍の研究者によるウクライナ戦争の分析
などは確認できる。
本稿は、人民解放軍がウクライナ戦争からどのような教訓を得ているのか

との問いに関して、（１）人民解放軍の現在および将来の軍事ドクトリン・作

1） 日本語では、小泉悠『ウクライナ戦争』（筑摩書房、2022年）；高橋杉雄編『ウクライナ戦争はなぜ終
わらないのか―デジタル時代の総力戦』（文藝春秋、2023年）；土屋大洋、川口貴久、佐々木孝博、
八塚正晃、山本達也『ウクライナから東アジアへ―新領域における戦いとその教訓』、KCS Report 
no. 1（慶應義塾大学グローバルリサーチインスティテュート（KGRI）戦略構想センター、2024年）。英
語では、Jeffrey Mankoff, ed., Lessons and Legacies of the War in Ukraine: Conference Report (Washington, 
DC: National Defense University), Strategic Perspectives, no. 43 (February 2024) などを参照。

2） Joel Wuthnow, “Rightsizing Chinese Military Lessons from Ukraine,” Strategic Forum (National 
Defense University) no. 311 (September 2022). 

3） 「俄烏戦争対共軍的啓示與調整」『中共研究』第 57巻第 3期（2023年 9月）87–152頁。
4） 八塚正晃「第 3章 中国は何を学んでいるか」土屋他『ウクライナから東アジアへ―新領域における戦

いとその教訓』23–30頁。

戦構想・軍事力運用方針への影響、（２）戦略・政策レベルにおける影響、（３）
作戦レベルにおける影響、の3点に焦点を当てて分析を行う。これらの分析を
通じて、本稿は、1991年の湾岸戦争のときとは異なり、ウクライナ戦争の前
後で人民解放軍の軍事ドクトリン・作戦構想に大きな変化は生じておらず、
むしろウクライナ戦争の教訓を踏まえて、人民解放軍は既存の軍事ドクトリン・
作戦構想の正しさを再確認したことを明らかにする。他方、ウクライナ戦争
は人民解放軍に何らの影響も及ぼさなかったわけではない。本稿は、人民解
放軍が一連のウクライナ戦争の教訓を踏まえて、党および軍中枢が行うべき
戦略・政策というハイレベルな領域と各部隊が遂行する作戦レベルにおいて、
さまざまな調整が求められていることを明らかにする。
人民解放軍へのウクライナ戦争の教訓を考察するに際して、こうした包括

的な分析を行う研究は必ずしも多くない。そうした中、ウズナウの研究は包
括的な研究を行っているという点で本稿と共通するが、「システム体系作戦」
構想や「一体化統合作戦」構想といった、人民解放軍が現在進めている作戦
構想への詳細な分析を欠いている。
本稿がこうした包括的な分析を行う理由は、人民解放軍がウクライナ戦争

から得た教訓が将来の台湾有事にいかなる影響を及ぼすかという問題意識を
有しているからである。ウクライナ戦争の教訓が台湾有事にどのように反映
されるのかを検討した研究は幾つか存在する 5。しかし、これらの分析の多くは、
ウクライナ戦争の前に人民解放軍がどのような軍事ドクトリン・作戦構想を
有していたのかに関する分析が必ずしも十分ではない。また人民解放軍がウ
クライナ戦争勃発後にどのような調整を行っているのか、あるいは今後どの
ような点を調整していくのかに関しても、必ずしも十分な検討を行っていない。
本稿は、先行研究の成果を踏まえつつ、『解放軍報』の論説や人民解放軍の各
種教範、および中国・香港・日本の報道に依拠することで、こうした問いに
対して、限られた情報の中で可能な限り実証的な分析を提示する。

5） 山口信治「ロシア・ウクライナ戦争が中国の台湾侵攻シナリオに与える影響（上）」『Foresight』（2022年
5月13日）；同「ロシア・ウクライナ戦争が中国の台湾侵攻シナリオに与える影響（下）」『Foresight』（2022
年 5月13日）；Wuthnow, “Rightsizing Chinese Military Lessons from Ukraine”; 松田康博、福田円、河
上康博編『「台湾有事」は抑止できるか―日本がとるべき戦略とは』（勁草書房、2024年）。
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1.  人民解放軍による軍事ドクトリン・作戦構想・ 
軍事力運用方針の再確認
人民解放軍は、ウクライナ戦争の教訓を踏まえて、これまで進めてきた軍
事ドクトリン・作戦構想の正しさを確認したと指摘されている 6。なぜならば、
ウクライナ戦争で注目された宇宙空間の活用、無人兵器の運用、サイバー空間・
認知領域での戦いなどは、人民解放軍が既存の軍事ドクトリン・作戦構想の
なかで重視してきた内容だったからである 7。

（1）軍事ドクトリンの再確認―「情報化局地戦争」と「智能化戦争」
2012年11月の中国共産党第18回全国代表大会で中央軍事委員会主席に選

出された習近平は統合作戦能力の強化を重視した。習近平は、2013年11月の
中国共産党第18期第3回中央委員会全体会議で国防・軍隊改革（以下、軍改革）
の実行を発表した。人民解放軍は習近平の指示の下、情報化戦争を念頭に置
いた統合作戦体制の構築を目指し、建国以来、最大かつ最も徹底した改革を
行った 8。
こうした軍改革の理論的支柱となった軍事ドクトリンが「情報化局地戦争」
である。習近平体制はそれまでの「情報化条件下の局地戦争」9に替わる軍事
ドクトリンとして、2014年頃から「情報化局地戦争」を提唱した 10。
人民解放軍国防大学編集『戦略学』2020年版は「情報化局地戦争」の特徴

として、①戦争は政治・経済のみならず、国内外の輿論や国際法などの社会
的要因からさまざまな制限を受ける、②情報能力に優れた制情報権が制空権、
制海権などを奪取するうえでの前提条件になる、③陸・海・空・宇宙などの
有形の戦場に、電磁波領域・サイバー空間・心理認知領域などの無形の戦場

6） Wuthnow, “Rightsizing Chinese Military Lessons from Ukraine,” 3–7.
7） ウクライナ戦争の軍事的分析については小泉『ウクライナ戦争』；高橋『ウクライナ戦争はなぜ終わらない

のか』などを参照。
8） 杉浦康之『中国安全保障レポート2022―統合作戦能力の深化を目指す中国人民解放軍』（防衛研究

所、2021年）6頁。
9） 人民解放軍は「情報化条件下の局地戦争」を、「情報システムに依拠し、一定の情報化水準の武器装備

およびそれに相応する作戦方法を備えた局地戦争であり、工業時代が情報時代に向かう過渡期の戦闘
の基本形態である。この発展の趨勢が情報化戦争である」と定義している。全軍軍事述語管理委員会、
軍事科学院編『中国人民解放軍軍語（全本）』（軍事科学出版社、2011年）48頁。

10） M. Taylor Fravel, Active Defense: China’s Military Strategy since 1949 (Princeton: Princeton University 
Press, 2019), 230–234.

が加わることで戦場空間は拡大・多次元化・立体化し、空・宇宙の戦場が融合・
一体化して戦略的制高点となる、④「システム体系」11対抗を主眼とした「多
領域一体化統合作戦」が基本の作戦形式となる、⑤戦争進行過程、打撃目標
と手段が正確にコントロールされ、高効率で費用対効果が高く、低リスクか
つ低コストの中小規模の精密作戦へ移行する、⑥軍事の智能化が発展して日
増しに顕著なる、という6点を指摘している12。ただし、こうした構想は発足し
たばかりの習近平指導部が独自に考案したものでは必ずしもなく、胡錦濤時
代から人民解放軍の内部で検討が進められていたものを踏襲したものであっ
た 13。

2019年7月に発表された『新時代における中国の国防』（以下、『国防白書』）
は、次の戦争形態としての「智能化戦争」に言及した。『国防白書』は「智能
化戦争」が登場した背景として、「人工知能（AI）、量子情報［技術］、ビッグ
データ、クラウドコンピューティング、モノのインターネット（IoT）など先
端科学技術の軍事分野における応用」を指摘した 14。
国防大学の研究者は、「智能化戦争」を「IoT情報システムを基礎として、
智能化された武器・装備および関連する作戦方法を使用して、陸・海・空・
宇宙・サイバー・電磁波および認知領域で進める一体化戦争」と定義する15。
智能化戦争の特徴として、①AIやクラウドコントロールなどを活用した、人
機共同決策（人間と機械による共同の決定）の指揮統制、②無人機を主力と
した武器・装備体系の構築と「蜂群（スウォーム）攻撃」の実現、③伝統的
安全保障領域と新型安全保障領域（サイバー・電磁波・宇宙など）、および物

11） 人民解放軍には、システムに関して「系統」と「体系」という2つの用語がある。「系統」は情報支援シ
ステム、指揮統制システム、火力打撃システムなど、個別の軍事システムに使われる。「体系」は「系統」
の高度の段階であり、多くの「系統」から構成される大系統であり、米軍の使用する「システム・オブ・シ
ステムズ（System of systems）」の訳語として使用される。王勇男『体系作戦制勝探要』（国防大学出版社、
2015 年 ）2–4 頁；Jeffrey Engstrom, Systems Confrontation and System Destruction Warfare: How the 
Chinese People’s Liberation Army Seeks to Wage Modern Warfare (Santa Monica: RAND Corporation, 
2018), 2–5.

 他方、人民解放軍が用いる「体系」の日本語訳は定着しておらず、「システム」「体系」などと訳される例
がある。しかし「体系」を単に「システム」と訳してしまうと、個別の軍事システムとの差異が不明となる。
一方、「体系」と訳すことは、この概念で重視される指揮、統制、通信、コンピューター、情報、監視、
偵察というC4ISRの重要性が理解されない。そこで本稿はC4ISRの重要性を意識した際の「体系」を「シ
ステム体系」と訳する。

12） 肖天亮主編『戦略学（2020年修訂）』（国防大学出版社、2020年）182–185頁。
13） 杉浦『中国安全保障レポート2022』20頁。
14） 中華人民共和国国務院新聞弁公室『新時代における中国の国防』（外文出版社、2019年）7頁。
15） 龐宏亮『21世紀戦争演変与構想：智能化戦争』（上海社会科学院出版社、2018年）84頁。
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理的安全保障空間（陸・海・空・宇宙）と非物理的安全保障空間（認知・社会・
サイバーなど）の一体化・融合の進展と認知空間での対抗作戦における主導
権と支配権の獲得、などが指摘されている16。
しかしながら、現時点において人民解放軍は「智能化戦争」を「情報化局
地戦争」に替わる軍事ドクトリンとして設定していない。「智能化戦争」の提
起以降も、『解放軍報』は機械化・情報化・智能化の融合発展の重要性を度々
指摘している。習近平も2020年7月の中央政治局集団学習会で、「機械化・
情報化・智能化の融合発展を加速させる」と言及した 17。ウクライナ戦争の勃
発後、『解放軍報』の論説では「智能化戦争」への言及が目立つようになった
が、「情報化智能化戦争」との表現も登場している18。そのため、人民解放軍が
今後の国防白書などで「智能化戦争」を新たな軍事ドクトリンとするか否か
が注目されている。
ウクライナ戦争では無人機の積極的な運用 19、サイバー・電磁波空間の重要性、
認知領域での戦いなどが注目されたが 20、上述のとおり、それらは「情報化局
地戦争」および「智能化戦争」が重視する内容であった。その意味では、人
民解放軍はウクライナ戦争を通じて、こうした軍事ドクトリンの正しさを再確
認したと思われる。実際、ウクライナ戦争を想定していると思われる『解放
軍報』軍事論壇の論説は「情報化」や「智能化」の重要性を強調している 21。
こうした中、人民解放軍軍事科学院の趙小卓は、ウクライナ軍の作戦構想・
作戦方式・組織形態を情報化戦争に近いものと評価した。他方、ロシア軍は
世界第2位の軍事強国と称されながらも、その作戦構想と戦法は「機械化戦争」22

の痕跡を依然としてとどめていると批評した 23。

16） 飯田将史「人民解放軍から見た人工知能の軍事に対するインパクト」『安全保障戦略研究』第 1巻第 2
号（2020年 10月）5–13頁；八塚正晃「人民解放軍の智能化戦争―中国の軍事戦略をめぐる議論」『安
全保障戦略研究』第 1巻第 2号（2020年 10月）26–27頁。

17） 同上、24–25頁。
18） 『解放軍報』2023年 7月 20日；8月 22日；8月 31日；9月14日。
19） ウクライナ戦争での無人機の運用に関しては、本書第 2章を参照。
20） 大澤淳「新領域における戦い方の将来像―ロシア・ウクライナ戦争から見るハイブリッド戦争の新局面」

高橋『ウクライナ戦争はなぜ終わらないのか』145–180頁。
21） 『解放軍報』2024年 7月 2日；9月12日。
22） 人民解放軍は、「機械化戦争」を「主に機械化された武器装備およびそれに相応する作戦方法を用いて

行う戦争であり、機動速度の速さ、火力の殺傷力の強さ、戦場範囲の広さ、戦争の消耗度の大きさなど
を特徴とする、工業時代の戦争の基本形態である」と定義する。全軍軍事術語管理委員会、軍事科学
院『軍語』48頁。

23） 趙小卓「従烏克蘭危機看戦争形態演変」『国家安全研究』（2023年 2月）135–139頁。

（2） 作戦構想の再確認―「システム体系作戦」構想と「一体化統合作戦」 
構想

「情報化局地戦争」の中で基本的な作戦形式とされているのが「システム体
系作戦」構想と「一体化統合作戦」構想である。
「システム体系作戦」は米軍におけるC4ISRの発展を踏まえて考案された作
戦構想であり24、胡錦濤時代に提唱された「情報システムに基づくシステム体
系作戦能力」概念を踏襲したものである 25。その主たる特徴は、①戦場の状況
を同時に感知し、リアルタイムの情報共有を行う、②各軍種を融合し、効率
の高い作戦を実施する、③各軍兵種が協調してシンクロし、1つのまとまりと
して行動する、④敵を1つの完成された作戦システム体系としてとらえ、その
枢要な箇所を発見・攻撃することで、敵の全体構造を破壊する、⑤指揮統制
において分散と集中を同時に実現する、⑥情報保障やロジスティクスなどの
後方支援活動において各種能力を集約し、正確な保障を実現することにある
とされる 26。
「システム体系作戦」構想は、次の諸点を重視している。すなわち、①情報
主導―制情報権の最重視、②統合制権の獲得―制情報権、制空権、制海権、
制宇宙権、制陸権の総合的奪取、③連動行動―情報ネットワークを基礎とし、
指揮統制を核心とし、情報伝達を架け橋とした、作戦ユニット・作戦要素・
作戦システムの融合による各軍兵種の一体化、④精密かつ正確な統制―総
合電子情報システムに依拠し、智能化された精密誘導打撃能力により敵の作
戦システム体系における重要目標を攻撃することで得られる、最小コストに
よる最大効果の実現、⑤システム体系破壊―敵の作戦システム体系の枢要
部分（政治指導者、国家および軍の指揮中枢、エネルギー施設、交通網、民心、
軍事力）の発見・攻撃、⑥効率的な作戦の実施―精密誘導攻撃・ステルス
技術の活用、軍事力と外交などの非軍事能力との総合的運用による非対称優
勢の確保、敵の抵抗意志の破砕、⑦先制の確保―リアルタイムで正確な戦
場感知能力、効率のよい意思決定能力、先制攻撃能力による最小被害での作
戦目的の実現、⑧非対称戦の実施―敵の戦場感知システムの遮断、精密誘

24） Engstrom, Systems Confrontation and System Destruction Warfare, 10–11.
25） 「情報システムに基づくシステム体系作戦能力」に関しては、杉浦『中国安全保障レポート2022』12–13頁。
26） 王勇男『体系作戦制勝探要』19–24頁。
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導攻撃・斬首作戦・サイバー攻撃による敵指揮システムの麻痺、敵の測位航
法能力の脆弱化、⑨リアルタイムかつ主動的な調整―総合的に電子情報シ
ステムを活用し、上級から指示された作戦意図と目標に関する一定の協同規
則を重視しつつ、戦場の情報・状況に基づいて行う作戦行動、⑩各種謀略活
動の遂行―総合的に電子情報システムを活用し、主体的な能動性と情報技
術優勢の発揮による有利な情勢の形成、である 27。
さらに同作戦構想は、「総体作戦、非対称打撃、体制の麻痺による敵の制圧」
をその基本指導思想とする。これらの概念の基本的内容は、戦略的意図に基
づき、軍事闘争と政治・外交・経済領域の闘争を融合し、諸軍兵種の作戦戦
力とその他支援戦力を総合的に運用し、一体化した作戦システム体系を構築し、
総体的な力の結集を形成して、敵の作戦システム体系の総体的な構造を破壊
するためにさまざまな作戦手段・方式を臨機応変に運用することを目指して
いる。そして、そうした部隊運用により、自己の長所を活かして敵の短所を
攻撃し、作戦のすべての縦深と各領域を協調させることで敵の作戦システム
体系の枢要部分と脆弱な部分を攻撃し、素早い勝利と精密な打撃で敵を制圧
することによって、敵の全体的な作戦システム体系を迅速に麻痺させ、敵の
作戦意志を効果的に震撼させ、作戦目的を達成することを企図している 28。
上記の「システム体系作戦」構想と同じく、「一体化統合作戦」構想も胡錦
濤時代に提唱された概念である 29。同構想は、「ネットワーク化した情報システ
ムに基づき、情報化された武器・装備と作戦方法を使用し、陸・海・空・宇宙・
サイバー・電磁波空間および認知領域において総体的な連動を遂行する作戦。
情報化戦争に呼応する基本的な作戦形式」と定義される 30。この概念は、作戦
思想として、「情報主導（制情報権の最重視）」、「精密な作戦（空間・時間・
目標・手段・効果の精査による、最小・最短で目的を達成する作戦）」、「重点
攻撃（ソフトキルとハードキルを組み合わせた精密攻撃により、敵の中心と
なる作戦システム体系を破壊・麻痺させる攻撃）」、「総体作戦による勝利（軍
事・政治・経済・外交を融合し、陸・海・空・宇宙・情報・心理・認知など

27） 同上、28–66頁。
28） 同上、67頁。
29） 譚亜東主編『聯合作戦教程』（軍事科学出版社、2012年）11頁；Joel Wuthnow, “A Brave New 

World for Chinese Joint Operations,” Journal of Strategic Studies 40, nos. 1-2 (February 2017): 176.
30） 全軍軍事術語管理委員会、軍事科学院編『軍語』68頁。

の領域で、さまざまな手段の結合による勝利の実現）」を重視する。人民解放
軍は、「一体化統合作戦」構想に基づき、伝統的安全保障領域である陸・海・
空から、新型安全保障領域である宇宙・サイバー・電磁波空間・深海・認知
領域にまでその作戦領域を拡大した 31。
これらの作戦構想の実現に必要とされる作戦能力が、2017年10月の中国共
産党第19回全国代表大会で提起された「ネットワーク情報システム体系に基
づく統合作戦能力」と「全領域作戦能力」である。人民解放軍の教範は、「ネッ
トワーク情報システム体系に基づく統合作戦能力」について、「ネットワーク
情報システム体系を紐帯と支柱として、統合作戦におけるリアルタイム感知、
高効率の指揮統制、精密打撃、快速機動、全方位防御、総合保障などの作戦
能力を一体として集成することで倍増効果を備える、システム体系化された
作戦能力」と定義する。その作戦行動は、ネットワーク・クラウド・端末に
基づく一体化作戦、多次元で連動した全領域作戦、情報・火力が一体化した
融合作戦とされる。そして精密化・ステルス化・無人化作戦と制情報権の獲
得を重視し、短期決戦で戦略目的を達成することを特徴としている 32。
軍事科学院の張謙一によれば「全領域作戦能力」は、「軍隊が、国内外の戦
場、あるいは陸・海・空・宇宙・サイバー・電磁波・認知領域などの全方位
にわたる安全保障領域、さらには深海・量子コンピューター・人工知能・バ
イオセキュリティなどの新興対抗領域といったすべての領域において、複数
の領域での効果を重ね合わせ、新領域を統制し、かつ戦略的主導権を奪取し、
領域横断的な融合による総合的優勢を目指すことにより、敵との対抗活動を
効果的に展開し、抑止と戦争の勝利を実現する能力」と定義される 33。ここで
も人民解放軍の「一体化統合作戦」構想の作戦領域は拡大し、各領域の融合
が重視されている。
以上の作戦能力を前提とする「システム体系作戦」構想と「一体化統合作戦」
構想は、「智能化戦争」の提唱後も堅持されている 34。ただし、国防大学編集『戦
略学』2020年版は「智能化戦争」への対応を重視した「多領域一体化統合作戦」

31） 譚『聯合作戦教程』14、68–84頁。
32） 張志剛『基于網絡情報体系的聯合作戦』（兵器工業出版社、2019年）7–13頁。
33） 『解放軍報』2018年 9月 25日。
34） 『解放軍報』2021年 1月 5日。
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概念を提起している。「多領域一体化統合作戦」概念は、「統一された指揮の下、
統一された作戦目的に対し、各種作戦戦力、作戦ユニット、作戦要素を、ネッ
トワーク情報システムによりシームレスに融合した作戦システム体系であり、
統一された計画に従い、陸・海・空・宇宙・サイバー・電磁波・智能などの
多くの領域で実施される、高度な調整を有する総体連動作戦」と定義され、
統合作戦の高度な段階だとされている 35。
趙小卓は、ウクライナ軍による黒海艦隊旗艦であったミサイル巡洋艦モス

クワの撃沈と高機動ロケット砲システム（HIMARS）によるロシア軍臨時兵
舎への攻撃を、探知・監視・情報伝達・指揮統制・精密打撃の各能力に優れ
た「システム体系作戦能力」として評価した 36。ウクライナ戦争後に掲載され
た将来戦を検討する『解放軍報』軍事論壇の論説も、「システム体系作戦」構
想と「一体化統合作戦」構想の重要性を指摘している 37。

（3） 軍事力運用方針の再確認―物理領域・情報領域・認知領域での戦闘
の一体化

情報戦・心理戦をベースとする認知領域での戦いの重要性はウクライナ戦
争で注目された 38。人民解放軍もウクライナ戦争における認知領域での戦いか
ら教訓を得ていると指摘されている 39。
人民解放軍国防大学の李明海は、ウクライナ戦争の背後で行われている戦
争こそ認知領域作戦であると指摘した。彼は「認知領域作戦」を、国家の安
全保障戦略の目的を達成するために軍事・政治・経済・輿論・心理・法理な
どの方式・手段を融合するナラティブであり、また目標とする対象の認知に
影響を与え、その意思決定と行動を改変させる認知対抗行動と定義し、新た
な作戦形態であるとともに高度な戦争方式であると位置付ける。そのうえで、
ウクライナ戦争で登場した認知領域作戦の特徴として、①国家指導者の政治
性を持った認知ナラティブ、②ハイブリッド戦争における認知作戦の進行、

35） 肖『戦略学』264–267頁。
36） 趙「従烏克蘭危機看戦争形態演変」135–139頁。
37） 『解放軍報』2024年 2月1日；4月 4日；5月 7日；5月16日。
38） 大澤「新領域における戦い方の将来像―ロシア・ウクライナ戦争から見るハイブリッド戦争の新局面」

高橋『ウクライナ戦争はなぜ終わらないのか』145–180頁。
39） 曾怡碩「俄烏戦争中双方認知作戦対共軍的啓示与調整」『中共研究』第 57巻第 3期（2023年 9月）

125–126頁。

③国際メディアにおける平時・戦時の境目の曖昧化、④科学技術が付与した
認知攻防の刷新性に言及した 40。
もっとも人民解放軍は認知領域での戦いを紅軍以来伝統的に重視しており、

2003年以降、輿論戦・心理戦・法律戦という、いわゆる「三戦」を軍事作戦
に取り入れてきた 41。人民解放軍は認知領域での戦いについて、陸・海・空・
宇宙という物理領域およびサイバー空間や情報次元という情報領域と一体化
して展開することを想定している 42。こうした物理領域・情報領域・認知領域
での戦いの主な内容と戦力の関係を概念化したものが図1-1である。

図1-1　人民解放軍の戦力概念と作戦領域概念

（機械化戦力×情報化戦力×智能化戦力）による物理領域・情報領域での破壊・麻痺
×

（情報化戦力×智能化戦力）による認知領域の制圧

仮 想 空 間 現 実 空 間

偽情報作成と展開

攻撃
効果
の最
大化

情報支援

情報領域
主な内容 : C4ISR能力をめぐる攻防、
偽情報の作成
主たる戦力: 情報化戦力
（各種情報システム・サイバー・宇宙・
電磁波など）＋智能化戦力（AI・無人
機・量子暗号技術など）

物理領域
主な内容 : 陸海空＋宇宙での武力行使
主たる戦力: 機械化戦力（火力＋機動
力）＋智能化戦力（無人機）

認知領域
主な内容 : 三戦
（輿論戦・心理戦・法律戦）
主たる戦力: 情報化戦力（メディア・
SNS・情報統制など）＋
智能化戦力（AIなど）

（出所）『読売新聞』2022年9月15日朝刊の報道を基に、各種資料や報道を加味して、執筆者作成。

40） 『環球時報』2022年 3月17日。
41） 山口信治、門間理良「活発化する中国の影響力工作」山口信治主編『中国安全保障レポート2023―

認知領域とグレーゾーン事態の掌握を目指す中国』（防衛研究所、2022年）34–42頁。「三戦」の詳細
に関しては以下も参照。齊藤良「中国の三戦（輿論戦、心理戦、法律戦）と台湾の反三戦」『陸戦研究』
第 58号（2010年 6月）23–54頁；ディーン・チェン（五味睦佳監訳、鬼塚高志、木村初夫訳）『中国
の情報化戦争―情報戦、政治戦から宇宙戦まで』（原書房、2018年）79–96頁；杉浦『中国安全保
障レポート2022』73–76頁。

42） 荊元宙、五十嵐隆幸「中国が目指す非接触型『情報化戦争』―物理領域・サイバー領域・認知領域を
横断した『戦わずして勝つ』戦い」『安全保障戦略研究』第 4巻第 1号（2023年 12月）21–26頁。
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現実空間たる物理領域での戦いは陸海空＋宇宙での破壊活動を伴う武力行
使であり、その主たる戦力は伝統的軍事力である陸海空の各種アセット（ミ
サイル戦力も含む）による機械化戦力（火力＋機動力）と無人機などの智能
化戦力が担う。仮想空間は情報領域と認知領域に分けられる。情報領域では、
C4ISR能力をめぐる攻防や偽情報の作成と展開を主な内容とし、各種情報シ
ステムやサイバー攻撃・宇宙アセット・電磁波などの情報化戦力と、AI・無
人機・量子暗号技術などの智能化戦力が主たる戦力となる。認知領域は「三戦」
を主たる内容とし、メディア・SNS・情報統制などの情報化戦力に加え、情
報拡散をするAIなどの智能化戦力が主たる戦力となる。
物理領域・情報領域・認知領域での戦いは単独で実施されるのではなく、

それぞれの成果を最大化すべく、一体化して行われる。人民解放軍は機械化
戦力・情報化戦力・智能化戦力を掛け合わせて物理領域・情報領域での相手
への破壊・麻痺を行ったうえで、その効果を最大化するために情報化戦力と
智能化戦力を掛け合わせ、認知領域において相手を制圧することを企図して
いる。
こうした人民解放軍の軍事力運用方針は、近年の台湾周辺での軍事行動に
見てとれる。2022年8月のナンシー・ペロシ（Nancy Pelosi）米国下院議長の
訪台時に行われた台湾周辺での軍事演習、および2023年4月に蔡英文・台湾
総統の米国立ち寄りを機に台湾周辺で実施された軍事演習「聯合利剣」にお
いて、人民解放軍は陸・海・空・ロケット軍を投入するとともに、虚実を織
り交ぜた報道を展開して、台湾と米国およびその同盟国を牽制した 43。

2024年5月、頼清徳の台湾総統就任式に合わせて実施された「聯合利剣
2024A」でもこうした傾向に変化はなかった。同演習では実弾演習は実施さ
れなかったが、人民解放軍が公開した映像の中には3Dアニメーションを利用
した仮想の実弾発射の様子が含まれていた 44。また国防大学や軍事科学院の専
門家が中国メディアに登場し、演習の目的・内容・効果に関する解説を行っ

43） 楊太源「『戦備警巡和聯合利剣演習』研析」『中共研究』第 57巻第 2期（2023年 6月）30–46頁；
Sugiura Yasuyuki, “Three Trends in the PLA’s Military Activities around Taiwan,” Think China, 
September 18, 2023.

44） 「東部戦区位台島周辺開展聯合演訓」『央視新聞』2024年 5月 23日；「独家視頻：多科目、高強度！
東部戦区位台島周辺演習最新現場」『央視新聞』2024年 5月 23日；「撃“台独大本営” 多軍種聯合打
撃 3D虚実動画発布」『央視新聞』2024年 5月 24日；「直撃現場！東部戦区持続位台島周編開展“聯
合利剣̶2024A” 演習視頻発布」『新華網』2024年 5月 24日。

た 45。『人民日報』系メディア
『環球時報』英語版は、台湾
空軍の現役パイロットを自称
するインターネットユーザー
のコメントを取り上げ、一連
の演習による圧力を感じてい
る台湾空軍は、若手パイロッ
トが疲労困憊で罰金を払って
でも退職を希望しており、崩
壊寸前であると報じた 46。こう
した一連の動向は認知領域での戦いを念頭に置いた輿論戦活動であると考え
られる。

2024年10月14日、人民解放軍東部戦区報道官は台湾周辺で「聯合利剣
2024B」と称する軍事演習を実施すると発表した。同演習は頼清徳政権の初
となる「双十節」演説に合わせて実施されたものであった。同報道官は、同
演習が「台湾独立勢力」への強力な抑止力であり、国家主権を守り、国家の
統一を維持するうえで正当かつ必要な行動だと説明した 47。
人民解放軍は「聯合利剣」や「聯合利剣2024A」を実施したときと同様に、

「聯合利剣2024B」でも多くの映像を公開した。そのなかには事前に準備され
た映像もあれば、当日撮影したものを速やかに公開した映像もあった 48。中国
の軍事専門家は、このような東部戦区による映像発信は「台湾独立勢力」に「国
家分裂の試み」は失敗すると警告するために行っていると指摘した 49。中国海
警局も「聯合利剣2024B」に参加した公船の活動状況を映像で公開した 50。

45） 「“毁、困、阻”一体設計！解放軍在台島周辺開展聯合演訓 専家：已具備対全島全方位無死角打撃能力」
『環球網』2024年 5月 23日；「国防大学張弛：解放軍掌控整個台海戦場主動権」『環球網』2024年
5月 24日；「“聯合利剣̶2024A” 演習距台島很近有何深意？専家解析」『環球網』2024年 5月 25日。

46） Liu Xuanzun, “PLA Drills Shock ‘Taiwan Independence’ Secessionist Forces,” Global Times 
(hereinafter GT ), May 27, 2024.

47） 『解放軍報』2024年 10月14日。
48） 「現場記録！“聯合利剣̶2024B” 演習更多細節」『環球網』2024年 10月 14日；「現場視頻！東部戦

区開展“聯合利剣̶2024B” 演習」『環球網』2024年 10月14日；“Chinese Military Releases Video 
Clip on Combat Readiness as Warning to ‘Taiwan Independence’ Forces,” China Military Online, 
October 10, 2024.

49） Li Yawei, “PLA Eastern Theater Command’s New Training Video Serves as Warning to ‘Taiwan 
Independence’ Forces: Experts,” GT, October 13, 2024.

50） 「視頻：多支海警艦艇編隊環台島巡航管控」『環球網』2024年 10月14日。

「聯合利剣2024A」についてのニュースを映す北京市
内の大型画面（2024年5月）（共同）

http://eng.chinamil.com.cn/CHINA_209163/TopStories_209189/16345182.html?fbclid=IwY2xjawGFaGBleHRuA2FlbQIxMAABHVlmdxgDaDrqbMVZIe6VangDclXsSAW2bkmSukLcRtiwoPIbuOyFsRyRwg_aem_H629UsSScqrkwqwbuXDw7g.
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同演習でも、国防大学、軍事科学院、海軍研究院などの軍研究機関所属の
研究者が解説を行った。その発言は、①演習内容・目的の詳細な解説、②封
鎖作戦による台湾への液化天然ガス提供の遮断とその経済・社会に対する多
大な影響への言及 51、③1949年の国連「国家の権利義務に関する宣言草案」に
おける内政不干渉規定と、「中華人民共和国憲法」「国家安全法」「国防法」「反
国家分裂法」などの中国国内法規に基づく一連の演習の合法性の喧伝 52などに
及んだ。
他方、「聯合利剣2024B」と「聯合利剣2024A」を比較したとき、その変化

として指摘できることは、人民解放軍が台湾との「平和統一」に言及したこ
とである。演習当日に発表された『解放軍報』論説は、頼清徳演説は台湾民
衆に「甚大な災難」を与えると批判しつつ、中国は最大の誠意を持ち、最大
限努力することで「平和統一」を目指すが、「台湾独立派」にわずかな余地も
残さないために、武力の使用を放棄することは決してないと主張した 53。国防
部報道官も同日、『解放軍報』論説と同様の「平和統一」に関する見解を述べ
るとともに、同演習は台湾同胞に向けられたものでは決してないと発言し
た 54。また演習はわずか1日で終わることが発表された 55。
こうした変化は、習近平指導部がその台湾政策において、軍事的威嚇と外
交圧力によって台湾を封じ込めたうえで、台湾への統一戦線工作の展開に回
帰していることと関係があるものと思われる 56。特に2021年3月の第14期5カ
年計画で提起され、2023年9月に発表された「中共中央・国務院の福建省が
海峡両岸融合発展の新たな道を求め、両岸融合発展模範区の建設を支持する
ことに関する意見」に基づく「両岸融合発展戦略」の促進との両立を意識し
ている可能性が考えられる。「両岸融合発展戦略」は、厦門―金門および福州
―馬祖の関係強化の重視と、平潭総合実験区の開放・発展を加速することな

51） 「“聯合利剣̶2024B”演習対台島実施要港封控、専家：有能力対台能源進口進行封鎖」『環球網』
2024年 10月14日。

52） 「解放軍開展“聯合利剣̶2024B”演習、専家：頼清德謀“独”挑釁、解放軍必亮剣懲戒」『環球網』
2024年 10月14日。

53） 『解放軍報』2024年 10月14日。
54） 「国防部警示“台独”分子：利剣高懸頭頂点、謀“独”死路一条」『環球網』。
55） 「東部戦区円満完成“聯合利剣̶2024B”演習」『環球網』2024年 10月14日。
56） 習近平指導部による統一戦線工作に関しては、福田円「統一戦線工作へ回帰する習近平政権の対台湾

政策」『東亜』no. 670（2023年 4月）10–17頁；同「2024年台湾総統選挙の結果と中台関係への影響」
『東亜』no. 681（2024年 3月）74–81頁。

どを明記し、福建省と台湾との経済・社会関係の強化を図っている 57。2024年
6月、王滬寧・全国政治協商会議主席が厦門で行われた「両岸融合発展模範
区建設専題推進会」に参加し、「両岸融合発展戦略」の促進を指示した 58。「聯
合利剣2024B」終了直後の10月15日から16日に福建省を視察した習近平も、
福建省が「両岸融合発展戦略」の中で大きな一歩を踏み出すよう指示した 59。
「聯合利剣2024B」では台湾住民への懐柔策を意識した映像も作成された。
東部戦区が演習に際して作成したミュージックビデオは、空軍の作戦機や海
軍の軍艦を登場させつつ、台湾民衆は演習の対象ではないとの方針に基づき、
最後に「台湾同胞の笑顔がある」という歌詞を置き、住民が楽しんでいる様
子を流した 60。
このように人民解放軍は台湾周辺での軍事行動をめぐるプロパガンダ活動
に力を入れている。その内容に鑑みれば、こうした動向は輿論戦・心理戦・
法律戦といういわゆる「三戦」の方針に沿ったものであったといえる。

（4）小括
人民解放軍にとってウクライナ戦争は、既存の軍事ドクトリン・作戦構想

である「情報化局地戦争」と「システム体系作戦」構想および「一体化統合
作戦」構想、また将来戦として検討している「智能化戦争」、そして「聯合利
剣2024」演習にも見てとれる物理領域・情報領域・認知領域での戦闘の一体
化という軍事力運用方針の正しさを確認するものであった。その意味では、
1991年1月の湾岸戦争が当時の人民解放軍に衝撃を与え、軍事ドクトリンを
激変させたような事態は生じないものと思われる 61。

2. ウクライナ戦争を踏まえたうえでの調整
こうした軍事ドクトリン・作戦構想における影響の少なさは、ウクライナ戦
争が人民解放軍に何らの影響も及ぼさなかったことを意味するものではない。

57） 『人民日報』2023年 9月13日；『福建日報』2023年 12月 28日。
58） 『人民日報』2024年 6月15日。
59） 『解放軍報』2024年 10月17日。
60） 「東部戦区発布演訓MV『座着軍艦看花東』」『環球網』2024年 10月14日。
61） 湾岸戦争の結果を踏まえた軍事ドクトリンの変更に関しては、Fravel, Active Defense, 182–216.
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以下で分析するとおり、人民解放軍は既存の方針の正しさを確認したうえで、
台湾有事を念頭に置きながら、戦略・政策レベルと作戦レベルにおいて、ウ
クライナ戦争の教訓を踏まえた調整を行っている、あるいは今後行っていく
ものと考えられる。

（1）戦略・政策レベルでの調整
①核ドクトリンの見直しの可能性
ウクライナ戦争では、ロシアの核戦力が抑止力となり、米国・NATO諸国
が直接参戦することを妨げていると指摘されている 62。そのため中国が台湾有
事でロシアと同様の対応を取る可能性が提起されている 63。中国の研究者にも
ロシアの核の恫喝の有効性を認めるものが存在している 64。
人民解放軍は台湾有事において米国による直接的な軍事的介入を阻止する

ことを検討している。その際、中国は、（ア）威嚇、（イ）情報攻防、（ウ）行
動制限の強制、（エ）海空における個々の作戦プラットフォーム・小規模艦隊
への攻撃、（オ）空母打撃群・海外基地への攻撃などを想定している。人民解
放軍は輿論戦・心理戦・法律戦という「三戦」を展開しつつ、米軍への攻撃
を実施することも含めて、威嚇と実戦を臨機応変に運用し、威嚇により戦端
を開くことを回避し、小さな戦闘により大きな戦争を防ぐことを考慮してい
る 65。
こうした背景の下、人民解放軍ロケット軍は核抑止能力の強化に力を注い
でいる。2022年10月の中国共産党第20回全国代表大会（以下、20回党大会）
の政治報告で習近平は、「強力な戦略的抑止体系を構築する」よう指示した 66。
2022年11月、米国国防省は中国が2021年にその核戦力の増強を加速させ、

62） 福田潤一「ロシア・ウクライナ戦争―その抑止破綻から台湾海峡有事に何を学べるのか」高橋『ウクラ
イナ戦争はなぜ終わらないのか』77–81、92–94頁。

63） Wuthnow, “Rightsizing Chinese Military Lessons from Ukraine,” 5; 舒孝煌「中共試射東風 41洲際
弾道飛弾意涵」国家安全研究院（2024年 9月）。

64） Bonny Lin and Brian Hart, “Accelerating Profound Changes Unseen in a Century: Chinese 
Assessments of and Responses to Russia’s Invasion of Ukraine,” in War in Ukraine: Conflict, Strategy, 
and the Return of a Fractured World, ed. Hal Brands (Baltimore: Johns Hopkins University Press, 
2024), 246.

65） 張培高主編『聯合戦役指揮教程』（軍事科学出版社、2012年）212–218頁。
66） 習近平「中国の特色ある社会主義の偉大な旗印を高く掲げ、社会主義現代化国家を全面的に建設するた

めに団結奮闘しよう―中国共産党第 20回全国代表大会における報告」（2022年 10月16日）（以下「第
20回政治報告」）42頁。

運用可能な核弾頭数は400発になっていると推定した。そのうえで、中国が
このペースで核戦力の増強を続けたならば、人民解放軍は2035年までに核弾
頭数を約1,500発に増やすと予想した 67。2024年12月現在、米国国防省は中国
がその核弾頭数を2030年までに1,000発以上にまで増強すると推定してい
る 68。

2024年9月、人民解放軍はロケット軍が西太平洋で模擬弾頭を用いた
ICBMの発射訓練を実施し、成功したと発表した 69。中国が西太平洋で ICBM

訓練を実施したのは44年ぶりのことであったが、台湾の研究者や香港メディ
アは、その思惑として核抑止能力の向上のほか、（ア）2023年夏以来、汚職問
題で揺れていたロケット軍が有事に際して核兵器の運用を的確に実施し得る
体制にあることを中国国内外に誇示すること、（イ）米国が台湾有事に備えて
日本やフィリピンといった同盟国にミサイルの配備を進めたことに対して牽制
することなどの目的もあったと指摘した 70。

2024年10月、台湾周辺で
の「聯合利剣2024B」が終了
した直後、習近平は安徽省に
あるロケット軍の部隊を訪問
した。このとき習近平はロ
ケット軍に対し、「戦略抑止
能力と実戦能力」を向上させ
るよう指示し、危機感と戦い
への意識を強化しなければな
らないと指摘した 71。

67） [U.S.] Office of the Secretary of Defense, Annual Report to Congress: Military and Security Developments 
Involving the People’s Republic of China 2022, 94.

68） [U.S.] Office of the Secretary of Defense, Annual Report to Congress: Military and Security Developments 
Involving the People’s Republic of China 2024, 101.

69） 『解放軍報』2024年 9月 26日。
70） Seong Hyeon Choi, “With Launch into Pacific Ocean, China Tests ICBM that Could Reach the US 

Mainland,” South China Morning Post (hereinafter SCMP), September 25, 2024; Seong Hyeon Choi 
and Amber Wangi, “China’s ICBM Test a Sign PLA Rocket Force Stands Ready despite Corruption 
Scandals,” SCMP, September 26, 2024; 舒孝煌「中共試射東風 41洲際弾道飛弾意涵」；丁果「中国
発射洲際導弾落入太平洋反制美国在菲日部署導弾」『亜洲週刊』2024 年第 40 期（2024 年 10月）
26–28頁。

71） 『解放軍報』2024年 10月 20日。

習近平中央軍事委員会主席によるロケット軍の視察
（2024年10月）（新華社／共同通信イメージズ）
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2024年11月、珠海航空ショーでHQ-19地対空ミサイルが初めて公開された。
香港メディアは、HQ-19を米国の終末高高度防衛ミサイル（THAAD）に匹
敵するものとだと紹介したほか、これにより中国の核攻撃能力と核反撃能力
の戦略的な信頼性が向上するとの識者のコメントを掲載した 72。
このように中国がその核抑止力能力の強化を進めるなかで、長年掲げてき
た核の先行不使用原則が修正されるのではないか、との見方も出てきてい
る73。中国は2019年7月の『国防白書』でも核の先行不使用原則の堅持をうたっ
ている 74。2022年10月、中国の李松・国連軍縮大使も核の先行不使用原則を
含む従来からの核戦略に変更はないと主張した 75。他方、2021年に沙祖康・元
国連軍縮大使は核の先行不使用は米国には適用されない可能性があると発言
した 76。また人民解放軍の研究者がウクライナ戦争を踏まえ、核の先行不使用
原則の修正を提起したとも報じられている。ただし、かかる議論は研究段階
に過ぎず、現段階では核の先行不使用原則は堅持されているともいわれてい
る 77。
中国が台湾有事で米国の介入を阻止するために核の恫喝を行う際、核の先
行不使用原則は核の恫喝の信頼性を低下させることになるため、今後何らか
の修正が行われる可能性はある。他方、中国がそうした政策調整を公表する
ことは、国際社会からの反発を惹起するため、その決断は容易なことではな
いと思われる。

②認知領域での劣勢の挽回
人民解放軍は認知領域での戦いを重視し、「三戦」での対応を検討してきた。
他方、中国は認知領域での戦いにおける米国を中心とする西側諸国の動きを
警戒している。習近平も第20回党大会の政治報告において敵対勢力の浸透・

72） Seong Hyeon Choi and Liu Zhen, “Chinese Navy to Show Off its Warplanes for First Time at Zhuhai 
Air Show,” SCMP, November 6, 2024; 香港『文匯報』2024年 11月 6日。

73） Office of the Secretary of Defense, Annual Report to Congress: PRC 2022, 95; 『共同通信』2023年 2月
11日。

74） 国務院新聞弁公室『国防白書』12頁。
75） 『解放軍報』2022年 10月 20日。
76） Laura Zhou, “China Should ‘Fine-tune’ Nuclear Weapons Policy amid US Pressure, Ex-diplomat 

Says,” SCMP, September 22, 2021.
77） 『読売新聞』2023年 3月 30日。

破壊・転覆・分裂活動を厳しく取り締まるよう指示した 78。
人民解放軍はいわゆる「ハイブリッド戦争」を米国中心の西側諸国が中国

に仕掛けてくる政治戦と認識し、警戒している 79。こうした警戒感はウクライ
ナ戦争により一層強まった。2023年5月、汪海江・西部戦区司令員は『学習
時報』に寄稿した論説において、ウクライナ戦争ではハイブリッド戦争の新
たな形態が登場したと述べ、軍事作戦が政治戦・金融戦・科学技術戦・サイバー
戦・認知戦と相互に交錯していると指摘した。そして、西側諸国による中国
への封じ込め・デカップリング・抑圧・軍事的威嚇に対応するために、習近
平が提起した軍民融合の発展形である一体化国家戦略体系・能力を強化すべ
きと主張した 80。
人民解放軍は認知領域での戦いに重要な役割を果たす輿論戦で自らが劣勢

だと認識している。国防大学研究者は客観的に見ても国際社会における世論
をめぐる闘争では「西側諸国が強く我は弱い」と指摘し、その巻き返しの必
要性を主張している 81。

③宇宙領域・情報領域重視を踏まえた人民解放軍の組織改編
2024年4月、人民解放軍は情報支援部隊の創設を発表した。併せて、2015

年12月に創設された戦略支援部隊が廃止され、軍事宇宙部隊とサイバー空間
部隊の新編が発表された。この結果、人民解放軍は4軍種（陸・海・空・ロケッ
ト）と4部隊（軍事宇宙部隊・サイバー空間部隊・情報支援部隊・聯勤保障
部隊）から構成されることになった 82。
情報支援部隊・軍事宇宙部隊・サイバー空間部隊の創設は、第20回党大会

における習近平の政治報告において「新領域・新性質の戦備の拡充」という
表現で提起された新型安全保障領域能力の強化 83、また2024年3月に開催され
た全国人民代表大会（全人代）で習近平が軍代表団に指示した「新興領域戦
略能力」や「新質戦闘力」の強化という、現在の国防政策方針を実行に移し

78） 習「第 20回政治報告」40–41頁。
79） Derek Solen, Fight Fire with Fire: The PLA Studies Hybrid Warfare, China Aerospace Studies Institute 

(March 2022), 10–14.
80） 『学習時報』2023年 5月15日。
81） 『解放軍報』2023年 12月 8日。
82） 『解放軍報』2024年 4月 20日。
83） 習「第 20回政治報告」42頁。

https://www.scmp.com/author/laura-zhou
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たものだと考えられる 84。
習近平は「新興領域戦略能力」を国家戦略体系・能力の重要な構成部分で

あり、経済社会の質的な発展と国家の安全保障および軍事闘争の主動力とな
るものだと指摘している。その詳細な定義は不明であるが、『解放軍報』評論
員論説は、AI、ビッグデータ、ブロックチェーン、量子技術、バイオテクノ
ロジー、新エネルギーなど国家の新興科学技術と、海洋・宇宙・サイバー空間・
バイオテクノロジー・新エネルギー・AIなどの多領域に関わる概念であり、
軍民両用の性質が強いと紹介している 85。
全人代閉幕後の4月、汪海江・西部戦区司令員は『学習時報』に寄稿した
論説の中で、「新興領域戦略能力」の重要性に言及し、この領域こそが軍事競
争を制するポイントだと指摘した。そして、近年の戦争において智能化・無
人化システムが大量に実戦投入され、「スターリンク＋」「ネットワーク＋」「智
能＋」によりキルチェーンとキルネットワークの再構築が促進されているとし、
「新興領域戦略能力」の強化の必要性を主張した 86。
『解放軍報』論説は「新質戦闘力」を、新興科学技術の手段と作戦理念に依
拠して形成される全く新しく、効率の高い、多元的な戦闘力であり、「情報シ
ステムに基づくシステム体系作戦能力」であり、新たな技術、新たな装備、
新たな戦法などを運用する手段を通じて、総合的な感知、リアルタイムの指
揮統制、精密打撃、全方位防御、集合的な保障を形成する一体となった新型
戦闘力を生成する模範と形態であると定義する 87。「新質戦闘力」は主に深海、
宇宙、サイバー、AIなどの「新興領域戦略能力」に依拠し、「ネットワーク＋」
「智能＋」「デジタル＋」などの形成を特徴とする新たなシステム体系化され
た作戦能力とされている 88。「新興領域戦略能力」は「新質戦闘力」の物質的基
礎であり、「新質戦闘力」の形成を加速・推進するものであるとされている 89。
このことから、「新質戦闘力」は新型安全保障領域（宇宙・サイバー・電磁

84） 『解放軍報』2024年 3月 8日。
85） 『解放軍報』2024年 3月 8日。
86） 『学習時報』2024年 4月 22日。
87） 『解放軍報』2024年 5月 2日。なお、『人民日報』2015年 11月 29日の論説では、「情報システムに基

づくシステム体系作戦能力であり、総合的な感知、リアルタイムの指揮統制、精密打撃、全方位防御、
集合的な保障を一体化する情報化条件下の戦闘力の基本形態」と定義されていたことから、新たな技術
革新や新たな戦争の様相を踏まえて、適宜変更し得る概念だと思われる。

88） 『解放軍報』2024年 4月 23日。
89） 『解放軍報』2024年 4月 21日；4月 30日。

波・認知領域・深海など）において、新型作戦力量（AI・無人機など）と新
興戦略技術（量子コンピューター技術・ブロックチェーン技術・ビッグデー
タなど）の軍事利用を重視するものであると考えられる。そして、「新質戦闘力」
を解説した『解放軍報』論説は、「軍事力の構造と編制を最適化する必要があ
る」として組織改編の必要性に言及していた 90。

2024年の組織改編は、こうした「新興領域戦略能力」と「新質戦闘力」と
いう2つの概念に基づき実施されたものであるといえる。情報支援部隊の役割
は、統合作戦遂行のために必要とされる軍内におけるネットワーク情報シス
テム体系の構築とその確保とされている。そして、その創設は、「ネットワー
ク情報システム体系に基づく統合作戦能力」と「全領域作戦能力」の向上に
資するものであり、建軍100年の奮闘目標を実現し、世界一流の軍隊の建設
を加速するのに役立つものであるとの評価がなされている 91。
国防部報道官は、軍事宇宙部隊の創設を宇宙への安全なアクセスと開かれ

た利用を改善し、宇宙における危機管理と統合的ガバナンスの有効性を高め
ることに貢献すると主張している。またサイバー空間部隊の創設をサイバー
安全保障の防御手段を大いに発展させ、国家のサイバー辺境防衛、サイバー
空間への侵入の即時の発見と対応、国家のサイバー主権と情報安全保障の防
衛に重要な意義を有していると指摘した 92。軍事宇宙部隊とサイバー空間部隊
の創設は、それぞれ宇宙の軍事利用とサイバー空間の作戦利用を強化するも
のと考えられるが、これらも「新興領域戦略能力」や「新質戦闘力」の強化
という方針に合致するものであった。

④無人機および対無人機防空システム体系の積極的な公開
ウクライナ戦争ではロシア軍、ウクライナ軍双方が、自国製のみならず、
欧米、イスラエル、トルコ、イランなど各国の軍用および民用無人機を大量
に投入している。人民解放軍も無人機の開発・運用を重視してきたが、中国
製の無人機がロシアに売却されてターゲティング・監視・攻撃ミッションに

90） 『解放軍報』2024年 3月 31日。
91） 『解放軍報』2024年 4月 20日。
92） 『解放軍報』2024年 4月 20日。



3 33 2 第1章　中国人民解放軍に対するウクライナ戦争の教訓

投入されていると指摘されている 93。
こうした状況の下、中国の軍用無人機製造企業は無人機関連兵器を積極的
に公開している。2022年11月の珠海航空ショーでは、偵察・攻撃の両目的で
使用できる多用途型無人機・翼竜シリーズの最新型である翼竜 -3（GJ-3）が
初登場した。また防空兵器、AI、対ミサイル技術を結びつけ、敵のスウォー
ム攻撃にも対応可能とされる対無人機防空システム体系の宣伝も行われた。
同航空ショーには無人水上艇・無人潜水艇も登場した 94。2023年9月に天津で
開催されたヘリコプター展示会では、中国陸軍が運用する彩虹シリーズの派
生形とみられる最新型の無人偵察攻撃機KVD-002が初公開された 95。2024年
11月の珠海航空ショーでは、スウォーム攻撃が可能とされる「九天」無人機
や大型ステルス無人艦「虎鯨」などが登場したが、香港メディアはこうした
状況を踏まえ、中国は無人戦力において米国を逆転していると報じた 96。
中国が無人機関連兵器を積極的に情報発信している理由として、米国・台
湾に対する牽制が指摘されている 97。他方、人民解放軍が運用している軍用無
人機はウクライナ戦争で投入されておらず、中国は戦闘データの蓄積で他国
に比べて後れを取る可能性がある。そのため中国は、軍用無人機の輸出促進
でかかる劣勢を挽回しようとしているとも考えられる。

93） 舒孝煜「俄烏戦争双方無人機運用対共軍啓示与調整」『中共研究』第 57巻第 3期（2023年 9月）
133–144頁；[U.S.] Office of the Secretary of Defense, Annual Report to Congress: Military and Security 
Developments Involving the People’s Republic of China 2023, 15.

94） 『大公報』2022年 11月 8日；Cao Siqi, Liu Xuanzun in Zhuhai and Guo Yuandan, “PLA Air Force 
Displays Three ‘Firsts’ at Airshow China,” GT, November 7, 2022; Deng Xiaoci and Fan Wei, 
“Exclusive: New Anti-drone Defense System to Debut at Airshow China, Offering Smart and 
Effective Solutions to Unmanned Modern Warfare,” GT, November 7, 2022; Minnie Chan, “China’s  
Anti-drone Defences to Take Centre Stage at the Zhuhai Air Show,” SCMP, November 7, 2022; 
Amber Wang, “China Unveils Wing Loong-3 Intercontinental Military Drone with Self-defence 
Mechanism at Zhuhai Air Show,” SCMP, November 9, 2022; Kristin Huang, “China Showcases 
Never before Seen Range of Unmanned Maritime Vehicles at Zhuhai Air Show,” SCMP, November 
13, 2022.

95） Liu Xuanzun, “PLA Army’s Top Choppers, Drones to Debut at Upcoming Helicopter Expo,” GT, 
September 14, 2023; “6th China Helicopter Exposition Opens in Tianjin,” China Daily, September 
14, 2023. 

96） 平浩東「珠海航展震懾美軍中美無人戦力大逆転」『亜洲週刊』2024 年第 47 期（2024 年 11月）
20–23頁。

97） Minnie Chan and Zhang Tong, “Advanced Aircraft, Menacing Missiles – China’s Top Air Show 
Sends a Warning to the US,” SCMP, November 8, 2022.

（2）作戦レベルの調整
①サイバー攻撃・精密誘導攻撃における課題
ウクライナ戦争が勃発した当初、中国の軍事専門家はロシア軍の「特別軍
事作戦」を2014年2月にクリミア危機で発揮した「ハイブリッド戦争」と同
様のものになると予測した。特にロシア軍のサイバー攻撃と精密誘導攻撃で
ウクライナ軍の指揮機構や防空システムはダメージを受け、機能不全に陥る
と予想した 98。開戦前の『解放軍報』軍事論壇の論説も、巡航ミサイル・ステ
ルス機・無人機・極超音速兵器・精密誘導弾などの登場で効果的な防空シス
テムの確保は困難になるとの見解を提示していた 99。
こうした中国側の予測は外れた。ロシア軍の精密誘導攻撃・サイバー攻撃
はウクライナの指揮機構や防空システムを完全に麻痺・破壊できなかった。
その結果、ロシア軍が短期決戦を目論んで実施した特殊部隊と空挺部隊によ
るウクライナ政府首脳をターゲットにした斬首作戦は失敗した 100。
人民解放軍はサイバー攻撃と精密誘導攻撃を組み合わせた情報火力攻撃を
重視している101。特に台湾有事における大規模着上陸作戦では、短期決戦での
勝利を実現するために、各種弾道ミサイルと電子戦による初動攻撃の重要性
が指摘されている102。台湾の研究者は、ウクライナ戦争を踏まえれば、人民解
放軍が台湾侵攻作戦を実施する際、制情報権・航空優勢・制海権を確保した
うえで、1日1,000発もの各種精密誘導兵器による統合火力攻撃を120時間行い、
台湾の重要目標を完全に麻痺・破壊する必要があると指摘する103。しかし、人
民解放軍がかかる作戦遂行能力を有しているかどうかは定かではない。

②斬首作戦の難しさと近接戦闘の重要性の再認識
人民解放軍は「一体化統合作戦」構想で特殊作戦を重視している。人民解
放軍は特殊作戦行動を、特定の軍事・政治・経済・心理上の目的のため、特
殊部隊、または特殊な訓練を受けた戦力を使用し、敵の戦略・戦役上の目標

98） 「圓卓：“閃撃”烏克蘭首日、俄軍展示“混合戦争”新戦力」『澎湃新聞』2022年 2月 25日。
99） 『解放軍報』2022年 1月13日。
100） 小泉『ウクライナ戦争』100–121頁；楊太源「俄烏戦争聯合火力打撃対共軍的啓示与調整」『中共研究』

第 57巻第 3期（2023年 9月）96頁。
101） 董連山『基于信息系統的体系作戦研究』（国防大学出版社、2012年）128–134頁。
102） 曹正荣、孫龍海、楊頴主編『情報化陸軍作戦』（国防大学出版社、2014年）115–118頁。
103） 楊「俄烏戦争聯合火力打撃対共軍的啓示与調整」96–97頁。

https://www.globaltimes.cn/author/Reporter-Liu-Xuanzun.html
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やその他重要目標に対して実施する非正規作戦行動と定義する。そして特殊
作戦に関して、特殊偵察、重要目標の破壊・襲撃と奪取・統制、精密攻撃誘導、
心理瓦解戦、サイバー攻撃などが主な任務であるとしている104。
人民解放軍は台湾侵攻作戦で特殊部隊による斬首作戦を企図しているとい

われている105。そのため人民解放軍にとってウクライナ戦争でのロシア軍の斬
首作戦の失敗は、台湾有事での同作戦の難しさを再認識させるものだったと
いえる106。ウクライナ戦争勃発後の『解放軍報』軍事論壇は今後の特殊作戦の
運用方法を研究した論説を幾つか掲載している107。
ウクライナ戦争ではマリウポリの戦いのような激しい市街地戦闘が展開さ
れたが 108、人民解放軍も市街地戦闘の重要性を再認識したと指摘されてい
る109。2023年3月の全人代に委員として参加した馬宜明・元統合参謀部副参謀
長は、人民解放軍は速やかに市街地戦闘の研究を行うべきだと発言した 110。『解
放軍報』軍事論壇にも市街地戦闘を研究した論説が複数回掲載された 111。
人民解放軍が市街地戦闘の研究を強化する理由としては、近年、特殊作戦

以外の近接戦闘を重視してこなかったことが考えられる。「ネットワーク情報
システム体系に基づく統合作戦能力」に関する人民解放軍の教範は、その前
身である「情報システムに基づくシステム体系作戦能力」における近接戦闘
概念「突撃・抵抗反撃能力」を長距離精密攻撃概念「火力打撃能力」と融合
させ、陸・海・空・宇宙を一体とし長距離・中距離・近距離作戦を結合する
という「精密攻撃能力」に集約した 112。ウクライナ戦争の様相は、こうした人
民解放軍の近接戦闘軽視の方向性に修正を迫るものだったといえよう。
他方、人民解放軍は台湾侵攻作戦において、市街地戦闘の実施を考慮して

いなかったわけではない。台湾への着上陸作戦を検討した人民解放軍の教範は、
市街地戦闘において、（ア）陸・空戦力による都市の封鎖と都市外縁部での敵

104） 董『基于信息系統的体系作戦研究』147–153頁；譚『聯合作戦教程』151–156頁。
105） 門間理良「台湾による中国人民解放軍の対台湾統合作戦への評価と台湾の国防体制の整備」『安全保

障戦略研究』第 2巻第 2号（2022年 3月）8–11頁。
106） Wuthnow, “Rightsizing Chinese Military Lessons from Ukraine,” 6.
107） 『解放軍報』2023年 6月 20日；8月 22日；9月 7日。
108） 小泉『ウクライナ戦争』146頁。
109） 荊元宙「俄烏戦争城市作戦対共軍的啓示与調整」『中共研究』第 57巻第 3期（2023年 9月）102–103頁。
110） Amber Wang, “China ‘Two sessions’: Taiwan Reference Seen as PLA Brass Calls for Focus on ‘Urban 

Operations’,” SCMP, March 6, 2023.
111） 『解放軍報』2023年 6月13日；12月12日。
112） 譚『聯合作戦教程』67–69頁；張志剛『基于網絡情報体系的聯合作戦』67–68頁。

の殲滅、（イ）敵の重要目標・軍事施設の破壊とインフラ施設の確保、（ウ）
徹底した掃討戦の実施および掃討と鎮撫の結合、を実施することで、都市の
制圧、民心の確保、敵の士気の瓦解を達成するとしていた 113。現在、人民解放
軍はこうした研究を踏まえ、ウクライナ戦争の教訓を汲んだ、より具体的か
つ最新の知見を加味した市街地戦闘作戦の研究に取り組んでいるものと思わ
れる。
こうした市街地近接戦闘を実施するには、大規模着上陸作戦を遂行する必
要がある。人民解放軍の教範は大規模着上陸作戦を、陸・海・空・宇宙・電
磁波などの多次元で実施され、陸軍・海軍・空軍・通常ミサイル部隊・人民
武装警察部隊・民兵などが参加する統合作戦としている114。人民解放軍はすで
に大規模着上陸作戦の研究を進めている115。そして、陸軍水陸両用部隊の再編・
強化、海軍陸戦隊の拡大、民間船舶と海上民兵の動員の強化、ドック型揚陸
艦や強襲揚陸艦などの大型揚陸艦の建造を進めることで、その能力は強化さ
れていると指摘されている。しかしながら、兵員の少なさ、旅団規模以上の
訓練の不足、諸軍種間および民間船舶・海上民兵との連携不足、艦艇数の不
足などから、台湾への大規模着上陸作戦の遂行は容易ではないと分析されて
いる116。
ウクライナ戦争勃発後、人民解放軍は陸軍から3個旅団を海軍陸戦隊に編
入し、その規模を11個旅団、5万5,000人までに拡大した 117。こうした動向は
台湾有事で不可欠となる大規模着上陸作戦能力を一層強化するものであると
考えられる。

113） 曹、孫、楊『情報化陸軍作戦』184–186頁。
114） 張培高『聯合戦役指揮教程』190–191頁。同上、114頁。
115） Christopher Yung and Zoe Haver, “The Six Pillars of PLA Amphibious Doctrine,” in Chinese 

Amphibious Warfare: Prospects for a Cross-Strait Invasion ed. Andrew S. Erickson, Conor M. Kennedy, 
and Ryan D. Martinson (Newport: Naval War College Press, 2024), 45–62.

116） Dennis J. Blasko, “The PLAGF Amphibious Force: Missions, Organization, Capabilities, and 
Training,” ibid., 65–84; Conor M. Kennedy, “The New Chinese Marine Corps: A ‘Strategic Dagger’
in a Cross-Strait Invasion,” ibid., 85–114; Lonnie D. Henley, “Civilian Shipping and Maritime 
Militia: The Logistics Backbone of a Taiwan Invasion,” ibid., 115–132; Jennifer Rice, “The PLA 
Navy’s Amphibious Fleet: Modernizing for Missons Near and Far,” ibid., 133–149. 

117） Office of the Secretary of Defense, Annual Report to Congress: Military and Security Developments 
Involving the People’s Republic of China 2024, 57; 呉昱廷「中共積極発展登陸作戦能量対我防衛作戦之
影響」『海軍学術双月刊』第 58巻第 6期（2024年 12月）97頁。
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③海上・空域封鎖作戦の実施
米国やNATO諸国はウクライナ戦争に直接参戦していないが、ウクライナ

に多大な兵器供与や各種情報支援を実施している。台湾有事の際にも同様に
そうした支援が行われ得るため、人民解放軍は海と空における封鎖作戦を実
施する必要に迫られると指摘されている118。また直接の台湾侵攻作戦に比べれば、
台湾封鎖作戦は少ないコストで米国の関与を減じられるため、台湾と米国にとっ
ては対応が難しい作戦になると指摘されている119。
人民解放軍は「一体化統合作戦」構想で海と空での封鎖作戦の実施を検討

している。人民解放軍の教範は、大型島嶼封鎖戦役を海上封鎖、空中封鎖、
通常ミサイル攻撃などによる戦役であり、統合戦役指揮官と指揮機構の下で、
海軍・空軍・陸軍・ロケット軍を主体とし、人民武装警察部隊・民兵も動員
して実施すると定義している。その主要な任務は敵が占領する島嶼と外界の
経済・軍事の連携を切断し、敵の作戦能力と戦争遂行能力を弱めることにあ
るとされている120。
人民解放軍は2022年8月と2023年4月に台湾周辺で実施した大規模軍事演

習で封鎖作戦を念頭に置いた軍事行動を行ったと指摘されている。2023年4

月の演習には福建省海事局の艦艇も参加し、パトロール活動が行われた 121。
人民解放軍は2024年5月の「聯合利剣2024A」でも台湾有事をにらんだ封
鎖作戦を想定した訓練を実施した。このとき東部戦区は演習地点を公開したが、
2022年8月の演習に比べて演習地域が拡大されていた（図1-2）122。
演習内容を解説した人民解放軍国防大学の研究者は、台湾本島の北部周辺

での演習を台北にある政治・軍事の重要目標への威嚇と民進党当局への打撃、
南部周辺での演習を「台湾独立」勢力への政治的打撃と高雄港を封鎖するこ
とによる経済・貿易への打撃、東部周辺での演習を台湾のエネルギー輸入、「台
湾独立」勢力の逃亡、米国およびその同盟国からの支援を断つものだと説明
した 123。他の国防大学の研究者は、同演習は「台湾独立派」が逃げることもで

118） Ying-Yu Lin, “What the PLA Is Learning from Russia’s Ukraine Invasion,” Diplomat, April 20, 2022.
119） Seong Hyeon Choi, “Lower Risks, Harder to Respond: Why Beijing May Prefer a Blockade to Armed 

Conflict on Taiwan,” SCMP, May 23, 2024. 
120） 張培高『聯合戦役指揮教程』199–202頁。
121） 楊「『戦備警巡和聯合利剣演習』研析」41頁。
122） 中国国防部「東部戦区発布“聯合利剣―2024A”演習区域示意図」2024年 5月 23日。
123） 「国防大学張弛：解放軍掌控整個台海戦場主動権」『環球網』2024年 5月 24日。

きず、「台湾独立」を支援しようする外部勢力も来援することができないこと
を示したと指摘した 124。軍事科学院の研究者も同演習では台湾本島のみならず、
金門、馬祖、烏坵諸島、東引島も対象にしており、こうした本島と周辺島嶼
を一体とした戦備パトロールにより台湾の防御空間に有効な圧力を加えられ
ると説明した 125。
人民解放軍は、2024年10月の「聯合利剣2024B」でも封鎖作戦を想定した
訓練を実施した。この演習は「聯合利剣2024A」から1つ増やした合計6カ所
で演習を実施し、幾つかの演習地点は以前より台湾本島に接近していた（図
1-2）126。

図1-2　人民解放軍の台湾周辺での軍事演習地点の比較
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（出所） Jun Mai, Amber Wang, Enoch Wong, and Lawrence Chung, “PLA Wraps Up Day of Joint Force 
Blockade Drills around Taiwan,” SCMP, October 14, 2024を基に執筆者作成。

124） 「“聯合利剣―2024A”演習距距台島很近有何深意？専家解析」『環球網』2024年 5月 25日。
125） 「“毁、困、阻”一体設計！解放軍在台島周辺開展聯合演訓 専家：已具備対全島全方位無死角打撃能力」
『環球網』2024年 5月 23日。

126） Jun Mai, Amber Wang, Enoch Wong, and Lawrence Chung, “PLA Wraps Up Day of Joint Force 
Blockade Drills around Taiwan,” SCMP, October 14, 2024; 「解放軍3次台海行動示意図、做一個畳加」
『環球網』2024年 10月14日。
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軍事科学院の研究者は、同演習では台湾に対するより密度の濃い封鎖が実
施されたと解説した。そして、これにより政治経済の中心である台湾北部、「台
湾独立勢力」の「精神的大本営」である台湾南部、伝統的に避難所・安全地
帯である台湾東部、台湾防御体系の重心である西部をすべて包囲することになっ
た、とその意義を強調した 127。国防大学の研究者も、台湾北部の演習地域は頼
清徳政権への直接打撃、南部の演習地域は「台湾独立勢力」の本拠地への打撃、
台湾東部の演習地域は台湾のエネルギー輸入の「生命線」、外部勢力が提供す
る「支援線」、「台湾独立勢力」の「逃亡線」を遮断するものだと指摘した 128。
またこの研究者は空母遼寧を中心とする艦隊が台湾東部の重要地点に展開し、
第一列島線を越えた爆撃機と連携することで、対外封鎖と内部圧力を形成し、
「台湾独立勢力」への抑止力となったと主張した 129。
同演習では、重要な港と重要な地域への封鎖・コントロールを実施し、統
合制権を確保することも重視された 130。この演習目的を達成するため、実弾を
搭載したH-6K爆撃機が、早期警戒機、電子戦機、空母艦載機の支援の下、
敵港湾の重要目標を攻撃するという、模擬統合攻撃が実施された 131。
このように人民解放軍は台湾有事を念頭に置いた海上・空域封鎖作戦能力
の強化を図っている。同時に、人民解放軍はこうした封鎖作戦で外国籍の船舶・
航空機に対処する際、国際法を遵守しつつ自国の行動の合法性を喧伝するこ
とを重視している132。しかし、平時の封鎖作戦において国際法の遵守を確保す
るのは容易ではないと指摘されている133。
人民解放軍の教範は、封鎖作戦の実施を軽々に行うことは国際的な紛糾に

つながり、国際社会の安定にも影響を及ぼすと指摘し、実施の決定と遂行は
国内外のさまざまな要素を考慮して行う必要があるとしている。そのため人
民解放軍の教範は、封鎖作戦の実施は上級機関の意図を正確に理解したうえで、
敵の状況や戦場状況に関する各種情報を収集し、総合的な分析を踏まえて実

127） 「玉淵譚天：東部戦区演習刺穿台湾豪猪防御」『環球網』2024年 10月14日。
128） 「軍事専家：解放軍囲島 6個区塊各有用意」『環球網』2024年 10月14日。
129） Liu Xin and Guo Yuandan, “Liaoning Aircraft Carrier Participates in PLA’s Joint Drills Surrounding 

Taiwan,” GT, October 14, 2024.
130） 「東部戦区海軍数艘駆護艦多点同歩演練 重点演練要港要域封控奪取総合制権等」『環球網』2024年

10月14日。
131） 「多批多架轟―6K戦機掛載実弾飛赴預定空域！演習最新画面公布」『環球網』2024年 10月14日。
132） 呉志忠主編『戦時政治工作教程』（軍事科学出版社、2013年）185–187頁。
133） 楊宗新「共軍対台軍演展現之封鎖意図研析」『空軍学術双月刊』第 692期（2023年 2月）65–67頁。

施する内容を策定するという、慎重な意思決定を遂行するよう明記している（図
1-3）。またこの人民解放軍の教範はこうした封鎖作戦を「非戦争軍事行動」
に位置付けていることから、人民解放軍が封鎖作戦の実施を武力行使として
位置付けているとは必ずしも言えない 134。

図1-3　統合封鎖作戦の意思決定過程

上級機関の意図の正確な理解
（封鎖任務と封鎖行動の役割の把握）

敵の状況と戦場の状況の真剣な研究

総合的な状況の分析と判断

概略的な構想の策定
（封鎖作戦行動の目的、封鎖作戦行動の方
法、封鎖作戦に投入する戦力、主な封鎖方
向・地域・地点、行動の段取りと継続時間
などを含む）

（１）各種敵対勢力が
潜入している方向・
地域・地点、その戦
力および偽装手段な
ど、（２）入境してく
る可能性がある難民
数、（３）各種封鎖戦
力の能力、（４）任務
を完成するうえでの
有利な条件と不利と
なる要素、（５）作戦
行動を行う地域の地
形・気象・水の流れ・
社会状況、の作戦行
動に対する影響の正
確な判断

明確な目的を持った
戦場偵察と現状把握
の実施

（出所）譚亜東主編『聯合作戦教程』167頁を基に執筆者作成。

④スターリンクへの対応の必要性
ウクライナ戦争は双方が本格的に宇宙を作戦利用した初の戦争であり、「初
の商業宇宙戦争」と呼ばれるほど、企業が提供する宇宙サービスが使用され
ている戦争とも指摘されている。特にスペースXが提供しているスターリン
クにより、ウクライナが通信網の遮断を回避し、対外宣伝活動や作戦行動を
実施できたことが注目されている135。

134） 譚亜東主編『聯合作戦教程』163–172頁。 
135） 福島康仁「宇宙領域からみたロシア・ウクライナ戦争」高橋『ウクライナ戦争はなぜ終わらないのか』

108–110、117–118頁；林頴佑「俄烏戦争中『星鏈系統』運用対共軍啓示与調整」『中共研究』第 57
巻第 3期（2023年 9月）127–130頁。
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人民解放軍もスターリンクの軍事利用動向に注視している。特にスペース
Xが米国の安全保障機関・軍に提供する「スターシールド」プログラムを発
表すると、『解放軍報』や『国防報』はスターリンクの「軍用化」だと主張し、
警戒した 136。
人民解放軍は台湾有事でスターリンクへの対応を余儀なくされると考えら

れている。しかしロシア軍によるスターリンクへのジャミングやハッキングは
失敗しており、また民間の商用衛星でその数が膨大なスターリンクを物理的
に破壊することも困難であることから、その対応は容易ではないと指摘され
ている。中国はスペースXの創設者イーロン・マスク（Elon Musk）に中国市
場という経済利益を供与することで、台湾のスターリンクの利用を制限させ
ようとしているともいわれている137。
こうした中、人民解放軍の研究機関や政府・軍から資金を得ている中国国
内の大学は、スターリンクへの対応策を研究し、その成果を公表している。
2024年6月、海軍潜艇学院の研究者たちは、潜水艦からのレーザー攻撃によ
りスターリンクに攻撃することが可能となるとの研究成果を公表した 138。2024

年12月、南京航空航天大学の研究者たちは、コンピューター・シミュレーショ
ンを行った結果、レーザーやマイクロ波などを装備した99基の衛星を運用し、
12時間以内に約1,400基のスターリンク衛星に効果的に接近することが可能
であるとする研究成果を公表した 139。こうした研究成果を敢えて公表したのは、
米国や台湾に対し、中国がスターリンクへの対応能力を獲得できることを誇
示する狙いがあると考えられる。

⑤戦時における指揮統制系統の見直しの必要性
ロシア軍がウクライナ戦争で苦戦した理由の1つとして指摘されるのが、指
揮統制系統の問題である。具体的には、ウラジーミル・プーチン（Vladimir 

Vladimirovich Putin）大統領自身が作戦レベルのみならず戦術レベルにも介

136） 『国防報』2022年 12月14日；『解放軍報』2022年 12月 22日。
137） 福島「宇宙領域からみたロシア・ウクライナ戦争」高橋『ウクライナ戦争はなぜ終わらないのか』127頁；

林「俄烏戦争中『星鏈系統』運用対共軍啓示与調整」132頁。
138） Stephen Chen, “China Could Attack Starlink-like Satellites with Submarine Laser Weapon: Naval 

Study,” SCMP, July 20, 2024. 
139） Stephen Chen, “Chinese Scientists Simulate ‘Hunting’ Starlink Satellites in Orbit,” SCMP, January 

12, 2025.

入していること、旧ソ連軍の影響によるトップダウンの垂直型指揮統制の硬
直性、単一の統合司令部不在による軍種間の連携不足、2000年代から2010年
代における軍改革で導入された即応戦術集団である大隊戦術群（BTG）の大
規模紛争での機能不全などが指摘されている。他方、ウクライナ軍はNATO

基準に基づき指揮統制系統の改革を行い、特にミッションコマンド 140を効果
的に実施したことで優勢に立てたともいわれている141。
こうしたロシア軍の指揮統制系統の問題の露呈は、人民解放軍にも影響を
及ぼすと考えられる。人民解放軍は軍改革で陸軍を「集団軍－旅団－大隊」
に再編し、BTGを参考にして合成大隊の設置を進めた。そのためウクライナ
戦争でのBTGの機能不全は人民解放軍にとって台湾侵攻作戦で同じ課題を突
き付けるとも指摘されている142。
また人民解放軍もミッションコマンドの重要性を認識している143。しかし、
軍内党委員会制度・政治将校制度というレーニン主義システムを維持し、中
央軍事委員会を頂点とする中央集権的な指揮統制系統を特徴とする人民解放
軍がミッションコマンドを実施するのは難しいと指摘されている144。

おわりに
ウクライナ戦争では無人機の積極的な運用、サイバー・電磁波空間の重要性、
認知領域での戦いなどが注目されたが、それらは人民解放軍が2014年頃から
進めてきた「情報化局地戦争」と将来戦のために今後推し進めていくであろ
う「智能化戦争」という軍事ドクトリンの正しさを証明するものであった。ま
た人民解放軍は、「情報化局地戦争」の中で基本的な作戦形式とされている「シ

140） 米軍では「ミッション型命令に基づく分散型実行を用いた軍事作戦の遂行」と定義され、指揮官は作戦
行動の目的を主眼とする命令を出し、実現手段の決定と実施判断は現場に委ねられるとしている。Joint 
Publication 1, Doctrine for the Armed Forces of the United States, V15.

141） 小泉『ウクライナ戦争』154–158頁；Yurii Poita, “Some Lessons from Command and Control (C2) 
in the Russian-Ukrainian War,” 『国防情勢特刊：俄烏戦争給台湾的借鑑』第 32期（2023年 10月）
24–37頁。

142） 防衛研究所編『東アジア戦略概観 2018』（防衛研究所、2018年）59–60頁；Wuthnow, “Rightsizing 
Chinese Military Lessons from Ukraine,” 8.

143） 『解放軍報』2023年 5月 25日；8月 24日；9月12日。
144） Joel Wuthnow and Phillip C. Saunders, “A More Cohesive Force: Enabling Joint Operations in 

the PLA,” in Securing the China Dream: The PLA’s Role in a Time of Reform and Change, ed. Roy 
Kamphausen, David Lai, and Tiffany Ma (Washington, DC: The National Bureau of Asian Research, 
2020), 49–50.
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ステム体系作戦」構想と「一体化統合作戦」構想の正しさも確認することが
できた。そして、人民解放軍は陸・海・空・宇宙という物理領域とサイバー
空間や情報次元という情報領域、さらに認知領域での戦いを一体化して展開
するとの軍事力運用方針が妥当であると判断し、台湾周辺での軍事活動でそ
れを実践している。その意味では、人民解放軍において湾岸戦争後のような
軍事ドクトリンの激変は生じないものと思われる。
他方、ウクライナ戦争は、戦略・政策レベルと作戦レベルの両面において、

人民解放軍に多数の課題を提示した。中国は戦略・政策レベルでは、①核ド
クトリンの見直し、②認知領域での劣勢の挽回、③人民解放軍の組織改編に
よる宇宙領域・情報領域における作戦能力の強化、④無人機および対無人機
防空システム体系の開発の一層の強化、という調整が求められている。また
人民解放軍は、作戦レベルにおいて、①サイバー攻撃・精密誘導攻撃の一層
の強化、②斬首作戦の再検討と近接戦闘能力の強化、③台湾に対する海上・
空域封鎖作戦の円滑な実施、④スターリンクへの対応、⑤戦時における指揮
統制系統の見直し、などの調整が求められている。
ここで指摘された課題は容易に克服し得るものではないため、人民解放軍
が2027年のような短期的な時間軸において台湾侵攻作戦を実施する蓋然性は
低いものといえる。他方、中長期的に見れば、人民解放軍がこうした課題を
克服し得たならば、台湾侵攻作戦に着手する蓋然性は高まると思われる。特
に米国およびその同盟諸国、台湾が十分な防衛力強化を実現しない状況で、
2030年代に人民解放軍がその核弾頭数を増加させ、米中の核戦力の拮抗状況
を獲得したと認識し、さらに陸・海・空・ロケット軍の伝統的安全保障能力
のみならず無人機・AI・量子コンピューター技術などの「新質戦闘力」の強
化にも成功した場合には、台湾有事の危険性は一層増していくだろう。
ただし、中国はリスクとコストが高くなることが予想される武力行使に踏み
切ることを基本的には望んでいない。中国共産党指導部および人民解放軍は、
政治・外交・経済・軍事・社会などの各種領域の能力を包括的に活用する「総
体作戦」に基づき、核兵器、伝統的安全保障領域の各種戦力および「新質戦
闘力」を駆使しながら、認知領域で台湾、米国およびその同盟国を圧倒する
こと企図している。そして「戦わずに勝利する」ことにより、台湾との「強

制的平和統一」を目指していくものと考えられる145。この点において、中国の
台湾に対する影響力工作の動きにも注視していく必要があろう146。

145） 中国が企図している台湾への「強制的平和統一」に関しては、『日本経済新聞』2024年 1月 24日、『朝
雲』2024年 11月 28日に掲載された松田康博の解説記事を参照。

146） 中国による台湾への影響力工作に関しては、河上桃子、呉介民編『台湾ファクターの政治社会学―台
湾への影響力の浸透』（白水社、2021年）；山口、門間「活発化する中国の影響力工作」43–47頁など
を参照。
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はじめに
2022年2月24日から始まったウクライナ戦争では、大方の予想を裏切り、
軍事大国のロシアがウクライナを攻めあぐね、戦況は消耗戦の様相を呈して
いる。現代の戦争では、初期段階における航空戦の成否がその後の戦局に大
きな影響を及ぼすと一般的に理解されている。事実、ロシア航空宇宙軍（以下、
ロシア空軍）は必要とする制空権（Control of the Air）1を獲得できなかったこ
とから、ロシア軍の作戦全般に悪影響をもたらした 2。またロシア空軍機は数多
く撃墜され、自らの航空事故によっても損失を計上し続けた 3。さらに、ロシア
軍の地対空ミサイル（SAM）が友軍相撃するケース 4やSu-34戦闘爆撃機がロ
シアの都市ベルゴロドを誤爆してしまうケースなどが重なり、ロシア軍内で
の連携の悪さが浮き彫りにもなった 5。これらロシア空軍のパフォーマンスの低
さが際立った背景には、限られた軍事予算、時代遅れの装備、パイロットの
少ない飛行時間、作戦機の低い可動率、調整されていない指揮、精密誘導兵
器の不足などのさまざまな要因が複雑に絡み合った結果だとも指摘されてき
た 6。

2023年に入ると、ロシア空軍は「必要とする制空権」を獲得できず、また

1） 最新の米空軍ドクトリンによると、航空優勢（Air Superiority）は、「航空機やミサイルの航空脅威による
妨害がなく、一定の時間と場所において作戦を遂行できる制空権の度合い」と説明されている（U.S. Air 
Force, Air Force Doctrine Publication 3-01: Counterair Operations, (June 15, 2023)。ロシア空軍はウクラ
イナへの部分的な航空侵攻には成功しているため、一時的には航空優勢を獲得していると言える。この
ため「必要とする制空権」と表記した。本稿では米空軍ドクトリンに準じながら制空権と航空優勢を使い
分けて議論する。参照、柳田修「米軍における『制空権』と『航空優勢』」『ブリーフィング・メモ』（2020
年 6月）。

2） 相田守輝「中国から見たロシア航空戦力の使い方―人民解放軍はウクライナ航空戦から何を教訓としつ
つあるのか」『NIDSコメンタリー』（2023年 6月 20日）。

3） Phil Stewart and Idrees Ali, “What Happened to Russia’s Air Force? U.S. Officials, Experts 
Stumped,” Reuters, March 2, 2022.

4） Joe Barnes, “Downed Russian Jets ‘Almost All’ Taken Out by Kremlin’s Own Air Defence,” The 
Telegraph, December 30, 2022; “Friendly Fire: Russian Air Defense Strikes Own Helicopters Down,” 
Defense Express, May 13, 2023.

5） Mary Ilyushina, “Russia Bombed Its Own City, Defense Ministry Says,” Washington Post, April 21, 
2023.

6） Justin Bronk et al., “The Russian Air War and Ukrainian Requirements for Air Defence,” Royal 
United Services Institute, November 7, 2022; Mykola Oleshchuk, Viacheslav Shamko, and Artem 
Antonov, “Air Power in the Russian-Ukraine War: Myths and Lessons Learned,” The Journal of the 
JPACC (February 2023); Rafael Ichaso, “Russian Air Force’s Performance in Ukraine: Air Operations: 
The Fall of Myth,” The Journal of the JPACC (February 2023); 相田守輝「中国空軍をめぐるデジタル・
トランスフォーメーション―新しい整備管理システム導入から見える取り組み」『安全保障戦略研究』
第 3巻第 2号（2023年 3月）。

防空するウクライナ空軍も万全な制空権を維持できないといった膠着状況が
始まった 7。このような双方の軍が制空権を獲得／維持できていない背景を、在
欧米空軍司令官のジェームス・ヘッカー（James Hecker）大将は、「ロシアと
ウクライナの統合防空ミサイル防衛（IAMD）が確立されたため、多くの作
戦機が役に立たなくなった 8」と説明する。つまり、両軍のSAMが戦域で密集
し合い、両軍の航空機が入域しにくい状態が続いているのである。
こうしたウクライナ戦争における航空戦（以下、ウクライナ航空戦）の戦
況を踏まえて、米国内では「航空戦の在り方」についての議論が巻き起こっ
ている。航空優勢を獲得しながら統合作戦を進めることを重視する派閥は、
ウクライナでの戦域がそもそも航空優勢を獲得しにくい状況になっていると
説明する。一方で、敵による航空優勢獲得を拒否することを重んじる派閥は、
SAMを多重に配置して強固なIAMDを構築していくべきと主張する 9。航空自
衛隊の元空将、荒木淳一はこのように米国内で議論が巻き起こっている状況
を説明しながらも、後者の主張には、用語そのものの使い方が不適切であり、
何かを「拒否する」という行為と優位性の度合いを示す航空優勢とを同列で
比較、議論すべきではないと批判する。そして、ウクライナ航空戦を正しく
理解し教訓を導くためには、航空優勢などの概念に関わる本質的な理解が必
要と説く10。
このようなウクライナ航空戦に関わる議論が、世界各国の軍関係者を中心
に議論が活発化していることは容易に想像できる。では、中国人民解放軍（以
下、人民解放軍）はどのように認識し、いかなる議論を重ねているのだろうか。
彼らが導き出す教訓は、これまで堅持してきた「空天一体、攻防兼備」空軍

7） ウクライナの制空権が完全に消失していない現状で、ウクライナが航空優勢を維持できていないと表現す
ることは適切ではないため制空権と表記した。米空軍ドクトリンによると、航空優勢は本来、自らの制空
権以外（誰の領域でもない場所（公海上）や敵の制空権下において獲得するものであるため、ウクライナ
に一定の制空権がある以上、その国土上空において「ウクライナが航空優勢を獲得できない」と表記す
ることは適切ではないためである（U.S. Air Force, Counterair Operations, Air Force Doctrine Publication 
3-01）。ただし日本では、昭和 45年の中曽根康弘防衛庁長官の国会答弁において「制空権」の意味で「航
空優勢」と説明しているため、これらの理解を複雑にしている（中曽根康弘防衛庁長官答弁、第 63回
国会衆議院本会議第 13号（昭和 45年 3月 26日）、https://kokkai.ndl.go.jp/simple/detail?minId=10
6305254X01319700326&spkNum=33#s33）。当時、「制空権」は専守防衛を超える攻撃的なイメージが
あるととらえられていた（「制空・制海権を確立」『朝日新聞』1970年 3月18日）。

8） Christopher Woody, “Fighter Jets Are ‘Worthless’ over Ukraine, and It’s a Sign of What US Pilots 
and Troops May Face in Future Battles,” Business Insider, March 17, 2023. 

9） Maximillian K. Bremer and Kelly A. Grieco, “Air Denial: The Dangerous Illusion of Decisive Air 
Superiority,” Atlantic Council (August 2022).

10） 荒木淳一「令和時代の『航空優勢』を考える」『軍事研究』第 59巻第 1号（2024年 1月）90–101頁。

https://kokkai.ndl.go.jp/simple/detail?minId=106305254X01319700326&spkNum=33#s33
https://kokkai.ndl.go.jp/simple/detail?minId=106305254X01319700326&spkNum=33#s33
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航空戦力について論じているに過ぎなかった 17。
このように「空天一体、攻防兼備」という空軍戦略には、外縁的にそれを
説明しようとする議論は多く見られるものの 18、言うなれば「概念」の域を出ず、
実際に「どのような条件下で『空天一体化』された能力を発揮するか」といっ
た具体的な作戦にまで議論は深化していかなかった。これらは、西側諸国の
空軍が定めるような具体的な作戦を定めたものではなく、将来戦に向けて取
り組むべき人民解放軍空軍の「姿勢」が表現されたに過ぎなかったのである。

（2）「空天一体作戦」から「智能化戦争」へ
「空天一体、攻防兼備」空軍戦略が承認された2004年と時期を同じくして、
人民解放軍の全軍種に向けて、「一体化統合作戦」という新たな構想が提起さ
れていた。それ以降、この「一体化統合作戦」についても、他軍種との戦力
を一体化して宇宙・サイバー・電磁波領域における人民解放軍の活動をどの
ようにしていくべきかが模索されるようになった。「一体化統合作戦」と同時に、
それを支える「情報システムに基づくシステム体系作戦能力」なる概念も提
起され、その中で例えば「統合火力打撃能力」といった「必要とされる能力」
が細かく規定されるようにもなった。このような能力ベースでの軍建設が検
討されつづけ、やがて人民解放軍は「システム体系対抗」を重視するようになっ
た 19。
これに呼応して人民解放軍空軍も、機械化から情報化へ、国土防空型の空
軍から攻防兼備型の空軍へ、航空戦力を基礎とする空軍から航空戦力と宇宙
能力を一体化させた空軍へ、「量」を重んじる空軍から「質」を重んじる空軍
へと変革が繰り返されるようになった 20。「一体化統合作戦」構想との融合を重
んじた人民解放軍空軍は、この構想を「空天一体作戦」という戦術的枠組み
の中で重要な要素として位置付けるようになった。だが、「空天一体、攻防兼備」
を説明した2009年に刊行された人民解放軍ドクトリン教範『空軍建設学』には、
「空天一体、攻防兼備」の文脈においてドローンに関する記述が一切見当たら

17） 蔡風震、田安平『空天一体作戦学』（北京：解放軍出版社、2006年）158–172頁。
18） 薫文先『現代空軍論』（北京：藍天出版社、2005年）244–246頁。
19） 杉浦康之『中国安全保障レポート2022―統合作戦能力の深化を目指す中国人民解放軍』（防衛研究

所、2022年）10–16頁。
20） 蔡、田『空天一体作戦学』2頁。

ないことは注目すべきであろう。つまり、この『空軍建設学』が刊行された
2009年の時点で、人民解放軍にはドローンを用いた作戦に具体的な着想を持
ち得ていなかったのである 21。
この「空天一体」の定義についてはさまざまな情報源によって異なったま
まである 22。そのような中、ケビン・ポルペーター（Kevin Pollpeter）は、「航
空と宇宙、防空と宇宙防衛を統合した航空戦力、構造、作戦活動」という人
民解放軍専門家の見解を紹介した。その中で中国が想定する「空天一体作戦」
とは、航空戦力と人工衛星、軌道上の宇宙ステーション、宇宙船などの宇宙
のアセットを一体化し、航空機、巡航ミサイル、弾道ミサイルだけでなく、
あらゆる種類のSAM、高出力レーザー、高出力マイクロ波兵器、粒子ビーム
兵器などの新しいコンセプトの兵器も用いながら、同時に攻撃・防御作戦を
行うことを企図していると解説した 23。
このように、人民解放軍が想定する「空天一体作戦」にはさまざまな兵器
を用いた航空戦が想定されていたが、ドローンに関する具体的な用法は判然
としないままであった。一方、2004年の珠海航空ショーでは翼竜（Wing 

Loong）シリーズのドローン原型が、2006年の珠海航空ショーでは彩虹（Cai 

Hong）シリーズのドローン原型が公開されるようになった。これらドローン
は衛星通信による遠隔操縦により偵察や攻撃が可能な状態に改良され、中東
やアフリカを中心に輸出されるだけでなく、人民解放軍にも急速に導入され
ていった 24。

2017年になると、習近平中央軍事委員会主席は5年前から続けてきた軍改
革の意義を強調しながら、「ネットワーク情報システム対抗に基づく統合作戦
能力」と「全領域作戦能力」の向上を求めた。この「ネットワーク情報シス
テム対抗に基づく統合作戦能力」は、国防大学編集の『戦略学』2017年版に「情
報システムに基づくシステム体系作戦能力」に替わる概念として紹介され、「一

21） 尚『空軍建設学』537–559頁。
22） 薫『現代空軍論』244–246頁。
23） Kevin Pollpeter, “The PLAAF and the Integration of Air and Space Power,” in The Chinese Air Force:  

Evolving Concepts, Roles, and Capabilities, ed. Richard P. Hallion, Roger Cliff, and Phillip C. Saunders 
(Washington, DC: National Defense University Press, 2012), 165–190.

24） Aravind Levakumar, Jane’s All The World’s Aircraft 2020/2021 Unmanned (London: IHS Markit, 
2020) 24–30, 33–35.
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体化統合作戦」構想を支える新たな能力概念となった 25。この能力概念による
作戦行動の特徴は、「一体化統合作戦」を基盤として、精密化、ステルス化・
無人化作戦と制情報権の獲得を重視し、短期決戦で戦略目標を達成すること
にあった 26。そして人民解放軍空軍は、「空天一体、攻防兼備」という戦略的要
求に沿いながら、核抑止に必要な戦略早期警戒能力を構築しつつ 27、ミサイル
防衛、航空作戦、戦略的パワープロジェクションなどの能力も急速に現代化
していった 28。

2019年になると、人工知能（AI）、量子技術、ビッグデータ、クラウドコン
ピューティング、モノのインターネット（IoT）など先端科学技術が、軍事分
野に応用されることによって安全保障環境に大きな変化が生まれると認識し
た中国は、「智能化戦争」にかじを切り始めていくのであった 29。

2. 中国が認識した現代航空戦の難しさ
（1）ウクライナ航空戦の状況―ロシア空軍による制空権獲得の失敗
2022年2月24日未明から開始されたロシア軍による軍事侵攻において、ロ

シアの作戦コンセプトは、侵攻部隊がウクライナ軍の陸上部隊を東部や南東
部に引き付けている間に、首都キーウの政治指導部を特殊部隊によって排除
することだった 30。その際のロシア空軍の任務は、ウクライナの防空能力を低
下させ、制空権を獲得することが求められていた 31。ところが、当初、ロシア
空軍はウクライナ空軍のレーダーを撹乱するための電磁波攻撃や、ウクライ
ナ空軍のSAM発射台の位置を特定するためにドローンを囮として利用する戦
術を積極的に採用していなかった 32。そのうえで、戦闘爆撃機や長距離巡航ミ
サイルを用いながら、約100カ所ものウクライナ空軍防空関連施設（空軍基地、

25） 杉浦『中国安全保障レポート2022』21–25頁。
26） 同上。
27） 聞洪工、薫玉江『信息時代的空天防御』（北京：藍天出版社、2013年）17–26頁。
28） 中華人民共和国国務院報道弁公室『新時代的中国国防』（北京：外文出版社、2019年）7–10頁。
29） 杉浦『中国安全保障レポート2022』23–27頁。
30） David A. Deptula and Christopher J. Bowie, The Significance of Air Superiority: The Ukraine-Russia 

War, Mitchell institute Policy Paper 50 (Washington, DC: Mitchell Institute, 2024), 4.
31） Ibid.
32） Mykhalo Zabrodskyi, Jack Walting, Oleksandr Danylyuk, and Nick Reynolds, Preliminary Lessons in 

Conventional Warfighting from Russia’s Invasion of Ukraine (London: RUSI, 2022), 29–33.

レーダー、SAM発射台、対空砲台、指揮統制系統）をさまざまな方角から攻
撃していた 33。さらに、ロシア空軍は分散したウクライナ防空部隊の位置を速
やかに特定できないまま推移し、ロシア側の戦闘損耗評価（BDA）能力の低
さが露呈する事態にもなった 34。とはいえ、ウクライナ軍の防空部隊も混乱し
ていたため、しばらくウクライナ空軍の戦闘機のみで迎撃することとなっ
た 35。ロシア空軍の航空侵攻では、1日平均で約140ソーティーのペースで作戦
機が出撃し、中高度帯で150NM（約280km）ほどウクライナ領内を侵入し
ていた 36。しかし、ロシア空軍機は１機から6機の編隊規模で毎回侵入するだ
けで、1991年の湾岸戦争で米軍が見せたような大規模かつ多数機で侵攻する
ことはなかった。また、対地攻撃はSu-25戦闘攻撃機の無誘導爆弾やロケット
による攻撃が主体であった 37。ロシア軍は、緒戦において首都キーウの北にあ
るアントノフ空港の制圧も試みた。ところが、空挺部隊を乗せたロシア空軍
輸送機は複数撃墜され、一部の急襲部隊は空港に降り立ったものの、ウクラ
イナ陸軍が滑走路を事前に破壊していたことから、後続する輸送機は着陸で
きなかった。さらに、ロシア空軍は空港に降り立った空挺部隊を上空から掩
護することもなかったため、空港で孤立した急襲部隊はウクライナ陸軍の掃
討に遭い、数日後に全滅する運命となった 38。
開戦当初から圧倒的な航空戦力を持つロシア空軍は、速やかに制空権を獲
得するものと思われていたが、開戦から3日経過しても、ロシア空軍は一時的・

33） National Defence University of Ukraine, Lessons Learned of Russian-Ukrainian War (Ministry of 
Defence of Ukraine, 2023), 99．

34） ウクライナ空軍は開戦直前に分散配置していたため、飛行部隊と防空部隊の大半は、この緒戦におけ
るロシア空軍からの攻撃から生き延びることができていた（Zabrodskyi et al., Preliminary Lessons in 
Conventional Warfighting from Russia’s Invasion of Ukraine, 21）。

35） 迎え撃つウクライナ側の陣容は、戦闘機 MiG-29を約 50機、Su27を 32 機、並びに攻撃機 Su-24、
Su-25など約 40機を擁するものの、はるかに小規模で能力も低かった（劉楊「従俄烏冲突看：烏空軍戦力」
『航空知識』第 621号（2023年 1月）50–51頁）；ウクライナ空軍の戦闘機は即座に対応しながら高高
度帯で侵攻するロシア空軍機を迎え撃った。ウクライナの防空部隊は分散配置を急いだために、ウクライ
ナ空軍は緒戦において組織的に連携した防空戦闘を行うことができなかった（Deptula and Bowie, The 
Significance of Air Superiority, 4）。

36） Su-35や Su-30などのロシア戦闘機は、最初の 3日間、攻撃機を掩護するために中高度帯で戦闘空中哨
戒（CAP）を行いながら、ウクライナ空軍のMiG-29、Su-27、Su-24、Su-25などを撃墜していった。ウ
クライナ空軍の戦闘機は、ロシアの高性能 SAMや Su-35による脅威が次第に強くなったため、これら脅
威を回避するために、徐々に低高度帯に移行して戦闘せざるを得なくなっていった（劉「従俄烏冲突看：
烏空軍戦力」53–54頁）。

37） 曹励雲「教訓与啓示：俄羅斯軍事問題専家姜永偉談俄烏沖突空防武器系統応用」『現代兵器』総第
534期（2023年 10月）26–31頁。

38） 「俄烏冲突一周年、暴露了哪些問題？金一南解読」『上観新聞』2023年 2月 24日。
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局所的な航空優勢を獲得するだけで、「必要とする制空権」を獲得するまでに
は至らなかった 39。ロシア空軍の組織的な航空侵攻は次第に減少し、ロシア軍
が首都キーウへ進軍するにつれて、ロシア空軍は孤立した航空作戦を続けて
いた。ロシア空軍が組織的な航空侵攻をやめるようになったのは、斬首作戦
に失敗したためであった。その後、ロシア軍の地上戦は泥沼化し、ロシア空
軍は即時に上空掩護を求められたため、制空権を重視する方針から、局地的
な航空優勢を獲得しつつ近接航空支援（CAS）を行う方針に変更せざるを得
なかった 40。
そのような中であっても、ロシア空軍はウクライナの統合防空システム（IADS）

を突破すべく、ウクライナ空軍のレーダー、基地、インフラなどにミサイル
攻撃を繰り返した 41。仮に、このままロシア空軍が攻勢対航空（OCA）作戦を
継続していれば、航空優勢を獲得できていたかもしれなかったが、そもそも
敵防空網制圧（SEAD）作戦を効果的に行えておらず、加えてBDAも迅速に
できない状態であった。そして何よりも、ロシア空軍パイロットの飛行訓練
が不足していたことから、多数機編隊による航空侵攻の訓練を行えておらず、
大規模な航空作戦を継続することができなかったのであった 42。

（2）人民解放軍において再検討された制空権の定義
ウクライナ戦争が勃発した以降、人民解放軍関連メディアはこの戦争につ
いてしばらく沈黙を保っていた。だが、2022年5月以降になると、ウクライナ
航空戦の戦況を念頭に置いたであろう論説がたびたび報じられるようになった。
その一例が5月12日付の『解放軍報』の論説であり、その内容に制空権の概
念を再考している兆候が見られた 43。この兆候に注目した米空軍中国航空研究
所（CASI）のデレク・ソレン（Derek Solen）は、制空権の状態が、戦力均衡
した状態（Parity＝パリティ）、航空優勢、絶対的航空優勢（Air Supremacy）
といった3段階に分類されている米空軍ドクトリンに準じながら、中国が独自

39） 航空優勢は特定の作戦を遂行するための航空機・ミサイルによる一時的な優勢状態であり、作戦の目標
とするものではない（U.S. Air Force, Air Force Doctrine Publication 3-01）。

40） Deptula and Bowie, “The Significance of Air Superiority,” 5．
41） 特にキーウ周辺の北部では、Su-35Sによる対レーダーミサイル攻撃や PGMを使用した Su-24による限

定的な攻撃を行っていた。
42） 相田「中国から見たロシア航空戦力の使い方」。
43） 柴山「飛掠百年，制空権有何新変化」『解放軍報』2022年 5月12日。

の定義を再構築していると指摘した 44。さらに、この『解放軍報』の論説は、
制空権獲得の手段が、単一領域の航空戦からマルチドメインでの統合作戦へ
と進化していると強調する 45。このような再構築の兆候は、ミサイル射程の延
伸やマルチドメインの環境下での宇宙・サイバー・電磁波それぞれの特性を
考慮して改訂された「米空軍ドクトリン」を模倣して、中国の制空権や航空
優勢に関わる概念を独自に再整理し、作戦構想の適正化につなげはじめたも
のと考えられる。
この『解放軍報』の論説は、続けて次のようにウクライナ航空戦を描写する。
かつての絶対的な制空権を確保するといった時代はすでに終わっており、現
代では進化した航空機やSAMの登場によって戦闘空域は細分化され、各高度
帯での競争が始まっている。武装ヘリコプターや「低空・低速・小型」のドロー
ンの登場により、「木の高さ」に相当する低高度帯が重要と認識されるように
もなり、それらに対抗する防空システムもさまざまな射程距離を持って重層
化している。このような状況下での制空権の争いでは、遠距離から近距離、
高高度から低高度へと階層的に対処していかねばならず、また敵の防空シス
テムが破壊されたとしても敵の移動式野戦防空システムや携帯式防空ミサイ
ルシステム（MANPADS）が依然として大きな脅威となることは、近年の海
外で行われる局地戦争で実証されている。情報化時代が到来し、長距離精密
打撃システム、宇宙・サイバー・電磁波を基盤としたシステム、ドローン、
認知領域などに関わる兵器が制空権の争いに用いられ、域外からの攻撃、空
と宇宙の盲点の活用、ネットワークの遮断、ミサイル戦、電磁波による制圧、
サイバー攻撃、ドローンの群れ（スウォーム）攻撃、認知戦などが新たな手
段として登場していると説明する。そしてこの論説は、情報化・智能化され
た戦争では、戦域内の各高度帯の特性を考慮しながら体系的に作戦計画を策
定し、よりターゲットを絞った制圧を行うことが肝要であると説き、制空権を
一度に獲得するのではなく、むしろ持続的な作戦の繰り返しを通じて獲得す
るべきだと主張する 46。
こうしたさまざまな領域をまたぎながら多軍種による統合作戦によって「必

44） Derek Solen, “The PLA Reconceptualizes Control of the Air,” China Brief 23, no. 13 (July 2023).
45） 柴「飛掠百年，制空権有何新変化」。
46） 同上。
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要な制空権」を獲得していくべきとする主張には、これまで人民解放軍が邁
進してきた「一体化統合作戦」を通じて制空権を確保していく方向性に正当
性があるのだとすべての将兵に伝えたい意図があるものと解釈できる 47。一方で、
このように主張する背景には、ロシア空軍が必要な制空権を確保できなかっ
た理由を単にロシア空軍のパフォーマンスの低さに帰するのではなく、人民
解放軍が直面する将来の航空戦において、特定の航空優勢でさえも獲得する
ことが困難であることをすべての将兵に伝えたかった意図も読み取れるのである。

3. 中国が再認識した航空作戦計画の重要性
（1）ウクライナ航空戦の状況―一貫性を欠いたロシア空軍の航空作戦計画
2022年3月下旬になると、ロシア軍による首都キーウ攻略は失敗に終わり、

ウクライナ軍はキーウ北部とハルキウの領土を奪還していった。しかし、ロ
シア軍はウクライナ東部や南東部に戦力を集中するようになり、その後、こ
れらの地域で大きく攻勢をかけていくことになる。そもそも旧ソ連軍にとって
「防空任務」は極めて重要な役割ととらえられていた。このため、ロシア軍と
ウクライナ軍は共に大規模な防空部隊を伝統的に編成してきた。その両者が
航空戦を行ったことにより、必然的に高密度の防空網が密集し合いながら形
成されていくこととなった 48。
ロシア空軍は、ウクライナのIADSを弱体化させるためにドローンを囮とし
て利用し、航空攻撃を継続していた。このドローンに対して反応したウクラ
イナ空軍がレーダーを起動すると、Su-30やSu-35戦闘機が対レーダーミサイ
ル（ARM）を発射するというSEAD作戦上の連携が、ロシア空軍においても
ようやく見られるようになった。その結果、ウクライナ軍の防空部隊は次第に
戦闘力を失い、前線からの撤退を余儀なくされ、対するロシア空軍機は高高
度での航空作戦を遂行する能力を徐々に高めていくこととなった 49。ロシア空
軍はSEAD作戦において課題を抱えながらも、徐々に成果を上げている一方で、

47） 杉浦『中国安全保障レポート2022』10–27頁。
48） Christopher Woody, “Fighter Jets Are ‘Worthless’ over Ukraine, and It’s a Sign of What US Pilots 

and Troops May Face in Future Battles,” INSIDER, Mar 17, 2023.
49） Deptula and Bowie, The Significance of Air Superiority, 6.

ウクライナ空軍の防勢対航空（DCA）作戦は次第に不利な状況に陥っていた。
ウクライナ軍は、6月に供与された米国製の高機動ロケット砲システム

（HIMARS）を駆使して南東部の戦線に対して攻撃を行っていた。すると、精
密に攻撃されるロシアの地上部隊は次第に厳しい状況に直面することとなった。
この状況を受けて、ロシア空軍は地上部隊を上空からCASによって掩護する
ようになった。このように、ロシア空軍の任務はロシア軍陸上部隊の事情に
影響されながら、一貫性を欠いた航空作戦を展開していた。そして7月に入
ると、全体的にロシア空軍はウクライナの空域に戦闘爆撃機を深く侵入させ
ることをやめ、代わりにスタンドオフ兵器や長距離ミサイルを用いた攻撃に
移行するようになった 50。

（2）人民解放軍の専門家が認識した航空作戦計画の重要性
ウクライナ戦争勃発から1年が経過した頃の2023年4月11日、『解放軍報』
には将来は「非接触型」の航空作戦が主流となると予測する論説が発表され
た 51。この論説の著者である人民解放軍空軍指揮学院の鮑振峰、李耕および屈
敏は、近年の局地戦争では、中長距離の射程を持つ空対空ミサイルや空対地
ミサイルなどの使用頻度が飛躍的に高まり、一方の迎撃する側のSAM射程も
数百kmに及ぶこととなったと説明する。そのため攻撃する側は1,000km近く
離れて空対地攻撃を行わざるを得なくなり、将来的には「超長距離防空」と「域
外攻撃」に形容される「非接触型」の航空作戦が主流になるという。さらに
鮑振峰、李耕および屈敏は、双方が大量の長射程の兵器を装備した場合、空
中での長距離戦闘能力が相互に抑止される状態となり、互いに距離の優越（間
合い）を打ち消す結果になると指摘する 52。そしてその結果、従来の方法で制
空権を確保していくことがますます難しくなり、制空権を争う航空戦では戦
闘区域外からの中長距離SAMによって拒否されることが多くなるだろうと予

50） 2022年秋から地上戦が激化すると、両軍の強力な防空部隊が地上で密集する状態となっていた。その
結果、ロシア空軍とウクライナ空軍の航空機は容易に空域に進入することが難しくなった。またレーダー
の感知が難しい低高度帯においても、ロシアとウクライナの双方が保有する多数のMANPADSが、侵
入してくる航空機に対して致命的な脅威をもたらしていた（Ibid., 7）。

51） 鮑振峰、李耕、屈敏「緊盯高新技術応用給空中作戦帯来的新変化」『解放軍報』2023年 4月11日。
52） 敵の態勢と自軍の態勢を比較し、各部門の作戦部隊を包括的に配置することが必要であり、最も必要と

される時と場所、適切な環境において、自軍の力を最大限に発揮できる有利な条件を整え、それぞれの
力を結集すべきである（同上）。
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いていった。だが、これらの航空攻撃は推測されやすい飛行ルートで連日行
われたため 61、ウクライナ軍の膨大なMANPADSの餌食にもなっていった 62。
そこでロシア空軍はウクライナ領内を深く侵入する作戦には、有人機を極
力飛ばさず、ドローン、巡航ミサイル、弾道ミサイルを多く投入するようになっ
た 63。事実、2023年5月の段階で、ウクライナ軍は全国でロシアの巡航ミサイ
ルとドローンの約90%、空と地上から発射された弾道ミサイルのほぼ80%を
撃墜していた。米国製ペトリオットPAC-3防空システム（以下、PAC-3）で
防衛された地域に至っては、ロシアからの弾道ミサイルをほぼ100%撃墜して
いた 64。であるが故に、ロシア空軍はこの強固なウクライナ軍の防空網を有人
機で突破することに消極的になっていた。その5月には、ウクライナ東部のバ
フムートでは地上戦が激化する一方で、首都キーウの上空ではウクライナ空
軍のPAC-3と、ロシア空軍のMiG-31が発射する空中発射弾道ミサイル・キ
ンジャール（以下、キンジャール）との戦いが繰り広げられていた。ウクラ
イナ空軍の防空部隊は、第一波で飛来するキンジャールの迎撃に成功したが、
その後の第二波ではMiG-31から発射されるキンジャールに加え、黒海艦隊
からの海上発射型巡航ミサイ
ルシステム・カリブル（以下、
カリブル）、陸上部隊からの
地対地ミサイルシステム・イ
スカンデルM（以下、イスカ
ンデル）や長射程防空システ
ム・S-400（以下、S-400）、さ
らには複数のイラン製自爆ド
ローン・シャヘド131/136（以
下、シャヘド）が同時に異な

61） ロシア空軍は 1週間で 8機も戦闘機を失うこともあった。ロシア空軍は Su-34の一部を使用して損失を
減らすため、前線沿いでは夜間での対地攻撃に切り替えたほどであった。

62） 曹励雲「俄烏冲突空防武器系統実戦応用観察：専訪俄羅斯軍事問題専家姜永偉」『現代兵器』総第
533期（2023年 9月）14–17頁；National Defence University of Ukraine, Lessons Learned of Russian-
Ukrainian War, 119．

63） 老虎「俄烏戦争一年祭」『航空知識』第 623号（2023年 3月）20–23頁。
64） Ian Williams, “Russia Isn’t Going to Run Out of Missiles,” Center for Strategic and International 

Studies (June 2023).

る方向から襲い掛かることになった 65。その結果、ウクライナ空軍の防空部隊
は迎撃に追われ、SAMの在庫を次第に減らしていく結果となっていったので
ある 66。

（2）人民解放軍の専門家が認識した長距離スタンドオフ兵器の有用性
中国では、ウクライナのIADSを弱体化できなかったロシア空軍が、2022年

3月から長射程のキンジャールを多用し始めたことについて注目が集まってい
る 67。中国の軍事雑誌『航空知識』では、米国製のPAC-3とロシアのキンジャー
ルとの戦闘に注目する記事が特集され、戦闘状況の経緯が次のように詳細に
記されている。

2023年5月以降、ロシア空軍の航空作戦がウクライナ空軍のPAC-3を狙う
ようになった。「ミサイルの撃ち合い」と例えられたPAC-3とキンジャールの
戦闘では、最初の交戦が5月4日午前2時40分頃に行われ、ウクライナ軍が
初めてキンジャールの撃墜に成功することで決着した。5月16日午前3時30

分頃に行われた2回目の交戦では、ウクライナ軍は対空戦闘の結果、6発のキ
ンジャール、黒海から発射された9発のカリブル、3発の陸上ミサイル（イス
カンデルまたはS-400）および多数のイラン製ドローンを迎撃することができ
た 68。これら多数のスタンドオフ兵器で攻撃するロシアの目的が、ウクライナ
へ供与され続ける高額なPAC-3を破壊し、あるいは射耗させることによって、
西側諸国のウクライナ支援に嫌気をもたらそうとする狙いがあると指摘され
ている 69。
そのうえで、『航空知識』が詳細に記した戦闘状況によると、ロシア軍の作
戦はまず第1段階として安価なシャヘドを使用し、広範囲にわたって空爆を行
うことでキーウに配備されている通常の防空システムを作動させて迎撃を誘
発する。次に第2段階では、この陽動によって明らかになった防空システムの
位置を狙い、海上からカリブル、地上からイスカンデルを用いて攻撃し、こ
れらの防空システムを破壊する。最後の第3段階では、ウクライナ空軍が温

65） National Defence University of Ukraine, Lessons Learned of Russian-Ukrainian War, 177–179．
66） 王鑫邦「“愛国者 ”血戦 “匕首 ”」『航空知識』第 627号（2023年 7月）56頁。
67） 「中華版匕首」『兵工科技』第 23巻（2022年）79–83頁。
68） 王「“愛国者 ”血戦 “匕首 ”」56頁。
69） 同上、57頁。

キンジャールを搭載したロシア空軍MiG-31（Anadolu
／Getty Images）



6 36 2 第２章　中国が想定する将来の航空戦

存していたPAC-3を作動させた瞬間に、上空で待機していたロシア空軍の
MiG-31戦闘機がキンジャールを発射し、PAC-3を排除しようとしていたと分
析した 70。
中国の軍事専門家は、PAC-3の迎撃能力が優れていることを認めつつも、
その迎撃対象である飛翔体の重量が140kgであるのに対し、キンジャールの
総重量は4t、弾頭の重量も1tに達することから、PAC-3の迎撃能力には限界
があると疑問を呈している。つまり、終末速度が非常に速いキンジャールの
運動エネルギーが大きいため、PAC-3が近距離で迎撃できた場合であっても、
キンジャールが慣性の影響で目標付近に着弾し、被害をもたらすことができ
るはずであると指摘する71。ロシア軍のキンジャールを撃墜するPAC-3の戦果は、
ウクライナ側の主張に基づき報道されることが多かったが、香港メディア
South China Morning Postの報道によると72、高速で飛翔するキンジャールが防
空網を突破できる能力を高く評価する者も存在する。匿名を条件に語ったあ
る人民解放軍関係者は、ウクライナは少なくとも36発のPAC-3を発射し、わ
ずか2発のキンジャールを迎撃したと述べ、中国大陸から台湾を狙う弾道ミサ
イルが少なくとも1,200発もあることを踏まえれば、たとえPAC-3が台湾に配
備されたとしても、費用対効果の高い対抗手段とは言い難いと述べた 73。

2024年10月1日に放送された中国中央電視台（CCTV）の番組では、人民
解放軍の専門家である王明志が、敵の防空網を高速で突破して IADSを破壊
しようとするキンジャールのようなミサイルの有用性を評価する一方で、米
国が同様のミサイルを新たに開発中であると紹介し、これらの新しい極超音
速兵器がトレンドとなり、米軍によって中国周辺で使用されることを危惧す
る見解も示した 74。
さらに王明志は、ロシアがウクライナ国内に必要な制空権を獲得できず、

70） 同上、57–58頁。
71） 同上、58–59頁。
72） 人民解放軍の元教官で軍事アナリストの宋忠平は、ウクライナの主張に懐疑的な立場をとりながらも、キ

ンジャールが極超音速ミサイルに該当するとは限らず、「MiG-31戦闘機から発射されるキンジャールは速
度が低下しているため、厳密に言えば、極超音速ミサイルとは定義できず、弾道ミサイルに近い」と説明する。
Minnie Chan, “Could the US Missile Defence System Used by Ukraine Help Taiwan?,” South China 
Morning Post, May 19, 2023.

73） Ibid.
74） 「《防務新観察》 20241001以軍宣布在黎南部展開 “有限地面行動 ” 美軍研発高超音速武器攔截器」中

視網、2024年 10月1日。

ウクライナ軍もDCA作戦によって制空権が維持できない状況において、米国
からウクライナ軍に供与された統合空対地スタンドオフミサイル・AGM-154（以
下、JSOW）が、ロシア軍の防空網を突破するうえで有効になるだろうとも詳
述した。このJSOWは開発から時間が経過したスタンドオフ兵器であるものの、
現在のウクライナ航空戦においては戦況にうまく適合した精密誘導爆弾にな
ると説明する 75。
このように、多くの軍事専門家が敵の防空圏外から発射される極超音速兵
器や精密誘導爆弾に注目していることを考慮すると、中国が想定する将来の
航空戦に長射程のスタンドオフ兵器が多用される可能性が高いと考えられる。
であるが故に、これら見解が出された背景には、人民解放軍が統合作戦を実
施するうえで重視してきた「情報システムに基づくシステム体系能力」に該
当する「火力打撃能力」を追求していくことの正当性についてすべての将兵
に伝えようとする意図があると解釈できる 76。

5.  中国が評価したドローン作戦の深化と 
戦争形態の変化

（1）ウクライナ航空戦の状況―急速に広がるドローンの活用
制空権を獲得できないままのロシア軍は、2022年9月になると、自爆ドロー

ンであるシャヘドを使ってウクライナを攻撃し始めるようになった 77。115kt（約
210km/h）の低速で低空を飛行し、50lbs（約23kg）の爆薬を運搬するシャヘ
ドは、約3万ドルと比較的安価でありながら、航続距離は700NM（約1,300km）
から800NM（約1,480km）と長いため、ウクライナにとって発射地点を特定

75） この王明志による説明では、航空優勢が互いに獲得できていない戦況であると明示的に説明したわけで
はないが、防空圏外から飛翔して突入する精密誘導爆弾は非常に有用であると説明する（同上）。

76） 杉浦『中国安全保障レポート2022』17–21頁；薫連山主編『基干信息系統的体系作戦研究』（北京：国
防大学出版社、2012年）50–54頁。

77） 「ロシア軍使用のイラン製ドローンを初撃墜、ウクライナ軍が主張」CNN、2022年 9月14日。
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することや迎撃することは容易ではなかった 78。そしてロシア軍がシャヘドを
用いる戦術は、時間の経過とともに変化してきた 79。時には、シャヘドを公然
と集団で飛行させることでウクライナ軍の注意を引き、その隙を突いて長距
離ミサイルの攻撃経路を確保する戦術をとることもあり、戦局をロシア有利
に変えようとしていた 80。
対するウクライナも、10月になると、国境から約200km離れたロシアのシャ

イコフカ飛行場に駐機されているTu-22M3超音速爆撃機を自爆ドローンで攻
撃し、2機を損傷させた 81。こうして両軍の防空部隊が密集し過ぎて非常に強固
な防空網を形成した結果、ロシアはウクライナ国内に必要な制空権を獲得で
きず、ウクライナ軍もDCA作戦によって制空権が維持できない状況が続いて
いった。その結果、互いに長射程の自爆ドローンを用いながら相手の航空戦
力を事前に排除するようになった。2023年に入ると、ウクライナは延べ10万
機以上の多種多様なドローンを前線投入しつつ 82、長距離自爆ドローンを用い
てモスクワや航空基地を攻撃するようになった 83。そして8月になると、両軍の
攻防は膠着し始めていったのである。地上での反攻作戦に苦戦するウクライ
ナ軍は、ロシア側で価値の高い軍事目標を狙い撃ちする戦術に変更し、その
手段としてドローンを活用するようになった。西側諸国から供与される兵器、
弾薬が枯渇し始めていたウクライナ軍は長距離ドローンを用いて、同時期の8

月、国境から190NM（約350km）離れたロシアの飛行場に駐機していた

78） ブースター・ロケットによってトラックの荷台から発射されるシャヘドは、複合材料で構成された機体を持
ち、木製のプロペラを駆動する小型ガスエンジンによって動作するドローンであり、衛星誘導または慣性
航法システムを用いて飛行するものであり、長距離攻撃用ドローンとして利用されている。イランがドロー
ンの開発を始めたのは約 40年前のイラン・イラク戦争の際であり、その時期には戦闘航空資産の維持が
困難になり、甚大な損失を被った。現在、イランはシャヘドを含む偵察、監視、攻撃用のドローンを多岐
にわたって製造し、輸出している。イランはこの紛争中、ロシアにシャヘドを提供しており、現在、ロシア
はこの改良型のドローンを数千機製造中である（Uzi Rubin, “Russia’s Iranian-Made UAVs: A Technical 
Profile,” RUSI, January 2023）。

79） Fabian Hinz, “Iranian Missile Deliveries to Russia: Escalating Military Cooperation in Ukraine,” 
Missile Dialogue Initiative, September 18, 2024.

80） ロシアはシャヘドの有用性を高く評価し、年間約 6,000機のシャヘド（ロシアは「ゲラン -2」に改名）を
生産するためモスクワの東 500NM（805km）に位置するタタールスタンにドローン製造工場を新設し
はじめている（Kristen D. Thompson, “How the Drone War in Ukraine Is Transforming Conflict,” 
Council on Foreign Relations, January 16, 2024）。

81） Howard Altman and Tyler Rogoway, “Ukrainian Kamikaze Drone Attacks Bomber Base Deep in 
Russia (Updated),” War Zone, October 7, 2022.

82） Tom Balmforth, “Ukraine to Produce Thousands of Long-range Drones in 2024, Minister Says,” 
Reuters, February 12, 2024.

83） Stacie Pettyjohn, Evolution Not Revolution: Drone Warfare in Russia’s 2022 Invasion of Ukraine 
(Washington, DC: Center for a New American Security, 2024), 16.

Il-76輸送機などを破壊し 84、また国境から400NM（約740km）離れたロシア
の飛行場に駐機されていたTu-22をも破壊した 85。また9月に入っても、クリミ
ア半島に配備されているSAM（S-400やS-300）を攻撃するようになった 86。こ
のように、ウクライナは2023年9月までの間に、延べ190回もドローンによ
る長距離攻撃を繰り返し、燃料施設や飛行場、さらには首都モスクワのクレ
ムリンなど 87、ロシア空軍を支える重要な機能の破壊を目指していった。
しかしながら、長距離ドローンによる華々しい戦果とは裏腹に、依然とし
て前線のウクライナ軍は窮地に立たされていた。しかも、2023年夏から秋に
かけて行った反転攻勢は失敗に終わり、また西側諸国からの軍事援助物資の
到着も遅れていた。これらが影響し、ウクライナ軍は、兵員、弾薬、防空部
隊のSAMなどの余力を急速に失っていくのであった 88。そのような中にあっても、
10月17日、ウクライナ軍は米国から供与された陸軍戦術ミサイルシステム
（ATACMS）を初めて実戦に投入し、ロシアのベルジャンスクやルハンスクに
駐留するロシア軍部隊に対して攻撃を行い、ヘリコプターや弾薬庫、防空シ
ステムなどを破壊していった 89。
一方のロシア軍は、高価なキンジャールやカリブルなどを投入して、ウク

ライナ軍の防空網を制圧しようとしていた 90。しかしながら、それらの在庫が
減少するにつれて戦術を変更せざるを得ず、安価なシャヘドやロシア製徘徊
型自爆ドローン・ランセットを投入するようになった 91。これら自爆ドローンを
多数投入するロシア軍の戦術には、ウクライナのインフラ施設を攻撃する狙
いがあった 92。11月になっても、地上戦は第一次世界大戦のような「塹壕戦」
の様相を呈していたが、ロシア軍とウクライナ軍のドローンが上空を徘徊す

84） Howard Altman, “Moment of Drone Strike That Destroyed Russian Il-76s Seen in Infrared Image,” 
War Zone, August 31, 2023.

85） Graeme Baker, “Ukrainian Drone Destroys Russian Supersonic Bomber,” BBC News, August 22, 
2023.

86） Mark Jacobsen, “Ukraine’s Drone Strikes Are a Window into the Future of Warfare,” Atlantic 
Council (September 2023).

87） 華迪「俄方説烏克蘭企圖用無人機攻撃克里姆林宫　烏方否証」新華網、2023年 5月 4日。
88） C. Todd Lopez, “Air Defense Remains Top Priority at Meeting on Ukraine Defense,” DoD News, 

September 19, 2023.
89） Robert Greenall and Chris Partridge, “Ukraine Uses US-supplied ATACMS for the First Time, Says 

Zelensky,” BBC, October 18, 2023.
90） 曹「俄烏冲突空防武器系統実戦応用観察」33頁。
91） Max Hunder, “Cheap Russian Drone a Menace to Ukrainian Troops and Equipment,” Reuters, June 

28, 2023. 
92） National Defence University of Ukraine, Lessons Learned of Russian-Ukrainian War, 177．
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る新たな局面が見られるようになった 93。2023年末までには、ロシア軍がドロー
ン44機を投入してオデーサを空爆し、34機は迎撃されたものの、生き残った
10機のドローンがウクライナの発電施設に命中し、約150万人分の電力供給
を奪っていった 94。両軍は軍事ドローンだけでなく、大小さまざまな商用ドロー
ンをも用いながら、多様な用途に活用している 95。特に、ウクライナ軍に至っ
ては顕著であり、2024年2月、陸、海、空のドローン開発におけるイノベーショ
ンを加速させながら、「ドローン軍」までも設立するようになった 96。これらの
ドローンを活用する「発想」は実に豊かであり、対ドローン対策の電磁パル
スガンもますます進化していった 97。また戦場の監視や直接攻撃にとどまらず、
ドローンに小型爆薬を搭載して一人称視点（FPV）カメラを装備したオペレー
ターが、ロシア軍の装甲車両や掩体壕、塹壕に直接ドローンを突入させるなど、
ドローンをめぐる戦闘の形態が急速に進化していった 98。

（2）人民解放軍の専門家が認識したロボット工学と自律性の有用性
前述した人民解放軍空軍指揮学院の鮑振峰、李耕および屈敏による2023年

4月11日付の『解放軍報』の論説は、智能化された軍事技術の急速な進展に伴っ
てドローンが、航空戦において従来の脇役から中心的な存在へと変貌を遂げ
つつあると評価した。特に、2020年のナゴルノ・カラバフ紛争以降、大規模
かつ多様なドローンの運用が一般化し、単なる空中偵察にとどまらず、スウォー
ム戦術や全天候型の支援活動にまで、ドローンの役割が急速に拡大している。
また将来の航空戦では、統合作戦システムの支援を受けながら、ドローンは

93） 2023年 11月 3日、ロシア軍とウクライナ軍がともに徘徊型ドローンを効果的に使用している件につい
て、中国の軍事関係者が注目しながら教訓を導き出していると指摘された（Lyle Goldstein and Nathan 
Waechter, “Chinese Strategists Evaluate the Use of ‘Kamikaze’ Drones in the Russia-Ukraine War,” 
RAND Corporation (November 2023)）。

94） “Three Killed in Russian Drone Attack on Ukrainian City of Odesa,” Wall Street Journal, June 10, 
2023; “Ukraine Says Downs Russian Drones Targeting Odesa Port,” Reuters, January 17, 2024.

95） Stacie Pettyjohn, Evolution Not Revolution: Drone Warfare in Russia’s 2022 Invasion of Ukraine 
(Washington, DC: Center for a New American Security, 2024), 16–28.

96） David Ingram, “Ukraine Creates a Branch of its Armed Forces Specific to Drone Warfare,” NBC 
News, February 7, 2024; Mykola Bieliesko, “Outgunned Ukraine Bets on Drones as Russian Invasion 
Enters Third Year,” Atlantic Council (February 2024).

97） 曹励雲「電磁頻譜戦場的一次真実較量：俄軍事問題専家姜永偉談俄烏軍隊電子戦系統作戦応用与啓
示 (中 )」『現代兵器』総第 541期（2024年 5月）61–66頁。

98） Tom Cotterill, “Death from Above: Ukraine’s New Suicide Drones Are the Start of a ‘Terrifying’ 
Arms Race British Military Chiefs Fear Could Create the Next ‘Weapon of Mass Destruction’,” Daily 
Mail, February 4, 2024.

長時間に飛行し、通信、妨害、精密攻撃、BDAなどの任務に加えて、航空阻
止や智能化航空戦といった複雑な任務にも対応できるようになるだろうと予
測する 99。事実、2022年7月23日に放映されたCCTVの番組では、ドローンを
活用した航空戦の実証実験が、南部戦区の人民解放軍海軍航空兵の戦闘機部
隊にて行われている模様を放映している。空対空ミサイルの実射演習では、
ミサイルを射撃する戦闘機よりもはるか前方の脅威度の高い空域にドローン
を先行させ、ターゲットに関する射撃諸元情報を射撃する戦闘機に伝送する
試みが行われていた 100。また2022年9月30日に放映されたCCTVでは、弾道
ミサイル攻撃時のドローンとロケット軍部隊との連携が深化していく様が放
映され 101、中国が想定する将来の航空戦にドローンを多用していく環境が整い
つつあることがうかがえる102。こうした人民解放軍のドローンに関する明らか
な変化は、2022年8月にナンシー・ペロシ（Nancy Pelosi）米国下院議長が台
湾を訪問した直後から顕著となり、翌9月以降では人民解放軍のドローンの活
動状況が積極的に放映されるようになった 103。
このような状況とともに人民解放軍での理論研究も進化している。2023年5

月4日、有人機とドローンがハイブリッド化した編成について検討された論説
が『解放軍報』にて発表された。この論説の著者である蒋艶と劉争元は、人
間とAIが柔軟に相互作用することにより、有人機とドローンを用いた戦闘フォー
メーションを精密に制御する「智能化作戦」の概念を提案した。これによれば、
人間の経験に基づく判断と機械の迅速なデータ処理、さらには正確な論理的
推論を統合することが可能になり、その結果、人間と機械の知性を完全に融
合させながら各々の強みを最大限に活かすことができると主張するのであ
る104。さらに、ドローンは空中で偵察しながらターゲットを捕捉する役割を担い、
一方の有人機は後方からの射撃によってターゲットを撃墜する責任を持つ。

99） そのため、現代戦におけるドローンの重要性は日々増していると考えられると主張する（鮑、李、屈「緊盯
高新技術応用給空中作戦帯来的新変化」）。

100） 「直撃演訓場 ·空戦 万無一失 保障単元密切協同顯硬功」中視網、2022年 7月 23日。
101） 解放軍新聞傳播中心「《強軍一席話（第三輯）》第四集 建設一支強大的現代化火箭軍」中国軍網、

2022年 9月 30日。
102） 相田守輝「中国の無人機 TB-001が弾道ミサイルの着弾に関与していた可能性について」『NIDSコメン

タリー』（2022年 10月 4日）；相田守輝「中国人民解放軍による台湾 ADIZ進入① ―この 2年間を
概観する」『NIDSコメンタリー』（2022年 11月17日）。

103） 「記者探訪空軍無人機部隊　組建之初　無経験 無教材　無范本」中視網、2022年 9月 20日。
104） 蒋艶、劉争元「前瞻智能化作戦編成設計」『解放軍報』2023年 5月 4日。
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こうした両者の相互連携は、新たな補完的な利点を生み出すことが可能であ
るとも指摘するのである105。
このように、ドローンに対する中国の精力的な研究と実践を踏まえれば、
人民解放軍を研究するエルサ・カニア（Elsa B. Kania）が指摘するとおり、現
在のウクライナ紛争における戦場でのドローンの使用は比較的成功しており、
人民解放軍がロボット工学と自律性の有用性に自信を深めている証左ととら
えることができるだろう106。
さらに、人民解放軍はこれらドローンにAIを統合させて、革命的な発展を
起こそうとしている傾向も見受けられる。2024年7月16日、『解放軍報』には、
AIの発達に伴い、機械が人間と同じ認識、意思決定、行動能力を持ちつつあ
る将来を見据えて、AIによって戦闘指揮を最適化しながら戦闘効果を高める
べきとする論説が掲載された 107。この論説の著者である楊蓮珍は、AIによって
戦闘を管理することによって、将来戦における意思決定を加速することがで
きるという。AI戦闘管理システムを活用させることによって、敵の活動地域、
攻撃目標、戦術に関する選択肢を指揮官に提示し、指揮官が迅速に意思決定
できるように支援する必
要があるとして 108、特に
俊敏な火力打撃が必要と
なる局面において真価が
発揮されると主張する。
つまり智能化された戦闘
管理では、「指揮統制ノー
ド、センサー、武器プラッ
トフォーム、兵站サポー
ト」をすべて統合し、「シ

105） 蒋、劉「前瞻智能化作戦編成設計」。
106） Elsa B. Kania, “Designing Deterrence: The PLA’s Outlook on Disruptive Technologies and Emerging 

Capabilties,” in Modernizing Deterrence: How China Coerces, Compels, and Deters, ed. Roy D. 
Kamphausen (Washington, DC: The National Bureau of Asian Research, 2023), 128.

107） 楊蓮珍「前瞻智能化作戦管理」『解放軍報』2024年 7月16日。
108） AIは、特定のモデルとプログラムを通じて、智能化技術を用いたデータ処理と客観的な予測を人間の常

識的な経験と直感とに効果的に組み合わせ、指揮官に強力な意思決定能力を与える（楊「前瞻智能化作
戦管理」）。

ステム戦闘」を効果的に運用し、もって戦闘力を最適化するという発想なの
である。そして、効率的な「キル・チェーン」、すなわち「戦闘任務の明確化
―攻撃手段の選定―優先される任務の選定―戦闘計画の策定―攻撃命令の発
出―戦闘評価の実施」といったプロセスを構築しながら戦闘を管理すること
が重要と説くのである109。
このように、多くの軍事専門家がドローンとAIの一体化に注目しているこ

とを考慮すると、中国が想定する将来の航空戦には、AIを介したドローンの
出現という新たな諸相が想起できるのである。であるが故に、これら見解が
出された背景には、人民解放軍の専門家たちが新しい軍事ドクトリンである「智
能化戦争」を追求し続けていくことの正当性をすべての将兵に伝えようとす
る意図があると解釈できるのである110。

6. 智能化戦争に向けた新たな着想
（1） 貫通型対航空（PCA）作戦の追求
2022年7月19日、人民解放軍空軍の学術誌『空軍軍事学術』を編集する人
物でもある馬権が、PCA作戦が重要となる主旨を『解放軍報』の軍事論壇に
掲載した 111。この馬権は、数多くの空軍ドクトリン教範で主編者を務める人物
であり、人民解放軍空軍の将来像について数多くの論説を発表してきたこと
から特に注目すべき人物である。
この馬権には、米空軍のAir Superiority 2030 Flight Plan（2016年公表）の
概要を翻訳し、米空軍で検討されているPCA作戦の考え方について紹介する
記事を2021年11月21日付の『光明日報』に掲載した実績があった 112。しかし
ながら、米空軍が2016年に公表したPCA作戦に関する議論を、なぜ2022年
7月になって『解放軍報』に引用するのか、不可解なままであった。この疑問
について、CASIのソレンは、ロシアがウクライナ航空戦で制空権を獲得する
ことに予想以上の苦戦を強いられていることを受けて、人民解放軍空軍が台

109） 楊「前瞻智能化作戦管理」。
110） 杉浦『中国安全保障レポート2022』25–27頁。
111） 馬権「穿透性制空：空中作戦新赴勢」『解放軍報』2022年 7月19日。
112） 「穿透性制空：一个全新空中作戦概念」光明網、2021年 11月 21日。

2024年珠海航空ショーに展示されたFH-97ドローン（China 
News Service／Getty Images）
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湾侵攻に関する戦略／戦術を再評価し、米空軍のPCA作戦に関する考え方を
模倣せざるを得なかったからではないかと分析する113。そのうえでソレンは、
統合されたリアルタイムの戦場状況認識ネットワーク（コモン・ピクチャー）
を構築するために、システム・オブ・システムズ（以下、システム体系）の
利点を最大限に活用しなければならないと馬権が主張している点に注目す
る114。
馬権が『解放軍報』にて表明したPCA作戦に対する自身の考え方には、敵

の堅固に構築された防空システムを突破するために、全方位、全領域におけ
るステルス性と優れた情報処理能力を兼ね備えた戦闘部隊が敵に打撃を与え
ることに主軸がある。ただし、そのPCA作戦を可能にするためには、「システ
ム体系」の争いで情報戦に勝利する必要があるとも説く。優れた状況認識に
基づく指揮統制システム、情報伝達システム、および打撃部隊との間での領
域横断的な連携を通じて、敵の強固な防空システムに対して突破口を開き、
適切なタイミングで他の兵器システムにターゲット情報を提供しつつ迅速に
攻撃を行い、後続する作戦につないでいくといったサイクルが求められると
論じられている115。このように、「システム体系」のサポートに基づいて全体の
能力が発揮されると説明し、そのためには、自律したドローンや智能化され
たドローン群も用いていく必要があるとも説く。そしてPCA作戦のための「シ
ステム体系」が、これまで直線的であった「キル・チェーン」を、ダイナミッ
クに連結された「キル・ネット」にアップグレードするであろうと主張する。
さらに、あらゆる領域の戦闘アセットが同時に「作戦システム体系」に入り
込むことが可能となり、システム全体の戦闘能力を飛躍的に高めていくとイメー
ジしているのである。そして、こうしたイメージを持ち合わせながら、PCA

作戦を成功させるために、ソフトキルとハードキルを使い分け、電子戦のよ
うな非キネティックな手段を使いながら攻撃することが重要と説く116。

113） Derek Solen, “A Translation of ‘Penetrating Counterair Operations: A New Trend in Air 
Operations’,” China Aerospace Studies Institute (September 2022).

114） 例えば、「装備システム体系」は、統合された全体を形成する軍事装備と兵器システムの複合体を言う。「防
空システム体系」は、空中早期警戒機、地上レーダー、パトロール戦闘機、地対空ミサイルなどで構成
される。人民解放軍は、現代の戦争をシステム体系間の争いであるとみなしており、それらを総称して「作
戦システム体系」と呼ぶことが多い（Solen, “A Translation of ‘Penetrating Counterair Operations”）。

115） 馬「穿透性制空：空中作戦新赴勢」。
116） 同上。

このことから、馬権が描いた将来の航空戦は、複数の領域をまたいでアセッ
トを分散させながら、有人機と無人機とのコラボレーションを追求し、極超
音速のスタンドオフ兵器や超ステルス機による打撃を行い、敵のIADSを突破
していくことを想定している。その中で、ハイエンドな有人のステルス機だ
けを装備するのではなく、安価なドローンを多用しながら、智能化された
PCA作戦を企図しているものと考えられるのである。

（2）追求されるコンステレーション衛星通信網の構築
ウクライナ戦争では、ウクライナ軍の小型ドローンが戦場を飛び交い、逃
げ惑うロシア兵を攻撃する映像が世界中に数多く配信され、新たな戦争の諸
相を世界に印象づけることにもなった。翻って、荒廃したウクライナの戦場
でドローンの誘導が可能となった理由としては、開戦当初からウクライナに
提供された米国製の衛星通信スターリンクによるところが大きい。カーネギー
国際平和財団にてデジタル技術が戦争に与える影響を研究するスティーブン・
フェルドシュタイン（Steven Feldstein）は、ウクライナ軍のドローン偵察部隊
が、スターリンクを通じて、ドローンによる攻撃を支援していると説明する117。
人民解放軍の専門家は、そのような能力を持たないロシア軍が戦場で苦戦

しているのを目撃し 118、現代戦において衛星コンステレーションによる通信が、
いかに決定的な優位性をもたらしているかを目の当たりにしている119。よって
人民解放軍の軍事指導者は、台湾侵攻のような将来の戦争において、各種作
戦や部隊の展開をサポートするために戦場で継続的にインターネットにアク
セスできることが極めて重要であることを思い知らされたものと考えられる。
であるが故に、フェルドシュタインは、中国の政治指導者が米国から支配や
干渉されない独自の衛星インターネット・システムを構築していくことは、軍
事作戦上、不可欠なものとみなしているに違いないと指摘する120。
そのような中、中国は2024年1月から低軌道（LEO）衛星による通信網の

117） Steven Feldstein, “Why Catching Up to Starlink Is a Priority for Beijing,” Carnegie Endowment for 
International Peace (September 2024). 

118） 相田守輝「米軍式の軍隊を目指す中国人民解放軍」五十嵐隆幸、大澤傑編著『米中対立と国際秩序の
行方―交差する世界と地域』（東信堂、2024年）254–256頁。

119） Feldstein, “Why Catching Up to Starlink Is a Priority for Beijing.”
120） Ibid.
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構築に早速着手し始めた。この取り組みは、国有企業が中心となりながらも
民間企業の参入も促し、約10年間かけながら2万6,000基以上の衛星を打ち
上げて世界全体をカバーし、スターリンクに対抗していく狙いがあると考え
られる121。8月には中国の太原衛星発射センターから「千帆星座」18基を搭載
した改良型長征6号ロケットが打ち上げられた 122。ロケットは高度500NM（約
930km）の LEO上に衛星を無事に打ち上げられたが、米国宇宙軍
（USSPACECOM）によると、その直後にロケットの上段が分解して無数の破
片に分裂しながら、現在でも地球の周りを飛び回っているともいわれ 123、まだ
道半ばの状態との指摘もある。しかしながら、2024年10月現在で2回目の打
ち上げに成功している124。
このような中国版「スターリンク」構築の試みは、ドローンとAIが融合し
ていく過程で不可欠な通信基盤となることが予想される。中国におけるコン
ステレーション衛星通信網の構築やドローンとAIの融合に関する取り組みに
おいて、特に軍民融合を象徴とする政治、産業、科学、軍事の各分野におけ
る協力が進展している。2024年8月1日付の『光明日報』によると、人民解放
軍の国防科技大学の教授らが将来の軍事力バランスを再構築する重要な軍事
技術として、AI、無人機戦闘システム、宇宙技術、極超音速技術、サイバー
戦技術、新素材技術といった6つの軍事技術を挙げている。この国防科技大
学の教授らが述べた技術に関する見解は、世界各国の技術動向を考慮しつつ、
将来的に6つの軍事技術が軍事バランスを再構築してしまう可能性があると
いう125。
これら国防科技大学の教授らは、中国におけるコンステレーション衛星通
信網の構築やドローンとAIの融合に関する取り組みを踏まえながら、ウクラ
イナ戦争では、智能化技術が認知的な「戦場」で広く使われており、将来の
戦争においては、音声や映像を改竄し、偽の命令を発出するなど、人々の認
知に働きかけることによって敵を混乱させ、作戦そのものを妨害することに

121） 「中国版『スターリンク』24年から構築 人工衛星 2.6万基」『日本経済新聞』2024年 1月10日。
122） Simone McCarthy, “China Launches Satellites to Rival SpaceX’s Starlink in Boost for its Space 

Ambitions,” CNN, August 9, 2024.
123） Mike Wall, “Chinese Rocket Breaks Apart after Megaconstellation Launch, Creating Cloud of Space 

Junk,” SPACE.com, August 9, 2024.
124） 「工信部加強頻軌資源統筹協調 ‗助力 “千帆星座 ”02組工星成功発射」新華網、2024年 10月18日。
125） 「這六大軍事科技創新、正在重塑軍事力量平衡」『光明日報』2024年 8月1日。

なると予測するのである126。

おわりに
本稿は、中国の軍事専門家や関係者がウクライナ航空戦に関してどのよう

な視点を持ち、どのような主張を展開しているのかを明らかにすることにより、
中国が考える航空戦の将来像を描写することを目的としていた。
人民解放軍の専門家は、散発的に繰り返される一貫性のないロシア空軍の
航空作戦を批判的にとらえているが、一方で、侵攻するロシア軍が制空権を
獲得できない状況を重く受け止め、敵の防空システムが強固である以上、特
定の航空優勢でさえ獲得することが困難であることを強く認識した。現代で
は進化した航空機やSAMの登場によって戦闘空域は細分化され、各高度帯で
の競争が始まっているため、戦域内の各高度帯の特性を考慮しながら体系的
に作戦計画を策定し、よりターゲットを絞った制圧を行う必要があるため、
制空権を一度に獲得するのではなく、むしろ持続的な作戦の繰り返しを通じ
て獲得していくことが重要と彼らは認識した。そのため、米空軍ドクトリンを
模倣してでも制空権の定義を整理し、将来の航空戦に向けた作戦概念や作戦
計画への適正化を図ったものと思われる。
さらに、将来の航空戦は数百kmもの射程を持つSAMや1,000km近く離れ
た空対地攻撃が主流とな
り、「域外攻撃」と「超
長距離防空」に形容され
る「非接触型」の航空作
戦が主流となると予測し
ている。そのため、情報
化・智能化された戦争に
おいては全軍種を交えた
「一体化統合作戦」をもっ
て、制空権を獲得してい

126） ロシアのキンジャールを極超音技術の代表的な兵器として特に注目し、その高速による奇襲効果の高さ、
戦略的抑止力の高さを評価している（「這六大軍事科技創新，正在重塑軍事力量平衡」）。

キンジャールに酷似した2PZD-21（開発中）を搭載した人民
解放軍空軍H-6K爆撃機（CFOTO／Getty Images）
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くことが肝要であるとの教訓を得たのであろう。
このウクライナ航空戦において中国の注目を集めたのは、長距離スタンド
オフ攻撃であった。敵の防空網を高速で突破してIADSを破壊しようとするキ
ンジャールのようなスタンドオフ兵器を高く評価しており、たとえ迎撃された
としても、敵の高価なSAMを多く射耗させることに一定の意義を見出している。
また、中国はドローンの深化と戦争の形態が変化していることにも大いに注
目している。前述したように、中国がドローンの開発や配備が加速し始めた
のは2015年頃のことであった。一方、ナゴルノ・カラバフ紛争やウクライナ
航空戦を踏まえて、中国は作戦においてさまざまな着想を得たものと思われ、
これまで以上にドローンを多用していくことが予想される。そのような中、「智
能化戦争」を追求する人民解放軍が、AIを介したドローンの開発やコンステレー
ション衛星通信網の構築を加速度的に進めていくことも予想できる。
中国が想定する将来の航空戦では、敵の防空網を突破するためのPCA作戦

は死活的に重要と人民解放軍はとらえている。そのため、キンジャールのよ
うな高速で迎撃が困難なスタンドオフ兵器、J-20ステルス戦闘機、随伴する
ステルスドローンなどが、中国の「システム体系」に支えられながら投入さ
れてくることが考えられる。
無論、これら人民解放軍の専門家の議論は氷山の一角に過ぎないであろうが、
将来の航空戦に向けて取り組もうとしている中国の方向性は、概ね明らかになっ
たといえるだろう。
本稿の含意として、人民解放軍空軍の専門家が気づいたように、近年の航

空戦において航空優勢という概念の説明には限界が見え始めていることが挙
げられる。数十年前の航空戦では、航空機が影響を及ぼす範囲がそのまま航
空優勢を獲得する範囲（空域）と考えられていた。かつては飛行場など主要
な対象を防護する範囲が制空権として理解されていたため、制空権と航空優
勢の範囲はほぼ一致し、同義ととらえられることが多々あった。しかしながら、
軍事科学技術の進展により、航空機やミサイルの影響範囲が急速に拡大する
中で、制空権と航空優勢の範囲は次第に乖離し、もはや同一視することが難
しくなっている。このような傾向を踏まえ、統合作戦やサイバー戦を前提と
した防護対象を再考した米空軍は、齟齬を避けるために空軍ドクトリンを改
訂し、制空権を3つの概念に分類整理し、将来の航空戦に備えるようになった。

昨今のウクライナ航空戦のように、長距離のスタンドオフ兵器が多用され
るとなれば、「智能化戦争」を追求する人民解放軍としても、どこまでを制空
権の範囲とし、どこからが航空優勢の範囲とみなすべきかを再考する必要が
生じているのではないかと考えられる。今回、ウクライナ航空戦を研究した
人民解放軍空軍は、米空軍ドクトリンを公然と模倣しながらも、将来の航空
戦に向けて自らの軍事ドクトリンを最適化する方向性を選択した可能性が高い。
このように、過去に創出された概念は時代の変遷に伴い適正化されており、
軍事ドクトリンにおいても同様、トレンドの変化を認識することが重要なので
あろう。
以上を踏まえれば、これまでの「空天一体、攻防兼備」空軍戦略は、ウク

ライナ航空戦によって大幅に修正されることはなく、むしろドローンやコンス
テレーション衛星通信に関する部分が補足され、さらに理論が強化されてい
くものと予想することができる。そして、これらの要素を加えつつもかねて追
求されてきた「一体化統合作戦」の延長線上で、精密化、ステルス化、無人
化といった要素を強く意識した将来の航空戦を形づけていくことになろう。
その中で、人民解放軍の専門家たちは、ウクライナ戦争でロシア軍が苦戦し
ている姿を目の当たりにし、「智能化戦争」に向けて取り組んできたこれまで
の努力が間違っていなかったと、内心で確信を深めているに違いない。



台湾の軍事戦略と
防衛作戦準備

第 3 章
「新たなる戦争」の諸相

――中国の侵攻に備えたレジリエンスの強化――

台北松山空港に到着した
米国上院議員団を乗せた C-17 輸送機

（2021 年 6 月）（中央通信社）

五十嵐 隆幸
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はじめに
2022年2月24日、ロシアがウクライナへ侵攻を始めると、台湾社会では「今

日のウクライナは、明日の台湾」というフレーズが広がり、中国の台湾侵攻
に対する危機感が高まりを見せた 1。侵攻開始の翌日、台湾の蔡英文総統は「台
湾海峡の状況とウクライナの状況は本質的に異なる」と強調し、人々の不安
をあおる虚偽の情報に惑わされないよう呼びかけた 2。とはいうものの、それか
ら2カ月がたつ頃、呉釗燮外交部長は、ウクライナから教訓を学んでいること
を明らかにした 3。そして2024年5月に就任した台湾の蕭美琴副総統は、就任
後に「我々は、ウクライナの防衛から学んでいる」と明言している 4。
台湾の政府は、1991年に軍隊の「大陸反攻」任務を解除し、軍事戦略を「守
勢防衛」に転換することを決めた 5。それ以降、歴代指導者は、政権の対中政
策のスタンスに応じ、軍事力の近代化を続ける中国に対する「抑止」の在り
方を検討し、軍事戦略の運用構想を調整してきた 6。だが、物量に勝るロシア
が現状変更に踏み切り、「抑止」が効かない国際政治の現実を目の当たりにし
た台湾の政府は、パワーの「非対称性」で共通するウクライナから教訓を見
出し、従来の「抑止」を軸とする軍事戦略を見直したのであろうか。
台湾の安全保障に関する議論は、米国ファクター抜きには語れない。たし

かに、いかなる国とも「軍事同盟」の関係がないという外交的脆弱性で、台
湾はウクライナと同じ状況に置かれている。しかし、米国は1979年の断交直
後に国内法として「台湾関係法」を制定し、その中で台湾の安全保障に関与
し続けることを規定しており、それは1995年から1996年の第三次台湾海峡

1） 「今日烏克蘭明日台湾？専家教你破解共軍弾道飛弾封台謡言」中央通訊社、2022年 2月 25日、
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202202255004.aspx。

2） 「出席成大『国家級船艦試験水槽動土典礼』総統：強化船艦試験能量 譲造船産業更有競争力 成為国
艦国造進歩動力」中華民国総統府 HP、2022年 2月 25日。

3） “Taiwan Learning Lessons from Ukraine’s Stout Resistance, Foreign Minister Says,” Politico, 
May 1, 2022, https://www.politico.com/news/2022/05/01/taiwan-china-ukraine-invasion-
zakaria-00029186.

4） Kieron Monks, “Taiwan Learning from Ukraine to Prepare for Chinese Attack,” iNews, June 20, 
2024, https://inews.co.uk/news/world/taiwan-learning-ukraine-china-attack-3122942.

5） Igarashi Takayuki, “When Did the ROC Abandon ‘Retaking the Mainland’? The Transformation of 
Military Strategy in Taiwan,” Journal of Contemporary East Asia Studies 10, no. 1 (2021).

6） 五十嵐隆幸「台湾の軍事戦略（1988-2016）―「抑止のあり方をめぐる指導者たちの煩悶」『東亜』no. 
650（2021年 8月）76–83頁。

危機の際に有用性が証明されている 7。
だが、2021年に米軍がアフガニスタンから撤収した際、「今日のアフガニス

タンは、明日の台湾」と世論が賑わったこともあり8、ロシアの侵攻後に米国が
ウクライナ国内に部隊派遣しないことを明言すると、台湾では「米国は台湾
を見捨てるのではないか」という不安、いわゆる「疑米論」が強まった 9。米国
は曖昧ながらも台湾防衛にコミットする姿勢を示しているが、台湾には米軍
部隊が常駐しておらず、中国が不意急襲的に侵攻を始めた場合、台湾は米軍
の来援が到着するまでの間、単独で台湾を防衛しなければならない。
近年、台湾の安全の鍵を握っている米国では、たびたび中国が台湾に侵攻

する可能性について警鐘が鳴らされている。最もインパクトを与えたのは、
2021年3月9日に米インド太平洋軍司令官のフィリップ・デービッドソン（Philip 

Davidson）が上院軍事委員会において今後6年以内に中国が台湾を侵攻する
可能性があるとの趣旨の証言をしたことであろう10。その発言に多くの識者や
マスコミが飛びつき、「中国が2027年までに台湾を武力侵攻する」という想
定で議論やシミュレーション演習が繰り広げられるようになった 11。
最近では、海外で行われるシミュレーション演習に台湾の有識者も参加し

ている。こうした演習でのシナリオは、中国が必ず台湾を侵攻することを前
提としているが、攻勢側の中国が実際にどのように侵攻してくるかを読み解
くのは簡単なことではなく、盛んに行われているシミュレーションのシナリオ

7） Igarashi Takayuki and Kuroki Misato, “Today Ukraine, Tomorrow Taiwan? Analysis of China’s 
Possible Invasion of Taiwan,” 『中共解放軍研究学術論文集』第 5期（2024年 5月）125–130頁。

8） 「今日阿富汗明日台湾？民進党団：不倫不類的類比」中央通訊社、2022年 2月 25日、https://www.
cna.com.tw/news/aipl/202202255004.aspx。

9） 「中共若攻台 陸軍退将：美国会保台湾 無需派地面部隊」中時新聞網、2022年 3月 9日、https://
www.chinatimes.com/realtimenews/20220309003691-260407?chdtv。2022年 3旬に台湾で行われ
た世論調査によると、「米軍が台湾の防衛を助けるために参戦すると思うか？」との質問に対し、「すると
思う」が前回 10月の 65%から 34.5%に急落し、「しないと思う」が 28.5%から55.9%に急増した。ま
た、この 3月の世論調査で、「日本の自衛隊が台湾の防衛のために参戦すると思うか？」との質問に対し、
43.1%が「すると思う」と回答している（「俄烏衝突、兩岸危機與台湾民主」財団法人台湾民意基金会、
2022年 3月 22日。なお、台湾の行政院大陸委員会などは、台湾で「今日のウクライナは、明日の台湾」
というフレーズは、中国が台湾の民心に恐怖感を抱かせるために広めた情報操作だと指摘している（「陸
委会：北京刻意操作今日烏克蘭明日台湾」中央通訊社、2022年 3月 16日、https://www.cna.com.
tw/news/acn/202203160413.aspx）。

10） United States Senate Committee on Armed Services, “Hearing to Receive Testimony on United 
States Indo-Pacific Command in Review of The Defense Authorization Request for Fiscal Year 2022 
and The Future Years Defense Program,” March 9, 2021, 47–48.

11） いわゆる台湾有事シミュレーションは、日本では日本国際問題研究所、キヤノングローバル戦略研究所、
地経学研究所、笹川平和財団など、米国では戦略国際問題研究所（CSIS）などで行われている。

https://www.cna.com.tw/news/aipl/202202255004.aspx
https://www.politico.com/news/2022/05/01/taiwan-china-ukraine-invasion-zakaria-00029186
https://www.politico.com/news/2022/05/01/taiwan-china-ukraine-invasion-zakaria-00029186
https://inews.co.uk/news/world/taiwan-learning-ukraine-china-attack-3122942
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202202255004.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202202255004.aspx
https://www.chinatimes.com/realtimenews/20220309003691-260407?chdtv
https://www.chinatimes.com/realtimenews/20220309003691-260407?chdtv
https://www.cna.com.tw/news/acn/202203160413.aspx
https://www.cna.com.tw/news/acn/202203160413.aspx
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が必ずしも中国の構想に合致しているとはいえない 12。他方、中国の侵攻を待
ち受ける台湾側の防衛作戦準備については、受動に陥ることなく主動的かつ
計画的に進めることが可能であり、その段階を追うことは難しくない。
一方で、「ウクライナ戦争の教訓」に関する研究の多くは中国を対象にする
傾向があり、台湾側を対象とした研究は、中国の台湾侵攻に対して警鐘を鳴
らして成果を締めくくるもののほか 13、台湾の軍事力整備への「提言」に重き
を置いた政策レポートのような性質が強い 14。だが、こうした「提言」が台湾
の軍事力整備に反映されることは極めて少ない。なぜならば、台湾は戦車、
駆逐艦、戦闘機など主要装備品のほとんどを米国に依存しているが、作戦構
想に基づいて要求した装備品の供与が認められるとは限らず、反対に要求し
ていない装備品が供与されることもあるからである15。装備品調達が思うよう
にかなわず、描いた将来の作戦構想が「絵に描いた餅」で終わることが多い
台湾の軍隊には、現実を受け止めて「有什麼、打什麼（あるもので戦う）16」と
いう半ば達観して作戦構想を描く伝統があり、そうしたかなわぬ「提言」を
基に将来の戦い方を洞察することは難しい。

12） 幾つかのシミュレーションにおいて、中国が米軍の介入を防ぐため、在日米軍基地などに対して先制攻撃
を仕掛けるシナリオがあるが、本稿では、中国が台湾統一を内政問題と主張していることに着目し、台
湾侵攻の際に在日米軍基地などを攻撃して外交問題に発展することを回避するとの見積もりで分析を進め
る。

13） 王立、林秉宥『再談阿共打来怎麼辦―従烏克蘭戦場看台海局勢』（新北：大塊文化、2024年）；
松田康博、福田円、河上康博編『「台湾有事」は抑止できるか―日本がとるべき戦略』（勁草書房、
2024年）。

14） Jared M. McKinney and Peter Harris, Deterrence Gap: Avoiding War in the Taiwan Strait (Carlisle, PA: 
USAWC Press, 2024).

15） 例えば、米国の戦略予算評価センター（CSBA）が 2014年に提起した「Hard ROC 2.0」は、台湾の
馬英九総統（2008.5-2016.5）が台湾の防衛について語る際に強調した「Hard ROC」（固若磐石の英
訳）をもじり、台湾に対して抑止力の強化と紛争が起きた場合の持久力の強化を提言したものである（Jim 
Thomas, Iskander Rehman, John Stillion, Hard ROC 2.0: Taiwan and Deterrence Through Protraction, 
(Washington, DC: Center for Strategic and Budgetary Assessments, 2014)）。また、台湾防衛のドク
トリンが「ヤマアラシ戦略」と語られることがあるが、それは米国海軍大学教授のマレーが「台湾防
衛戦略の再構築」と題する論文の中で提言したものである（William S. Murray, “Revisiting Taiwan’s 
Defense Strategy,” Naval War College Review 61, no. 3 (Summer 2008)）。「ヤマアラシ戦略」について
は、2017年 5月から 2019年 6月に台湾の参謀総長であった李喜明がそのコンセプトを台湾の軍事戦
略に導入したと言われている（“What Is Taiwan’s Porcupine Defence Strategy?: Russia’s Invasion of 
Ukraine Raises Questions about How Taiwan Could Fend Off China,” Economist, May 10, 2022, 
https://www.economist.com/the-economist-explains/2022/05/10/what-is-taiwans-porcupine-
defence-strategy）。ただし、台湾の政府文書では「ヤマアラシ戦略」という用語は使われておらず、台湾
防衛に関するイメージを表現するために用いられることはあっても、台湾の軍事戦略や作戦概念を正確
に表現するものではない（「軍事無禁区：積極性 “豪猪戦略 ”―台湾応有的防衛設想」自由亜洲電台、
2023 年 12月 28日、https://www.rfa.org/mandarin/zhuanlan/junshiwujinqu/mil-12282023142437.
html?encoding=traditional）。

16） 国防部国防報告書編纂小組『中華民国 85年 国防報告書』（台北：黎明文化事業、1996年）54頁。

また、ウクライナが長期にわたってロシアの攻撃に持ちこたえている理由
の1つに、2014年のクリミア侵攻以降に強化してきた予備役動員能力が指摘さ
れている17。中国の脅威に直面している台湾は、どれほどの予備役動員能力を
備えているか。また、その持久戦力を推し量ろうとするのであれば、予備役
の動員能力に限らず、国家総動員で台湾を防衛するための制度やその態勢整
備についても重要な要素になるであろう。
そこで本章は、第1節において、中国がどのような条件で台湾への侵攻を
決断するのかを整理したのち、第2節では、台湾防衛作戦の前提となる軍事
戦略の変遷を確認したうえで、台湾の政府や軍がロシアによるウクライナ侵
攻を踏まえ、どのように軍事戦略を調整したのかを明らかにしていく。第3節
では、台湾の政府や軍が想定する中国の台湾侵攻シナリオに応じた防衛作戦
の段階区分を提示したうえで、その段階に応じた軍事力整備の動向を明らか
にする。そして第4節では、国家総動員体制の全体像をつまびらかにし、最
後に台湾海峡の行方を推し量るうえでの一考察を提供したい。

1. 中国による台湾侵攻の可能性
（1）先送りにされてきた「台湾解放」
近年、2027年や2035年など、ある年を特定して警鐘を鳴らす論調が少なく

ない。だが、これまで中国の政府や軍が「〇〇年に軍事侵攻する」と明言し
たことは一度もない。
台湾海峡の分断からすでに75年がたつ。その間、中国は台湾統一のために
武力を行使することはなかった。振り返れば、中国が最後に経験した実戦と

17） ウクライナは、2014年 2月にロシアがウクライナ領クリミア半島へ侵攻し、3月にこれを強制併合されると、
国防政策を大きく転換した。当時のウクライナ軍の作戦遂行能力には相当な問題があり、ウクライナは軍
事力の立て直しを急ピッチで進めた。まず着手されたのが、一般国民の動員であり、2015年には徴兵制
が再開された。これらの措置の狙いは、将来の動員のため国民に一定の軍事経験を積ませることと指摘
されている。ロシアによる侵攻直前の 2022年 2月1日、ウクライナは大統領令を発し、2024年 1月1
日までに徴兵制を廃止し、徴兵制に代わって国民の軍事訓練制度を導入して予備役動員能力の確保など
を定めていた（小泉悠「ウクライナの軍事力―旧ソ連第 2位の軍事力の現状、課題、展望」日本国際
問題研究所編『大国間競争時代のロシア』（令和 3年度外務省外交・安全保障調査研究事業、2022年
3月）96–99頁）。

https://www.economist.com/the-economist-explains/2022/05/10/what-is-taiwans-porcupine-defence-strategy
https://www.economist.com/the-economist-explains/2022/05/10/what-is-taiwans-porcupine-defence-strategy
https://www.rfa.org/mandarin/zhuanlan/junshiwujinqu/mil-12282023142437.html?encoding=traditional
https://www.rfa.org/mandarin/zhuanlan/junshiwujinqu/mil-12282023142437.html?encoding=traditional
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いわれる1979年の中越戦争では、中国はベトナムに実質的に敗北している18。
その中越戦争の直前に中国政治の実権を握った鄧小平は、「国防の現代化」に
着手した。また、時を同じくして、対台湾政策を武力による解放から「平和
統一」へと方針を転換した。それは、当時の中国人民解放軍（以下、人民解
放軍）には台湾を武力解放する実力が備わっておらず、まずは人民解放軍の
再建が急務であることを暗に示していた。
その後、改革・開放路線の下、高度経済成長の持続を背景に軍の再建が進
んだ。とはいうものの、圧倒的な戦力差がある米国の介入がある限り、中国
が台湾を武力で侵攻して占領することは難しい。だが、2020年5月に共同通
信社が「中国軍が東沙諸島の奪取演習を計画」と題する記事を発表すると19、
台湾の政府が統治する「離島」に関心が向けられるようになった 20。2021年に
入ると、ある専門家は、習近平が台湾問題で何らかの「成果」を残すことで3

期目の続投を決め、2021年7月の中国共産党創設100周年、もしくは2022年
の中国共産党第20回全国代表大会（以下、第20回党大会）を「中国の夢」
で壮大に演出するため、東沙諸島を奪取するであろうと主張し 21、中国政治と
結び付ける形で警鐘を鳴らした。しかし、南シナ海に位置する離島を武力侵
攻して占領すれば、中国と領土や主権にかかわる問題を抱えている近隣諸国
との関係が悪化し、米国のさらなる介入を招くことは必至である 22。実際に習
近平は、東沙諸島を台湾問題での「成果」として奪取する行動には出なかった。
ところが3期目に入った後も、習近平が2027年の4選前に台湾統一に向け
て大きく前進したと中国民衆にアピールするため、国際社会から大きな非難

18） 1950年代後半以降、中ソ対立が表面化する中、ソ連は中国に派遣していた科学技術者を引き上げた。
時を同じくして中国では大躍進政策が始まり、それが失敗に終わると文化大革命が始まり、中国は政治
的にも社会的にも動乱の時代を迎えた。一方、1960年代に入って激しさを増すベトナム戦争において、
ソ連は北ベトナムに大規模な軍事支援を行った。いわば、1950年代以降「現代化」が停滞していた人民
解放軍は、ベトナム戦争期にソ連の最新技術を導入し、実戦経験を積んできたベトナムに苦戦を強いら
れたのである。

19） 「中国軍が東沙諸島の奪取演習を計画 南シナ海で、台湾実効支配の要衝」東京新聞、2020年 5月12日、
https://www.tokyo-np.co.jp/article/29956。

20） 門間理良は、人民解放軍が南シナ海、次いで太平洋へ進出する中、台湾海峡とバシー海峡をにらむチョー
クポイントとして東沙島の地政学的重要性が高まり、東沙島は軍事戦略的に金門島や馬祖列島よりも重
要性が高い地域になったと指摘した（門間理良「緊迫化する台湾本島周辺情勢【2】― 高まるバシー海
峡・東沙島の地政学的重要性」『NIDS コメンタリー』（2020 年 6 月16 日）。

21） 小笠原欣幸「南シナ海「東沙諸島」が台湾危機の発火点になる」ニューズウィーク日本版 2021年 2月18日、
https://www.newsweekjapan.jp/stories/world/2021/02/post-95651_1.php。

22） 松田康博「常態化する中台関係の緊張―台湾社会の構造変化と習近平政権の戦略転換」秋山アソシ
エイツ安全保障・外交政策研究会、http://ssdpaki.la.coocan.jp/proposals/74.html。

を被ることが明らかであろうとも、東沙諸島に侵攻する可能性があると警鐘
が鳴らされている 23。
たしかに、中国の国家主席には2期までという任期制限があったため、2022

年の20回党大会を前に「成果」をアピールする可能性は無きにしもあらずであっ
た。だが、2018年3月の全国人民代表大会において任期制限は撤廃されている。
つまり、この先、4期目であろうと5期目であろうと、任期制限が存在した3

選へのハードルに比べれば皆無に等しく、それならば4選前の2027年にリス
クを冒してでも成果を残す必要はない。

1970年代末に権力闘争を制した鄧小平は、1980年8月の中国共産党中央政
治局拡大会議において、①覇権主義に反対して世界平和を擁護すること、②
台湾が祖国に復帰して祖国統一を実現すること、③経済建設、すなわち「四
つの現代化」に力を入れること、の3点を「1980年代の主要任務」として提
起している 24。これが1982年9月の中国共産党第12回全国代表大会であらため
て提起され、「80年代の三大任務」として制式化された 25。そこでは、①と③
が入れ替わり、②については「台湾を含む祖国統一」と香港を含意する形で
統一の対象が拡大されている。だが、早くも1983年6月には、それらを「90

年代の課題でもある」と述べている 26。その後、鄧小平が先送りの含みを持た
せた三大任務を引き継いだ江沢民は、1995年の春節を迎えるにあたり、「祖国
統一を早期に成し遂げることは、中国人民の共通の願いである。統一をいつ
までも遅らせることは、すべての愛国同胞が望んでいない」と決意を表明し
た 27。だが、江沢民は2000年に「祖国統一は新世紀における三大任務の1つ」
と期限を100年も先送りにした 28。

2012年秋に中国共産党の中央委員会総書記および中央軍事委員会主席に就

23） Momma Rira, “Annexation of Remote Islands Through Selective Use of Cognitive Warfare and 
Armed Force to Show the Chinese People Achievement Toward Taiwan Reunification,” SPF China 
Observer (December 2023); 2021年 3月に米インド太平洋軍のデービッドソン司令官が上院軍事委員会
の公聴会で今後 6年以内に中国が台湾を侵攻する可能性があるとの趣旨の証言をした背景にも、習近平
が 2期目の任期が終わる 2027年までに歴史に残る政治的な成果を挙げ、3期目につなげる意図がある
と分析されている（Adela Suliman, “China Could Invade Taiwan in the Next 6 Years, Assume Global 
Leadership Role, U.S. Admiral Warns,” NBC News, March 10, 2021）。

24） 「党和国家領導制度的改革」『鄧小平文選』（北京：人民出版社、1983年）327–342頁。
25） 「中国共産党第十二次全国代表大会隆重開幕」『人民日報』1982年 9月 2日。
26） 「我対香港政策不会改変 要継続把港澳工作做好」『人民日報』1983年 6月 26日。
27） 江沢民「為促進祖国統一大業的完成而継続奮闘（1995年 1月 30日）」『人民日報』1995年 1月 31日。
28） 「中共十五届五中全会在京挙行」『人民日報』2000年 10月11日。

https://www.tokyo-np.co.jp/article/29956
https://www.newsweekjapan.jp/stories/world/2021/02/post-95651_1.php
http://ssdpaki.la.coocan.jp/proposals/74.html
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いた習近平は、翌年10月にAPEC首脳会議に参加した台湾の蕭萬長前副総統
と会談し、「（台湾問題の解決を）一代また一代と先送りはできない」と述
べ 29、自らがそれを成し遂げる強い意欲を示した。だが、これまで中国の歴代
指導者が祖国統一を先送りにしてきたように 30、習近平も先送りにする可能性
もある。

（2）中国による台湾侵攻の条件
中国共産党中央委員会総書記への選出から半月がたった2012年11月29日、
習近平は「中国の夢」について、「私は中華民族の偉大な復興の実現が、近代
以降の中華民族の最も偉大な夢だと思う」と発言した 31。また、習近平は、中
華人民共和国の国家主席および国家中央軍事委員会主席に選出され、中国の
党・政・軍すべての権力を手中に収めた直後の全国人民代表大会第1回会議
の閉幕式でも、「中華民族の偉大な復興という夢の実現は、国家の富強、民族
の復興、人民の幸福を実現させるものである」と述べた 32。
「中国の夢」が具体的に何を指すのかは明示されていない。しかし、習近平
が「祖国統一」への思いを強く訴え、武力行使も辞さない姿勢を示している
ことから、台湾の統一が「中国の夢」に含まれると解され、それが習近平の
任期延長の条件として語られることがあった 33。
こうした観点から検討すべきは、中国による台湾への武力行使への条件で
ある。中国政府は、1993年と2000年に「台湾問題」に関する白書を発表して
いる 34。そのうち、2000年の『一つの中国原則と台湾問題』と題する白書にお
いて、中国は初めて台湾に対する武力侵攻の条件を公表した。それは、①い
かなる名義であっても台湾が中国から分離される重大な事変が起きた場合、
②外国が台湾を侵略・占領した場合、③台湾当局が交渉による両岸統一問題

29） 「習近平会見蕭萬長一行」『人民日報』2013年 10月 7日。
30） 中国が台湾問題を「後回し」にしてきた歴史については、松田康博が詳述している（松田康博「なぜ中国

は台湾を支配したいのか？」松田他『「台湾有事」は抑止できるか』7–11頁）。
31） 「習近平在参観《復興之路》展覧時強調 承前啓後 継往開来 継続朝着中華民族偉大復興目標奮勇前進」
『人民日報』2012年 11月 30日。

32） 「十二届全国人大一次会議在京閉幕」『人民日報』2013年 3月18日。
33） 小笠原「南シナ海『東沙諸島』が台湾危機の発火点になる」。石井利尚「中国の台湾統一戦略の行方」

読売クオータリーNo.61、2022年 4月。
34） 中華人民共和国国務院台湾事務弁公室・国務院新聞弁公室「台湾問題与中国的統一」『人民日報』

1993年 9月1日；中華人民共和国国務院台湾事務弁公室・国務院新聞弁公室『一個中国的原則与台
湾問題』白皮書、2000年 2月 21日。

の平和的解決を無期限に拒否した場合、と示され、これらの条件に当てはまっ
た場合には、武力行使を含むあらゆる可能な措置をとることが示されている。
その後、中国政府は2005年3月に「反国家分裂法」を制定し、①「台湾独立」
分離主義勢力がいかなる名目または方式であれ、台湾を中国から切り離す事
実をつくり、②台湾の中国からの分離をもたらしかねない重大な事変が発生し、
または③「平和統一」の可能性が完全に失われた場合、非平和的手段および
その他の必要な措置を通じ、国家の主権と領土の保全を守ることができると
示し、台湾に対して武力行使する権利を法制化した 35。
このように、中国は台湾に対する武力行使の条件を示しているが、どれほ

どの状態を中国が「台湾独立」とみなし、何をそれにつながる重大な事変と
しているのかがわからない。習近平は、繰り返し「祖国統一」のために武力
行使を厭わない姿勢を示しているが、温度に差はあれど歴代指導者もそれを
ちらつかせて台湾に対して圧力をかけてきた。この先も中国は「反国家分裂法」
の条件に照らして台湾に対する武力行使を判断するであろうが、指導者個人
の「祖国統一」への思いの強弱で台湾侵攻を決心する可能性は否めない。

（3）台湾・米国が示す中国の台湾侵攻の条件
このように中国は、時期に言及しないものの、台湾侵攻の条件を明示して
いる。他方、台湾と米国は、中国が台湾を武力侵攻する条件を以下のように
分析している。
台湾の国防部が立法院に提出することが義務付けられている『中共軍力報告』

の2021年版によると、人民解放軍が台湾を侵攻するタイミングが7つ示され
ている。すなわち、①台湾が独立を宣言、②台湾が独立へ向かうことが明確、
③台湾が核兵器を保有、④中国内部の動揺や不安定化、⑤海峡両岸の「平和
統一」の遅延、⑥外国勢力による台湾島内の問題への関与、⑦外国兵力の台

35） 「反分裂国家法 2005年 3月14日第十届全国人民代表大会第三次会議通過」『人民日報』2005年 3月
15日。
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湾駐留、の7点である 36。
また米国国防省が連邦議会に提出することが義務付けられている『中華人
民共和国の軍事および安全保障の進展に関する年次報告』の2023年版は、中
国が台湾に対して武力行使を検討する状況は時の流れに従い変わってきたと
したうえで、①台湾独立の正式な宣言、②台湾独立へと向かう兆候、③台湾
内部の不安定化、④台湾が核兵器を保有、⑤統一に関する海峡両岸対話再開
の無期限な遅延、⑥台湾内政への外国軍隊の干渉、の6つを示した 37。
台湾国防部や米国国防省の見積もりの内容はほぼ共通しており、中国の「反
国家分裂法」で曖昧になっている「台湾独立につながる重大な事変」を具体
化している。それは、「台湾の核兵器保有」と「外国勢力・軍隊の台湾への関
与」の2点である 38。一方、台湾が「中国内部の動揺や不安定化」を挙げてい
るのに対し、米国は「台湾内部の不安定化」を挙げており、米台で見積もり
が異なっている。この点に鑑みれば、中台どちらであっても、その内部の不
安定化が中国の対台湾武力侵攻の引き金になる可能性があると認識し、それ
ぞれの内部事情に関心を払うことが必要だといえよう。
だが、「台湾独立につながる重大な事変」を明らかにすることは、不可能に
近い作業である。中国が台湾に対して侵攻するか否か、その決定権はすべて
中国が握っており、台湾側の意図にかかわらず発動されるからである。その
意味では台湾としては日頃から中国の武力侵攻に備え、台湾を防衛する体制

36） 『中共軍力報告』は非公開だが、一部がメディアなどに漏れ伝わっている。本章で示した 2021年版にお
ける人民解放軍の台湾侵攻のタイミングは、2015年版と変わりないが、2010年版では、以下の 8つで
あった。①台湾の政府が独立に結び付く憲法制定、公民投票、その他の政策を推進、②台湾が独立を
宣言、③両岸の軍事バランスが大幅に崩壊、④台湾が大量破壊兵器を保有、⑤台湾内部で動乱や大規
模災害が発生、⑥中国内部の政情が激変、⑦外国勢力が台湾の内政に介入、⑧中国の武力による台湾
問題の解決に有利な国際情勢である（翁衍慶『中共軍史、軍力和対台威脅』（台北：新鋭文創、2023年）
365–366頁）。なお、台湾の政府が 1992年に初めて『国防報告書』を発刊した際、中華人民共和国が
台湾への侵攻に動き出すきっかけとなる状況について、共産党指導者の発言を基に分析した結果として次
の 6点を示している。①台湾が「独立」に向かった時、②台湾の内部で動乱が起きた時、③軍の相対戦
力が弱まった時、④外国の勢力が台湾内部の問題に干渉しようとした時、⑤台湾側が統一問題に関する
交渉を長期間拒否した場合、⑥台湾側が核兵器を開発した時である（国防部国防報告書編纂小組『中
華民国 81年 国防報告書（修訂版）』（台北：黎明文化事業、1992年）42–43頁）。

37） U.S. Department of Defense, Military and Security Developments Involving the People’s Republic of 
China 2023, (Washington, DC: Department of Defense, 2023), 136–137. なお、2019年版では、⑥
外国勢力による台湾内政への干渉、⑦外国軍隊の台湾駐留、となっていたが、2021年版において、そ
の 2つが⑥台湾内政への外国軍隊の干渉、となり、それが 2023年版にそのまま引き継がれている。

38） 米軍が台湾に駐留する可能性については、本章の筆者が別稿で解説している（五十嵐隆幸「台湾に米軍
が『再び』駐留する日は本当に来るか―米台間の壁は低くなりつつあるが、一線はある」東洋経済オン
ライン、2024年 9月 26日、https://toyokeizai.net/articles/-/829445）。

を整えておくことが大切なのである。

2. 中国の武力侵攻を迎え撃つ台湾の軍事戦略
（1）専守防衛を意味する「守勢防衛」戦略への転換過程
1949年12月、戦後中国の政治秩序をめぐる争いで苦戦していた中国国民党
指導部は、台湾を「中国統一」のための復興基地として位置付け、中華民国
の中央政府を台湾に移転させた。台湾の地で中華民国総統に復帰した蔣介石は、
政府の目標として「一年準備、二年反攻、三年掃蕩、五年完成」を掲げた。
そして、軍事戦略を「攻勢作戦」に定めた蔣介石は、軍に「大陸反攻」の任
務を与え、軍事的手段による中国大陸奪還の準備を始めた 39。

1960年代に入り、幾度となく大陸反攻の発動を試みたが、いかなる方策を
提起しても米国から大陸反攻への同意を得ることができなかった。そして、
米国がアジア諸国に自国の防衛の自己負担を求めるなど、台湾を取り巻く国
際環境が変化していく中、1969年に従来よりも「台湾防衛」に重きを置いた「攻
守一体」の軍事戦略へと転換した 40。
その後、1979年に米国と断交しても、軍隊から大陸反攻の任務が解除され

なかった。だが、1989年に東西冷戦が終焉を迎えると、中国はソ連やベトナ
ムなどの国境を接する国々との関係改善に動き始め、これに対して台湾は、
中国が国境に配置した兵力を台湾正面に転用し、台湾侵攻に動き出すかもし
れないと警戒を強めた。このように台湾を取り巻く国際情勢が変わりゆく中、
台湾の政府は1991年に軍隊の「大陸反攻」任務を解除し、専守防衛を意味す
る「守勢防衛」の軍事戦略に転換することを決めた 41。

（2）歴代政権の「抑止」をめぐる軍事戦略構想の調整
1980年代に鄧小平が指導する改革・開放政策に基づき市場経済の原理を徐々
に取り入れ、1992年の中国共産党第14回全国代表大会で「社会主義市場経済」

39） 五十嵐隆幸『大陸反攻と台湾―中華民国による統一の構想と挫折』（名古屋大学出版会、2021年）
33–37頁。

40） 同上、55–85頁。
41） 同上、203–255頁。

https://toyokeizai.net/articles/-/829445
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にかじを切った中国は、急速な経済成長を背景に軍事力の近代化を進めた。
そして中国は、李登輝総統の訪米など台湾側の積極的な外交活動を「独立」
を目指す意図だとみなすと、1995年7月に弾道ミサイルを発射する威嚇行動
に出た。台湾で初めての総統直接選挙が行われる1996年3月まで続いた第三
次台湾海峡危機である。この危機において、かつてないほどの軍事的圧力を
受けた台湾は、専守防衛の姿勢を示すだけでは中国を止められないと考え、
軍事力を誇示する「抑止」の姿勢を強め、「守勢防衛」戦略の運用構想として、
「防衛固守、有効抑止」の方針を打ち立てた 42。
そして2000年の総統選挙を迎えるにあたり、李登輝の後継候補に指名され
た国民党の連戦は、「有効抑止」の方策として、海空軍力の強化と確かな反撃
能力の構築を訴えた 43。これに対し、台湾で初めての政権交代を目指す民進党
の陳水扁は、主権が及ぶ範囲を超えた区域で侵攻を食い止める「境外決戦」
の考えを提起した 44。だが、陳水扁の考えは内外にも波紋が広がったため 45、選
挙戦を制して政権交代を果たした陳水扁・民進党政権は、李登輝政権の戦略
構想を基本的に踏襲しつつも、「抑止」を重視する形でその優先順位を入れ替
え、「有効抑止、防衛固守」の戦略構想を提起した。陳水扁政権は、2期8年
間の任期間、立法院の多数派を野党が占める「ねじれ」状態に苦しみ、「境外
決戦」の構想を組み込んだ軍事戦略を打ち立てられなかった。だが、陳水扁は、
李登輝政権期に検討が迫られた「抑止」の在り方について、中国大陸の軍事
拠点を攻撃するミサイルを保有するという道筋を付け、その政権期を締めくくっ
た 46。

2008年の総統選挙では、国民党から出馬した馬英九が政権を奪還した。台
湾の有権者が馬英九に最も期待したことは、陳水扁政権期に悪化した中国と
の関係改善であった 47。選挙戦において「固若磐石（盤石のように堅固）」を国
防政策の方針として示していた馬英九は、総統就任後にあらためて「守勢防衛」

42） 五十嵐「台湾の軍事戦略（1988–2016）」77–78頁。
43） 中華民国総統府「副総統参加跨世紀国家安全与軍事戦略学術研検討会開幕典礼」1999年 12月 8日、

https://www.president.gov.tw/NEWS/6210。
44） 羅先治「従台澎防衛作戦戦略指導検視参謀本部之定位：国防二法架構体系下之角度」国立政治大

学国際事務学院戦略与国際事務碩士在職専班、2004 年、83頁、http://nccur.lib.nccu.edu.tw/
handle/140.119/3382；『中央日報』2000年 6月17日。

45） 「扁決戦境外戦略 立委圍剿 国防政策易守為攻 国民党批挑釁、外行」『中国時報』2000年 6月 28日。
46） 五十嵐「台湾の軍事戦略（1988–2016）」78–80頁。
47） 小笠原欣幸『台湾総統選挙』（晃洋書房、2019年）177–182頁。

の軍事戦略を確認したうえで、その戦略構想を1995年に李登輝政権の下で打
ち立てられた「防衛固守、有効抑止」に戻した。2期8年間の任期間、馬英九
政権は「抑止」のトーンを落とし、中国に対して「善意」を示し続けた。た
しかに馬英九政権の対中融和策は台湾海峡に一定の安定をもたらしたが、中
国が進める軍事力の近代化に歯止めをかけることはできず、その高まりゆく
脅威を有効に制する術を示すことができないまま幕を閉じた 48。
そして、2016年に再び政権交代を果たした蔡英文・民進党政権では、国防
部が新総統の就任後10カ月以内に提出が義務付けられている「4年ごとの国
防総検討」（QDR）において、前政権の戦略構想をアップデートする形で「防
衛固守、重層抑止」と示し 49、「抑止」の在り方に含みを持たせた。2020年の再
選後に提出されたQDR2021では、「重層抑止」について一歩踏み込み、長距
離精密打撃能力を向上させることで、戦略防衛作戦の縦深を延伸することを
軍事力整備目標の筆頭に置き 50、より遠方で敵の侵攻を食い止めたいという意
思を強く打ち出した。
台湾の政府が大陸反攻を棚上げした1991年以降、その軍事戦略は専守防衛

を意味する「守勢防衛」のまま転換されることはなく、歴代指導者は自らの
対中政策のスタンスに応じ、その運用構想として「防衛固守」と「有効抑止」
の優先順位を入れ替えてきた。だが、その戦略調整は文言の入れ替えに過ぎず、
指導者に問われ続けたのは、軍事力の近代化を続ける中国に対する「抑止」
の在り方であった 51。

（3）軍事戦略の核心に据えられた「レジリエンス」
2022年2月、多くの有識者が「常識的に考えれば、ロシアがウクライナを
侵攻する可能性は高くないであろう」と楽観視する中、ロシアは圧倒的なパワー
で現状の変更に踏み切った。そして8月には、アジア歴訪中のナンシー・ペロ
シ（Nancy Pelosi）米国下院議長が電撃訪台し、離台後に中国は台湾周辺海域
において、1995年から1996年の第三次台湾海峡危機以来、最大規模の軍事演

48） 五十嵐「台湾の軍事戦略（1988–2016）」80–81頁；門間理良「台湾による中国人民解放軍の対台湾統
合作戦への評価と台湾の国防体制の整備」『安全保障戦略研究』第 2巻第 2号（2022年 3月）11–12頁。

49） 中華民国国防部『中華民国 106年 四年期国防総検討』（台北：国防部、2017年）7、24–25頁。
50） 中華民国国防部『中華民国 110年 四年期国防総検討』（台北：国防部、2021年）3、14、17頁。
51） 五十嵐「台湾の軍事戦略（1988-2016）」82頁。

https://www.president.gov.tw/NEWS/6210
http://nccur.lib.nccu.edu.tw/handle/140.119/3382
http://nccur.lib.nccu.edu.tw/handle/140.119/3382
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習を行った。専門家らは、「抑止」が効かない国際政治の現実を目の当たりに
した台湾の政府がパワーの「非対称性」で共通するウクライナから教訓を見
出し、従来の「抑止」を軸とする軍事戦略を見直すのではないかと、その政
策判断に注目した 52。しかし、2023年9月に公表された『国防報告書』で示さ
れたのは、従来と変わらぬ「防衛固守、重層抑止」の軍事戦略構想であっ
た 53。専門家らは、「防衛固守、重層抑止」の軍事戦略構想の下、台湾の地理
的特性を踏まえた「縦深防衛」と「地域機関などと連携した防衛」が、より
重視されるようになったと説明する 54。
とはいうものの、ロシアによるウクライナへの侵攻後、初めて発表された

2023年版の『国防報告書』には、幾つかウクライナの教訓が盛り込まれている。
ロシアのウクライナ侵攻から2カ月後、呉釗燮は「ウクライナ軍は大きな敵と
戦うために小さな携帯用兵器を活用している」とし、ウクライナ戦争から学
ぶべき教訓として「非対称作戦」を挙げており55、2023年版の『国防報告書』
ではそれが強調されている。また、命令に基づき各級指揮官が主体的に意思
決定を行う分権型の指揮統制方式ミッションコマンド 56の重要性が主張されて
いる。このほか、縦深性に欠ける弱点を克服するため、既存の沿岸防衛戦力
を補完可能な小型で機動性があるAI搭載型の兵器や無人システムなどを積極
的に導入するほか、渡海段階で脆弱な敵をより遠方で撃破する高性能艦艇や
機動式対艦ミサイルの増強が示されている。さらに、エネルギー安全保障の
ほか、兵役制度の改革や予備役動員能力の向上などを含む社会全体の防衛体制、
すなわち国家総動員体制の整備などが詳述されている 57。
ただし、多くの専門家が指摘する2023年版の『国防報告書』の特徴は、す

52） 「112年国防報告書出炉 中共対台威脅篇幅大増」中央通訊社、2023年 9月12日、https://www.cna.
com.tw/news/aipl/202309120098.aspx。

53） 国防部国防報告書編纂委員会『中華民国 112年 国防報告書』（台北：国防部、2023年）63–65頁。
54） 「借鏡俄烏戦争 国防報告書建軍原則新増分散式指管」中央通訊社、2023年 9月12日、https://www.

cna.com.tw/news/aipl/202309120130.aspx。
55） “Taiwan Learning Lessons from Ukraine’s Stout Resistance.”
56） 近年、米国統合参謀本部が統合ドクトリンとして発表したミッションコマンド（Joint Publication 1: 

Doctrine for the Armed Forces of the United States, March 25, 2013, Incorporating Change July 1, 
2017, https://irp.fas.org/doddir/dod/jp1.pdf）が注目されているが、それ自体は新しい概念ではなく、
1980年代に米陸軍が開発を進めていたエアランドバトル（ALB）ドクトリンにおいて、ダイナミックに変
化する戦況に対応するために必要な指揮統制アプローチとして概念化されてきた（菊地茂雄「ネットワーク
化戦力にとってのミッションコマンド―近年の米海空軍のドクトリン・作戦コンセプトとの関係を中心に」
『安全保障戦略研究』第 4巻第 2号（2024年 3月）45–70頁）。

57） 「112年国防報告書 延伸防衛縦深建構社会防御靭性」中央通訊社、2023年 9月12日、https://www.
cna.com.tw/news/aipl/202309120030.aspx。

でに過去の『国防報告書』でも説明されてきており、それを強調したり、詳
述したりしているに過ぎない。例えば、台湾ではすでに2008年頃から「非対
称作戦」の検討が始まっている 58。こうした取り組みはウクライナから教訓を
得て始めたのではなく、これまでの取り組みをウクライナに照らして再確認し、
自信を得て推し進めていることの現れであろう。
一方で、この2023年版の『国防報告書』で何よりも強調された新たなキーワー

ドは、「レジリエンス」であった。ウクライナが長期にわたってロシアの攻撃
に持ちこたえている要因の1つとして、そのレジリエンスが教訓に挙げられて
いる 59。その教訓を受けたように2023年版の『国防報告書』では、前述の「非
対称作戦」やミッションコマンドが防衛作戦におけるレジリエンス向上のポ
イントとして示されるほか、武器の自主生産能力、エネルギー、社会全体の
防衛体制から市民一人一人の心理に至るまで、あらゆる領域を包括した国家
レジリエンスの構築がうたわれている。ただし、台湾で「レジリエンス」と
いう言葉が使われるようになったのは、ロシアによるウクライナへの侵攻開始
よりも早く、第1期蔡英文政権の終わりが近づく2019年後半のことである。
2020年の総統選挙を3カ月後に控えた蔡英文は、2019年の「双十節」記念式
典の演説で「堅靭な国、世界へ進む」をテーマに掲げ、「堅靭」すなわち「レ
ジリエンス」を強調した。その演説で蔡英文は、70年以上もの長きにわたっ
て台湾は内外の空間で陥った危機的な状況から「回復」し、権威主義国家の
圧力から民主主義の価値を守り続けてきたことをアピールした 60。中国からの
政治的、経済的、軍事的な圧力が強まる中、跳ね返すことが難しい逆境に立
ち向かい、民主主義国からの支持を集めていった力の源泉を「しなやかさ」

58） 1999年 2月に米国国防省が公表した台湾海峡安全保障情勢報告（The Security Situation in the 
Taiwan Strait）の中で、米国に対する中国の「非対称戦力」を指摘すると（Department of Defense, “The 
Security Situation in the Taiwan Straight 1999,” February 1, 1999）、台湾でも中国の「非対称作戦」
に関心が寄せられた。2000年に台湾で初めて政権交代が起きると、8月に民主進歩党（民進党）政権
の下で初めての『国防報告書』が発表され、人民解放軍の軍人が「超限戦」や「非対称戦争」などの理
論を提起していると指摘された（国防部国防報告書編纂委員会『中華民国 89年国防報告書』（台北：国
防部、2000年）29頁）。2022年の国防報告書では、中国の非対称戦能力について記述されている（国
防部国防報告書編纂委員会『中華民国 91年国防報告書』（台北：国防部、2002年）63頁）。2008年
に国民党が政権の座に返り咲くと、中国の軍事力の増強を背景に、今度は中国に対する「非対称戦力」
の構築について検討が始まった（国防部国防報告書編纂委員会『中華民国 98年国防報告書』（台北：
国防部、2009年）75頁）。

59） Judy Dempsey, “Ukraine’s Resilience Is About Winning the War,” Carnegie Europe (April 2023), 
https://carnegieendowment.org/europe/strategic-europe/2023/04/ukraines-resilience-is-about-
winning-the-war?lang=en.

60） 「中華民国 108年国慶総統講話」『総統府公報』第 7449号、2019年 10月16日、2–5頁。

https://www.cna.com.tw/news/aipl/202309120098.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202309120098.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202309120130.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202309120130.aspx
https://irp.fas.org/doddir/dod/jp1.pdf
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202309120030.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202309120030.aspx
https://carnegieendowment.org/europe/strategic-europe/2023/04/ukraines-resilience-is-about-winning-the-war?lang=en
https://carnegieendowment.org/europe/strategic-europe/2023/04/ukraines-resilience-is-about-winning-the-war?lang=en
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と表現したのである 61。
その後、2020年5月から始まる第2期蔡英文政権では、たびたび「レジリエ

ンス」が強調された。他方、2022年12月23日にジョセフ・バイデン（Joseph R. 

Biden Jr.）大統領が署名して成立した2023年会計年度の国防予算の大枠を定
める「国防授権法」では、「台湾レジリエンス促進法」（TERA）が盛り込まれ、
対外軍事融資制度を使った武器購入など5年間で最大100億ドルの軍事支援、
中国の大規模侵攻に先立つ緊急備蓄計画の対象化、台湾の軍隊に対する訓練、
共同軍事演習の実施、サイバーセキュリティ分野での協力などが打ち立てら
れた 62。
このTERAには、米国がウクライナへの支援から得た教訓が反映されてい
るという63。つまり、ロシアによるウクライナへの侵攻後初めて、かつ蔡英文
政権にとって最後となる2023年版の『国防報告書』で強調された「レジリエ
ンス」は、蔡英文が掲げたスローガンを反映させたばかりでなく、米国の強
力な支持を受けたものであり、それは専守防衛を旨とする軍事戦略の中心に
据えられ、台湾の軍事力整備の方向性を示す重要なキーワードになってい
る 64。

3. 中国の台湾侵攻作戦に備えた軍事力整備
（1）中国の台湾侵攻を想定した防衛作戦演習「漢光」のシナリオ
近年、台湾内外のシンクタンクなどがさまざまな事態を想定した中国の台
湾侵攻シナリオを設定し、頻繁にシミュレーション演習を繰り返している。
ただし、かねて台湾の国防部が説明してきた中国の最も基本的な台湾本島侵
攻方式は、弾道ミサイル攻撃、制空権・制海権の獲得、着上陸侵攻の三段階

61） 五十嵐隆幸「中国のシャープパワーと台湾のレジリエントパワー」『交流』第963号（2021年 6月）10–16頁。
62） United States Committee on Foreign Relations, “Risch on Final Passage of FY 2023 NDAA,” 

December 15, 2022, https://www.foreign.senate.gov/press/rep/release/risch-on-final-passage-of-
fy2023-ndaa.

63） Omer Duru, “Logistical Lessons from Ukraine̶and What It Means for Taiwan,” Lawfare Insitute 
(March 2023), https://www.lawfaremedia.org/article/logistical-lessons-ukraine%E2%80%94and 
-what-it-means-taiwan.

64） 米国の「台湾レジリエンス促進法」に基づく対台湾武器売却の動向や台湾のレジリエンスに関しては、
筆者が別稿で解説している（五十嵐隆幸「トランプ 2.0で台湾へ武器売却続くか ?副作用は ?―自主生
産に影響懸念、レジリエンス強化の行方」東洋経済オンライン、2024年 9月 26日、https://toyokeizai.
net/articles/-/845745）。

となる 65。「仮想敵」が明確な台湾の軍隊は、この基本的な侵攻要領を想定して
訓練を積み重ねており、特に注目されてきたのが、1984年以降、ほぼ毎年、
中国の台湾侵攻を想定して防衛作戦を演練する「漢光」演習である 66。

2024年5月の頼清徳政権発足後、最初の漢光40号演習では、人民解放軍の
台湾侵攻要領の想定に基づく演習段階として、①戦力温存、②防空、③迎撃、
④対着上陸、の4段階に加え、動員や民間防衛などの総合的な防衛体制が演
練された。重点検証項目として、①ミッションコマンド、②統合作戦計画、
③総合的な兵站支援、④昼夜連続状況下における部隊間の協同、⑤交戦規定、
の5項目が示された 67。そして、この演習において、たびたび現れた言葉が「レ

65） 中国の対台湾武力侵攻の要領に関する見積もりについて、早くは 1992年に台湾の政府が初めて刊行した
『国防報告書』で公開されている。同報告書では、①金門島など離島の奪取、②海空兵力による封鎖、
③作戦機やミサイルによる攻撃、④正規・非正規方式を組み合わせた着上陸、の 4つを列挙し、個別もし
くは組み合わせて発動すると示されている（国防部国防報告書編纂小組『中華民国 81年 国防報告書（修
訂版）』43–44頁）。陳水扁政権の最後に発行された 2008年の『国防報告書』では、①平時における
軍事的威嚇、②局地的な封鎖、③重要目標に対するミサイル攻撃、④台湾本島上陸作戦、の 4つを列
挙している。陳水扁政権期には、中国が台湾本島を直接的に攻撃するとの見積もりから、金門島など離
島兵力を削減しており、1992年の『国防報告書』で示された離島の奪取が削除されている（国防部国防
報告書編纂委員会『中華民国 97年 国防報告書』（台北：国防部、2008年）74–75頁）。馬英九政権
最初の 2009年『国防報告書』は、基本的に 2008年版と変わりないが、新たに非対称作戦が加わり、
①平時における軍事的威嚇、②局地的な封鎖、③重要目標に対するミサイル攻撃、④斬首作戦やネットワー
ク攻撃などを含む非対称作戦、⑤台湾本島上陸作戦、の 5つが列挙された（国防部国防報告書編纂委
員会『中華民国 98年国防報告書』65–66頁）。米国国防省の年次報告（2023年版）では、①海空兵
力による封鎖、②斬首作戦やネットワーク攻撃、③ミサイル攻撃、④着上陸攻撃、⑤離島に対する攻撃、
の 5つが挙げられている（U.S. Department of Defense, Military and Security Developments Involving 
the People’s Republic of China 2023, 140–142）。また、非公開となっている『中共軍力報告』の 2024年
版が漏れ伝わったところによると、①平時における軍事的威嚇、②海空封鎖、③ミサイル攻撃、④着上
陸作戦、の 4つが挙げられている（「国防部分析中共対台威脅態様 強化聯合登島作戦」中央通訊社、
2024年 8月 30日、https://www.cna.com.tw/news/aipl/202408300075.aspx）。なお、上述の可能行
動の中で、ミサイル攻撃に先立つ「海空兵力による封鎖」が列挙されているが、本章ではそれを本格的
な武力侵攻の兆候として見ているため、基本的な台湾本島侵攻方式に挙げていない。このほか、本格的
な武力侵攻の兆候として、経済制裁、サイバー攻撃、指導者による重大発言、大規模軍事演習、軍事動
員が挙げられる。

66） 「漢光」演習は、民主化以降、有権者の理解を得るために公開が進んできたが、次第に展示演習の
要素が強くなり、近年では派手なパフォーマンスと批判されていた。こうした経緯もあり、2024年 5
月の頼清徳政権発足後、最初の漢光 40号演習では、訓練展示の大幅な削減、「敵役」を設けた対
抗方式では行わないこと、台湾本島では実弾を使わないことが発表された（「漢光 40号演習 取消校
閲展示、実戦服儀不整不懲処」中央通訊社、2024 年 6月 23日、https://www.cna.com.tw/news/
aipl/202406230020.aspx）。これに対して一部の専門家から、「予期せぬ行動を取る敵（役）がいなけれ
ば実戦的とはいえない」と批判の声が上がった（「批漢光演習取消仮想敵対抗「為徳不卒」 掲仲：功虧一
簣」中時新聞網、2024年 6月 23日、https://www.chinatimes.com/realtimenews/20240623002059-
260407?chdtv）。こうした批判に対し、本章の筆者は、2024年から兵役制度が変わって新兵が大幅に増
えたため、新兵に派手なパフォーマンスをさせたり、演習に参加させなかったりするよりも、国防部が説
明するように、作戦環境や作戦計画を熟知させるほうが、来たる中国の台湾侵攻に備えたより実戦的な
訓練だと反論している（五十嵐隆幸「思いがけない『遺産』で動員体制が整う台湾の実力―頼総統、
中国由来の士官学校で台湾防衛の決意」東洋経済オンライン、2024年 7月11日、https://toyokeizai.
net/articles/-/774207）。

67） 「国防部説明漢光演習実兵演練規画 務実験証訓練成効」軍事新聞通訊社、2024年 7月 9日、https://
mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=35d0c3df-3ab0-4659-806f-bba95dccbdc5。

https://www.foreign.senate.gov/press/rep/release/risch-on-final-passage-of-fy2023-ndaa
https://www.foreign.senate.gov/press/rep/release/risch-on-final-passage-of-fy2023-ndaa
https://www.lawfaremedia.org/article/logistical-lessons-ukraine%E2%80%94and-what-it-means-taiwan
https://www.lawfaremedia.org/article/logistical-lessons-ukraine%E2%80%94and-what-it-means-taiwan
https://toyokeizai.net/articles/-/845745
https://toyokeizai.net/articles/-/845745
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202408300075.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202406230020.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202406230020.aspx
https://www.chinatimes.com/realtimenews/20240623002059-260407?chdtv
https://www.chinatimes.com/realtimenews/20240623002059-260407?chdtv
https://toyokeizai.net/articles/-/774207
https://toyokeizai.net/articles/-/774207
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=35d0c3df-3ab0-4659-806f-bba95dccbdc5
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=35d0c3df-3ab0-4659-806f-bba95dccbdc5
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ジリエンス」であった 68。2023年版の『国防報告書』の公表後、初めて行われ
る漢光演習において、同報告書で新出のミッションコマンドや「レジリエンス」
が検証されたことになる。ただし、2024年の漢光演習のタイミングに台風3号
が台湾を襲ったため、途中から演習の規模を縮小し、4日目の昼には前倒しで
演習を終了させており69、重点項目を所期のとおりに検証するのは難しかった
であろう。
以上を踏まえ、本節では、「レジリエンス」を核心に据えた軍事戦略を念頭

に置きながら、台湾の軍事力整備の動向について、台湾の政府や軍が想定す
る人民解放軍の台湾侵攻要領に応じた漢光40号演習の段階区分に照らし合わ
せる形で考察していく。

（2）緒戦のミサイル攻撃などに対する戦力温存
中国の台湾侵攻シナリオの多くは、緒戦で人民解放軍が弾道ミサイルなど
で台湾の重要軍事拠点を攻撃することを想定している。そのため、年度総合
演習に位置付けられている漢光演習では、弾道ミサイル攻撃などに対して戦
力を温存する訓練が概ね初日に行われる。
台湾では、1970年代から中国の航空攻撃などへの対策が始まっている。

1972年にリチャード・ニクソン（Richard Nixon）が米国大統領として初めて
訪中し、毛沢東らに対して将来的に台湾から米軍を撤退させる考えを示すと、
台湾では経済面のみならず軍事面でも米国依存からの自立が検討されるよう
になった。例えば、経済成長を持続させるため、1973年から始めた「十大建設」
について、それを主導した行政院長の蔣経国は、「順調に進展している『十大
建設』は、単に交通や経済の建設ではなく、国防を強化する建設でもある」70

と回答しているように、「十大建設」の中で最も投資額が多い南北縦断高速道
「国道1号」には戦備滑走路が5カ所設定され 71、人民解放軍の攻撃によって空

68） 「務実訓練誠実検討 強化整体防衛靭性」青年日報、2024年 7月 27日、https://www.ydn.com.tw/
news/newsInsidePage?chapterID=1695463；「強化全社会靭性 漢光将演練戦時境外戦略物資接転」聯
合新聞網、2024年 7月 21日、https://udn.com/news/story/7314/8108821。

69） 「国防部：漢光 40号演習結束 各部隊協助地方政府災害防救」軍事新聞通訊社、2024年 7月 25日、
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=55112596-9a70-43ef-979e-d496797ee0ab。

70） 「増強国軍戦力 製造新式武器」『青年戦士報』1976年 2月 28日。
71） 「聴高速公路簡報（1974年 11月 29日）」『頼名湯日記Ⅲ民国 61～ 65年』（台北：国史館、2017年）

411–412頁。「戦備滑走路」とは、敵の攻撃などで軍の航空基地（滑走路）が破壊されて使用できなくなっ
た際、軍用機の離着陸に使用する高速道路などのこと。「ハイウェイ・ストリップ」ともいう。

軍基地の滑走路が破壊され、滑走路が使用できなくなった場合でも航空戦力
を発揮できる態勢を整えようとしていた。
また、総統に就任した蔣経国は、1979年に米国と断交した直後に地下シェ
ルターの設置を命じている 72。この指示に基づき、国防部は翌1980年に「国軍
戦力地下化計画」を策定した。同計画には、戦車など重要装備品、弾薬、燃
料などを防護するためのコンクリート施設や、台湾東部沿岸に所在する花蓮
空軍基地の地下化などが盛り込まれた。そして1983年4月12日、花蓮基地の
後背にある山中にトンネル格納庫を設ける案（「佳山計画」）が国軍軍事会談
において承認された 73。台湾は高性能戦闘機の導入によって航空戦力の増強を
目指すのと同時に、最も重視する航空戦力を防護するため、その施設建設を
進めた。

2024年7月22日に漢光40号演習が始まると、ミサイル攻撃などに備えた戦
力温存の訓練が始まった。台湾西部の空軍基地に配備されている戦闘機は、
台湾東部の花蓮基地に隣接する佳山基地や台東の志航基地に向かい、山中の
トンネル格納庫に退避した 74。中国大陸沿岸部で台湾側が実効支配する金門島
では、花崗岩を掘削して構築したトンネルに戦車や装甲車などを退避させ
た 75。海軍艦艇は緊急出港し、基地に対するミサイル攻撃を回避する措置を講
じた 76。このほか、陸軍の重要施設防護任務が与えられている部隊については、
指定された各々の地点に機動展開して防護任務に就くほか 77、対着上陸など任
務に応じた作戦地域へ夜間を利用して戦術機動し、各々の地点で戦力温存の

72） 「蔣主席講話」中国国民党第 11屆中央委員会常務委員会第 1277次会議紀録（1979年 7月 4日）〔台北：
党史館、館蔵号：会 11.3/273〕。

73） 国防部史政編訳局編『国防部年鑑 中華民国 74年度』（台北：国防部史政編訳局、1987年）56、
92頁；同『国防部年鑑 中華民国 75年度』（台北：国防部史政編訳局、1987年）48頁；「令頒『東
部空軍基地地下化案』指示事項，請照辦」（1983年 5月 10日）国軍档案〔台北：国防部、档号：
71_0540_2821-2_1_65_00043081〕；「（1983年）4月12日」郝柏村『八年参謀総長日記（上）』（台北：
天下文化書坊、2000年）301–302頁。

74） 「漢光 40号演習払曉展開 軍機転場東部基地戦力保存」中央通訊社、2024年 7月 22日、https://
www.cna.com.tw/news/aipl/202407220020.aspx。

75） 「漢光演習「戦力保存」 金門戦、甲車進出花崗石坑道画面曝」自由時報、2024年 7月 23日、https://
def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4746033。

76） 「 緊 急 出 港 」 軍 事 新 聞 通 訊 社、2024 年 7月 22 日、ht tps : //mna .g pwb.gov.t w/ne ws/
detail/?UserKey=af4e81ff-f2a7-4bd5-bdf0-270035b8b9d1。

77） 「四戦区「応援重要目標防護」 験証部隊応変防衛戦力」軍事新聞通訊社、2024年 7月 22日、https://
mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=6a633d82-26f1-4a93-93df-13c9ceb83504。

https://www.ydn.com.tw/news/newsInsidePage?chapterID=1695463
https://www.ydn.com.tw/news/newsInsidePage?chapterID=1695463
https://udn.com/news/story/7314/8108821
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=55112596-9a70-43ef-979e-d496797ee0ab
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202407220020.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202407220020.aspx
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4746033
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4746033
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=af4e81ff-f2a7-4bd5-bdf0-270035b8b9d1
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=af4e81ff-f2a7-4bd5-bdf0-270035b8b9d1
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=6a633d82-26f1-4a93-93df-13c9ceb83504
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=6a633d82-26f1-4a93-93df-13c9ceb83504
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措置をとった 78。
こうした漢光演習のタイミングのみならず、台湾の軍隊では、人民解放軍
のミサイル攻撃によって空軍基地の滑走路が破壊されたことを想定し、作戦
機が離発着できる状態まで応急補修する訓練が行われている 79。また、2024年
の漢光40号演習では実施されなかったが、漢光演習では何年かに一度、空軍
基地の滑走路が何らかの原因で使用不能になったことを想定し、高速道路に
設定された戦備滑走路を使い、戦闘機による離発着訓練が行われている 80。
過去の漢光演習では、陸軍のヘリコプターを民間工場の中に避難させる訓
練を行われていたほか 81、毎年、定期的に行われる「万安」と称する防空演習
では、防空警報に基づき全市民が地下鉄やビルの地下などに避難する訓練を
行っている（細部は後述）。
以上のように、台湾では半世紀以上前から人民解放軍によるミサイル攻撃

などに備えて堅固な施設を構築し、軍隊の戦力温存のほか、全市民の安全を
確保する措置が講じられている。

（3）陸・海・空軍が保有する防空戦力の統合運用
2023年12月20日、台湾の漢翔航空工業は、F-16A/B戦闘機（Block20）全

139機のF-16V（Block70/72）アップグレード計画の完了を発表した 82。台湾の
F-16は、1997年から配備が始まり、2015年から米ロッキードマーティンの技
術援助を受け、漢翔航空工業が改修を進めてきた 83。また、アップグレードと
は別に、2024年から2026年にかけてF-16V（Block70/72）66機を追加配備す

78） 「国軍第一作戦区各部隊進入戦術位置 待命出撃」軍事新聞通訊社、2024年 7月 22日、https://mna.
gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=bd6e14fc-b8a3-49f5-86a8-3a5e24c337fd；「第五作戦区夜間戦術
機動 運用夜色掩護部隊行蹤」軍事新聞通訊社、2024年 7月 23日、https://mna.gpwb.gov.tw/news/
detail/?UserKey=2b9c6ba6-eeaf-49e0-b158-3cfba3817dcb。

79） 「空軍五聯隊戦備跑道開放操演 確保空軍戦力」軍事新聞通訊社、2024年 7月 23日、https://mna.
gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=9591023c-051e-4d56-bed8-5e762caed58b。

80） 「漢光重頭戯 佳冬戦備道戦機起降 15日登場」中央通訊社、2021年 9月 14日、https://www.cna.
com.tw/news/firstnews/202109140298.aspx。高速道路を利用した戦闘機の離発着訓練は、極めて現
実的な実戦を想定しているにもかかわらず、多くのマスコミや市民が見物に集まるため、漢光演習が派手
なパフォーマンスと揶揄される原因の 1つとなっていた。

81） 「漢光戦力保存 直升機蔵馬桶工廠」TVBS新聞網、2012年 4月 17日、https://news.tvbs.com.tw/
local/14999。

82） 「漢翔挙辦鳳展専案慶功餐会 139架 F-16V戦機如期完成升級」漢翔航空工業公司新聞、2023年 12
月 22日、https://www.aidc.com.tw/tw/news/540。

83） 「台湾逾四分之一 F-16戦機躺在工廠等候改装」RFI、2019年 10月18日、https://www.rfi.fr/tw/港
澳台 /20191018-台灣逾四分之一 f-16戰機躺在工廠等候改裝。なお、台湾の F-16全 139機のうち15
機は、米国において訓練用として使われている。

ることが決まっており、配備に
先立ち、2023年12月に旧式の
F-5F戦闘機で飛行教育を行って
きた部隊を作戦部隊編成に改編
している 84。
こうして近年、米国の軍事援
助が進んだことを背景に、台湾
の7個戦闘機部隊のうち、半数
以上の4個部隊がF-16V部隊と
なり、2個部隊が自主開発戦闘機のF-CK-1部隊、1個部隊がフランスから購入
したミラージュ2000-5部隊となる。F-CK-1は、1979年に米国と断交したのち、
米国が台湾の要望するF-16の売却に応じてくれなかったことから、台湾が米
ゼネラルダイナミクスの技術援助を受けて自主開発に踏み切った戦闘機であり、
1992年に配備が始まった。ただし、開発途中に米国がF-16の売却許可に転じ
たため、予定数を減じて生産することを決め、約130機が配備された 85。その後、
2006年からアップグレードに向けた試験が始まり、2011年から2017年にかけ
て改修が行われた 86。

1個部隊を構成するミラージュ2000-5についても、1980年代に米国がF-16

の売却に応じてくれなかったことから、同等の性能を持つ戦闘機を他国から
調達することを求めた結果、フランスが応じた経緯がある 87。だが、老朽化が
進んでおり、改修をするか、新たに別の戦闘機を導入するか議論されている。
また、米国製もしくは米国の技術援助を受けた戦闘機と、フランス製戦闘機
の3機種が混在する構成は、冒頭で触れた装備品調達が思うようにならない
がゆえの「有什麼、打什麼（あるもので戦う）」の代表例であり、相互運用性

84） 「新購 F-16V預計 2024年抵台 空軍選派 65名官兵赴美受訓」中央広播電台、2023年 12月 31日、
https://www.rti.org.tw/news/view/id/2191392。

85） 五十嵐『大陸反攻と台湾』225–227、267頁。
86） 「勇鷹高教機改良自 IDF」中時新聞網、2024 年 6月 18日、https://www.chinatimes.com/

newspapers/20240618000688-260309?chdtv。
87） 五十嵐『大陸反攻と台湾』266頁。

2019年12月17日、米台民間企業がF-16アジア太
平洋整備センター設立の協定を締結（中央通訊社）

https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=bd6e14fc-b8a3-49f5-86a8-3a5e24c337fd
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=bd6e14fc-b8a3-49f5-86a8-3a5e24c337fd
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=2b9c6ba6-eeaf-49e0-b158-3cfba3817dcb
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=2b9c6ba6-eeaf-49e0-b158-3cfba3817dcb
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=9591023c-051e-4d56-bed8-5e762caed58b
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=9591023c-051e-4d56-bed8-5e762caed58b
https://www.cna.com.tw/news/firstnews/202109140298.aspx
https://www.cna.com.tw/news/firstnews/202109140298.aspx
https://news.tvbs.com.tw/local/14999
https://news.tvbs.com.tw/local/14999
https://www.aidc.com.tw/tw/news/540
https://www.rfi.fr/tw
https://www.rti.org.tw/news/view/id/2191392
https://www.chinatimes.com/newspapers/20240618000688-260309?chdtv
https://www.chinatimes.com/newspapers/20240618000688-260309?chdtv
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（インターオペラビリティ）の面で問題が指摘されてきた 88。
なお、2022年からF-CK-1をベースに開発した練習機T-BE5Aの配備が始ま

り、同機に空対空ミサイルや空対地ミサイルを搭載できる補助支援戦闘機と
しての機能も付加させている 89。今、まさに台湾は、防空戦力の統合運用に重
点を置いて軍事力整備を進めているが、中国の航空戦力が急速に発展する中、
台湾にとって自主開発を含む戦闘機の調達問題は終わりなき課題である。
一方、防空ミサイルに関しては、台湾では1980年代から米国製のMIM-14

ナイキ・ハーキュリーズの後継として、長距離防空ミサイルの自主生産を進
めてきた。1990年代に入ると、国防部の研究開発部門であった中山科学研究
院が研究開発を進めた固定式の天弓1型、それを改良した天弓2型の配備が進
んだ。だが、1995年から1996年の第三次台湾海峡危機の際、人民解放軍の弾
道ミサイル攻撃に対する脅威認識が高まり、同時期に導入が進んでいた米国
製の防空ミサイルシステムであるペトリオットと同様に、天弓1型と天弓2型
のミサイル、並びにシステムを構成するレーダーや指揮装置を車載化し、残
存性を向上させる措置が採られた。これとほぼ同時に、次世代の天弓3型の
研究開発が始まった。そして2015年には、機動式で射程150km、射高45km

の性能を持つ長距離防空ミサイルである天弓3型の量産化が始まり、既存の
MIM-23B改良ホーク中距離防空ミサイルに置き換わる形で2024年までに全
12セット（12個中隊分）の配備が完了している 90。
この天弓シリーズの防空ミサイルシステムは、非対称作戦における重要な
装備品と位置付けられ、天弓3型の改善が進められているほか、弾道ミサイ
ル攻撃からの残存性を高めるため、2026年までに12個中隊分の陣地を新設す

88） 1970年代に台湾の政府は米国に F-4D戦闘機の売却を求めていたが、米国はそれを拒否していた。そ
れに目を付けたイスラエルが同国製クフィル戦闘機の売却を承認したが、台湾の政府は米国以外の戦
闘機を配備するとその保守・管理が煩雑になると判断し、米国との F-5E 戦闘機の共同生産を延長する
ことで妥協した。ところが、1980年代以降、米国が F-16戦闘機の売却を拒み続けた結果、1990年
代に入って台湾の政府は「真に価値があるハイテク兵器については、いかなる国家からでも購入する考え
がある」と方針を転換し、フランスからミラージュ 2000戦闘機を購入した（五十嵐『大陸反攻と台湾』
206–207、265–266頁）。

89） 「勇鷹高教機改良自 IDF」。
90） 「天弓是我国自主研発的第一款防空飛弾」中時新聞網、2022年 12月 27日、https://www.chinatimes.

com/newspapers/20221227000589-260309?chdtv；「独家：鷹式飛弾 112年底全数裁撤 天弓三型飛弾
量産接替防務」自由時報、2022年 4月 7日、https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/3885188；
「63年老兵退休 鷹式飛弾今全面除役」自由時報、2023年 6月 29日、https://def.ltn.com.tw/article/
breakingnews/4348144。

る予定である 91。このほか、次世代の天弓4型の研究開発が始まっているほ
か 92、天弓3型の垂直発射用のコンテナを海軍の揚陸艦に搭載した海上発射の
試験などを行い、将来的には天弓シリーズの防空ミサイルシステムのレーダー
や発射装置などを搭載した台湾版イージス艦の実用化を目指して研究を進め
ている 93。
そして、2016年以降に急ピッチで進められた海・空軍装備品の更新計画が
軌道に乗ったことを受け、AH-64E戦闘ヘリコプターやUH-60M多用途ヘリ
コプターの大量調達に予算を費やしていことで更新が後回しになっていた陸
軍装備の更新計画が始動した。2018年に入り、陸軍は「9項目の重要主戦装
備更新計画」を提出し、その中で野戦防空システムが挙げられた。老朽化し
た米国製のMIM-72チャパラルやM998アベンジャーの更新である。これに
対し、国防部が監督する行政法人へと改編した中山科学研究院は、台湾の自
主開発戦闘機F-CK-1に搭載している空対空ミサイル天剣2型を陸上発射型に
改良した陸剣2型ミサイルを含む野戦防空ミサイルシステムを提案した 94。
同システムは、F-CK-1と連携して戦闘できるように設計されており、

F-CK-1が捕捉した目標情報に対し、地上から最大射程15㎞の陸剣2型ミサイ
ルを発射し、そのミサイル自体が目標をロックして追随できる。この新たな
野戦防空ミサイルシステムは、2026年までの更新完了予定で2020年度の国防
予算で承認され 95、2021年11月に台湾の立法院で通過した総額約2,400億元に
上る2022年から2026年の5カ年にわたる「海空戦力向上計画にかかる調達特
別予算案」でも再掲載された 96。
そして、新たな野戦防空ミサイルシステムは、2023年5月から陸軍への納
入が始まり、実弾射撃訓練などを繰り返している。このほか、台湾の国防部は、

91） 「空中威脅厳峻 国防部擬増 12処天弓三型飛弾陣地」中央通訊社、2023年 10月 23日、https://www.
cna.com.tw/news/aipl/202310230155.aspx。

92） 「中科院今試射罕見「10万呎」以上高度飛弾 疑「天弓四型」二度現蹤」中時新聞網、2024年 9月 24
日、https://www.chinatimes.com/realtimenews/20240924001349-260417?chdtv。

93） 「天弓是我国自主研発的第一款防空飛弾」。
94） 「陸軍汰旧更新 提 9項採購清単」自由時報、2018年 5月 7日、https://news.ltn.com.tw/news/focus/

paper/1198525。
95） 「陸軍防空新利器 将採購陸射剣二飛弾」聯合新聞網、2019年 9月 1日、https://udn.com/news/

story/10930/4022622。
96） 「海空戦力提升計画採購特別預算案各採購案均係独立建案並分別函報行政院審議之計画，却未逐案

列明執行期程及分年経費，難謂妥適」中華民国立法院網站、2021年 11月1日、https://www.ly.gov.
tw/Pages/Detail.aspx?nodeid=45371&pid=215887；「海空戦力提升計画採購特別条例」全国法規資
料庫、https://law.moj.gov.tw/LawClass/LawAll.aspx?pcode=F0090035。

https://www.chinatimes.com/newspapers/20221227000589-260309?chdtv
https://www.chinatimes.com/newspapers/20221227000589-260309?chdtv
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/3885188
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4348144
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4348144
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202310230155.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202310230155.aspx
https://www.chinatimes.com/realtimenews/20240924001349-260417?chdtv
https://news.ltn.com.tw/news/focus/paper/1198525
https://news.ltn.com.tw/news/focus/paper/1198525
https://udn.com/news/story/10930/4022622
https://udn.com/news/story/10930/4022622
https://www.ly.gov.tw/Pages/Detail.aspx?nodeid=45371&pid=215887
https://www.ly.gov.tw/Pages/Detail.aspx?nodeid=45371&pid=215887
https://law.moj.gov.tw/LawClass/LawAll.aspx?pcode=F0090035
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ペトリオットや天弓3型などの長射程防空ミサイルと、その新たな野戦防空ミ
サイルシステムの間隙を埋めるため、ノルウェーと米国が共同開発した
NASAMSを導入し、Link-16で戦闘機、艦艇、既存の防空システムを統合し
た防空ネットワークを構築する計画が進んでいる 97。
近年、人民解放軍の作戦機による台湾防空識別圏への進入や台湾海峡中間
線越えなどが増え、単純に戦闘機の保有数を比べると戦力バランスは圧倒的
に中国が優勢となっている。この非対称な戦いから台湾を守るためには、陸・
海・空軍が保有する防空戦力を一体的かつ有機的に融合した統合防空体制の
構築を急がねばならない。

（4）対海上封鎖作戦と渡海侵攻部隊の迎撃
2016年5月20日に台湾の総統に就任した蔡英文は、選挙戦の期間から「国
艦国造」（艦艇自主建造）の推進を主張していた。そして、蔡英文の就任から
ちょうど1カ月後の6月20日、海軍は「国艦国造」政策に基づく12項目のプ
ランを発表した。そこでは、台湾初の潜水艦自主建造に話題が集中したが、
ほかにも中国の海上封鎖作戦に対する「非対称作戦」の戦力構築を念頭に高
性能小型艦の量産化などが提示され、国防部の装備開発部門と民間造船会社
による共同研究開発が始まった 98。そして、2021年11月に通過した「海空戦力
向上計画にかかる調達特別予算」
の特別条例に基づき、民間造船
会社が研究開発した双胴型で高
速かつ長射程ミサイルを搭載し
た沱江級コルベット（俗称「空
母キラー」）の量産のほか、中
山科学研究院が開発した長射程
の地対艦ミサイルの追加調達が

97） 「台湾軍購 NASAMS二型 学者：提升中程防空能量与接戦効率」中央通訊社、2023年 7月 18日、
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202307180236.aspx；「専家：陸射剣二部署全台 完備中低層防
空間隙」聯合新聞網、2024 年 4月 4日、https://udn.com/news/story/10930/7877412?from=udn-
relatednews_ch2。

98） 「展国艦国造決心 海軍公布 12項建軍規画」中央通訊社、2016年 6月19日、https://www.cna.com.
tw/news/aipl/201606190134.aspx。

始まった 99。
台湾の海軍力整備における「非対称戦力」の象徴的な存在といえる沱江級

コルベットは、12隻の配備が予定されている。沱江級の量産型は、2024年7

月3日までに海軍艦隊指揮部隷下の海鋒大隊に6番艦までの配備が完了し、警
戒監視任務に就いている100。
また、台湾の海上法執行機関である海巡署は、沱江級をベースにした600t

級の巡視船12隻を調達し、2020年から配備を始めている。安平級と称される
双胴型の高速巡視船は放水銃や20mm機関砲などを搭載しているが、沱江級
と同じ76mm速射砲や対艦・対空ミサイルに換装できるように設計されてい
る101。2022年には1番艦の安平に対艦ミサイルの発射装置を搭載して発射試験
を行い、2023年の漢光39号演習では海軍の艦隊に編入し、対艦ミサイルの発
射などを含む「平戦転換」の訓練を行っている102。
中国が空母や大型駆逐艦の配備を加速させる中、台湾は2026年末までに沱
江級コルベットと安平級巡視船の各12隻の配備を完了させる見込みであり、
長距離対艦ミサイルを搭載した小型で高速な艦艇は、対海上封鎖作戦や渡海
侵攻部隊の迎撃作戦において重要な非対称戦力になるであろう。一方、「国艦
国造」政策に基づく12項目のプランの中には、前述の台湾版イージス艦など
大型艦艇も含まれている。また、台湾の政府や軍が重要な非対称戦力として
位置付け、「国艦国造」政策の中で最も話題が集中している初の自主建造潜水
艦は2023年9月に進水し、一連の試験を経て2024年末に海軍に引き渡され、
2025年に就役する予定である103。だが、自主建造の潜水艦は多くの国も運用中
の伝統的兵器であり、建造には多額の費用も要することから、「非対称作戦」
を念頭に置くならばAIを搭載した無人小型潜水艦を数多く配備するほうが望

99） 「沱江級第 2艘量産艦完成測試 富江艦月底交艦海軍」中央通訊社、2023年 6月 24日、https://
www.cna.com.tw/news/aipl/202306240036.aspx?utm_source=chatgpt.com；「中科院海空戦力提
升計画約聘人員 2026 年三分之一留用」聯合新聞網、2024 年 6月 19日、https://udn.com/news/
story/6656/8040688。

100） 「沱江級艦安江、万江 7/3成軍 投入戦備反制共艦」中央通訊社、2024年 6月 30日、https://www.
cna.com.tw/news/aipl/202406300021.aspx。

101） 「国防MIT：海巡沱江 11月下旬交船 明年漢光加装飛弾測試「平戦転換」」自由時報、2020年 10月
17日、https://news.ltn.com.tw/news/politics/breakingnews/3324073。

102） 「海巡「安平級艦」納入海軍 62特遣部隊 三度射雄二反艦飛弾」中時新聞網、2024年 4月 21日、
https://www.chinatimes.com/realtimenews/20240421001386-260417?chdtv。

103） 「建構不対称戦力関鍵拼図 国造海鯤潜艦 28日下水」中央通訊社、2023年 9月 27日、https://www.
cna.com.tw/news/aipl/202309270096.aspx；「国造原型艦海鯤軍艦下水 陸国防部批：不過是蟷螂当車」
聯合新聞網、2022年 1月14日、https://udn.com/news/story/7331/7471796。

雄風3型長距離対艦ミサイル8発を搭載した沱江級
コルベット（中央通訊社）

https://www.cna.com.tw/news/aipl/202307180236.aspx
https://udn.com/news/story/10930/7877412?from=udn-relatednews_ch2
https://udn.com/news/story/10930/7877412?from=udn-relatednews_ch2
https://www.cna.com.tw/news/aipl/201606190134.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/201606190134.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202306240036.aspx?utm_source=chatgpt.com
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202306240036.aspx?utm_source=chatgpt.com
https://udn.com/news/story/6656/8040688
https://udn.com/news/story/6656/8040688
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202406300021.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202406300021.aspx
https://news.ltn.com.tw/news/politics/breakingnews/3324073
https://www.chinatimes.com/realtimenews/20240421001386-260417?chdtv
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202309270096.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202309270096.aspx
https://udn.com/news/story/7331/7471796
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ましいとの批判もある104。
とはいうものの、「非対称作戦」の代名詞ともいえる長射程の対艦ミサイル
を搭載して高速で海上を機動する小型艦以外にも、1990年代以降、艦艇搭載
型の長射程対艦ミサイルを陸上発射型に改良したものの配備を進めており、
近年では米国から陸上発射型のハープーン対艦ミサイルの購入が進み、「非対
称作戦」の装備品として配備数を増やしている。台湾では、陸上発射型の対
艦ミサイルについても前述の沱江級コルベットと同じ海軍の海鋒大隊に配備
されており、対艦ミサイル戦力の一括運用がなされている。その海鋒大隊は、
2023年7月に第2大隊が新編され、年末までに第3大隊が新編されるほか、そ
れらを統一して指揮する上級部隊として、「制海ミサイルコマンド」の新編が
予定されている105。
また、対海上封鎖作戦や渡海侵攻部隊の迎撃作戦における伝統的な兵器と

して、陸軍の砲兵部隊が装備する榴弾砲などが挙げられる。2024年7月の漢
光40号演習では、台湾本島において実弾を用いた訓練は行われなかったが、
中国大陸沿岸部の金門島では2日目に240mm榴弾砲など、馬祖列島では3日
目に155mm加農砲などが実弾を射撃し、着上陸阻止射撃や対海上封鎖射撃
が演練された 106。また、近い将来、米国製の高機動ロケット砲システム
（HIMARS）を導入し、台湾西海岸の3個作戦区に各1個中隊を新編し、より
遠方で渡海侵攻部隊を迎撃する態勢を整える計画である107。
このほか、対海上封鎖作戦や渡海侵攻部隊の迎撃作戦を支えるため、2024

年8月21日に国防部は、海軍向けに商用規格の無人機を軍用にスピンオンし
た艦艇搭載用の無人偵察機（回転翼）を2024年から2025年の間に16機、地

104） 海軍司令や参謀総長を歴任し、その後、総統府で自主建造潜水艦プロジェクトの責任者となった黄曙
光が、8隻の潜水艦で人民解放軍の海上封鎖作戦や台湾の東側に抜ける航路を遮断することを「非対
称作戦」だと説明することに対する批判である（「国戦会論壇：国造潜艦註定無法成為不対称（譚伝
毅）」中時新聞網、2023 年 10月 22日、https://www.chinatimes.com/opinion/20231022000045-
262110?chdtv）。

105） 「共艦殺手！海峰第二大隊首亮相 第三大隊年底前「這地区」正式編成」中時新聞網、2024年 2月1日、
https://www.chinatimes.com/realtimenews/20240201002348-260417?chdtv；「打造刺蝟島！海軍成
立「制海飛弾指揮部」機動発射車大増」中時新聞網、2024年 1月 23日、https://www.chinatimes.
com/realtimenews/20240123002404-260407?chdtv。

106） 「金防部火力支援演練」軍事新聞通訊社、2024 年 7月 23日、https://mna.gpwb.gov.tw/news/ 
detail/?UserKey=1990ca22-5577-41a3-9c50-12699ca43913；「馬防部航道封鎖実弾射撃 展現精実
防衛戦力」軍事新聞通訊社、2024 年 7月 24日、https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey= 
145f4449-10b1-4884-95aa-0cfbc4d9e17d。

107） 国防部国防報告書編纂委員会『中華民国 112年 国防報告書』71頁。

上発進型の無人偵察機（固定翼）を2024年から2028年の間に96機を調達す
ることを発表した 108。
ウクライナが長期にわたって持久できている理由の1つに、陸続きの隣国か

ら物資が届けられていることが挙げられている109。一方で台湾は、四周を海で
囲まれているため、外部からの海上交通を遮断されてしまうと、戦い続ける
ことは難しい。天然資源が乏しい台湾は、海上封鎖を無効化することで生命
線を維持するとともに、侵攻する渡海部隊をできるだけ遠方で阻止する体制
を整えなければならないといわれている110。

（5）対着上陸作戦能力の向上
対着上陸作戦においては、侵攻する敵の上陸行動を妨害・阻止するため、

事前に機雷や水際地雷を敷設することが重要になってくる。2016年6月に海
軍が発表した12項目のプランの中で、高速機雷敷設艇の新造が提示されてい
る111。これまで台湾の軍隊は専用の機雷敷設艇を保有しておらず、小型の揚陸
艇を利用して手作業で機雷を敷設しており、その効率は極めて悪く、かつ天
候に大きく左右されていた。そのため、海軍は約9億元の予算を投じ、機雷
敷設専用の小型高速艇4隻を新造した。最大排水量376tの小型艇には、中山
科学研究院が新規開発した自動機雷敷設システムが搭載され、17人の乗組員
で任務にあたることができる。そして、2019年から2021年にかけて4隻すべ
てが海軍に引き渡され、2022年1月に新編された海軍機雷敷設大隊の下、戦
力化が進められた 112。

2023年7月の漢光39号演習で海軍機雷敷設大隊は、初日に機雷の整備を整

108） 『国防部主管 113年度単位予算評估報告』中華民国立法院網站、2023年 10月、https://www.ly.gov.
tw/Pages/List.aspx?nodeid=46442；「68.87億採購 6款軍用商規無人機放榜了！ 最快明年投入戦備部
署」自由時報、2024年 8月 21日、https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4775437。

109） Lawrence Freedman, “What Should Ukraine Do Next?: Preparing for a Long War,” Comment Is 
Freed, November 29, 2023, https://samf.substack.com/p/what-should-ukraine-do-next; Rob Lee 
and Michael Kofman, “How the Battle for the Donbas Shaped Ukraine’s Success,” Foreign Policy 
Research Institute (December 2022), https://www.fpri.org/article/2022/12/how-the-battle-for-the-
donbas-shaped-ukraines-success/.

110） Mark F. Cancian, Matthew Cancian, and Eric Heginbotham, The First Battle of the Next War: 
Wargaming a Chinese Invasion of Taiwan (Washington, DC: Center for Strategic and International 
Studies, 2023).

111） 「展国艦国造決心 海軍公布 12項建軍規画」中央通訊社、2016年 6月19日、https://www.cna.com.
tw/news/aipl/201606190134.aspx。

112） 「海軍布雷中隊成軍 成為不対称作戦可恃戦」中央通訊社、2022年 1月14日、https://www.cna.com.
tw/news/aipl/202201140118.aspx。

https://www.chinatimes.com/opinion/20231022000045-262110?chdtv
https://www.chinatimes.com/opinion/20231022000045-262110?chdtv
https://www.chinatimes.com/realtimenews/20240201002348-260417?chdtv
https://www.chinatimes.com/realtimenews/20240123002404-260407?chdtv
https://www.chinatimes.com/realtimenews/20240123002404-260407?chdtv
https://mna.gpwb.gov.tw/news/
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=145f4449-10b1-4884-95aa-0cfbc4d9e17d
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=145f4449-10b1-4884-95aa-0cfbc4d9e17d
https://www.ly.gov.tw/Pages/List.aspx?nodeid=46442
https://www.ly.gov.tw/Pages/List.aspx?nodeid=46442
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4775437
https://samf.substack.com/p/what-should-ukraine-do-next
https://www.fpri.org/article/2022/12/how-the-battle-for-the-donbas-shaped-ukraines-success/
https://www.fpri.org/article/2022/12/how-the-battle-for-the-donbas-shaped-ukraines-success/
https://www.cna.com.tw/news/aipl/201606190134.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/201606190134.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202201140118.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202201140118.aspx
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えたのち、高速機雷敷設艇が緊急出航して模擬機雷を敷設し、敵の侵攻を遅
滞する作戦を演練した 113。2024年7月の漢光40号演習では、2日目に機雷敷設
作業を終えた海軍の機雷敷設艦への機雷再搭載作業が行われた 114。そして演習
後に海軍は、2025年から2027年にかけて約18億元を投じて高速機雷敷設艇6

隻を調達する予算要求を立法院に提出した 115。2022年の新編から3年で2倍以
上の規模に拡大し、さらに艦艇を増やし続けている機雷敷設部隊は、台湾の
対着上陸作戦における重要な非対称戦力となっている。
また、陸軍についても2018年に「9項目の重要主戦装備更新計画」を提出し、
老朽化した装備品の更新を本格的に開始した。その計画の中でも、陸軍は
1970年代から80年代にかけて配備したM60A3戦車とCM11戦車の更新を優
先事項とし、米国に対してM1A2戦車の供与を打診していた。このほか、米
国からBGM-71F対戦車ミサイルTOW2Bの調達を進めるほか、台湾の陸軍
が自主生産した8輪装輪装甲車である雲豹をベースにした戦闘車、迫撃砲車
などの研究開発が本格化することとなった 116。
それから間もなくM1A2戦車は予算編成され、2019年から2027年にかけて
約405億元を費やして108両を調達することが決まり、2024年12月15日に38

両が台湾に到着し、2025年に42両、2026年に28両が到着する計画である117。
2024年8月には、TOW2Bを搭載した車両が公開された 118。このほか、人民解
放軍部隊の上陸直前に地雷を緊急散布できる装備品として、米国から2029年
までにM136ボルケーノ対戦車地雷散布システムを購入することが決まって
いる119。こうした実戦で使われてきた米国製の装備品が陸続と配備される一方、
台湾の自主生産も進展している。2024年6月には、105mm砲を搭載した8輪

113） 「漢光首日著重戦力保存 海軍模擬布雷遅滞敵軍行動」中央通訊社、2023年 7月 24日、https://www.
cna.com.tw/news/aipl/202307240332.aspx。

114） 「海軍布雷作業大隊整補再戦 発揮不対称戦力」軍事新聞通訊社、2024年 7月 23日、https://mna.
gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=6b8dd1ff-e429-415d-aafd-dfdc9a795498。

115） 「漢光増購 6艘快速布雷艇 有効対抗両棲進犯」中央通訊社、2024年 8月 30日、https://www.cna.
com.tw/news/aipl/202408300151.aspx。

116） 「陸軍汰舊更新 提 9項採購清単」。
117） 「M1A2T戦車今年起抵台 国軍報告曝去年已在美交装 14輛」自由時報、2024年 6月13日、https://

def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4703738；「M1A2T晩間啓動吊掛作業 戦車被黒色防水布包裏」
中央通訊社、2024 年 12月 15日、https://www.cna.com.tw/news/aipl/202412150210.aspx。なお、
2023年末にはすでに米国でM1A2を14両受領し、それを用いて米軍基地内で訓練を受けている。

118） 「天馬操演 新型拖式飛弾車首亮相」青年日報、2024年 8月 27日、https://www.ydn.com.tw/news/
newsInsidePage?chapterID=1703455。

119） 「台美簽署採購陸上機動布雷系統 45.4億元反制共軍登陸進犯」自由時報、2023年 6月 29日、
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4348125。

の戦闘車が公開され、2025年6

月に完成予定であることが報告
されている120。
なお、装備品の更新以外にも、
対着上陸作戦を見据えた訓練が
積み重ねられている。漢光40

号演習では、3日目に澎湖諸島
で実弾射撃を伴う対着上陸演習
が行われ、携帯式地対空ミサイ
ルや携帯式多目的ミサイルによる掩護下で、各種榴弾砲や迫撃砲による火力
支援の下、上陸する敵部隊を撃破する訓練が行われ 121、台南の安平港では、夜
間に浸透・破壊工作を阻止する訓練が行われている122。また、2023年7月の漢
光39号では、予備役軍人を動員して編成した部隊が対着上陸作戦を演練して
いる123。

2018年頃までは海・空軍装備品の更新を優先して計画が組まれていたため、
陸軍を主体とした対着上陸作戦にかかわる装備品の更新は、海・空軍に比べ
て遅れていることは否めないが、近年、台湾では予備役軍人を動員して編成
する陸軍歩兵旅団の新編が続いている。これは、これまで予備役管理部門の
下に置かれていた予備歩兵旅団の改編ではあるが、戦時に速やかに守備部隊
として上陸する敵を迎え撃つ態勢を強化する取り組みである124。
なお、台湾では、商用規格を軍用にスピンオンした無人機の導入が急ピッ
チで進んでいる。2024年8月21日に国防部は、主に陸軍の砲兵部隊が敵部隊
の目標情報収集のために用いる観測用の無人機を2024年から2025年の間に
72機、陸海空軍などで共通のマルチコプター型の偵察用無人機を1,552機、
陸軍の特殊作戦部隊や予備役旅団、空軍の基地防衛部隊など向けにノルウェー

120） 「105公厘輪型戦車第 3輛様車生変？軍備局：明年 6月底前完成」自由時報、2024年 8月 10日、
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4765110。

121） 「第一作戦区聯合反登陸作戦 展現堅実防衛戦力」軍事新聞通訊社、2024年 7月 24日、https://mna.
gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=5228e94c-5769-4512-a82e-2f59ccfb8c31。

122） 「夜間反浸透」軍事新聞通訊社、2024年 7月 24日、https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey= 
a67cd9eb-c1f2-4d57-bc1a-7ffa47cbc410。

123） 「強化後備動員能量 厚植防衛戦力」青年日報、2023年 7月 22日、https://www.ydn.com.tw/news/ne
wsInsidePage?chapterID=1601939。

124） 国防部国防報告書編纂委員会『中華民国 112年 国防報告書』71頁。

2024年12月に台湾に到着した米国製M1A2T戦車
（中央通訊社）

https://www.cna.com.tw/news/aipl/202307240332.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202307240332.aspx
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=6b8dd1ff-e429-415d-aafd-dfdc9a795498
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=6b8dd1ff-e429-415d-aafd-dfdc9a795498
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202408300151.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202408300151.aspx
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4703738
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4703738
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202412150210.aspx
https://www.ydn.com.tw/news/newsInsidePage?chapterID=1703455
https://www.ydn.com.tw/news/newsInsidePage?chapterID=1703455
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4348125
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4765110
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=5228e94c-5769-4512-a82e-2f59ccfb8c31
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=5228e94c-5769-4512-a82e-2f59ccfb8c31
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=a67cd9eb-c1f2-4d57-bc1a-7ffa47cbc410
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=a67cd9eb-c1f2-4d57-bc1a-7ffa47cbc410
https://www.ydn.com.tw/news/newsInsidePage?chapterID=1601939
https://www.ydn.com.tw/news/newsInsidePage?chapterID=1601939
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の軍事企業が開発したブラックホーネットを模した超小型マイクロドローン
1,485機を調達することを発表した 125。こうした軍民両用のプロジェクトは、経
済部（経済産業省に相当）が主管となって推進していることも特徴の1つであ
ろう126。また、滞空時間20分、最大航続距離20kmと作戦範囲は狭いが、小型
の発射筒から発射できる自爆型無人機スイッチブレード300を2025年までに
米国から720機購入する127。無人機の導入と同時に、敵の無人機を電波妨害で
墜落させるドローンジャマーの配備を急いでおり、すでに金門や馬祖などの
離島部隊に配備されている128。
このように、台湾は、非対称作戦能力としての無人機やその妨害装置で補
完することで、対着上陸作戦に加え、上陸を許した場合の反撃能力の向上を図っ
ている。

（6）スタンドオフ能力の構築
前述のとおり、台湾は対着上陸作戦戦力の構築を進めているが、近い時期

に中国が台湾への侵攻に踏み切るのであれば、十分な対着上陸作戦能力が整っ
ているとは言い難い。反対に、十分に時間があれば、台湾の戦い方はドラス
ティックに変わってくるかもしれない。それは、中国大陸に対するスタンドオ
フ能力、すなわち敵の対空ミサイルの射程外からミサイルなどを発射し、敵
の重要軍事拠点などを攻撃可能な能力の構築を進めているからである。

1995年から1996年の第三次台湾海峡危機後、台湾では弾道ミサイル防衛
の重要性が確認されるほか、台湾海峡を越えて中国大陸に攻撃可能な兵器を
保有する必要性が議論され、その中で地対地巡航ミサイルが提起された 129。そ
の後、中山科学研究院において研究開発が始まり、2004年には射程500kmの
雄風2E地対地巡航ミサイルA型、2007年には射程1,000kmのB型の発射試験

125） 『国防部主管 113年度単位予算評估報告』中華民国立法院網站、2023年 10月；「68.87億採購 6款軍
用商規無人機放榜了！ 最快明年投入戦備部署」；「軍方採購 1485架微型無人機 全台 18個県市後備
旅也用得到」自由時報、2023年 11月 22日、https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4497761。

126） 「経済部進駐亜創無人機研発中心 専案弁公室掲示牌」中央通訊社、2023年 12月 11日、https://
www.cna.com.tw/postwrite/chi/359310。

127） 「台湾軍購千套攻撃式無人機獲准 美：2025年前交貨」中央通訊社、2023年 12月 11日、https://
www.cna.com.tw/news/aipl/202406200011.aspx。

128） 「金防部反制無人機 干擾槍応処」青年日報、2022年 9月 3日、https://www.ydn.com.tw/news/newsI
nsidePage?chapterID=1530252&type=immediate。

129） 「奔騰思潮：雄風二 E的問世与運用構想（掲仲）」中時新聞網、2023年 8月 22日、https://www.
chinatimes.com/opinion/20230822005413-262110?chdtv。

に成功し、部隊配備が始まったといわれている。秘密のベールに包まれてい
た雄風2Eだが、2021年11月の「海空戦力向上計画にかかる調達特別予算案」
に雄風2E射程延伸型の量産が明記されたことで注目を集め、さらに2022年4

月に国防部が立法院に提出した報告書の中で、その射程延伸型には、敵の堅
固な指揮所や掩体、滑走路などを攻撃する作戦に用いることが記された 130。
また、敵の滑走路や部隊集結地などを攻撃可能な兵器としては、中山科学
研究院がF-CK-1の搭載用として研究開発した対滑走路誘導ミサイル万剣が
2010年代半ばから配備されている。雄風2Eと同様に2021年11月の「海空戦
力向上計画にかかる調達特別予算案」にも組み込まれ、射程200kmから
400kmに延伸されたミサイルの配備が進んでいる131。このほか、F-16V搭載用
として、米国が射程約370kmのAGM-158統合空対地スタンドオフミサイル
の売却を決めている132。
スタンドオフミサイルのほか、イスラエルのハーピーを参考に中山科学研
究院が開発した自爆型ドローン剣翔の配備を始めている。剣翔も2021年の「海
空戦力向上計画にかかる調達特別予算案」で示されており、航続時間は最大
5時間、航続距離は1,000km以上を誇り、中国大陸の内陸部まで射程に収め
ている133。また、航続距離は約400kmとやや短いが、米国から自爆型ドローン
Altius-600Mを291機購入する134。
ウクライナの戦闘が長期化し、国土の荒廃が広がる現実を見て、台湾では
人民解放軍の上陸前にその侵攻を阻止する意見が強まっている。台湾は中国
大陸の内陸部まで攻撃可能なスタンドオフミサイルの配備を進めているが、
それを使用することで中国を触発し、紛争を拡大する恐れもある。その使用
の可否について、台湾は難しい選択を迫られるであろう。

130） 「「雄昇飛弾」射程 1200公里戦力威猛 空軍再編 83.8億做戦力鑑測」自由時報、2024年 8月 31日、
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4785961。なお、2024年 8月に雄風 2Eの射撃が初公開
されている（「直撃！機密「雄二 E」飛弾今晨率先発射 附帯加力火箭且弾道低平」自由時報、2024年 8
月 20日、https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4774551）。

131） 「万剣弾 3年生産 150枚 400江公里射程増程型伝今年開始小批量産製」自由時報、2024年 1月 26日、
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4563555。

132） 「美宣佈售日 AGN-158B長程飛弾 伝美同意売給台湾 AGM-158飛弾」自由時報、2023年 8月 29日、
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4410650。

133） 「攻撃距離超過 1000公里 剣翔無人機 実機首公開」自由時報、2022年 11月16日、https://news.ltn.
com.tw/news/politics/paper/1551795；「剣翔無人機 「俯衝攻撃」 画面首曝光 攻撃型無人機後続需求大
増」自由時報、2023年 8月19日、https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4401074。

134） 「台湾軍購千套攻撃式無人機獲准 美：2025年前交貨」中央通訊社、2024年 6月 20日、https://
www.cna.com.tw/news/aipl/202406200011.aspx。

https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4497761
https://www.cna.com.tw/postwrite/chi/359310
https://www.cna.com.tw/postwrite/chi/359310
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https://www.chinatimes.com/opinion/20230822005413-262110?chdtv
https://www.chinatimes.com/opinion/20230822005413-262110?chdtv
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4785961
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4774551
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4563555
https://def.ltn.com.tw/article/breakingnews/4410650
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https://www.cna.com.tw/news/aipl/202406200011.aspx
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4. 全民防衛体制の構築
（1）動員体制を支える兵役制度
台湾では、2023年末の時点で総人口約2,300万人の1割近くにあたる約200

万人が予備役軍人として登録されている。そのうち、陸海空軍の常備部隊を
増強する動員部隊（陸軍予備旅団などを編成）の要員に指定された予備役軍
人は約28万人にのぼり、その数は約25万人の常備兵力を上回っている。また、
その他の約170万人についても、各県市単位で設置され、担当地域の防衛に
任ずる予備旅団や兵站部隊の要員として、常備部隊と同様の作戦行動に従事
する態勢が整えられている135。
こうした大規模な予備兵力を一朝一夕で築くことは難しく、それを可能に

してきたのは、若者が一定期間軍隊に所属し、国防の義務を果たす兵役制度
である136。この制度は、歴史的に蔣介石が「大陸反攻」作戦を実施するために
大規模な予備戦力を確保することにこだわったことに端を発する137。いわば、「大

135） 2024年 2月の聞き取り調査による。なお、初めて予備役軍人の登録数が公表されたのは、1994年に刊
行された 2回目の『国防報告書』である。同報告書によると、予備役軍人の登録総数は約 375万人、内
訳として、階級別では将校が約 30万人、下士官が約 130万人、兵士が約 215万人、軍種別では陸軍が
約 301万人、海軍が約 19万 4千人、海軍陸戦隊が約 23万 3千人、空軍が約 33万 2千人とされた（国
防部国防報告書編纂小組『中華民国 82-83年国防報告書』（台北：黎明文化事業、1994年）169頁）。
その後、1997年の約 387万人をピークに減少を始め、2008年には約 284万人まで減っている。約 10
年間で約 100万人と大幅に減員している理由は、後述するように 2005年 12月の兵役法の改正において、
兵士で除隊して予備役に編入された者の兵役の義務が解かれる年齢が満 45歳から満 40歳に引き下げら
れたことにある（孫弘鑫『台湾全志 巻六 国防志・軍事組織与制度篇』（南投：国史館台湾文献館／台北：
国防部、2013年）153頁）。

136） 台湾の兵役制度の歴史は古く、90年以上も前に遡ることができる。中華民国の兵役制度は 1933年に施
行された。その後、1947年に施行された中華民国憲法の中で「国民は法に基づき、兵役に服する義務
を有する」として明記された。しかし、当時は、中国共産党との争いが激しくなっていたため、兵役制度
が十分に機能していたとはいえなかった。そして 1949年に中華民国政府が中央政府を台湾へと移転し、
内戦に敗れた国軍の再建を図る中、兵役制度の構築に取り組んだ。その後、1951年、1954年、1959
年の改正を経て、1974年に現行の兵役制度の元となる形に改正がなされた（孫『台湾全志 巻六 国防志・
軍事組織与制度篇』149–153頁；「義務役期幾度更迭 最長 3年最短 4個月」中央通訊社、2022年 12
月 27日、https://www.cna.com.tw/news/aipl/202212270355.aspx）。

137） 戦後中国の政治秩序をめぐる中国共産党との争いが激しさを増す中、中華民国政府は動員に関する法整
備を整えていった。しかし、前述のとおり兵役制度が十分に機能しておらず、動員をかけて部隊を編成し
ようとしても、そもそもその予備戦力を築くことができる状態ではなく、奇しくもそれができる余裕が生じ
たのは、台湾撤退後のことであり、1952年に新設された国防会議の下、動員体制が整えられていった（孫『台
湾全志 巻六 国防志・軍事組織与與制度篇』155頁）。蔣介石は、米国の軍事援助顧問団の助言を受け、
米軍式の編制を導入して国軍の整理・再編を進める中、同顧問団が、現状の 31個師団の編制が台湾の
防衛には過剰と判断し、21個師団に削減することを求めたが、それに対して蔣介石は、削減対象となっ
た師団を予備師団に改編して保持することを条件に、その要求を受け入れた（「周至柔致蔡斯函稿答復
美軍援顧問団一九五一年年終報告書之中国陸軍改編問題，美国軍事援華顧問団蔡斯将軍一九五一年
年終報告書」（1952年 1月 26日）〈特交档案〉《蔣中正総統文物》国史館蔵（典蔵号：002-080106-
00049-010））。そして 1954年から予備役軍人の訓練が本格化するなか、1955年 7月に陸軍第 4軍司令
部を基幹として陸軍予備部隊訓練司令部を新編し、その隷下に削減対象となった陸軍の 10個師団を 9

陸反攻」の遺産ともいえる予備戦力を誇る台湾の現行兵役制度において、そ
の義務が課せられるのは男性に限られる。しかし、2000年の兵役法改正にお
いて、従来の徴兵制度を維持したまま、新たに志願兵制度が導入されるタイ
ミングで、兵役の対象外となっていた女性にも志願兵制度が開放された。
2005年の兵役法改正では、徴兵や志願にかかわらず、最下層の兵士で除隊し
て予備役に編入された者の兵役の義務が解かれる年齢が満45歳から満40歳
に引き下げられた。また、志願兵の増員に従って徴兵で軍務に就く期間の短
縮が始まり、2008年1月からは1年へと短縮された。

2012年には、徴兵制を廃止して完全志願制へと移行する方針が決まり、約
5年間の移行期間を経て2018年末には志願した男女のみが入隊する完全志願
制へと移行した。ただし、1年と定めた兵役法の条文は残り、兵役適齢期の男
性が4カ月間の軍事訓練を受けることで大規模な予備兵力を保持する措置が
講じられた 138。
ところが、軍拡を続ける中国の台湾に対する圧力が強まり、内外から台湾
の防衛について注目が集まるようになると、4カ月の軍事訓練を延長すること
が議論されるようになった。こうして台湾海峡の緊張の高まりを背景とし、
2024年1月以降、4カ月の軍事訓練で済ませていた措置の廃止を決め、2005年
1月1日以降に出生した男性は、再び徴兵によって1年間の軍務に就くことに
なった 139。2025年1月現在、台湾では、憲法の規定に基づき、男性は満18歳
になった翌年の1月1日から兵役の義務が生じ、将校・下士官は満45歳、兵
士は満40歳で予備役としての義務を終えた後も、後述する「全民防衛動員」
制度に基づき戦時には動員に応じなければならない。その数、約900万人に
上る。

（2）軍事作戦に資する全民防衛体制の構築
台湾では、1987年7月1日に「反乱鎮定動員時期国家安全法」が制定・公

個予備師団に再編して配属した。これ以降、台湾各地に駐屯する予備師団が輪番で台中の成功嶺駐屯
地に移動し、予備役の軍事訓練を担任することになった。その後、1961年までに約 65万人を訓練し、7
日から 9日で動員が完了する体制が整えられた（孫『台湾全志 巻六 国防志・軍事組織与制度篇』155頁）。

138） 「義務役期幾度更迭 最長 3年最短 4個月」。
139） 「役期恢復為 1年 寇謐将籲台湾更進一歩加強軍力」中央通訊社、2022年 12月 27日、https://www.

cna.com.tw/news/aipl/202212270353.aspx。

https://www.cna.com.tw/news/aipl/202212270355.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202212270353.aspx
https://www.cna.com.tw/news/aipl/202212270353.aspx
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布され、15日に約38年続いた戒厳令が解除された 140。そして1991年4月22日
に国民大会の臨時会議が開催され、国家総動員と共産党の反乱鎮定をうたっ
た「反乱鎮定動員時期臨時条項」の廃止案が通過し 141、5月1日に戒厳令解除
後も続いていた反乱鎮定動員時期が終わった 142。
これにより、対岸の中国共産党との内戦を一方的に終結させたことになる
のだが、中国と対峙する状況は何ら変わりなかった。しかし、約43年間続い
た反乱鎮定動員時期を終わらせたことで、国民を動員する法的根拠が失われ
てしまい、新たに国家総動員法を制定する必要が生じた。そのため、台湾の
政府は1995年3月に「総動員」という言葉の響きを「全民防衛動員」に変え、
1997年5月に行政院が戦時動員の必要性に鑑み、「全民防衛動員準備弁法」を
公布し、従来の国家総動員体制を全民防衛動員準備体制という形に改めた。
しかし、同弁法はあくまで行政命令であったため、法整備を急がなければな
らなかった。そこで、その時期に立法準備を進めていた「国防法」に基づく
形で全民防衛動員の法制化を進めた。そして、2000年1月に国防法を制定・
公布したうえで、同法第25条の規定に基づき、2001年11月に「全民防衛動員
準備法」が制定された。そして、同法の規定に基づき、行政院に全民防衛動
員準備業務会同が設置され、その業務管理を国防部が担うこととなった。また、
同時に物資、経済、交通、財力、衛生、科学技術、軍事など部会（省庁に相当）
レベルや、各県市にも動員準備業務会同が設置され、それらが連携をとって
動員準備を行うことになった 143。
全民防衛動員準備法の規定によると、各中央機関や地方自治体は、年度施
政計画に動員に関する準備事項を記載し、軍事作戦に資する全民総体戦力を
構築することが義務付けられている。また、各中央機関などによる動員能力
の構築は、一義的には軍事目的となっているが、災害救助や緊急医療に活用
することもうたわれている144。このような2000年代に再構築が進められた台湾

140） 中国大陸に近い金門県や連江県（馬祖島など）の戒厳令解除は、約 5年後の 1992年 11月 7日である。
141） 「国大完成第一階段修憲法任務 制定憲法増修條文並廃止臨時條款，総統将宣告五月一日起生効」『中

央日報』1991年 4月 23日。
142） 「李総統宣告動員戡乱時期終止 深盼大陸当局拿出誠意 具体行動回応」『中央日報』1991年 5月1日。
143） 孫『台湾全志 巻六 国防志・軍事組織与制度篇』163頁。
144） 同上、164頁。

の全民防衛動員体制は、中央機関などが担任する「行政動員 145」と、国防部が
担任して中央機関が協力する「国防動員」の2個体系に区分される。
「国防動員」については、軍隊（部隊）動員と軍需工業動員に分かれている。
そのうち軍隊動員に関しては、動員発令後、直ちに作戦に投入できる能力の
確立を重視している。中央政府の台湾撤退後、大陸反攻作戦に向けた動員訓
練が行われていたが、1979年の米華断交後、台湾防衛を重視した動員演習が
始まった。その第1回目となる1979年秋の「同心」演習は、約1万人を動員
して9個師団を編成し、各部会（省庁に相当）と台湾省ならびに直轄市の政
府も参加し、台湾本島全土で動員演習が行われた。2回目以降、規模は縮小さ
れたが、常備部隊との共同訓練を行うことで、より実戦的な訓練内容にする
ほか、車両や重機などの動員も行われた。1993年以降は、数年に1度、動員
計画の実行可能性を検証し、計画の見直しが行われている。1998年以降は、
車両動員演習、船舶動員演習などと同時進行で行われることが増え、大型トラッ
ク、さまざまな型式の重機、漁船、各種物資などが数多く徴用され、予備役
部隊の訓練に用いられた 146。
軍需工業動員に関しては、経済部が担任する経済動員に組み込まれて実施

される。公営や民間の工場を徴用する形で、平時には武器装備の研究開発お

145） 行政動員系統については、以下の 7項目に区分されている。①教育部が担任する精神動員：学校教育と
大衆伝播メディアを活用し、全民国防の理念を広く宣伝することを重点とする。また、市民の愛国意識を
育成し、国防に関する知識を増進させ、国家安全の防衛に積極的に参加する意識を強化する。②内政
部が担任する人力動員：民間の重要な専門技術者、民間防衛、自衛消防、地域防災救援団体および防
災救援ボランティア組織の統制を重点とする。また、青年を対象とした動員、戦時における負傷者や心
身障害者の対応、退役軍人の再配置なども計画する。③経済部が担任する物資・経済動員：各種重要
物資および施設の獲得や運用、保管、特定重要物資の選定、国防工業の動員生産体制の構築、生活必
需品不足時の配給および販売方法の策定、さらに石油、電力、給水施設の安全維持や緊急修理に必要
な器材の準備を行う。④財政部が担任する財力動員：軍事戦略構想に基づき、財政および税制の改善を
図り、財源を整備する。また、財政資源を統合的に計画・調整し、金融及び外貨の管理を強化すること
で、インフレを防止し、金融の安定を維持する。⑤交通部が担任する交通動員：陸上輸送、海上輸送、
航空輸送の戦備調整を計画し、港湾作業能力の強化を図ることを重点とする。また、民間航空施設およ
び航法支援設備の動員準備を計画・実施し、緊急修理作業の技能訓練を向上させることを目指す。さら
に、車両、船舶、航空機、重機械、公営・民営の通信制御機器メーカー、通信事業者、専用通信設備
の設置者、関連修理工場および操作員に対して、定期的な調査、統計、異動データの更新を実施する。
⑥行政院衛生福利部が担任する衛生動員：医療機関の施設状況や医療従事者に関する調査、統計、編
成などの準備作業を行う。また、臨時医療施設の開設及び疎開計画を完成させ、公立・民間病院に対し、
重要な外傷用薬品や医療材料の備蓄を指導し、傷病者の救護需要に対応できる体制を整える。⑦行政
院国家科学技術委員会が担任する科学技術動員：産業界、学界、研究機関を結集し、武器システムの
研究開発および修理体制の計画を推進する。また、化学兵器及び放射線防護に関する動員能力の強化
を図り、それらの準備を進める（国防部全民防衛動員署「動員計画体系」2024年 12月 27日、https://
adma.mnd.gov.tw/unit/100006/7148）。

146） 孫『台湾全志 巻六 国防志・軍事組織与制度篇』165–167頁。

https://adma.mnd.gov.tw/unit/100006/7148
https://adma.mnd.gov.tw/unit/100006/7148
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よび生産に携わり、戦時には徴用の範囲を拡大し、武器装備の修理および生
産の能力を高め、軍事作戦を支援する態勢を整える。軍が公営や民間の工場
などに武器装備の部品などの研究開発や生産を委託した実績として、1996年
から1997年にかけて約4,000件にのぼる。また、それと同時期、各軍種の司
令部は、リバースエンジニアリングやスピンオンの検討を始め、民生品96項
目の軍事転用が進められた。1999年には、各軍種司令部の要求に基づき、「軍
需工業動員計画」が策定され、約100の工場、約500の軍需物資が動員対象
として計画に記された。この軍需工業動員の演習に関しては、各級地方政府、
公営および民間工業の能力について、軍の各工場や補給倉庫などの戦時所要
を有効に補助できるか否かを検証するとともに、戦時における民軍転用のプ
ロセスについて習熟することを目的に実施される。「自強」と称される軍事工
業動員演習は、部隊を動員する同心演習と同時に実施されることが多かったが、
2001年の全民防衛動員準備法制定後、毎年実施される大規模な軍事演習であ
る漢光演習の想定に軍事動員が組み込まれる形で行われるようになってい
る147。

2024年7月22日から漢光40号演習が始まると同時に動員演習が始まった。
22日からの演習開始に先立ち、前日の21日12時に同心34号演習の動員令が
発せられた。動員令では、予備役軍人の招集や、各種車両、重機、物資など
の徴用のほか、軍の兵器生産部門による民間工場の徴用も発せられた 148。台湾
中部の第5作戦区では、軍事物資を輸送するための大型トラックのほか、鉄
条網や小型発電機などの物資が徴発された 149。また、作戦レジリエンスや継戦
能力の向上を図るため、徴用した大型トラックなどの民間輸送力などを利用し、
糧食、燃料、弾薬、医薬品など各種補給品の分散集積作業を行った 150。
このように台湾では、国防部が作戦に直接的にかかわる予備役部隊の編成
などのほか、戦時に公営および民間工場などを軍需工業として動員することで、
有機的に軍事作戦を遂行する基盤が整えられている。

147） 同上、167–168頁。
148） 「「同心 34号」演習動員令今午十二時生効」軍事新聞通訊社、2024年 7月 21日、https://mna.gpwb.

gov.tw/news/detail/?UserKey=3e2520c6-5e49-4711-abcb-a6e664284432。
149） 「第五作戦区執行自強演習 厚実作戦靭性」軍事新聞通訊社、2024年 7月 22日、https://mna.gpwb.

gov.tw/news/detail/?UserKey=fc3f3b54-15b5-4c6a-b058-b1a73d8256e0。
150） 「第五作戦区補給品預置分屯 強化部隊作戦靭性」軍事新聞通訊社、2024年 7月 22日、https://mna.

gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=7dad55aa-14a2-4220-9686-af6cdc6cd782。

（3）民間防衛体系と全民防衛動員演習
台湾では、かねてより民間防衛体系が軍事力の後ろ盾となる重要な基礎と

して位置付けられている。ロシアによるウクライナへの侵攻から2カ月が過ぎ
た2022年5月、呉釗燮外交部長は、ウクライナから学べる分野として「民間
防衛」を挙げた 151。
民間防衛に関し、平時については、内政部が行政面を主管し、国防部が運
用を主管し、両部が共同で執行を監督する。また、戦時においては、国防部
が内政部と連携し、軍事作戦に資する運用を司るように規定されている。民
間防衛については、軍事力を支援する構想で制度設計されたのだが、手始め
に「防空法」とその関連法規が制定され、その影響もあって民間防空に重き
が置かれるようになり、次第に単純な民間防空が民間防衛の概念に取って代
わるようになっていた。しかし、空襲時の被害を減少させるための民間防空
の訓練を通じ、民衆の整斉とした行動を演練することができるため、その能
力と経験を軍事力の後ろ盾となる民間防衛に結びつけることができると説明
されている152。
民間防衛の組織体系については、直轄市および県市の政府が民間防衛総隊

を組織し、その下に郷、鎮、市、区の民間防衛団を編成、さらにその下に村
と里の民間防衛分団を編成する。また、鉄道、道路、港湾、空港、電信、電力、
ガス、水道など公共事業ごとに特殊防護団を編成するほか、100人以上の機関、
学校、団体、会社、工場などは防護団を、100人以下の場合は同一の建物、も
しくは地域で共同防護団を編成する。こうした民間防衛組織を単位とし、1年
に1度を基準に防空演習を行うほか、災害発生時には地方の治安や軍の活動
を支援することを通じ、軍事作戦に資する全民防衛動員体制を整えている153。
民間防衛に関する訓練としては、1978年から防空法に基づき「万安」と称

する演習が始まり、全25の県市ごとに全民防空演習が行われている。1999年
までの演習（万安1号から万安22号まで）では、中国による空襲を想定し、
毎年、台湾本島と澎湖諸島を5つに区分し、政府機関、学校、公営企業、民

151） “Taiwan Learning Lessons from Ukraine’s Stout Resistance.”
152） 国防部国防報告書編纂小組『中華民国 87年国防報告書』75頁；国防部国防報告書編纂委員会『中華

民国 93年国防報告書』（台北：国防部、2004年）187頁。
153） 国防部国防報告書編纂委員会『中華民国 93年国防報告書』187–188頁；国防部国防報告書編纂委員

会『中華民国 95年国防報告書』（台北：国防部、2006年）201頁。

https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=3e2520c6-5e49-4711-abcb-a6e664284432
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=3e2520c6-5e49-4711-abcb-a6e664284432
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=fc3f3b54-15b5-4c6a-b058-b1a73d8256e0
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=fc3f3b54-15b5-4c6a-b058-b1a73d8256e0
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=7dad55aa-14a2-4220-9686-af6cdc6cd782
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=7dad55aa-14a2-4220-9686-af6cdc6cd782
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間工場などが国防部の計画する40分間の軍民共同防空避難演習に参加するこ
とが義務付けられていた。しかし、1999年9月に台湾で大地震が発生すると、
大規模災害が住民の生命と財産に重大な影響を及ぼすばかりでなく、国家安
全保障上の脅威でもあると認識され、2000年8月の万安23号演習では、前段
に従来の防空避難演習を行い、後段で災害救助演習を行い、2001年と2002年
も同様の方式で行われた 154。また、2010年の万安演習からは、中央の部会（省
庁に相当）の年度防災演習と同時に演習が行われるようになった。万安演習は、
従来よりも複合的な「全民防衛動員演習」として位置付けられ、動員の段階
から始まり、空襲からの避難訓練や、災害救助、緊急医療、伝染病拡大防止、
原子力災害対応などの訓練が行われ、こうした取り組みを通じて、戦時には
軍事力を支える体制の構築を進めている155。

2024年7月の漢光40号演習では、全民防衛動員演習の枠組みで、空襲から
の避難訓練を軸とする万安47号演習のほか 156、「民安10号」災害救援演習が行
われ、社会全体のレジリエンス向上が図られた 157。ただ、漢光40号演習のタ
イミングで台風3号が台湾を襲ったため、途中から演習の規模を縮小し、4日
目の昼には前倒しで演習を終了させ 158、奇しくもこの民安10号演習が台風災害
との「実戦」になった。

おわりに
2021年3月、米インド太平洋軍司令官のデービッドソンが今後6年以内に

中国が台湾を侵攻する可能性があるとの趣旨の証言をすると、多くのメディ
アがそれを取り上げ、「台湾は世界で最も危険な場所」とまで表現されるよう
になった 159。だが、東アジアではなく、東欧で燻っていた火種が先に燃え上がっ

154） 孫『台湾全志 巻六 国防志・軍事組織与制度篇』169–170頁。
155） 国防部国防報告書編纂委員会『中華民国 98年国防報告書』173頁；国防部国防報告書編纂委員会『中

華民国 100年国防報告書』（台北：国防部、2011年）171–172頁。
156） 「配合国軍漢光 40号演習 万安演習北部 7県市登場」軍事新聞通訊社、2024年 7月 23日、https://

mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=5870139a-297e-46eb-8b87-cfb70e989a3b。
157） 中華民国総統府「113年新北市全民防衛動員曁災害防救（民安 10号）演習」2024 年 7月 23日、

https://www.president.gov.tw/News/28601。
158） 「国防部：漢光 40号演習結束 各部隊協助地方政府災害防救」軍事新聞通訊社、2024年 7月 25日、

https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=55112596-9a70-43ef-979e-d496797ee0ab。
159） “The Most Dangerous Place on Earth.”

てしまった。その後、2022年8月のペロシ米国下院議長の電撃訪台後、人民
解放軍が第三次台湾海峡危機以来最大規模の軍事演習を行うと、多くのメディ
アや有識者は「次は台湾」と警鐘を鳴らすようになった。
しかしながら、中国共産党最高幹部の一人が「台湾侵攻の時間表は存在し
ない」というように 160、「いつ」それを発動するかは明言していない。とは言え、
本書の第1章と第2章で論じてきたように、中国は着々と準備を進めている。
一方、台湾側は、中国が1990年代以降の持続的な経済成長を背景に軍事力

の増強を続け、2000年代に入って台湾海峡の軍事バランスが中国有利に傾き
続ける中、何もしなかったわけではない。たしかに台湾は、最先端の軍事技
術を誇る欧米諸国とは外交関係が無いことが大きく影響し、装備品調達が思
うようにかなわず、「有什麼、打什麼（あるもので戦う）」という状態に置か
れてきた。また、台湾は2008年頃から「非対称作戦」の能力構築を掲げてき
たが、真に必要な装備品であっても米国が売却を拒む日が来るかという不安
が常に隣り合わせのため、売却が認められた装備品を優先的に買わざるを得ず、
台湾が自ら打ち立てた作戦構想に沿う軍事力整備を進めるのが難しい事情が
あった。それが2010年代に入り、米中両国がさまざまな領域で対立する場面
が増えてくると、米国は台湾への支持を強く打ち出すようになった。第一次
トランプ政権は、オバマ政権期に台湾が要求しても断り続けた最新のF-16や
AH-64などの売却を認めた。そしてバイデン政権は、ウクライナへの支援か
ら得た教訓を反映させたTERAを成立させた。台湾がウクライナのように粘
り強くしなやか に戦えるよう、台湾のレジリエンス強化に本腰を入れ始めた
のである。
台湾もまた、「レジリエンス」を軍事戦略の中心に据えた。蔡英文政権は、
バイデン政権が台湾のレジリエンス強化に動き出す前から、また、ロシアの
ウクライナ侵攻開始前から、厳しい国際空間の中で生存を続けてきた台湾の「レ
ジリエンス」をアピールし、ことに軍事力整備面では就任直後から自主生産
体制を強化してきた。それがウクライナの教訓を受け、すでに行ってきた軍
事力整備の方向性が間違っていなかったことを確認できた。そして米国の後
押しを受け、台湾は自ら思い描く戦い方に従って軍事力整備ができるようになっ

160） 「大陸政協主席王滬寧：没人想打仗 就是好好交流」中時新聞網、2024年 5月 1日、https://www.
chinatimes.com/newspapers/20240501000309-260108?chdtv。

https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=5870139a-297e-46eb-8b87-cfb70e989a3b
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=5870139a-297e-46eb-8b87-cfb70e989a3b
https://www.president.gov.tw/News/28601
https://mna.gpwb.gov.tw/news/detail/?UserKey=55112596-9a70-43ef-979e-d496797ee0ab
https://www.chinatimes.com/newspapers/20240501000309-260108?chdtv
https://www.chinatimes.com/newspapers/20240501000309-260108?chdtv


1 1 6

たのである。
ロシアのウクライナ侵攻後には、台湾の動員能力や継戦能力に関心が寄せ

られた。ウクライナが長期にわたってロシアの攻撃に持ちこたえることができ
ている要因の1つに、重厚な予備役動員能力が挙げられているからである。そ
のウクライナの抗戦を見て、台湾がウクライナの教訓に鑑み、予備役動員能
力の向上を図っているとの見方があった。だが、台湾はすでにその体制が整っ
ていた。たしかに、ロシアのウクライナ侵攻後、4カ月の軍事訓練で代替して
いた兵役を元の1年間に戻した。しかし、それはウクライナ戦争の開戦前から、
中国の軍事的圧力の高まりを背景に決まっていたことであった。そして何より、
かつて「大陸反攻」のために保持してきた大規模な予備兵力が、思いがけず
今日の「台湾防衛」に役立つ動員能力の基礎となっていたのである。
とはいうものの、長い間、実戦を経験していない台湾は、ウクライナの教
訓を「非対称作戦」などの戦い方や軍事力整備、そして動員政策や動員能力
の強化に反映させていくだろう。ただし、それらだけでは、ウクライナのよう
に長期間持久できるとはいえない。持久戦力を高めていくためには、経済や
対外関係などを含め、総合的に国力を高めていく必要がある。まさにウクラ
イナの教訓は、台湾が軍事戦略の中心に据えた「レジリエンス」を強化して
いくうえで参考になる事例だといえよう。
他方、台湾の呉釗燮外交部長は、ウクライナの男性は国を守るという決意

で進んで軍に入隊しており、その精神が台湾にとってうらやましいと述べて
いる。たしかに、台湾は中国からの圧力を受け続け、中国が台湾の対岸で軍
事演習を行うことにも台湾の人々は「慣れ」てしまい 161、緊張感の欠如が指摘
されている。台湾では、戦時に即応できる体制の維持が図られているが、そ
の「慣れ」により、緒戦への即応が遅れてしまう可能性は否めない。中国の
第一撃で大きな損害を被った場合、いかに持久戦力が優れていようがいまいが、
その侵攻を許してしまうことにつながる。台湾防衛の成否は、住民の人心に
かかっている。

161） 朝日新聞のインタビューに応じた台湾の王尊彦氏（国防安全研究院）は、中国が 2022年 8月に軍事演
習を行った際、台湾社会では普段と変わらない生活が続き、市民は落ち着いていた、市民は中国の圧力
に慣れている、と述べている（「ペロシ氏訪台の批判は筋違い 台湾の日本研究者が語る日台関係」朝日
新聞デジタル、2022 年 8月 15日、https://www.asahi.com/articles/ASQ8D6KMXQ8DUHBI02P.
html）。

現代戦と核の影

第 4 章
「新たなる戦争」の諸相

――ウクライナ戦争と台湾有事における
核の盾に関する比較考察――

中国人民革命軍事博物館に展示されている
中国人民解放軍のミサイル模型

（執筆者撮影）

前田 祐司

https://www.asahi.com/articles/ASQ8D6KMXQ8DUHBI02P.html
https://www.asahi.com/articles/ASQ8D6KMXQ8DUHBI02P.html
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次に、この三つの変数から成る枠組みを用いて台湾有事シナリオを分析する。
将来のどの時点を想定するかにもよるが、中国が台湾本島の掌握を目標とし
て武力行使に至るシナリオでは、これら三つの変数の一部または全部がウク
ライナの事例とは大きく異なる値をとることが想定される。中国は急速に核
戦力の増勢と近代化を進めているものの、米国との均衡（パリティ）を達成
する段階にはない。通常戦力の面では、台湾は非対称的な拒否能力の整備を
推進しているものの、独力で中国人民解放軍（以下、人民解放軍）に抵抗で
きるかは大きな疑問符が付いている。そして、台湾は中国本土と海によって
隔てられていることで防衛上の恩恵を享受できる一方で、有事の際には中国
によって封鎖が行われる可能性が高く、人民解放軍との衝突リスクを受け入
れずして外部勢力が台湾への間接支援を安定的に維持することは困難となる。
これらの点から、ウクライナ戦争に比べて台湾有事では米国にとって直接介
入の誘因はより強まるものと考えられる。一貫して介入に否定的な姿勢を貫
いているウクライナでの状況とは異なり、米国は台湾有事での介入の是非に
ついてより切迫した決断を迫られるとともに、その裏返しとして中国の視点
からも先行きが見通しにくくリスクの高い状況となるため、中国の核の盾とし
ての有効性は比較的低いものとなるというのが、本章の提示する仮説である。

1. ウクライナ戦争における核の影
本節では、ウクライナ戦争の背景で核兵器が果たしている役割について整

理する。本章執筆時点でウクライナ戦争では通常戦力のみが用いられているが、
これがあくまで核の影の下で戦われている点を忘れてはならない。結論から
言えば、ロシアによる核威嚇の最も重要な役割は、ウクライナでの通常戦力
による戦争を遂行するうえで米国・NATOによる直接介入を抑止することに
ある。ロシアは積極的な核威嚇を繰り返し、核戦力の即応態勢をアピールす
ることで、安定的な核抑止を担保しつつ通常戦力による局所的な現状変更を
追求してきた。この事象の背景にある安定・不安定のパラドックスに関する
理論的な整理は次節に譲ることとし、本節ではまずウクライナ戦争における
核の役割を概観する。

はじめに
ウクライナ戦争における核兵器の役割とは何か。そして特に台湾有事を考
察するうえで、そこから得られる示唆とはいかなるものか。冷戦終結後の米
国一極世界において、核兵器は国際政治の表舞台から退き、「核の忘却」とも
呼ばれる時代があった 1。しかしいまだアメリカと並ぶ核大国であるロシアが白
昼堂々と隣国への軍事侵攻を行い、その過程で核戦力についても明示的な言
及を繰り返していることで、核兵器の存在感がふたたび高まりつつある。ま
た東アジアでも、既存の国際秩序に対する挑戦者として台頭する中国が通常
戦力のみならず核戦力についても大規模な増勢と近代化を進めていることへ
の懸念が高まっている。対する米国も、核兵器システムの更新に継続的な投
資をしていくことを明らかにしている。「米国一極」および「核の忘却」の終
焉という意味において、もはや「冷戦後」ではない世界へと国際政治の文脈
が変化する中で、核兵器の意義についてあらためて一考に値するであろう。
本章ではまず、通常戦力をもって戦われているウクライナ戦争の背景で、

ロシアによる核の脅しが主に米国および北大西洋条約機構（NATO）の直接
介入に対する「盾」として機能していることを確認する 2。これは安定・不安定
のパラドックスからもたらされる帰結であり、核抑止の安定性を利用して外
部リスクを低減し、通常戦力による局所的な現状変更の追求を可能としている。
しかし、外部勢力の介入に対する核の盾としての有効性は一様ではなく、そ
れを左右する重要な変数が幾つか考えられる。本章では特に能力面から、①
核戦力バランス、②通常戦力バランス、③間接支援の持続可能性の三つに着
目する。ウクライナ戦争では、ロシアが米国と対等ないしは部分的に優越す
る核戦力を保有し、ロシア・ウクライナ間の通常戦力バランスの差が想定さ
れていたほどには大きくなく、またウクライナへの継続的な軍事支援が可能
な条件が揃っていたため、米国・NATOにとって直接の武力介入に踏み切る
誘因は比較的低い水準にとどまり、結果としてロシア軍がウクライナ軍と一
対一での局所的な通常戦争を追求することが可能となった。

1） 秋山信将、高橋杉雄編著『「核の忘却」の終わり̶核兵器復権の時代』（勁草書房、2019年）。
2） 本章では「直接介入」とは外部勢力が直接指揮する部隊を投入して戦闘に参加することを指し、「間接支

援」とはそうした人的コミットメントを伴わない形での支援を指す。
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侵攻直前の2022年2月中旬、ウラジーミル・プーチン（Vladimir Vladimirovich 

Putin）大統領がクレムリン内の危機管理センターから見守る中、ロシアの核
運用部隊による大規模演習が実施された 6。侵攻当日、プーチン大統領はウク
ライナにおいて他国が干渉すれば「歴史上見たことがないような」結末にな
るだろうと警告を発し、数日後には核戦力を警戒態勢に置いた 7。具体的には、
欧米が自国部隊の派遣や欧米製兵器を使ったロシア領内への攻撃容認などの
手段で事態を悪化させれば、米露の「戦略兵器の均衡」が崩れて世界的な核
戦争に発展するという可能性を示唆したのである 8。また、ロシアが核兵器を使
用することはないと西側諸国が信じているのは誤りであると指摘し、「我々の
核ドクトリンでは、ロシアの主権と領土の一体性が脅かされた場合には、あ
らゆる手段を用いることが可能であるとしている」とも述べている 9。こうした
声明に符合して、ウクライナに隣接するロシア南部軍管区での戦術核発射を
模した演習や 10、ロシアの戦術核を配備したベラルーシとの共同演習も実施し
ており11、核運用部隊の即応態勢を誇示している。通常戦力による戦いと並行
して、このように極めて明示的かつ継続的に核のシグナリングが行われてい
るのはウクライナ戦争の一つの重要な特徴といえよう。
なお、2024年8月からウクライナがロシア西部クルスク州への越境攻撃を
開始したことで、厳密にいえばロシアの「領土の一体性」が脅かされるに至っ
ているが、その戦略的なインパクトはいまだ不透明である。ウクライナは西
側から供与された装甲車なども積極投入してロシア領内で活発な展開を見せ
ており、かつてプーチン大統領が警告したような事態になっているという見
方は可能である。しかし、ロシアの戦略的縦深性を根本的に脅かすような作
戦能力はウクライナにはないし、ロシアとの間に緩衝地帯を創り出すことが

6） Tom Balmforth and Maria Kiselyova, “Putin Leads Sweeping Nuclear Exercises as Tensions Soar,” 
Reuters, February 19, 2022.

7） “Russia Attacks Ukraine as Putin Warns Countries Who Interfere Will Face ‘Consequences You 
Have Never Seen,’” PBS, February 24, 2022; “Russia’s Putin Puts Nuclear Forces on High Alert,” 
Reuters, February 27, 2022.

8） 「プーチン露大統領、核兵器使用含む『世界的紛争』を警告」『産経新聞』2024年 5月 29日。
9） “Putin Says Russia Could Use Nuclear Weapons If Its Sovereignty or Territory Was Under Threat,” 

Reuters, June 6, 2024.
10） Mark Trevelyan, “Russia Starts Exercise to Simulate Launch of Tactical Nuclear Weapons,” Reuters, 

May 22, 2024.
11） Guy Faulconbridge, “Russia Begins Second Stage of Tactical Nuclear Weapon Drills with Belarus,” 

Reuters, June 12, 2024.

（1）ロシアによる核威嚇
冷戦後のロシアは、少なくとも宣言政策上は先行不使用（NFU）を標榜し

ていたソ連時代とは一線を画し、核兵器に比較的積極的な役割を見出してき
たと一般的に評価される 3。ロシアの2014年版「軍事ドクトリン」では、核兵
器の使用を検討する状況として、ロシアおよび同盟国が核兵器（またはその
他の大量破壊兵器）による攻撃を受けた場合のみならず、通常戦力による攻
撃で国家の存立が脅かされた場合も含まれている。2020年版では核使用を検
討するシナリオがさらに若干拡大され、「ロシアおよび同盟国の領土を攻撃す
る弾道ミサイルが発射されたという信頼性の高い情報」が得られた場合と、「核
戦力を用いた対処行動に支障をきたし得るようなロシア政府および軍の重要
施設に対する攻撃」を受けた場合も含むと明確化された 4。2024年11月に発表
された最新版は従来の「国家存立」の記述から若干敷居を下げた形で、通常
戦力による攻撃で「国家主権と領土の一体性に深刻な脅威を受けた場合」を
規定する 5。特に、ウクライナが米国などから供与されたミサイルでロシア領内
を攻撃していることを念頭に、核保有国から支援を受けた非核保有国による
攻撃については支援国も含めた共同攻撃であるとみなす立場を表明した。

NATOに対して通常戦力の数的優位を保っていたソ連時代から一転して劣
勢に甘んじるロシアからすれば、核戦力を前面に押し出すことで通常戦力の
劣位を相殺して抑止力を担保するのは自然な発想であろう。まさに冷戦期の
米国が通常戦力の不足を補うために戦術核の前方展開を行っていたのと同じ
理屈である。ロシアが実際に核戦争を戦うことを想定したような核戦争遂行
（nuclear war-fighting）ドクトリンを有しているのかは議論の余地があるが、
少なくとも核戦力を用いたシグナリングの面では極めて積極的な姿勢といえる。
実際にウクライナ侵攻と前後して、ロシアは核の威嚇を繰り返してきた。

3） 小泉悠「ロシア̶ロシア版『エスカレーション抑止』戦略をめぐって」秋山、高橋『「核の忘却」の終わり』
45–72頁；“Foundations of State Policy of the Russian Federation in the Area of Nuclear Deterrence 
(informal translation by the CNA Russia Studies Program),” Center for Naval Analysis (June 2020); 
Michael Kofman, Anya Fink, and Jeffrey Edmonds, “Russian Strategy for Escalation Management: 
Evolution of Key Concepts,” Center for Naval Analysis (2020). 対照的に、ロシアの核戦略における伝
統的な抑止の考え方の連続性を強調する見解もある。Olga Oliker, “Moscow’s Nuclear Enigma: What 
Is Russia’s Arsenal Really For?,” Foreign Affairs 97, no. 6 (2018): 52–58.

4） Shannon Bugos, “Russia Releases Nuclear Deterrence Policy,” Arms Control Today (July/August 
2020).

5） Guy Faulconbridge and Anton Kolodyazhnyy, “Putin Issues Warning to United States with New 
Nuclear Doctrine,” Reuters, November 20, 2024.
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けている。
むしろロシアによる核威嚇の最も核心的な意義は、ウクライナで通常戦力

による戦争を遂行する間、米国・NATOによる直接介入を抑止することにある。
ウクライナ戦争を純粋に通常戦力による戦争として見た場合、キーウ制圧を
含むロシアの当初の目論見は失敗に終わったものの、ウクライナによる反攻
と失地奪回も停滞している。すでに消耗戦の様相を呈するに至った段階では、
物量に優るロシアが決定的な敗北を喫するとは考えにくい。戦況が膠着状態
となったウクライナ東部において実質的な緩衝地帯を確立したという意味では、
ロシアにとってすでに一定の成果もあるため、「ロシアの敗戦は核戦争につな
がる」という脅しの前提条件は満たされていない 14。もしロシアが核使用に踏
み切るという可能性が真に現実味を増すとすれば、それは米国・NATOが航
空戦力および地上部隊を投入して通常戦力バランスを大きく傾け、ロシアが
圧倒的な劣位に立たされる場合であろう。ロシアの核兵器使用の可能性につ
いて問われたアナトリー・アントノフ（Anatoly Antonov）駐米ロシア大使は、
積極的な核使用の可能性を否定し、ロシアは「極端な地政学的状況における
古典的な抑止」を行使しているに過ぎないと述べた 15。つまり、ウクライナ戦
争が局所紛争である限りロシアは通常戦力で戦い続ける余裕があるが、
NATOとの直接衝突という究極のリスクに対しては核抑止に依存しているの
である。

（3）ロシアによる核威嚇の影響
実際、ロシアの威嚇を受ける米国・NATO側の慎重姿勢を示す一定の根拠

はある。侵攻から間もない2022年3月、ジョセフ・バイデン（Joseph R. 

Biden Jr.）大統領がウクライナ戦争に係る基本方針を打ち出した声明では、
「NATOとロシアの直接衝突は第三次世界大戦に等しく、我々はその防止に努
めなければならない」として直接介入の可能性を明確に否定し、一部の議員
らが求めていたウクライナ上空での飛行禁止空域の設定についても、ロシア

14） Guy Faulconbridge and Felix Light, “Putin Ally Warns NATO of Nuclear War If Russia Is Defeated 
in Ukraine,” Reuters, January 19, 2023. 

15） Tom O’Connor, “Russia Ambassador Says Putin Nuclear Deterrence ‘Works’: Biden Would Do 
Same,” Newsweek, December 8, 2022.

目標であるとするウォロディミル・ゼレンスキー（Volodymyr Zelenskyy）大
統領の言葉どおり、作戦範囲はウクライナに隣接するクルスク州の一部地域
に限定された局所的なものである。ロシアは北朝鮮からの派兵や新型の複数
弾頭搭載中距離弾道ミサイル・オレシニクの使用といった新たな動きを見せ
てはいるが、核使用が正当化されるという国家存亡の危機には程遠く、本稿
執筆時点までのロシアの対応において劇的な垂直エスカレーションは見られ
ない。ロシアはすでに核を除くほぼすべてのカードを切ってしまっているの
である。

（2）ロシアによる核威嚇の役割
ここで重要なのは、ウクライナ侵攻におけるロシアの戦略目標は言うまで
もなく積極的な現状変更に類するものである一方、プーチン大統領が繰り返
す核の脅しが果たす役割としては、強要よりも抑止の性質が強いということ
である。一般に、抑止（deterrence）は相手が何らかの行動を取らないよう未
然に思いとどまらせること、強要（compellence）は相手が何らかの行動を取
るよう強いることと区別される12。核強要の事例の一つとしてウクライナ戦争
を扱った大西健は、同時に抑止としての側面についても正しく指摘してい
る13。ロシアの核威嚇を強要の事例として見た場合、ロシアが求めているのは
主に西側の対ウクライナ軍事支援の停止である。しかしウクライナへの間接
支援をやめさせるために核攻撃に訴えるという強要的な脅しは、目的と手段
が釣り合っておらず信憑性に欠くと言わざるを得ない。また、ウクライナを
屈服させる目的でウクライナ国内の軍事目標に対して戦術核を使用するとい
う脅しを考慮する場合でも、核兵器を用いるべき軍事的要請があるといえる
目標が存在するのかは疑問である。いやしくもウクライナとの民族的一体性
を主張するロシアが、そのウクライナに対して核攻撃を行うのは政治的に本
末転倒でもある。実際これまでの戦争経過の中で強要としてのロシアの核威
嚇がそれほど有効でないのは、米国・NATOの視点から、ロシアが本当に核
使用に踏み切ると考えられるほどの切迫性がないからであると大西は結論付

12） Thomas C. Schelling, Arms and Influence (New Haven, CT: Yale University Press, 1966).
13） 大西健「強要と核兵器̶能動的核威嚇の成功条件の考察」一政祐行編著『核時代の新たな地平』（防

衛研究所、2024年）75–140頁。
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AP通信とシカゴ大学が運営する公共問題研究所による統計調査によれば、
2022年4月中旬の段階で、ウクライナに米軍を送り込んでロシアと戦うべき
だと回答した米国民は22%に過ぎなかった 21。約2年後の2024年2月に実施さ
れた調査においても、ウクライナ戦争において米国がより積極的な役割を果
たすべきだという回答の割合はやはり22%にとどまり、間接支援を超えて関
与をエスカレートさせることには一貫して消極的であることが読み取れる 22。
これらの世論調査では詳細な質問項目を設けていないため、直接介入に消極
的である理由が必ずしも核エスカレーションを危惧したものとはいえないが、
米国の伝統的な国際関与主義とリーダーシップについて米国内で疑問視する
世論が強まっている中で、こうした世論も米政府の対応において一定の影響
があるだろう23。
ウクライナ侵攻開始から約3年が経過した時点で、通常戦力による戦闘が

ロシアにとってどれほど首尾よく進んだかはともかく、米国・NATOによる
直接介入を踏みとどまらせる抑止力としての核は、おおむね有効に機能して
きたといえる。
もっとも、ウクライナ戦争という現在進行形の事例に関する分析は暫定的
なものにならざるを得ず、抑止の因果関係を実証するのが困難である点には
留意すべきである。特に米国は極めて早い段階で不介入の姿勢を表明してい
るため、そもそもウクライナに直接介入するほどの価値を見出していないの
ではないかという指摘は可能だろう。しかし「第三次世界大戦を回避せねば
ならない」という言説からも示唆されるように、そもそも米国がロシアとの衝
突は論外であると考える根本的要因の一つとして、ロシアの核兵器による一
般抑止（general deterrence）の影響は考慮しなければならないだろう。いずれ
にせよ、武力行使に係る国家の意思決定は本来的に複合要因的なものであって、
本稿執筆時点では西側諸国の意思決定に関する内部資料なども公開されてい
ない以上、そこでロシアの核の脅しが及ぼしている影響の度合いを正確に評

21） AP-NORC Center for Public Affairs Research, “Most Americans Oppose Sending Troops to 
Ukraine,” April 22, 2022.

22） Farnoush Amiri and Linley Sanders, “Few Americans Want US More Involved in Current Wars in 
Ukraine and Gaza, AP-NORC Poll Finds,” Associated Press, March 7, 2024.

23） Charles A. Kupchan, Isolationism: A History of America’s Efforts to Shield Itself from the World (Oxford: 
Oxford University Press, 2020).

軍機との直接交戦に発展してしまう危険性を回避する必要があるとして否定
した 16。またプーチン大統領を強く非難しつつも、「ロシアの体制変革を求める
という政策方針はない」という配慮を見せて沈静化を図る一幕もあった 17。そ
の後11月にはミサイルがポーランド領内に着弾して民間人2人が死亡する事
案が起こったが、米国とポーランドは極めて冷静な対応を見せ、爆発はウク
ライナ側が発射した防空ミサイルによるものだったという分析を発表した 18。
2024年2月には仏エマニュエル・マクロン（Emmanuel Macron）大統領の「地
上部隊派遣の可能性も排除しない」とする発言もあったが、ロシアへの牽制
を意図したに過ぎないとみられ、他のNATO諸国が即座にこの発言を否定し
たことからも明らかなように、直接介入につながるような具体的な動きはな
い 19。
またバイデン政権は莫大なウクライナ支援パッケージを提供する一方で、
主力戦車や戦闘機といった重装備品の供与には消極的な姿勢を示し、実際に
供与した比較的長射程の高機動ロケット砲システム（HIMARS）などについ
てもロシア領内への攻撃に使用することを禁じるなど、紛争のエスカレーショ
ンに関する懸念が強く作用してきた 20。その後、重装備品の供与およびその使
用法についても緩和が進められてきたものの、あくまで慎重かつ漸進的に進
められてきた点は特筆すべきであろう。単純にウクライナの戦力態勢を改善
する観点では「より早く、より多く」の装備品と物資を投入するところであろ
うが、そうではなく徐々に支援をステップアップさせてきた背景には、供与
できる装備品・物資のストックや防衛産業のキャパシティの問題だけでなく、
エスカレーション・リスクとの考量も作用しているだろう。
米国の世論においても、ウクライナ戦争への直接介入には否定的な意見が

明確な多数派を占めており、侵攻以来その構図はほとんど変化していない。

16） Brett Samuels, “Biden: Direct Conflict between NATO and Russia Would Be ‘World War III,’” Hill, 
March 11, 2022.

17） Phil Stewart, Brendan O’Brien, and Humeyra Pamuk, “Biden Says He Is Not Calling for Regime 
Change in Russia,” Reuters, March 28, 2022.

18） “Poland Blast Caused by Missile Fired by Ukrainian Forces at Incoming Russian Missile,” Reuters, 
November 16, 2022.

19） Lipika Pelham and Lou Newton, “NATO Allies Reject Emmanuel Macron Idea of Troops to 
Ukraine,” BBC, February 28, 2024.

20） Hal Brands, “Why Won’t Biden Let Ukraine Hit Russia Back with US Weapons?,” Bloomberg, May 
17, 2024.
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に対する不当な侵略を行うための盾とみなしている」と指摘する 25。
しかしながら、安定・不安定のパラドックスは核保有国による現状変更行
動をシンプルに説明する概念としてしばしば安易に援用される一方、核の盾
を利用した現状変更行動が「いかなる条件下」で比較的行いやすくなるのか
という決定的な問題が見過ごされがちである。そこで本章ではパラドックス
の基本的な論点を整理してから、核の盾の有効性を左右する変数について議
論していく。

（1）安定・不安定のパラドックス
安定・不安定のパラドックスとは、戦略レベルの核抑止が安定することで

それ未満のレベルの武力紛争が生じやすくなるという理論的仮説である。そ
の原型を提示したグレン・スナイダー（Glenn Snyder）は戦略核レベルの「恐
怖の均衡」と、主に通常戦力による戦域レベルの「力の均衡」の相互作用を
検討し、前者が安定するほど後者における抑制が働きづらくなると示唆し
た 26。「両者とも完全な第一撃能力を持っておらず、両者ともそれが分かってい
る場合、戦略的均衡が不安定である場合に比べて、通常戦争や限定核使用に
踏み切ることへの抑制を受けにくくなる」というのである 27。相互に非脆弱な
第二撃能力が存在する場合、核へのエスカレーションは自殺行為に等しいため、
通常戦力による現状変更に対して核による報復は信頼性を持たない。結果と
して核兵器は相互抑止によって相殺され、優勢な通常戦力によって現状変更
を企図することが再び可能となる 28。
この逆説は、特にコミットメントの信頼性が疑問視されやすい拡大抑止の
文脈において深刻となる。元来、この概念の基本形が発展した背景には、冷
戦下の欧州において優勢な通常戦力を誇ったソ連に対する拡大抑止態勢、お
よびその他の地域で発生した代理戦争に関する懸念があった。「ベルリンのた
めにロサンゼルスを犠牲にする覚悟があるか」というように、核保有国が第

25） U.S. Department of Defense, “2022 Nuclear Posture Review,” October 2022.
26） Glenn Snyder, “The Balance of Power and the Balance of Terror,” in The Balance of Power, ed. Paul 

Seabury (San Fransisco, CA: Chandler, 1965).
27） Ibid., 198–199.
28） Christopher J. Watterson, “Competing Interpretations of the Stability-Instability Paradox: The Case 

of the Kargil War,” The Nonproliferation Review 24, nos. 1-2 (January 2, 2017): 83–99.

価する段階にはない。よって本章の提示するウクライナ戦争に関する分析は
あくまで状況証拠的なものであることを付記しておく。次節では、理論的な
土台として安定・不安定のパラドックスに関する論点を整理し、この核の盾
の有効性を左右する変数について議論する。

2. 安定・不安定のパラドックスと核の盾の有効性
本章で検討するウクライナ戦争および台湾有事については後述するように

決定的な違いが存在する一方、重要な共通項もある。まず大まかな構図とし
て共通するのは、核保有国（ロシア・中国）が自らの周縁部に位置する小国・
地域（ウクライナ・台湾）を標的として通常戦力を用いた現状変更を企図し、
それに対して現状維持を志向する米国および地域諸国がいかに関与するかと
いう問題設定である。特に重要なのは、米国が当事者の現状維持に一定の利
害を有するものの、正式な同盟関係や拡大核抑止のコミットメントを有して
おらず、侵攻を受けた際に米軍が半自動的に巻き込まれるような形での前方
展開（いわゆるトリップワイヤー）もないため、関与の在り方について時の
政治指導者の裁量に委ねられる部分が大きいという点である。つまり米国の
介入についての不確実性が高く、現状変更を志向する側も綿密なリスク計算
を要する。
現状変更国にとって、このリスクを管理するうえで決定的に重要なアセッ

トとなり得るのが核である。前節で見たように、ロシアが巨大な核戦力を背
景として戦略レベルでの抑止を担保しながら通常戦力によって局所的な現状
変更を追求する戦略は、古典的な安定・不安定のパラドックスが表出したも
のと見ることができる。安定・不安定のパラドックスを援用したウクライナ戦
争の考察はすでに多く見られ、特段新しいものではない 24。米国の2022年版「核
態勢見直し」（NPR）も、「ロシアの指導者らはこれらの［核］兵器を周辺国

24） Andrew Kydd, “Will NATO Fight Russia over Ukraine? The Stability-Instability Paradox Says 
No,” Political Violence at a Glance (blog), March 24, 2022; Jeffrey Lewis and Aaron Stein, “Who 
Is Deterring Whom? The Place of Nuclear Weapons in Modern War,” War on the Rocks, June 16, 
2022; David A. Cooper, “Has the Forgotten ‘Stability-Instability Paradox’ Belatedly Reared Its Ugly 
Head in Ukraine?,” Orbis 67, no. 1 (January 1, 2023): 103–113; Francis J. Gavin, “Nuclear Lessons 
and Dilemmas from the War in Ukraine,” in War in Ukraine: Conflict, Strategy, and the Return of a 
Fractured World, ed. Hal Brands (Baltimore, MD: Johns Hopkins University Press, 2024), 173–186.
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高烈度通常戦争の可能性を低減する一方で、比較的低烈度の紛争の可能性を
高める効果がある 33。ウクライナ戦争は、冷戦期以来「長い平和」を享受して
きた欧州では第二次世界大戦以来で最大の武力紛争ではあるものの、核保有
国の存亡が脅かされて核エスカレーションに至るほどの事態には発展してい
ない。米国とロシアが直接衝突を回避することに共通の利益を見出す一方で、
局所化された代理戦争が行われている構図は、それぞれのシナリオにおいて
ロシアによる核使用リスクの大きさ（すなわち核威嚇の信憑性）に大きな差
があるために、まさにエスカレーション・ラダーの低層部における不安定性
が表出したものと見ることができる。
なお、この文脈で安定・不安定のパラドックスが前提とする戦略核抑止の
安定性とは、必ずしも核威嚇が行われないことを意味するわけではない。抑
止の安定性を第一撃の誘因が存在しないこととして理解する立場からは、相
互に非脆弱な第二撃能力が存在する限り、声明や演習などの形で核威嚇が行
われようが行われまいが、安定性を支える根本的な誘因構造に変化は生じない。
そうした表層的な威嚇は、戦力の即応態勢に関するアピールないしはリマイ
ンドに過ぎず、安定的な核抑止の営みの一環という方が正しい。
さらに積極的な核威嚇の意義として重要なのは、外部勢力の介入による大
規模通常戦争が容易に核戦争へとエスカレートし得るというエスカレーション・
ラダー高層部における連続性を相手（米国）に認識させることである。特に
ロシアのように通常戦力の限界が見えている立場では、通常戦力レベルであっ
ても外部勢力の大規模介入を招いた時点で戦略的な失敗となる。それを抑止
するには、大規模通常戦争のレベルと、安定的な抑止が機能する核のレベル
とを連結させることが鍵となるのである。ロシアが繰り返す核戦力の演習は、
米国・NATOの直接介入によって大規模通常戦争に至った場合には核エスカ
レーションが待っているという不安定性を演出することで、核レベルの抑止
の安定性を大規模通常戦争レベルに敷衍させる試みといえる。そして、この「連
結」のために重要な役割を果たすのが、スナイダーが核と通常戦力の間の「架
け橋」と呼んだ戦術核である 34。核の盾の有効性を左右するうえでの戦術核の

33） Robert Powell, “Nuclear Brinkmanship, Limited War, and Military Power,” International Organization 
69, no. 3 (2015): 589–626.

34） Glenn Snyder, “The Balance of Power and the Balance of Terror.”

三国を守るために自ら核報復攻撃を受けるような自滅のリスクを取ることはな
いと現状変更国が認識してしまえば、拡大抑止の破綻リスクが高まるからで
ある。世論レベルでは、同盟国が先制核攻撃を受けた場合でさえ米国が核報
復を行うことに消極的であるという実証的な研究結果も報告されている 29。冷
戦が終わり、核兵器が拡散して「第二の核時代」に入ると、ともに核保有国
となったインド・パキスタン間の武力紛争といった新たな事例を通じて応用
的な再検討も進んだ。秋山と高橋は、米国の拡大抑止コミットメントを享受
する欧州や東アジアの安全保障環境を分析するうえで、今日においても安定・
不安定のパラドックスが重要な概念であり続けていると指摘する 30。
その中でまず重要なポイントは、安定・不安定のパラドックスの基本形に
おける「戦略核レベルでの安定」と「核未満のレベルでの不安定」という2

つの階層に分けただけの分析では不十分であるということである 31。スナイダー
も2つの階層の「架け橋」として戦術核を位置付けてはいたものの、その後の
インド・パキスタン紛争などの事例から、通常戦争の容態を細分化する必要
性が強く認識されるようになった。というのも「核未満のレベル」には、国
家の命運に直結するほどの大規模な通常戦争から、国境紛争や非国家主体を
介した攻撃など比較的低烈度の紛争まで多様なバリエーションが存在し、当
然ながら核エスカレーションに至るリスクの大きさも異なってくるからである。
例えばパキスタンは戦術核を用いてリスク操作を行い、通常戦力で優位に立
つインドが大規模な反撃を行うことを躊躇させつつ、低烈度の手段による現
状変更を模索してきたとされる 32。
ロバート・パウエル（Robert Powell）によれば、不安定性（投入する通常
戦力の規模と核エスカレーションのリスクの間のトレードオフが先鋭化して
いる状態）は、核未満のあらゆるレベルの紛争を一律に抑制するわけではなく、

29） David M. Allison, Stephen Herzog, and Jiyoung Ko, “Under the Umbrella: Nuclear Crises, Extended 
Deterrence, and Public Opinion,” Journal of Conflict Resolution 66, no. 10 (November 1, 2022): 
1766–1796.

30） 秋山、高橋『「核の忘却」の終わり』。
31） 栗田真広「戦略的安定の理論的再検討̶核未満のレベルとの相互作用を中心に」一政編著『核時代

の新たな地平』19–59頁。
32） S. Paul Kapur, Dangerous Deterrent: Nuclear Weapons Proliferation and Conflict in South Asia (Stanford, 

CA: Stanford University Press, 2007). See also S. Paul Kapur, “India and Pakistan’s Unstable Peace: 
Why Nuclear South Asia Is Not Like Cold War Europe,” International Security 30, no. 2 (2005): 127–
152.
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クスによって引き起こされているわけではないという類の指摘は、表面的に
は正しいが、的を射ていない。安定・不安定のパラドックスが意味するのは、
核報復能力の存在にもかかわらず通常戦力による現状変更の機会が生じ得る
ということに過ぎず、そもそも国家が武力行使を通じて追求しようとする利
益を定義するものではないからである。
本章の目的は現代の紛争における核兵器の影響を明らかにすることであり、

ウクライナ戦争の原因究明や台湾有事の発生確率の予測そのものではない。
武力行使に係る国家の意思決定を突き動かす積極的な利益や動機を理解する
ことなくして、核の盾によって生じる機会の有無だけでは個別事例の説明と
して不完全なものとならざるを得ないからである。その意味で、本章が提示
する安定・不安定のパラドックスおよび核の盾の有効性に関する分析は、戦
争原因論として重要な一部分を成すものではあるが包括的なものではないこ
とには留意されたい。

（2）核の盾の有効性
上述のように安定・不安定のパラドックスが作用し、外部勢力による介入

リスクを排除しつつ現状変更を追求するための核の盾が有効であるとするな
らば、その有効性を担保する条件とはいかなるものであろうか。
一般に抑止を成立させるには、①脅しを実行に移す能力、②それに伴う政

治的決意、そして③能力と決意を信頼性のある形で相手に伝達することが要
件として求められる。能力、決意、伝達という要素をさらに細分化すれば、
実に多様な変数が抑止の成否を左右し得る。しかし特に核抑止の文脈におい
ては、しばしば決意の多寡が重視される。核兵器の巨大な破壊力と迅速な運
搬手段についてはほぼ疑問の余地がないため、実際に核使用に踏み切るか否か、
あるいはそこに至るラダーの中でどれだけのリスクを許容できるかという決意
を示すことの方が、より大きな課題となってきたからである 37。古典的なチキン・
ゲームでは、わずかな能力の差よりも、自分のリスク許容度の高さを示すこ
とが交渉上有利に作用する。例えば冷戦期に米国が戦術核を前方配備したのは、

37） Robert Jervis, “Why Nuclear Superiority Doesn’t Matter,” Political Science Quarterly 94, no. 4 (1979): 
617–633; Robert Jervis, The Meaning of the Nuclear Revolution: Statecraft and the Prospect of Armageddon 
(Ithaca, NY: Cornell University Press, 1989).

役割については次節で詳述する。
もっとも、安定・不安定のパラドックスが作用しているというとき、武力紛
争発生に至る因果関係の中での役割を誇張すべきではない。かつてスナイダー
が武力行使に課される抑制（inhibition）について論じたのと同様に、安定・
不安定のパラドックスの役割として本章で論じているのは、安定的な戦略レ
ベルの抑止によって核兵器の持つ紛争抑制効果が減退し、より下位の武力行
使の敷居が低くなるという消極的な効果である。言い換えれば、それは武力
行使の潜在的な「機会」を提供する要因に過ぎない。それに対して、なぜロ
シアがウクライナ侵攻に利益を見出したのかといった積極的な「動機」につ
いては、他の要因に求める必要がある。
例えば渡邊は2014年のクリミア半島危機を事例としているが、「ウクライナ

危機は、ロシアが、自己の勢力圏内にあると考えているウクライナをEUに接
近させまいという姿勢を示した紛争であり、紛争要因は、パラドックスの作
用で引き起こされたものではない」と主張する 35。ウクライナの欧州接近を阻
止することがロシアの動機であったという指摘は妥当だが、それをもって安定・
不安定のパラドックスが作用していないとする結論は、パラドックスの効果
についての根本的な誤解から生じている。興味深いことに、渡邊はカルギル
紛争については「パキスタン側が『通常の戦争を開始することへの抑制が弱
くなっていた』状態」だったことを根拠として安定・不安定のパラドックス
の作用を認めており、因果関係の妥当性についての基準が一貫しておらず矛
盾している 36。カルギル紛争でのように核兵器が及ぼす紛争抑制効果が弱まる
ことをもって安定・不安定のパラドックスを理解するのであれば、ウクライナ
戦争についても妥当すると考えるのが適切であろう。
また、安定・不安定のパラドックスが示唆する「戦略核抑止が安定である
場合」における通常戦力以下のレベルの不安定化現象は、「戦略核抑止が不安
定である場合」と比較しての話であって、「核兵器が存在しない場合」との比
較ではない。したがって、例えばインド・パキスタン間で核兵器が存在する
以前から紛争が生じていたことを根拠として、紛争が安定・不安定のパラドッ

35） 渡邊昌幸「冷戦期戦略理論適用の可能性̶安定－不安定のパラドックスとエスカレーション・ドミナンス」
『海幹校戦略研究』第 12巻第 2号（2022年 11月）5–24頁、20頁。

36） 同上、13頁。
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①核戦力バランス
第一に、核保有国間の核戦力バランスである。現状変更国の立場から、米

国の直接介入に対しては核使用も辞さないという脅しの信憑性を高めるには、
核の敷居をまたいだ先のエスカレーション・ラダーにおいて米国に劣らない
戦力を保持することが理論上は有効である。これには全面核戦争という自殺
行為に等しい結果となることが明白な戦略核だけでなく、自らの決意を伝達
するシグナリングの道具として潜在的に「使える」戦域・戦術レベルの核戦
力が含まれる 39。安定・不安定のパラドックスが2020年代初頭のこのタイミン
グで表出した背景には、冷戦期との決定的な違いとして非戦略核の不均衡が
存在するとも指摘される 40。
戦略核は相手の戦略核に対する抑止力を期待できるが、米国の通常戦力に

よる介入に対して直ちに戦略核で反撃するという脅しは、巨大かつ非脆弱な
戦略核戦力を保有する米国に対して自殺行為となるため高い信頼性を持たない。
新START条約による制度化もあり米露間でパリティを維持している戦略核は
相互に抑止されるのである。前述のとおり、この安定的な抑止を大規模通常
戦争のレベルへ敷衍することが核の盾の根幹である。
ここで、スナイダーが通常戦力と核との間の「架け橋」と表現した戦術核
が鍵となる役割を担う。戦術核は直ちに全面核戦争とならないよう段階を踏
む限定的な選択肢として重要であり、核の敷居をまたぐ一歩目の脅しとして
は比較的高い信頼性を持つため、大規模な通常戦力の行使に対する抑止力と
して機能する 41。無論、戦術核であったとしても、ひとたび核の敷居をまたい
でしまえばエスカレーション制御が破綻して全面核戦争という自滅の結末と
なるリスクを無視できるわけではない。しかし逆にそうであるからこそ、戦術
核は前方展開と権限委譲などの仕組みによって予測不可能な事態を誘発し得
る「運任せの脅し（a threat that leaves something to chance）」として、より強

39） 戦略核によって相手国の生存を脅かすことができる規模の能力を保持している場合に核保有国がより大
胆な行動を取る傾向にあるという意味で安定・不安定のパラドックスを裏付ける定量研究の報告もある。
Bryan R. Early and Victor Asal, “Nuclear Weapons, Existential Threats, and the Stability-Instability 
Paradox,” The Nonproliferation Review 25, nos. 3-4 (May 4, 2018): 223–247.

40） Cooper, “Has the Forgotten ‘Stability-Instability Paradox’ Belatedly Reared Its Ugly Head in 
Ukraine?”

41） Robert Powell, Nuclear Deterrence Theory: The Search for Credibility (Cambridge: Cambridge 
University Press, 1990).

単に能力面の問題として通常戦力を補完するという以上に、侵攻を受ければ
実際に核を使うというコミットメントの信頼性を向上させる措置として重要で
あった 38。
しかしながら、ウクライナ戦争から得られる示唆を台湾有事に敷衍すると
いう本章の試みにおいて、主に係争利害の大きさとリスク許容度によって決
まる政治的決意の問題は直接比較に適さない。ロシアにとってのウクライナ
の価値と、中国にとっての台湾の価値は単純に比較できるものではなく、さ
らにそれぞれ米国がウクライナや台湾に見出す価値との対比となると一層複
雑となるからである。また、長らく比較的低烈度のハイブリッド戦を展開し
てきたロシアが突如として大規模侵攻に踏み切ったように、武力行使に係る
政治的意思は短期に変化することがあり得る。軍事力整備に比較的長いリー
ドタイムを要する能力ベースの分析の方が、将来時点での有事を視野に入れ
た考察にはより適切である。
よって本章では、特にウクライナ戦争と台湾有事の対比において、主に能
力に関わる重要な変数として次の三つに着目する。すなわち、①核戦力バラ
ンス、②通常戦力バランス、③間接支援の持続可能性である。核保有国によ
る現状変更に対して介入を検討する外部勢力の立場からはエスカレーション・
ラダーのあらゆるレベルでの対応が考えられるため、これらの変数によって
核戦争、大規模通常戦争、局所的代理戦争という三つのレベルをカバーする。
ただし、政治的決意も核兵器の作用の根幹に関わる事項であるため考察の中
で必要に応じて議論しつつ、第3節末尾で台湾有事をめぐる政治的決意の問
題について言及することとしたい。極端にいえば、仮に米国がウクライナや
台湾に直接介入を検討するほどの利害を全く見出していないのであれば、こ
れは抑止の問題ですらないことになる。仮にロシアが核兵器を保有していな
ければ米国はウクライナへの直接介入をより真剣に検討しただろうか、とい
う反実仮想は検証不可能であるが、しかし逆に欧州や東アジアなどの戦略的
に重要な地域で米国による軍事介入が全くあり得ないとするのも早計であろう。

38） Lawrence Freedman, The Evolution of Nuclear Strategy (London: Macmillan, 1981); Lawrence 
Freedman, “The First Two Generations of Nuclear Strategists,” Makers of Modern Strategy from 
Machiavelli to the Nuclear Age (Princeton, NJ: Princeton University Press, 1986); Francis J. Gavin, 
Nuclear Statecraft: History and Strategy in America’s Atomic Age (Ithaca, NY: Cornell University Press, 
2012).
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②通常戦力バランス
第二に、核の盾による介入抑止が成立するか否かは、通常戦力バランスと

も密接に関連している。これによって外部勢力による介入の意義が大きく変わっ
てくるからである。
まず重要なのは局所紛争当事者間の通常戦力バランスである。特に、現状
変更を企図する大国が短期戦によって既成事実化を行うことができるほどの
圧倒的な戦力差を有しているか否かが重要となる。介入を検討する外部勢力
の視点では、侵攻後の状況把握および介入に関する決断・準備・実行に要す
る時間的猶予が与えられないまま当該国が一気に制圧された場合、敵が占領
地域に構築する防衛線を突破してそれを巻き戻すための攻撃作戦のリスクと
コストは跳ね上がる。この場合、介入の敷居は比較的高くなると言わざるを
得ないだろう。逆に、当事者間の通常戦力バランスがそれほど大きく乖離し
ておらず、侵攻を受けた側が単独で抵抗可能であるならば、外部勢力の直接
介入の誘因は高くならない。
つまり外部勢力による介入の蓋然性が最も高くなるのは、これら両極端の

シナリオの間にある中間域なのである。すなわち一気に既成事実化を行われ
るほどの状況ではないものの、現状変更を阻止するためには直接介入が必要
であるような通常戦力バランスとなっていることである。なおかつ、直接介
入に係るコストとリスクが許容できる範囲内で戦況に有意な変化をもたらす
ことが期待できなければならない。
ウクライナ戦争では、キーウ攻略により短期戦を期したロシアの初期攻勢
は失敗に終わり、ウクライナ東部の前線も次第に膠着状態となったことから、
西側は一貫して直接介入に否定的な姿勢である。ウクライナをロシアに対す
る地政学的な緩衝地帯とする観点では、侵攻前の原状を回復するという意味
でウクライナがロシアに対して勝利を収めることができなくとも、決定的な敗
北さえしなければ西側の最低限の目標は達せられる。つまりウクライナの軍
事的抵抗が崩壊しない限り、間接支援を続けるだけでウクライナへの安全保
障上の「バックパス（buck-passing）」が可能なのである 48。クリミア半島やウ

48） バックパスの概念については、Stephen M. Walt, The Origins of Alliances (Ithaca, NY: Cornell University 
Press, 1987); John J. Mearsheimer, The Tragedy of Great Power Politics, updated ed. (New York, NY: W. 
W. Norton, 2014)を参照。

力なシグナルとして機能する場合もある 42。これら2つの点から、局所紛争に
おいて通常戦力による介入を抑止する意味では、限定的な核使用オプション
を有している方が比較的高い信頼性を発揮するのである。
ロシアは、核の三本柱に代表される戦略レベルの核戦力のほか、非戦略レ
ベルに類する多様な射程と出力の核兵器を保有している。2022年版NPRにお
いて評価されているように、ロシアは「戦略・非戦略の核戦力を配備し、［米
国本土への］大規模な攻撃から［欧州・大西洋地域における］地域的な軍事
作戦における限定的な攻撃まで、幅広い核使用が可能である」という点にお
いて特異な存在である 43。ロシアは核・通常両用（dual capable）プラットフォー
ムに搭載可能な核弾頭を1,000～2,000発程度保有していると推定されており、
実際にこれらを「米国・NATOの通常戦力における優位を相殺するもの」と
位置付けている 44。ロシアの戦術核を運用可能なプラットフォームは、陸軍の
イスカンデル短距離弾道ミサイル（SRBM）や9M729巡航ミサイル（GLCM）、
空軍のSu-34戦闘爆撃機やSu-57戦闘機、そして海軍の対地攻撃巡航ミサイル
（SLCM）、対潜水艦ミサイル、爆雷、魚雷など非常に多様なポートフォリオ
を誇る 45。また、これらのうちイスカンデルなどの前方配備によりベラルーシ
への核共有も実施されている 46。
これに対して、米国が欧州方面にかつて展開していた戦術核戦力を大幅に
縮小してB61爆弾を残すのみとなっている状況と比較すれば、エスカレーショ
ン・ラダーのうち限られた範囲ではあるものの、むしろロシアの方が優位に
あるという見方も可能なのである 47。ロシアが核エスカレーションに至った先
の段階で米国に劣らないどころか部分的には優勢な戦力を有していることは、
確実にロシアの核威嚇の重みを増しているといえよう。

42） Thomas C. Schelling, The Strategy of Conflict (Cambridge, MA: Harvard University Press, 1960).
43） U.S. Department of Defense, “2022 Nuclear Posture Review,” 11.
44） U.S. Department of State, “Report to the Senate on the Status of Tactical (Nonstrategic) Nuclear 

Weapons Negotiations Pursuant to Subparagraph (a)(12)(B) of the Senate Resolution of Advice and 
Consent to Ratification of the New START Treaty,” April, 2023; Congressional Research Service, 
“Russia’s Nuclear Weapons” (August 6, 2024).

45） Stockholm International Peace Research Institute (SIPRI), SIPRI Yearbook 2024, Armaments, 
Disarmament and International Security (Oxford: Oxford University Press, 2024).

46） Ibid.
47） Matthew Kroenig, “The Renewed Russian Nuclear Threat and NATO Nuclear Deterrence Posture,” 

(Washington, DC: Atlantic Council, 2016).
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させられる代替政策オプションとして間接支援が成立し得るか否かである。
西側諸国のウクライナ支援は軍事プラットフォームのみならず、大量の弾
薬などの物資を継続的に供給しており、物量戦で不利な立場に置かれるウク
ライナを支えるうえで不可欠な役割を果たしている。HIMARSに加え、戦況
に応じて歩兵戦闘車（米国製M2ブラッドレー）、主力戦車（ドイツ製レオパ
ルト1・2、米国製M1エイブラムス、英国製チャレンジャー2）、戦闘機（F-16）
などの重装備品も続々と供与され、ウクライナ軍の作戦能力を向上させている。
日本も、ウクライナへの提供で在庫が目減りしたPAC-3ミサイルを米国に逆
輸出するなどして間接的に貢献している 50。
ウクライナは北部から東部にかけて多方面からの同時侵攻を受けた点から
明らかなように、ロシアおよびベラルーシとの間に長大な国境を有する点で
は脆弱であったものの、同時に西側諸国が陸路で継続的な支援を行うことが
可能な条件が揃っていた。上述の物資や装備品はポーランド南東部のジェシュ
フ＝ヤションカ空港などを集積拠点とし、主に陸路で比較的安定した補給線
が確保されている 51。ロシアがこの供給を阻害するには、NATO領内の集積拠
点にミサイル攻撃を加えるか、ウクライナ空域の奥深くまで侵入して阻止空
爆（interdiction）を行うことが必要である。しかし前者についてはロシア側
も紛争の局所化を望むため論外であり、後者についてもロシアはウクライナ
空域の航空優勢を獲得できていないため実現性は乏しいままとなっている。
ロシアはステルス性の高い第5世代マルチロール戦闘機も運用しているが、ウ
クライナの防空圏内で大規模な航空作戦を行うことはできていない。
これらの間接支援は米国および欧州諸国にとって相応の負担となってはい
るが、直接介入において想定される膨大な財政および人的コストと比較すれ
ば微々たるものであろう。この間接支援によってウクライナが長期にわたって
抵抗を続けることが可能となり、ロシアによる現状変更を食いとどめることに
成功したとすれば、その分だけ直接介入に踏み切る誘因は小さくなったといえる。
ここまでの議論を整理すると、ウクライナ戦争においてロシアが核威嚇によっ

50） 大井真理子「日本、アメリカにパトリオット・ミサイル輸出へ　『防衛装備移転三原則』を改定」BBC、
2023年 12月 23日。

51） Sharon Weinberger, “In Poland’s ‘J-Town,’ Soldiers Move Arms to Ukraine as Russian Spies Try to Stop 
Them,” Wall Street Journal, September 30, 2023.

クライナ東部はすでにロシアに占領されて実質的な現状変更が行われているが、
現実的にこれを巻き戻すには直接介入が必要であろうし、多大な費用と犠牲
を要することが想定される。
しかし、外部勢力が介入した場合の通常戦力バランスの影響は逆説的である。
ロシアに対するNATOのように外部勢力が圧倒的に優勢な通常戦力を有して
いる場合、現状変更勢力の軍を侵攻地域から放逐するのみならず、反攻作戦
の勢いのままに本国を脅かしてしまう可能性が高まるからである。特に、陸
続きの国境において有力な停戦ラインとなり得るような天然の障害物もない
地理的環境では、この懸念が強くなる。例えば朝鮮戦争では、介入した米軍（国
連軍）が北朝鮮軍の侵攻を急速に巻き戻して北上し、鴨緑江に迫ったが、そ
れを脅威とみなした中国の介入を誘発してしまった 49。ウクライナにおいて仮
に侵攻前の原状回復を意図したものであっても、大規模な介入によって意図
せざる水準の脅威を与えてしまうリスクはある。それはすなわち窮地に陥っ
た現状変更勢力が一方的な敗北を避けるために核使用に訴えるという脅しの
信憑性が高まるということである。介入する外部勢力の通常戦力が明確に優
位であるからこそ、相手による核エスカレーションのリスクが許容できない
水準に高まるという判断に至るのである。
つまりウクライナ戦争においては、間接支援を受けたウクライナがロシア

に対して長期の抵抗が可能であったと同時に、NATOが直接介入すれば一挙
に劣勢となるロシアが劇的なエスカレーションに踏み切るという脅しについて
慎重に考慮する必要がある。結果として、ロシアによる核エスカレーション
のリスクを引き受けてまで直接介入に踏み切る誘因は大きくならなかった。

③間接支援の持続可能性
第三に、通常戦力バランスとも関連して重要となるのが紛争当事者への間
接支援の持続可能性である。つまり直接介入に至ることなく現状変更を頓挫

49） 朝鮮戦争における中国の参戦理由としては、独立した北朝鮮が存在しなくなり米軍が中国国境に接する
ことにともなう安全保障上の懸念に加えてさらに 2点指摘される。一つは、米海軍が台湾海峡を封鎖し
たため「台湾解放」を棚上げせざるを得なくなり、兵力の余剰が生じたことである。もう一つは、38度線
を越えないよう米国に再三警告を発していた手前、その警告を歯牙にもかけなかった米軍に対して実力を
以て介入しなければ中国の「威信」に関わるということである。牛軍（真水康樹訳）『冷戦期中国外交の
政策決定』（千倉書房、2007年）62–68頁。
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台湾有事において最悪のケースとしてしばしば議論されるのは、米軍によ
る介入が不可避であると中国が認識した場合に、米国の海空戦力や在日米軍
基地などへの先制攻撃によって紛争が始まるシナリオであり、この場合は日
米などが否応なく巻き込まれることになる。しかし本章では、あくまで中国
が核の盾を利用して外部勢力の介入を抑止しつつ、作戦範囲を台湾に限定し
て紛争の局所化を志向するシナリオを念頭に置く。近年、特に中国の核戦力
増勢にともなってこの懸念が表面化しているからである。
以下、本節の第1～3項では、①核戦力バランス、②通常戦力バランス、③

間接支援の持続可能性の三つの変数を軸として、中国の核の盾の有効性につ
いて検討する。最後の第4項では、台湾有事をめぐる政治的決意の問題につ
いても簡単に議論する。

（1）米中間の核戦力バランス
第一に、米中間の核戦力バランスは米露間のそれとは大きく異なる。毛沢
東が核兵器を「張り子の虎」と評して以来、中国は伝統的に米ソなどに比べ
て核兵器にあまり大きな役割を与えてこなかったし 54、ウクライナ戦争におい
ても習近平国家主席はプーチン大統領に核使用を控えるよう働きかけたとい
われる 55。その中国の抑制的な核政策を象徴するのが、いかなる場合において
も先に核兵器を使用することはないというNFUである。また、中国は1964

年に核実験に成功してから数十年間、精々数十発程度の単弾頭大陸間弾道ミ
サイル（ICBM）を保有するに過ぎず、実際の核戦力態勢も最小限抑止的な
ものにとどまっていた 56。中国の保有する核兵器は中央軍事委員会の管理下に
あり、伝統的に、核弾頭と運搬手段は隔離して保管され、軍指揮官への権限

54） 無論、毛沢東の「張り子の虎」発言は拡大解釈すべきものではない。毛沢東自身も核抑止力の重要性を
理解し、実際に中国の核開発計画を積極的に推進した。ただし同時期に核戦争の遂行まで見据えた軍
事戦略を議論していた米ソに比べると、やはり中国が核兵器に見出す役割は限定的というのが妥当であ
ろう。山口信治『毛沢東の強国化戦略 1949–1976』（慶応義塾大学出版会、2021年）；John W. Lewis 
and Xue Litai, “Making China’s Nuclear War Plan,” Bulletin of the Atomic Scientists 68, no. 5 (March 1, 
2012): 45–65.

55） “China’s Xi Warns Putin Not to Use Nuclear Arms in Ukraine,” Politico, November 4, 2022.
56） Fiona S. Cunningham and M. Taylor Fravel, “Assuring Assured Retaliation: China’s Nuclear Posture 

and U.S.-China Strategic Stability,” International Security 40, no. 2 (2015): 7–50; M. Taylor Fravel, 
Active Defense: China’s Military Strategy since 1949 (Princeton, NJ: Princeton University Press, 2019).

て西側の直接介入を抑止することに成功した背景には、ロシアの強大な核戦
力自体が及ぼす抑止効果だけでなく、ウクライナによる単独対処を可能とし
た通常戦力バランスと間接支援の持続可能性によって介入の誘因が比較的低
く保たれたことが影響している。やや逆説的ではあるが、ロシアの通常戦力
の有効性が事前に想定されていたほど高くなかったがゆえに、紛争の局所化
に有利に働いたと言うこともできる。ウクライナを係争利害とする政治的決
意の問題をいったん脇に置いた議論ではあるが、より根本的には、これはロ
シアがかつてのソ連とは異なり欧州において地域覇権を追求できるほどの軍
事力を持たないことに起因している。国家間のバランシングの強度は脅威の
大きさに依存するものであり、ロシアは西側に直接衝突を忌避させるに十分
な巨大な核戦力を有する一方、通常戦力レベルではむしろ西側が直接介入す
るまでもない程度の脅威であるという事実によって、局所的な戦争を行いや
すくなっているのである。

3. 台湾有事における核の影
それでは米中競争が深化する中で潜在的に最も危険なシナリオと目される
台湾についてはどうか。中国の視点から見るウクライナ戦争の教訓は多義的
である。一方では、ロシアの侵攻が長期化して泥沼の消耗戦の様相を呈する
に至ったことで、台湾有事も多大なコストを要することが想定されるため中
国は慎重姿勢を継続するという見方は可能である52。コスト賦課という意味では、
西側諸国が結束して強力な経済制裁を行ったことも重要な要因となるだろう。
他方、核を盾として外部勢力の介入を抑止するロシアの戦略について、少な
くとも中国の一部の専門家は肯定的な教訓を見出しているという指摘もあ
る 53。中国が台湾の武力統一に踏み切った場合、通常戦力で台湾への攻勢作戦
を行うと同時に、米国など外部勢力の介入を抑止するため核威嚇を行うこと
は可能性として十分に考えられる。

52） M. Taylor Fravel, “China’s Potential Lessons from Ukraine for Conflict over Taiwan,” The Washington 
Quarterly 46, no. 3 (July 3, 2023): 7–25.

53） Minnie Chan, “PLA Adopts Nuclear Deterrence to Stop Foreign Intervention on Taiwan: Analysts,” 
South China Morning Post, August 21, 2022; David Sacks, “What Is China Learning from Russia’s 
War in Ukraine?,” Foreign Affairs, May 16, 2022.
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2024年12月に公表された米国防省の年次報告書によれば、中国が保有する核
弾頭は1年前から100発増えて600発となった。さらに2030年までに1,000発
以上にまで増え、その大半が実戦配備状態に置かれるものと推定されてい
る 60。将来予測の数値については懐疑的な見解もあるものの、大規模な増勢が
進行中である点は間違いないだろう61。また、中国が大量に配備する中距離弾
道ミサイルの多くは核・通常両用であるとみられており、増産した核弾頭の
小型化・低出力化にも成功していれば、これらのミサイルに搭載して戦術核
としての運用が理論上は可能である。
また核戦力増勢にともなって中国の核ドクトリンについても疑問が投げか

けられている。例えば中国が標榜するNFUは、仮に破っても実際上のコスト
が生じない宣言政策であるため、合理主義的にはいわゆるチープトークに過
ぎないと指摘される 62。NFUを標榜する国が前触れなく核兵器の先行使用に踏
み切った場合、ある種の評判コストが生じることは考えられる。しかしシグ
ナルとしての信頼性を担保するには、結局のところ実存的な戦力態勢がそれ
に合致しているか否かが重要である。中国が長年維持していた比較的少数の
ICBMによる最小限抑止態勢ならば、たしかに意味のある第一撃を行う能力
は乏しく、あくまで敵の第一撃に耐えてから残存戦力で第二撃を行うという
ドクトリンは信頼できるものであった。しかし中国は近年、比較的少数では
あるが固体燃料ミサイルに核弾頭を搭載した状態でサイロに格納することで
潜在的な警報即発射（LOW）態勢を構築しつつあるとも懸念され、さらに上
述のような限定核使用オプションを獲得すれば、その背後にある運用の考え
方についても変化が起こっているのではないかという懸念が生じるのは自然
であろう63。
例えばケイトリン・タルメッジ（Caitlin Talmadge）は、米中間で大規模な

60） U.S. Department of Defense, Military and Security Developments Involving the People’s Republic of 
China 2023 (October 2023).

61） ストックホルム国際平和研究所（SIPRI）は、この予測が「中国の将来的な戦力態勢とプルトニウム生
産に関する幾つかの仮定によるため、どれほど正しいかは定かでない」とする。SIPRI, SIPRI Yearbook 
2024, 315.

62） Caitlin Talmadge, Lisa Michelini, and Vipin Narang, “When Actions Speak Louder Than Words: 
Adversary Perceptions of Nuclear No-First-Use Pledges,” International Security 48, no. 4 (April 1, 
2024): 7–46.

63） Henrik Stålhane Hiim, M. Taylor Fravel, and Magnus Langset Trøan, “The Dynamics of an 
Entangled Security Dilemma: China’s Changing Nuclear Posture,” International Security 47, no. 4 
(January 4, 2023): 147–187.

委譲についても極めて消極的であると考えられている 57。
中国の核戦力態勢において重視されているのは第一撃を受けた後の第二撃
能力としての残存性であり、近年の中国の核戦力に係る動向についても、そ
の文脈で理解できる面は多い 58。例えば、新疆ウイグル自治区などで新たに約
300基が建設されたICBMサイロ（ダミーも含まれる可能性が指摘される）や、
探知が困難となる道路移動式 ICBMのDF-41やDF-31AG、さらには米国本
土にも到達し得る射程12,000～14,000kmの新型潜水艦発射弾道ミサイル
（SLBM）JL-3を搭載して抑止パトロールを実施中とされる晋（Jin）級弾道ミ
サイル搭載原子力潜水艦（SSBN）などは、中国版「核の三本柱」を整備する
ことで残存性の高い第二撃能力を確保する措置として理解するのが適当であ
ろう59。

表4-1　米中露の核戦力（2024年1月時点）

配備弾頭 備蓄弾頭 退役弾頭 合計
米国 1,770 1,938 1,336 5,044

ロシア 1,710 2,670 1,200 5,580

中国 24 476 - 500

（出所） Stockholm International Peace Research Institute (SIPRI), SIPRI Yearbook 2024: Armaments, 
Disarmament and International Security (June 2024); U.S. Department of Defense, Military and 
Security Developments Involving the People’s Republic of China 2023 (October 2023); International 
Institute for Strategic Studies (IISS), Military Balance 2024 (February 2024)を基に執筆者作成。

しかし、中国の核戦力増勢の規模とスピードは、非脆弱な第二撃能力とい
う範囲を超えて戦域・戦術レベルでの「使える」核戦力を獲得しようとする
兆候であるとの指摘も多い。中国はすでに大幅な核弾頭増産に乗り出している。

57） David Shambaugh, Modernizing China’s Military: Progress, Problems, and Prospects (Berkeley, CA: 
University of California Press, 2002).

58） Thomas J. Christensen, “The Meaning of the Nuclear Evolution: China’s Strategic Modernization 
and US-China Security Relations,” Journal of Strategic Studies 35, no. 4 (August 1, 2012): 447–487; 
Caitlin Talmadge, “The US-China Nuclear Relationship: Why Competition Is Likely to Intensify,” 
Brookings Institution (September 2019); Oriana Skylar Mastro, “China’s Nuclear Enterprise: Trends, 
Developments, and Implications for the United States and Its Allies,” Project Atom 2023: A Competitive 
Strategies Approach for U.S. Nuclear Posture through 2035 (Washington, DC: Center for Strategic and 
International Studies, September 2023), 26–37.

59） なおDF-31AGは、DF-31の射程を延伸した能力向上型であり、2024年9月25日に実施された中国ロケッ
ト軍による ICBM実射試験で発射されたものとみられている。Seong Hyeon Choi and Sylvie Zhuang, 
“What Do We Know about The DF-31 Variant Used in China’s Recent ICBM Test?,” South China 
Morning Post, September 27, 2024.
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中国は戦術核に大きな役割を与える核ドクトリンを採用してこなかったため、
実際の戦力態勢においても戦術核の規模・種類ともに限定的である。本稿執
筆時点で、大陸間レベルの射程を持たない中国のミサイル戦力のうち、核運
用任務が与えられているのはDF-26のみと考えられており、その総数6個旅
団（輸送起立発射機216台）のうち約半数が該当するとされる 66。DF-26は通
常弾頭と核弾頭のスワップを迅速に行うことが可能とされるが、実際の核弾
頭の運用手順がどうなっているのかは不透明である。中国の戦術核は、前節
で検討した安定・不安定のパラドックスの作用において大規模通常戦争レベ
ルと核戦争レベルを連結させるほどの存在にはなっていないが、今後、核運
用任務の付与範囲が拡大され大規模化していくことについて潜在的な懸念は
ある。
対する米国側も、戦術核レベルで能力の穴が存在するわけではない。もと

より東アジアの地理的条件では、欧州で敵の陸上戦力が雪崩れ込んできた場
合に備えての核の前方配備とは若干役割も異なってくるが、米国は海空プラッ
トフォームによって運搬される多様な戦術核オプションを有している。例え
ば柔軟な核オプションとして代表的なF-35やB-2などの両用航空機によって
運搬されるB61爆弾だけでなく、2018年版NPRで発表された低出力型W76-2

弾頭を搭載するトライデントII（D5）SLBMもすでに配備済みである。また、
核弾頭搭載海上発射巡航ミサイル（SLCM-N）について米政府・海軍は否定
的な立場を取ってきたものの、米議会はむしろ予算を増額して2034年までに
初期運用能力（IOC）を獲得するよう定めたことも特筆すべきであろう67。
そして究極的には、戦略レベルにおいて米国は巨大な戦略核戦力と損害限
定能力によって核優勢を享受する 68。米国は新START条約の制約もあり配備済

66） SIPRI Yearbook 2024. See also International Institute for Strategic Studies (IISS), Military Balance 
2024 (February 2024), Chapter 6.

67） Congressional Research Service, “Nuclear-Armed Sea-Launched Cruise Missile (SLCM-N)” (July 19, 
2024).

68） ここでいう損害限定とは相対的なものであり、かつて米国が中国の小さな核戦力に対して享受したよう
な武装解除的な第一撃能力とは異なる。そうした従来の意味での圧倒的な核優勢を米国が回復するこ
とは困難であろう。他方、近年の技術的条件の変化により対兵力打撃の実現性が高まりつつあるとい
う見解もある。Charles L. Glaser and Steve Fetter, “Should the United States Reject MAD? Damage 
Limitation and U.S. Nuclear Strategy toward China,” International Security 41, no. 1 (2016): 49–98. 
Keir A. Lieber and Daryl G. Press, “The New Era of Counterforce: Technological Change and the 
Future of Nuclear Deterrence,” International Security 41, no. 4 (April 1, 2017): 9–49; Daryl G. Press, 
“Deterrence and Arms Control in an Era of Rapid Technological Change,” in NIDS International 
Symposium on Security Affairs 2023: The New Horizon of the Nuclear Era (November 2024), 19–31.

武力紛争が生じた場合、米軍の打撃作戦によって中国の核戦力およびその指
揮統制通信（NC3）システムが危険にさらされれば中国が核の先行使用に踏
み切るかもしれないと警告する 64。米軍の意図としては中国の通常戦力を標的
としていたとしても、中国の通常戦力アセットと核戦力アセットを完全に分離
してターゲティングを行うことは困難であり、混乱のさなかで中国側は自らの
核戦力に対する第一撃が行われているものと誤認してしまうかもしれない、
という指摘である。核戦力を「使ってしまうか失ってしまうか（use it or lose 

it）」という状況がもたらす不安定化のリスクは大きい。
しかし、中国の核兵器に関して厳格な中央管理体制が基本的に維持される
限り、失ってしまうぐらいならば使うという単純に過ぎる発想のみで非合理
的な判断が行われるのかは議論の余地がある。拙速に核への敷居をまたいだ
先の段階でさらなる劣位に陥るのであれば、軍事的には本末転倒となるから
である。冷戦期、米国が欧州に戦術核を前方配備した事例はこれとは対照的
である。欧州がソ連による侵攻を受けた場合に戦術核を「使ってしまうか失っ
てしまうか」のジレンマが生じるような状況を意図的に作り出したのは、当時
1950年代～1960年代に米国が核戦力で明確な優位にあり、核兵器を軍事バラ
ンスの「大いなる均衡化手段（a great equalizer）」と見定めたからであった。
しかも、前方配備された核弾頭は米国の管理下のまま大統領のみが使用の決
定を下す権限を持つこととされたが、有事の際には軍司令官に権限を委譲す
ることができる仕組みがあり、さらに実際の運用上は同盟国が勝手に核兵器
を使用できてしまう状態になっていたことが知られている 65。つまり侵攻を受
けた混乱のさなかで現場の指揮官が先走って核を使用してしまう可能性があ
るという、まさに「運任せの脅し」になっていた面があるのである。これは、
意図せざる核エスカレーションが起こったとしても核のレベルで優位にある
からこそ採用できた戦略であった。
それに対して中国の核戦力は、対米劣位にある。ロシアの例とは対照的に、

64） Caitlin Talmadge, “Would China Go Nuclear?: Assessing the Risk of Chinese Nuclear Escalation in 
a Conventional War with the United States,” International Security 41, no. 4 (2017): 50–92. See also 
Wu Riqiang, “Assessing China-U.S. Inadvertent Nuclear Escalation,” International Security 46, no. 3 
(February 25, 2022): 128–162.

65） Hans M. Kristensen et al., “Nuclear Weapons Sharing, 2023,” Bulletin of the Atomic Scientists, 
November 2, 2023.
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ることができるのかは疑問が残る。核の脅しを受けた途端に回れ右をして撤
収したとなれば、米国は重大な評判コストを負うことになり、米国の世界的
な安全保障コミットメントは有名無実化するであろう72。第二期トランプ政権
で国防次官（政策担当）に指名されたエルブリッジ・コルビー（Elbridge 

Colby）も、米国が維持する数多くのコミットメントの間で「信頼性の区別
（differentiated credibility）」をつけるべきと主張する一方、中国に対峙する東
アジア地域内でのコミットメントは相互に「非常に固く結びついている」ため、
個別的に安易に放棄できる性質のものではないと述べる 73。米国の台湾専門家
らによれば、

「アメリカの戦略コミュニティでは、台湾の安全保障がインド太平洋における

平和と安定のために不可欠であるとの認識が広く存在する。台湾は米中の大国間

紛争を引き起こす可能性のある数少ない争点の一つである。中国の脅威に直面

する台湾の安全保障を支えるアメリカの強固な姿勢は、世界中のアメリカの安全

保障パートナーにとって、米国の同盟国およびパートナーへの支援が揺るぎない

ものであり続けるという信頼の源である」74

この論理に基づけば、台湾が見捨てられた場合、特に日本をはじめとする
地域諸国は米国との同盟の信頼性について再考を迫られることになるだろう。
無論、古典的な同盟のジレンマが示唆するように、同盟国は米国に「見捨て
られる」リスクだけでなく、望まない武力紛争に「巻き込まれる」リスクも回

72） 評判コストについては、前田祐司「評判による抑止と強要」一政編著『核時代の新たな地平』141–151
頁。米国の台湾防衛コミットメントを放棄すべきとする意見として米中の勢力圏を定める「一大協定（grand 
bargain）」論も存在するが、あくまで平時の外交的決着を求めるものであり危機や紛争が生起した土
壇場で台湾を見捨てるべきという主張ではない。また、反論も多い。Nancy B. Tucker and Bonnie 
Glaser, “Should the United States Abandon Taiwan?,” The Washington Quarterly 34, no. 4 (October 1, 
2011): 23–37; Charles L. Glaser, “A U.S.-China Grand Bargain? The Hard Choice between Military 
Competition and Accommodation,” International Security 39, no. 4 (2015): 49–90; Ely Ratner, “There 
Is No Grand Bargain with China: Why Trump and Xi Can’t Meet Each Other Halfway,” Foreign 
Affairs, November 27, 2018.

73） Elbridge A. Colby, The Strategy of Denial: American Defense in an Age of Great Power Conflict (New 
Haven, CT: Yale University Press, 2021), 62.

74） Ryan Hass, Bonnie Glaser, and Richard Bush, U.S.-Taiwan Relations: Will China’s Challenge Lead to a 
Crisis? (Washington, DC: Brookings Institution Press, 2023), 5.

み核弾頭を約1,770発に抑えているが、さらに約2,000発の備蓄を保有しており、
単純な数の論理では米国が優位を維持するのはさほど難しくはない。中国が
2030年までに1,000発以上の核弾頭を保有するという米国防省の推定は、中
国によるプルトニウムの増産、ICBMサイロの建設および装填、ミサイルの
多弾頭化などに関する仮定に基づいた理論上の最大値であり、公開情報ベー
スで実情を確認するすべはない。無論、長期的には中国が核戦力のさらなる
増勢を進めて米国との完全なパリティを追求する可能性はあるが、現在観察
されている限りの動向では依然として米国が相対的優位にあるというのが妥
当であろう。少なくともこうした能力的な面から示唆される限りでは、核戦力
で優位にある側は危機におけるリスク・テイキングの許容値が高くなると考
えられる 69。
また、米中の核戦力の差を重視する核優勢論者とは異なり、中国が十分な
残存性のある第二撃能力を保有していることをもって実質的に米中間で戦略
的安定性が担保されるという見方であっても、中国が核を先行使用する誘因
は乏しいという結論は同じである 70。上記で指摘したように、中国の核戦力増
勢の相当部分は戦略核戦力の残存性向上を図るものであり、そうであるなら
ば大規模通常戦争において中国が核兵器を「使ってしまうか失ってしまうか」
というジレンマに陥る危険性はむしろ低下する 71。大規模かつ多様化された戦
力態勢であれば、システムの一部が損害を受けたとしても相手に耐え難い損
害を与える第二撃能力を担保することは比較的容易となるからである。
この中でもし中国が核の先行使用を考慮するとすれば、決意を表明するシ
グナルとしての用法であろう。例えば米軍に全く実害を与えないか、あるい
は極めて軽微な被害しか与えない形での核爆発を起こすという瀬戸際外交
（brinkmanship）的な手段である。しかし、そうした核爆発デモンストレーショ
ンによって米国のリスク認識を改めさせ、直ちに作戦の中止や撤収を強要す

69） Matthew Kroenig, “Nuclear Superiority and the Balance of Resolve: Explaining Nuclear Crisis 
Outcomes,” International Organization 67, no. 1 (2013): 141–171; Hal Brands, “Deterrence in Taiwan 
Is Failing,” Foreign Policy, September 8, 2023.

70） Wu Riqiang, “Living with Uncertainty: Modeling China’s Nuclear Survivability,” International Security 
44, no. 4 (April 1, 2020): 84–118.

71） Evan Braden Montgomery and Toshi Yoshihara, “Speeding Toward Instability? Hypersonic Weapons 
and the Risks of Nuclear Use,” (Washington, DC: Center for Strategic and Budgetary Asessments, 
2023).
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密集する平地）は大きくないため戦略的縦深性には乏しい。狭い領土の中で
道路などの交通インフラもよく整備されているため、台湾海峡に面する主要
都市・空港・港湾を制圧されると雪だるま式に敵部隊が増援され、効果的な
防衛線を確立できなくなるリスクはある。しかし、これはあくまで人民解放
軍が台湾での地上戦を遂行できるほどの規模で着上陸に成功した後のリスク
であって、まずそれを実現するには、台湾の防空システムと対艦攻撃アセッ
トを無力化して海上・航空優勢を確保し、水陸両用作戦を遂行することが求
められる。これは決して容易な要件ではない。台湾および西太平洋戦域の戦
略環境は、地理的条件と精密打撃力の発達により双方が相手の戦力投射を拒
否し合う「無人海域（no man’s sea）」化するという見方が有力である 76。近年
の台湾有事シミュレーションにおいても、人民解放軍が台湾を武力で掌握す
るのは困難を極めるという結論に至っている 77。
ここで重要な一つのポイントは、高度に発達した情報技術に特徴づけられ
る現代の戦略環境において奇襲を成立させることがいかに難しいかである。
ロシアのウクライナ侵攻前に米国の諜報機関から警告が発せられていたように、
大規模な軍事侵攻作戦に際した動員には相応の兆候が現れるものであり、米
国および同盟国の高度な情報収集能力に鑑みて、台湾有事においても完全な
奇襲が成立するとは考えにくい。海上封鎖のみであれば何らかの演習を装っ
て艦艇を結集させておき比較的短期で実行に移すことは可能かもしれないが、
台湾本島への大規模な着上陸作戦となれば、空輸される部隊や装備品の集積
拠点となる基地や空港、港湾での強襲揚陸艦や輸送船の結集、あるいは台湾
の防空システムを叩くミサイル部隊など東部戦区内外で大きな動きが見られ
るはずである。それに合わせて適時に警報が得られれば、台湾は部隊を基地

76） Robert S. Ross, “The Geography of the Peace: East Asia in the Twenty-First Century,” International 
Security 23, no. 4 (1999): 81–118; Patrick Porter, The Global Village Myth: Distance, War, and the Limits 
of Power (Washington, DC: Georgetown University Press, 2015); Stephen G. Brooks and William C. 
Wohlforth, America Abroad: Why the Sole Superpower Should Not Pull Back from the World (Oxford: 
Oxford University Press, 2016); Stephen Biddle and Ivan Oelrich, “Future Warfare in the Western 
Pacific: Chinese Antiaccess/Area Denial, U.S. AirSea Battle, and Command of the Commons in 
East Asia,” International Security 41, no. 1 (2016): 7–48; Michael Beckley, “The Emerging Military 
Balance in East Asia: How China’s Neighbors Can Check Chinese Naval Expansion,” International 
Security 42, no. 2 (November 1, 2017): 78–119.

77） Mark F. Cancian, Matthew Cancian, and Eric Heginbotham, The First Battle of the Next War: 
Wargaming a Chinese Invasion of Taiwan (Washington, DC: Center for Strategic and International 
Studies, 2023).

避したいと望むものである 75。しかし、日本と非常に近しい地理的・政治的・
経済的関係にある台湾が見捨てられた場合のインパクトは計り知れないだろう。
「台湾が見捨てられたのであれば日本も」という単純な類推にとどまらず、台
湾が中国の実効支配に下ることで日本の南西諸島の領土保全や海上交通路の
安全に及ぶ戦略的な悪影響は甚大である。それに構わず米国が台湾を見捨て
たとなれば、それは米国が日本の安全保障を軽視するシグナルとして波及する。
つまり米国は他の地域諸国にも安全保障コミットメントを提供していること

で、実質的に「後ろ手に縛られている」ことになり、交渉上、自らの決意を
示すに有利な条件の一つとなり得る。この観点で米国は、核威嚇を受けた場
合に一方的に引き下がって自らの国際的影響力が劇的に後退するのを甘受す
るという選択肢だけでなく、中国の核威嚇に対して少なくとも比例的な対応
として戦術核を用いた同様のデモンストレーションを行うなどしたうえで、相
互の作戦行動の停止を提案するといった対応も検討の内に入るであろう。つ
まり中国が「エスカレーション制御のためのエスカレーション（escalate to de-

escalate）」として核の先行使用による威嚇に訴えたとしても、米国とのリスク・
テイキングの勝負において優位に立てるとは限らないのである。

（2）米中台の通常戦力バランス
第二に、紛争当事者間の通常戦力バランスについては、ウクライナ戦争と

ある意味では似た構図となる可能性がある。すなわち、中国が奇襲攻撃によっ
て台湾を一気に制圧し既成事実化を行うことは困難である一方、紛争が長引
いた場合に台湾が独力で抵抗を維持することもまた困難であるということで
ある。しかし米国の直接介入をも考慮に入れた場合の通常戦力バランスは大
きく異なる。
まず前提となる地理的条件として、ロシアとの間に天然の障害物がないウ

クライナとは異なり、中国本土から海洋によって隔てられている台湾は防衛
に有利な条件を享受している。もちろん、台湾本島自体の面積（特に人口の

75） Glenn H. Snyder, “The Security Dilemma in Alliance Politics,” World Politics 36, no. 4 (1984): 461–
495; Grenn H. Snyder, Alliance Politics (Ithaca, NY: Cornell University Press, 1997); Iain D. Henry, 
“What Allies Want: Reconsidering Loyalty, Reliability, and Alliance Interdependence,” International 
Security 44, no. 4 (April 1, 2020): 45–83.
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なると明言する 82。
さらに強調すべきは、外部勢力による直接介入を含めた通常戦力バランス
を考えた場合のウクライナ戦争との違いである。ロシアは通常戦力において
NATOに対して決定的な劣勢に置かれることが想定されるため、NATOの直
接介入に対して核エスカレーションの脅しが信憑性を帯びてくるという点を
上記で指摘した。それに対して西太平洋では、中国が強大なミサイル戦力を
保有し、陸海空戦力の急速な近代化を推し進めてきた結果、戦域レベルで米
軍の戦力投射能力が脅かされ、その優位が揺らいでいる。また台湾に対する
着上陸作戦が困難であるのと同じかそれ以上に、外部勢力による直接介入に
おいて逆に中国本土への着上陸が行われるような事態も現実的ではない。中
国が整備してきた接近阻止・領域拒否（A2/AD）能力はまさにそうした脅威
に対抗するものであり、実際に西側で行われている各種シミュレーションに
おいて想定されるのも中国本土への空爆やミサイル攻撃までである。それは
裏を返せば、中国が通常戦力の戦いで窮地に陥ってやむを得ず核使用を検討
するという切迫した形での核威嚇の信憑性が比較的低くなることを意味する。
実際、中国の戦略コミュニティにおいては、中国ではなく米国の側が通常戦
力の不足を補うために核戦力を積極的に利用する可能性について懸念が高まっ
ているという指摘もある 83。
中国本土に物理的な脅威が及ぶこととは別に、中国の指導者らの主観的な
認識において、武力統一が失敗すれば共産党体制の正当性が揺らぐという意
味での「窮地」に陥る可能性はある。危機ないしは武力行使に至った段階で
引き下がることは国内の観衆費用（audience costs）を生じさせるため、譲歩
よりもエスカレーションを選択しがちになるというロジックである 84。しかし国
内観衆費用が武力行使に係る国家の意思決定にどれほど影響を与えるかは実

82） Timothy R. Heath, Sale Lilly, and Eugeniu Han, Can Taiwan Resist a Large-Scale Military Attack 
by China?: Assessing Strengths and Vulnerabilities in a Potential Conlict (Santa Monica: RAND 
Corporation, 2023).

83） Hiim, Fravel, and Trøan, “The Dynamics of an Entangled Security Dilemma.”
84） James D. Fearon, “Domestic Political Audiences and the Escalation of International Disputes,” 

American Political Science Review 88, no. 3 (1994): 577–592; Michael Tomz, “Domestic Audience 
Costs in International Relations: An Experimental Approach,” International Organization 61, no. 4 
(2007): 821–840; Kenneth A. Schultz, “Why We Needed Audience Costs and What We Need Now,” 
Security Studies 21, no. 3 (2012): 369–375.

から移動・分散・隠蔽するなどの措置を取ることが可能であり、残存性が増す。
それに反比例して、中国が一方的に海上・航空優勢を確保できる見込みは低
下する。
しかし、紛争が長引いた場合に台湾が独力で抵抗を継続することが困難で
ある点もまた否定し難いだろう。中国による短期戦と既成事実化を挫いたと
しても、そこで紛争が終わるという観測は楽観的に過ぎ、むしろウクライナ
戦争のような長期戦に突入するシナリオの蓋然性も高いとみるべきだろう78。
中台間で軍の規模および軍事産業規模の差は歴然であり、台湾海峡を挟んで
艦船・航空機・ミサイルなどのアセットを交換し合う消耗戦となれば、台湾
が長期的に不利に置かれるのは火を見るより明らかである。もちろん、米国
は台湾が高度な拒否能力によって自己防衛できる「ヤマアラシ」となるよう
能力支援を行ってきた 79。オバマ政権で国家安全保障会議アジア上級部長を務
めたジェフリー・ベイダー（Jeffrey Bader）は、台湾への武器売却の意義の一
つとして「米軍の来援まで中国の攻撃に耐える手段を台湾に提供すること」
を挙げている80。しかし、それは上述のような短期戦を拒否するための能力であっ
て、長期戦に不可欠な産業基盤を整備するような類の支援ではない。長期戦
を見据えた場合、継戦能力と抗堪性（resiliency）の確保が課題となっている
のである 81。
つまり台湾有事における当事者間の通常戦力バランスは、ウクライナ戦争

と同様に、短期戦で現状変更の既成事実化が行われる状況にはないものの、
当該国が単独で長期の抵抗を維持することは困難であるという通常戦力バラ
ンスの中間域にあり、外部勢力による介入の蓋然性が比較的高くなる事態と
考えられるのである。ランド研究所の報告書の一つは、大規模紛争において
台湾による単独の抵抗は長期的に持続困難であり、米国の直接介入が必要に

78） Hal Brands and Michael Beckley, “Washington Is Preparing for the Wrong War with China: A 
Conflict Would Be Long and Messy,” Foreign Affairs, December 16, 2021.

79） Jim Thomas, John Stillion, and Iskander Rehman, Hard ROC 2.0: Taiwan and Deterrence Through 
Protraction (Washington, DC: Center for Strategic and Budgetary Assessments, 2014); Congressional 
Research Service, “Taiwan Defense Issues for Congress,” May 10, 2024; Jonathan Masters and 
Will Merrow, “U.S. Military Support for Taiwan in Five Charts,” Council on Foreign Relations, 
September 25, 2024.

80） Jeffrey A. Bader, Obama and China’s Rise: An Insider’s Account of America’s Asia Strategy (Washington, 
DC: Brookings Institution Press, 2012), 71.

81） この点については第 3章に詳しい。
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的な作戦形態が可能であるならば、エスカレーションのリスクを管理しなが
らの直接介入も実現性を増すであろう。

（3）台湾への間接支援
さらに重要となるのが第三の変数、すなわち間接支援の持続可能性である。

これもNATO諸国と陸続きで安定的な補給線を確保できたウクライナの例と
決定的に異なる点である。台湾の島嶼性は、短いタイムフレームにおいて敵
の侵攻作戦が困難となる防衛上の利点だけでなく、より長いタイムフレーム
の消耗戦において外部からの安定的な補給線を確保することが困難になると
いう二重性をはらんでいる。
台湾戦域全体が中国のA2/AD圏内にあることから、外部からの間接支援は
容易でないことが予想される 86。中国の台湾侵攻シナリオにおいては、台湾本
島への着上陸作戦と同時に海上封鎖が行われる可能性が高く、台湾周辺の海
空域において人民解放軍との衝突リスクを受け入れなければ支援は不可能で
ある。仮に海上封鎖が実施されなかったとしても、台湾への支援を担う輸送船・
輸送機はすべて中国が大量に配備する対艦・対空ミサイルの脅威にもさらさ
れることになり、ウクライナ戦争における支援と比較してより高いリスクを引
き受ける必要が生じる。また台湾の主な港湾や空港は海峡側に集中しており、
中国による打撃でインフラが破壊されてしまえば物的支援の受け入れ自体が
困難となる可能性もある。
あくまで中国との直接衝突には至らない間接支援というアプローチが実現
性に乏しくなればなるほど、その分だけ直接介入の必要性が増すことになる。
逆に中国の視点からは、米軍の「巻き込み」を回避するためにあえて間接支
援を容認するという選択肢も理論上は存在するが、米国による平時の武器売
却でさえ不満を募らせている中国にとって、実際に武力を用いる段階に至っ
て「米国の支援によって台湾の統一が妨げられる」という状況を看過する国
内政治的な余裕があるかは大いに疑問の余地があろう。
こうした点から、独力の抵抗では台湾が中国に対して劣勢となることが予
想され、台湾の軍事的抵抗を支える間接支援も困難であるとなれば、潜在的

86） この点については第 5章に詳しい。

証研究において疑問符も付けられている 85。また、紛争に至った段階で簡単に
引き下がることができないのは中国側に限った話ではない。上述したように、
中国が瀬戸際外交的な限定核攻撃に訴えたとしてもリスク・テイキングの勝
負において優位に立てるかは未知数となれば、それは極めてハイリスク・ハ
イリターンな戦略といえ、中国の指導者らが非常に高い水準のリスク許容度
を持っているという前提に立たなければ成立しないであろう。もちろん中国
指導部の主観的な認識については見通せない部分が大きいが、少なくとも客
観的に中国本土が西側の反攻作戦から受ける潜在的な軍事的脅威度はロシア
の場合と比べて低いというのがここでのポイントである。
本章の目的は、核を保有する現状変更国が外部勢力による介入を抑止でき

るか否かを検討することにあるため、米軍による直接介入の具体的な容態に
ついての議論は範疇外である。とはいえ、安定・不安定のパラドックスに関
する重要な論点として指摘したように、核未満のレベルにおける直接介入に
もさまざまな形態が考えられる点は重要である。タルメッジが指摘するよう
な核エスカレーションのリスクを極力低減する作戦形態があるのであれば、
直接介入の敷居も比較的低くなるだろう。
この観点では、例えば中国の核戦力態勢において中心的な位置付けにある

ミサイル部隊への打撃は必要最小限に抑えつつ、まず①中国の防空システム、
続いて②台湾への着上陸に用いられ得る戦略輸送能力（強襲揚陸艦、輸送船、
輸送機など）を徹底的に叩くことが拒否戦略上は理にかなう。無論、自らの
被害を最小限化する意味では中国のミサイル戦力を無力化することは魅力的
な目標である。しかし中国の戦略目標を挫く意味では②への攻撃が効果的で
あり、これらは比較的脆弱であるうえ、核との「もつれ（entanglement）」の
危険性も少ない。中国のA2/AD圏内においても、量的に限られた中国の艦船
や航空機を目標とするのであれば、ステルス機や静粛性の高い攻撃型潜水艦
など残存性の高い海空プラットフォーム、および地上発射型ミサイルによる
打撃で相当な効果を見込むことができるだろう。こうしたある意味では限定

85） Marc Trachtenberg, “Audience Costs: An Historical Analysis,” Security Studies 21, no. 1 (2012): 3–42; 
Alexander B. Downes and Todd S. Sechser, “The Illusion of Democratic Credibility,” International 
Organization 66, no. 3 (2012): 457–489; Joshua D. Kertzer and Ryan Brutger, “Decomposing 
Audience Costs: Bringing the Audience Back into Audience Cost Theory,” American Journal of 
Political Science 60, no. 1 (2016): 234–249.
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場に置かれる 90。さらに、日本にとって死活的に重要な海上交通路の安全が潜
在的に脅かされることとなる。中国が南シナ海を軍事化して中国の内海かの
ように扱いつつある現状に鑑みれば、中国が台湾を支配下に置いた場合の展
望も暗いものになると言わざるを得ないであろう。こうした台湾の戦略的重
要性に関する見積もりが高くなるほど、介入に関する潜在的決意も強まって
くるであろう。
また関連して、侵攻を受ける当事者の政治的決意も重要な変数となり得る。

もし当事者のガバナンス能力が低く政治的意思も薄弱であれば、外部からの
支援も成果は望めないだろう。例えば、かつてベトナム戦争において米国は
腐敗した南ベトナム政府を支援し続けたが、まるで底の抜けた鍋のように資
源が浪費されるだけで割に合う投資ではなかった 91。しかし、そうした例とは
対照的に、今日の台湾は優れた社会経済的ガバナンスによって目覚ましい経
済成長を遂げ、民主主義政体としても成熟しつつある。2024年5月に就任し
た頼清徳総統は、「双十節」の演説において「中華人民共和国に台湾を代表す
る権利はない」と述べ、台湾の主権を守り、台湾海峡の平和を維持する決意
を語った 92。民進党政権下で、台湾は米国の支援を受けながら防衛力の強化を
加速させており、限られたリソースで侵攻を挫くため非対称的な拒否戦略を
追求している 93。また、台湾の政府系シンクタンクである国防安全研究院が実
施した世論調査によれば、中国による侵攻を受けた際には台湾のために戦い
たいという回答が68%に上っており、世論のレベルにおいても強い決意を示
している 94。
もっとも、台湾側の強い決意を示すあまり中国を刺激してしまうリスクもあ
る。抑止を成立させるには、相手が望ましくない行動を取った場合に毅然と

90） Alan M. Wachman, Why Taiwan? Geostrategic Rationales for China’s Territorial Integrity (Stanford, CA: 
Stanford University Press, 2007); Brendan Rittenhouse Green and Caitlin Talmadge, “Then What? 
Assessing the Military Implications of Chinese Control of Taiwan,” International Security 47, no. 1 
(July 1, 2022): 7–45.

91） Stephen Peter Rosen, “Vietnam and the American Theory of Limited War,” International Security 
7, no. 2 (1982): 83–113; Caitlin Talmadge, “Different Threats, Different Militaries: Explaining 
Organizational Practices in Authoritarian Armies,” Security Studies 25, no. 1 (January 1, 2016).

92） 「台湾総統『中国に台湾を代表する権利ない』国際課題で協力も」ロイター通信、2024年 10月10日。
93） ROC Ministry of National Defense, ROC National Defense Report 2023. See also Eric Gomez, “Taiwan’s 

Urgent Need for Asymmetric Defense,” Cato Institute (blog), November 14, 2023.
94） 「中国侵攻なら『戦いたい』台湾人 68%　安保で世論調査、防衛に強い決意」『産経新聞』2024年 10

月 9日。

な核エスカレーションのリスクを勘案しつつ、米国が直接介入に踏み切るか
否かを決断する必要性が生じてくる。

（4）台湾有事における政治的決意
ここまでの議論は主に能力面に集中したが、より包括的な分析としては政
治的決意についても当然考慮に入れる必要がある。周知のとおり米国の台湾
防衛コミットメントは条約上の正式なものではなく、国内法の台湾関係法を
根拠として台湾を防衛する能力を保持するという要件があるに過ぎないため、
戦略的曖昧性に特徴づけられる。しかし、かつては正式な条約上の同盟国であっ
た歴史的背景や、明文化された国内法上の根拠を踏まえれば、台湾への防衛
コミットメントの政治的な重みは相対的に大きいであろう。半導体に象徴さ
れる高度な貿易関係もある。実際、バイデン大統領はウクライナへの直接介
入を直ちに否定したのとは対照的に、台湾が攻撃された場合には「介入する」
という明確な返答を四度繰り返している 87。米国の外交政策コミュニティにお
いても戦略的曖昧性を放棄してコミットメントを明瞭化すべき（あるいはす
べきでない）という議論も盛んになっているが、いずれにせよ台湾有事にお
ける対処能力強化の必要性を認める見方が主流であるといって間違いない 88。
この点、第二期トランプ政権の政策方針が注目される。
また、台湾問題ではコミットメントの信頼性や評判コストに代表される政
治外交的な面が強調されがちであるが、台湾の軍事・経済面での戦略的価値
も見過ごされるべきものではない 89。台湾が中国の実効支配に下った場合、単
に中国のA2/AD圏が南東に300kmほど拡大されるだけでなく、フィリピン海
および西太平洋全体における海上優勢をめぐる競争において米国は不利な立

87） Hal Brands, “Deterrence in Taiwan Is Failing,” Foreign Policy, September 8, 2023.
88） Richard Haass and David Sacks, “American Support for Taiwan Must Be Unambiguous,” Foreign 

Affairs, September 2, 2020; Alastair Ian Johnston et al., “The Ambiguity of Strategic Clarity,” War on 
the Rocks, June 9, 2021; Bonnie S. Glaser, Jessica Chen Weiss, and Thomas J. Christensen, “Taiwan 
and the True Sources of Deterrence,” Foreign Affairs 103, no. 1 (November 30, 2023): 88–100; 
Michael Cunningham, “Should the USA Maintain Its Policy of Strategic Ambiguity Towards 
Taiwan?,” The Heritage Foundation, June 24, 2024.

89） 前田祐司「地政学の再考―地政学と米国の台湾防衛コミットメント」『安全保障戦略研究』第 1巻第
2号（2020年 10月）57–78頁。
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外部勢力の介入を抑止するために利用し得る核の盾の有効性は異なってくる。
これをまとめたのが表4-2である。
米露間・米中間の核戦力バランスには大きな差異が見られる。ロシアは米

国と同等ないしは戦術レベルで優越する核戦力を保有し、ウクライナ戦争へ
のNATOの直接介入が核エスカレーションにつながるリスクを肥大化させる
戦略をとった。それとは対照的に、中国に対しては米国が核優勢を享受する。
中国が限られた戦術核を用いて政治的決意を示すシグナルとして核の先行使
用に訴えるのも極めてリスクの高い選択肢であり、米国側も他の地域諸国へ
の安全保障コミットメントに負の影響を及ぼすと考えられる評判コストに鑑み
れば安易に譲歩できる立場にはないため、中国が核威嚇によって一方的な優
位に立てる条件が整っているわけではない。
通常戦力においては、紛争当事者間のバランスの特徴として、短期戦によ

る既成事実化が困難でありながらも長期的には当事者が単独で抵抗を継続す
ることも難しいという点が両ケースの間で共通する。これは潜在的に外部勢
力が直接介入を検討する余地の大きいシナリオである。しかし、米国が主導
する外部勢力が直接介入した場合のバランスは大きく異なる。ロシアは
NATOに対して通常戦力で明確な劣位にあり、窮地に陥る中で核使用に訴え
るという脅しの信憑性が増す。それに対して中国は西太平洋における米軍の
戦力投射を拒否する強大な戦力を獲得しており、仮に米軍の直接介入に至っ
たとしても中国本土に及ぼされる脅威の度合いは相対的に低い。
最後に間接支援の持続可能性についても大きな違いがある。ウクライナ戦

争では、ウクライナに対してNATO諸国から陸路で安定した供給を行うこと
が可能であり、膨大なコストが想定される直接介入に踏み切ることなくウク
ライナの抵抗を維持させる政策手段として間接支援が成立した。それとは対
照的に、台湾有事においては、海と空から台湾への間接支援を安定的に維持
することが困難となる可能性が高い。支援を試みるとしても、何らかの封鎖
を実施するであろう人民解放軍との衝突リスクを引き受けなければならない。
総じて、ウクライナ戦争との対比において、台湾有事で核エスカレーショ

ンが引き起こされるリスクは相対的に低く、代替手段としての間接支援も困
難であるため直接介入の誘因が強まる。中国の核戦力増勢の影響について議
論が進みつつあるが、本章の分析が示唆するところでは、これによって直ち

した対応を取るという脅しを発すると同時に、相手がそうした行動に出なけ
ればこちらも現状を維持するという保証（reassurance）が必要である。中国と
台湾に対する米国の基本方針である「二重の抑止（dual deterrence）」政策は、
まさにその原理に則っている 95。この点で、台湾には優れた外交的バランス感
覚が求められる。頼総統は、台湾がすでに独立主権国家として存在している
ため独立宣言をする必要はないとする考え方を持ち、台湾の自立性を強調し
た就任演説は中国の軍事的威嚇も含む強い反発を惹起したが、徐々にトーン
を落として蔡英文前政権の路線を踏襲しようという姿勢も見られる 96。台湾に
おいて維持すべき「現状」は非常に繊細であり、隷属も刺激もしない形でバ
ランスを取る辛抱強い努力が今後とも必要とされる。
以上の議論から、あくまでウクライナ戦争との対比においてではあるが、

中国の核威嚇による介入抑止の有効性は相対的に低いものとなる可能性が指
摘できる。核戦力バランスにおいては、中国の増勢と近代化を加味しても米
国が依然として全般的な優位にある。米国が同盟国に負う評判コストに鑑み
れば、決意を示すシグナルとしての限定核使用のシナリオにおいても中国が
一方的な優位に立つとは限らない。紛争当事者間の通常戦力バランスでは、
中国が台湾を一気に制圧して既成事実化を行うことは困難であるものの、同
時に台湾が単独で長期的な抵抗を継続することも困難であると考えられる。
米国の介入によって中国本土に及ぶ脅威の度合いも比較的低い。最後に、代
替政策手段としての台湾への間接支援も実現可能性が低いとなれば、その分
だけ米国が直接介入に至る誘因は強まるであろう。よって、中国が核を盾と
して局所的な現状変更を追求する機会の窓は、ウクライナの例と比較して必
ずしも大きなものになるわけではない。

おわりに
以上見てきたように、ウクライナ戦争と台湾有事において現状変更勢力が

95） Thomas J. Christensen, “The Contemporary Security Dilemma: Deterring a Taiwan Conflict,” The 
Washington Quarterly 25, no. 4 (December 1, 2002): 5–21; Philip Yang, “Doubly Dualistic Dilemma: 
US Strategies towards China and Taiwan,” International Relations of the Asia-Pacific 6, no. 2 (2006): 
209–225.

96） 家永真幸「中国が激怒する台湾総統の演説は本当に挑発的か」東洋経済、2024年 10月 24日。
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だろう」と予測する 98。
しかし三大核大国問題は、台湾有事などの危機におけるダイナミクスを複
雑化させるポテンシャルも秘めている。不確実性の高い戦略環境において想
定しておくべきは「最も可能性の高いシナリオ」と「最悪のシナリオ」の2つ
であるといわれるが、三大核大国問題の一側面として、中露が結託して米国
を攻撃するという新たな「最悪のシナリオ」が浮上してきたということが挙
げられる。三極システムにおいては、まずそのうち二者が徒党を組んで残る
一者を抹殺する誘因が働くため不安定化するというのが半ば通説化して久し
い 99。単純にいえば、仮に米国が中国との核交換に「勝利」したとしても、そ
の過程で戦略アセットの大部分を使い果たしてしまえば、無傷で残っている
ロシアの核戦力に対して脆弱となる。かといって、米国が中露の合計に匹敵
するほどの戦力を保持しておこうとすれば中露もそれぞれさらに軍備を拡大
するため、いずれにしても軍拡競争の安定性も危機の安定性もともに損なわ
れるおそれがある。
ただし、ここであらためて指摘しておくべき点は、中露の戦略的パートナー

シップは米国に対するヘッジという意味での消極的なものであって、具体的
な共通利益を積極的に追求する運命共同体ではないということである。中露
の戦略的パートナーシップがここまで長続きしていることから、「便宜的結婚」
を超えた重大な関係性として再評価する向きもある100。しかし、米国が中露両
国と敵対しつつそれぞれに対して個別的優位に立つという基本的な力関係に
変化がない限り、中露間で一定の協力関係が継続すること自体は驚くには当
たらない。重要なのは、積極的な現状変更行動における結託の如何である。
この点、ウクライナ戦争において中国はロシアに外交的な側面支援と貿易を

98） Andrew F. Krepinevich, Jr., “The New Nuclear Age,” Foreign Affairs 101, no. 3 (April 19, 2022): 
92–104.

99） 元々、冷戦時代に二極システムの安定性との対比で三極システムの不安定性が理論的に指摘されたの
が始まりである。ただし大国それぞれの政策選好によって得られる結果も異なってくる。Kenneth N. 
Waltz, Theory of International Politics (New York, NY: McGraw-Hill, 1979); Randall L. Schweller, 
“Bandwagoning for Profit: Bringing the Revisionist State Back In,” International Security 19, no. 1 
(1994): 72–107; Randall L. Schweller, Deadly Imbalances: Tripolarity and Hitler’s Strategy of World 
Conquest (New York, NY: Columbia University Press, 1998).

100） Alexander Gabuev, “Putin and Xi’s Unholy Alliance: Why the West Won’t Be Able to Drive a Wedge 
Between Russia and China,” Foreign Affairs, April 9, 2024; “The Xi-Putin Partnership Is Not a 
Marriage of Convenience: It Is One of Vital, Long-term Necessity,” Economist, May 14, 2024; Oriana 
Skylar Mastro, “China’s Agents of Chaos: The Military Logic of Beijing’s Growing Partnerships,” 
Foreign Affairs 103, no. 6 (October 2024): 26–32.

に安定・不安定のパラドックスが顕在化し、中国が核の盾を利用した現状変
更行動に及ぶ機会の窓が大きく広がるとは限らない。核戦力のみを抜き出し
た議論では意味を成さず、間接支援による代理戦争から通常戦争、そして核
へと至るエスカレーション・ラダー全体を俯瞰しなければ、安定・不安定の
パラドックスの影響を正しく理解することはできないからである。今後、中
国の核戦力態勢が実際にいかなる形で進化していくのかを注視していく必要
があるのは言うまでもないが、ウクライナ戦争におけるロシアの核威嚇との
対比では、中国の核の盾は「張り子の虎」となるかもしれない。

表4-2　ウクライナ戦争と台湾有事における核の盾の有効性

ウクライナ戦争 台湾有事

核戦力バランス 露＝米
（戦術核でややロシア優位か）

中＜米
（将来的に変化の可能性あり）

通常戦力バランス

露＞ウクライナ
（短期の既成事実化には失敗するも、

長期戦でロシア優位）
露＜米

（明確なNATO 優位）

中＞台
（短期の既成事実化は容易でないが、

長期戦で中国優位）
中＝米

（相互の戦力投射拒否が有力）

間接支援の持続可能性 安定的な支援が可能 安定的な支援は困難

核の盾の有効性
（外部勢力による介入の相
対的蓋然性）

高い
（低い）

低い
（高い）

（出所）執筆者作成。

最後に、本章であまり踏み込まなかった中露の戦略的連携についても触れて
おきたい。中国の核戦力強化にともない盛んに議論されている「三大核大国
（three nuclear superpowers）」問題、すなわち米国にとって同格の競争相手が
二者存在すること（two peers）に由来する問題は、平時の軍拡競争の安定性に
係る懸念が大きい 97。アンドリュー・クレピネヴィッチ（Andrew Krepinevich）は、
三大核大国の競争においては、「（冷戦の）二極システムにおいて安定性を向
上させた多くの特徴が無意味なものとなるか、はるかに頼りないものになる

97） Lynn Rusten and Mark Melamed, “The Three-Competitor Future: U.S. Arms Control with Russia 
and China,” Arms Control Today 53, no. 2 (March 2023).
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通じた経済支援を提供しているものの、一定の距離を保っている。ロシアが
弾薬などの物資も中国ではなくイランや北朝鮮から供給を受けているのは示
唆的であろう。これは中国の関与を牽制する西側の圧力によるものでもあるが、
より根本的な要因もある。すなわち中国にとってのウクライナ、あるいはロシ
アにとっての台湾は全く中心的な利害ではないということである。台湾有事
においてロシアが中国に外交的な配慮を見せるのは想像に難くないが、その
文脈でロシアが核威嚇を発したとしても何の信憑性もないであろうし、軍事
的に意味のある対中支援がどれほど行われるかも未知数である。世界に三つ
の核大国が存在すると言っても、単一の係争利害を三者が同時に核心的利益
とみなして深く関与するとは限らない。
最も現実的なリスクとしては、台湾有事に乗じてロシアが欧州方面で機会
主義的にさらなる現状変更を追求することであろうが、ウクライナ戦争で露
呈したロシア軍の攻撃作戦能力の限界に鑑みれば、近い将来に正面から
NATOを脅かすほどの能力を獲得するとも考えにくいであろう。さらに核の
レベルについていえば、上述したように三大核大国のうち二者が先に核戦争
に至った場合は残る一者が漁夫の利を得る格好になるとすれば、それは拙速
な核使用に踏み切ることを思いとどまらせる誘因として、危機の安定性に貢
献するという可能性も指摘できる。つまり三大核大国問題から導かれる「最
悪のシナリオ」は理論上の可能性として備えておくべきではあっても、当面
の現実的な可能性としては必ずしも高いものとはいえないのである。

米国の
ウクライナ間接介入モデル

第 5 章
「新たなる戦争」の諸相

――台湾情勢への軍事的影響と適用可能性――

C-17 輸送機にウクライナへの軍事物資を
積み込む米空軍兵士達（U.S. Air Force 
photo by Airman 1st Class Cydney Lee）

切通 亮
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莫大な資源動員を伴う直接介入と比べてコストとリスクの低い間接介入は、
特に大国間競争下の戦略環境に適したアプローチとして注目されているので
ある 4。
しかし、米国のグローバルな関与の文脈から具体的な事例に当てはめなが
らこの手法の利点とリスクを検討した研究は管見の限りない。また、間接介
入や代理戦争の研究では国内紛争を分析対象とする傾向にあるため、国家間
紛争における介入を分析した研究もいまだに多いとはいえない。そこで本章
では、米国のウクライナ軍事支援を典型的な間接介入手法としてとらえ、そ
の特徴を確認したうえで、対中戦略競争の文脈からこのアプローチの有効性
を考察する。
より具体的には台湾情勢に焦点を当てて次の2点を問う。第1に、ウクライ
ナでの間接介入は台湾を含むインド太平洋地域の米軍の対中抑止態勢にどの
程度影響を与えているのだろうか。これは対中戦略競争における米国の間接
介入の有効性を確認するための指標の1つで、抑止態勢に対する負の影響が
大きいほど有効性は低下するものと考えられる。とりわけ米国によるウクライ
ナ支援と台湾支援はトレードオフの関係にあるとの認識が広がっていること
からも5、米国防省の具体的な予算や各種プログラムの動向を当たりながらウク
ライナ支援の影響を分析することは、間接介入の有効性を考察するうえで有
益であろう。
第2に、米国のウクライナ間接介入モデルは台湾有事にも適用可能なのだ

ろうか。これまで米国の台湾有事への介入に関しては、介入の是非をめぐる

4） Frank Hoffman and Andrew Orner, “The Return of Great-Power Proxy Wars,” War on the Rocks, 
September 2, 2021; Raphael S. Cohen, “Ukraine and the New Two War Construct,” War on the 
Rocks, January 5, 2023; Daniel Byman, “Are Proxy Wars Coming Back?,” The Washington Quarterly 
46, no. 3, (2023): 149–164; Seth G. Jones, The Role of Special Operations in Great Power Competition, 
Subcommittee on Intelligence and Special Operations, House Committee on Armed Services, 
February 8, 2023; Alexandra Chinchilla, et al., “Irregular Warfare in Strategic Competition,” Defense 
Studies 24, no. 1 (2024): 148–158; Jacob Shapiro and Liam Collins, “Great Power Competition Will 
Drive Irregular Conflict,” War on the Rocks, April 8, 2024.

5） Michael Poznansky, “The Ukraine-Taiwan Tradeoff,” Foreign Affairs, January 5, 2024; Alex Velez-
Green, Managing Trade-offs between Military Aid for Taiwan and Ukraine (Washington, DC: Heritage 
Foundation, 2023); Elbridge A. Colby and Kevin Roberts, “The Correct Conservative Approach to 
Ukraine Shifts the Focus to China,” Time, March 21, 2023; Jung-Ming Chang and Che-Jen Wang, 
“Delayed US Arms Transfers to Taiwan: Déjà Vu?” Diplomat, July 16, 2024; Alex N. Wong and 
Kimberly T. Glas, 2022 Report to Congress of the U.S.-China Economic and Security Review Commission 
(Washington, DC: U.S. Government Publishing Office, 2022).

はじめに
米国はポスト冷戦期において異なる地域でほぼ同時期に起きる2つの大規
模紛争に勝利可能な「二正面構想」（two-war construct）を米軍戦力計画の基
準としてきたが、バラク・オバマ（Barack Obama）政権以降は限られた国防
資源と潜在的な国際安全保障リスクとの間で戦力構想の最適解を模索してきた。
これに対しドナルド・トランプ（Donald J. Trump）政権は中国・ロシアとの
大国間競争に主眼を置き、1つの侵略を打倒、それに乗じたもう1つの機会主
義的な侵略を抑止するとの方針を示した。この「打倒と抑止」の原則は事実
上の「一正面構想」（one-war construct）への転換であるが、ジョセフ・バイ
デン（Joseph R. Biden Jr.）政権ではこれが踏襲されただけでなく、インド太
平洋地域における中国への対応を最優先とすることがより鮮明になった 1。
しかしながら、仮に比較的優先度の低い地域で米国の「抑止」が失敗した
場合、世界各地に同盟と国益を有するグローバル・パワーたる米国が、実際
に危機ないし紛争に介入せずに傍観することは果たして可能なのだろうか。
あるいは介入・不介入の二択を超えて、国防計画上のプライオリティーに影
響を与えない形でこうした地域危機に対応可能な第3の道はあるのだろうか。
その場合米国はいかなる方法でどの程度事態に関与していくのだろうか。
こうした問題意識を念頭に、本章は地域紛争に対する米国の間接的な介入
手法に着目する。間接介入 2や代理戦略 3とも呼ばれるこのアプローチでは、米
国は主体的な戦闘行為を地域の当事者に委ねるが、特定の当事者に対する軍
事支援などを通じて紛争の趨勢に影響を与え、戦略的な利益を得ようとする。

1） U.S. Department of Defense (DOD), 2022 National Defense Strategy (October 27, 2022).
2） Stephen Tankel, “US Counterterrorism in the Sahel: from Indirect to Direct Intervention,” 

International Affairs 96, no. 4 (2020): 875–893; Tyrone L. Groh, Proxy War: The Least Bad Option 
(Stanford: Stanford University Press, 2019); Raphael S. Cohen, et al., Great Power Competition and 
Conflict in the 21st Century outside the Indo-Pacific and Europe (Santa Monica: RAND Corporation, 
2023); Niklas Karlen, et al., “Forum: Conflict Delegation in Civil Wars,” International Studies Review 
23, no. 4 (2021): 2048–2078.

3） Vladimir Rauta, “Proxy Warfare and the Future of Conflict: Take Two,” RUSI Journal 165, no. 2 
(2020): 1–10; Daniel Byman, “Why Engage in Proxy War? A State’s Perspective,” Lawfare, May 21, 
2018; Andrew Mumford, “Proxy Warfare and the Future of Conflict,” RUSI Journal 158, no. 2 (2013): 
40–46; Eli Berman, et al., “Introduction: Principals, Agents, and Indirect Foreign Policies,” in Proxy 
Wars: Suppressing Violence through Local Agents, ed. Eli Berman and David A. Lake (Ithaca: Cornell 
University Press, 2019), 1–27; Geraint Hughes, My Enemy’s Enemy: Proxy Warfare in International 
Politics (Eastbourne: Sussex Academic Press, 2012).
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れるということである。
以上を踏まえ、本章はウクライナ間接介入モデルの台湾情勢への軍事的影
響および適用可否を検証する。本章の主な主張は次のとおりである。まず、
米国のウクライナ間接介入手法は同国の戦略資源のいたずらな消費を回避す
ることに一定程度成功している。特に太平洋での抑止態勢に焦点を当てた場合、
米軍の予算や調達などの動向はもとより、しばしばウクライナ戦争による影
響を懸念される台湾売却兵器納入の遅滞についても、欧州での間接介入が大
きな負の影響を及ぼしている形跡はない。逆に、中長期的な視点からみれば、
ウクライナへの間接軍事支援により著しく向上した米国内外の兵器生産能力は、
潜在的に太平洋地域において兵器・弾薬備蓄を強化する機会を与え得るもの
でもある。
しかし、もう1つの主張は、こうした間接介入モデルは台湾有事においては
適用可能性が低いということである。間接介入手法は海に囲まれた台湾の地
理的な特性と相性が悪い。また、台湾有事においては紛争の初期段階で相手
を直接攻撃する誘因も米中双方に働くだろう。さらに、仮に米国が台湾に対
する軍需品や人員の輸送などを強行しようとした場合、介入の形態を問わず
その作戦は困難を極めるだろう。こうしたことから、特に台湾の防衛に関し
ては、有事よりも平時の軍事支援が重要になるというのが本章の見立てである。
本章の構成は3節から成る。第1節では、米国によるウクライナ間接介入モ

デルの特徴を整理する。その際、これまでに多くの研究の蓄積がなされてき
た代理戦争理論を援用する。第2節では、ウクライナ間接介入が太平洋地域
での対中抑止に与える影響について確認する。特に米国防省の各種プログラ
ムの動向とともに、台湾が購入した米国製兵器の遅滞に焦点を当てる。第3

節では、主に台湾の地理的な特性、米中間のエスカレーション構造、輸送作
戦の実効性の3つの視点から、台湾有事における間接介入の適用可能性を検
証する。最後に、本研究で得られた知見をまとめたうえで、今後の学術およ
び政策的な課題についても触れることとする。

米国の意思や選好の研究 6、あるいは直接介入を前提とした米中双方の能力に
関する研究が主流であった 7。これとは対照的に、台湾有事における非直接的
な介入手段の可能性や有効性については、議論の成熟度が高いわけではない。
台湾危機に際して、直接介入の潜在的なコストとリスクの高さから米国内の
政治と世論が非直接的な介入を求めた場合、間接介入の実効性は極めて重要
な論点となる。
ただし、ここでの問題設定には留意点がある。上記の2つの問いをめぐる議
論は、一正面構想の基軸となる「打倒と抑止」のうち「抑止」が破れた場合
の手法については有益な視座を提供するものと考えられるが、一方でいかな
る事態で米国が「打倒」を追求するのかという論点は依然として残る。特に、
米国の最も重視する中国が直接関わる紛争に対して、米国が軍事介入を避け
ようとするのであれば、果たして「打倒」とは何を意味するのだろうか。
端的に言えば「打倒」とは米国が構築しようとする戦力の目安を示す表現

であり、中国を念頭に置いた1つの戦争に確実に勝利し、なおかつその他の侵
略を抑止することに必要な米軍の規模と能力を整備するとの文脈で用いられ
ている。つまり戦力構想（force construct）とは米軍戦力の国防計画上の基準
を設定するものであり、潜在的な台湾有事を含め、特定の紛争に対する直接
介入の是非を明示するものではない 8。「打倒と抑止」に必要な規模と能力が何
を指すのかに関しては多分に議論の余地があるが、少なくともここで言える
ことは、この戦力を使うのか使わないのか、いつどこで使うのか、あるいは
どのように使うのかに関しては、個々の事態と状況に照らし合わせて判断さ

6） Steve Tsang, ed., If China Attacks Taiwan: Military Strategy, Politics and Economics (New York: 
Routledge, 2006); Kwang Kyu Nam, “U.S. Strategy and Role in Cross-Strait Relations: Focusing on 
U.S.-Taiwan Relations,” Journal of East Asian Affairs 33, no. 1 (2020): 155–176; Nien-chung Chang-
Liao and Chi Fang, “The Case for Maintaining Strategic Ambiguity in the Taiwan Strait,” The 
Washington Quarterly 44, no. 2 (2021): 45–60; Charles Chong-Han Wu, “The End of Washington’
s Strategic Ambiguity? The Debate over U.S. Policy toward Taiwan,” China Review 21, no. 2 (2021): 
177–202; Hoo Tiang Boon and Hannah Elyse Sworn, “Strategic Ambiguity and the Trumpian 
Approach to China-Taiwan Relations,” International Affairs 96, no. 6 (2020): 1487–1508.

7） Mark F. Cancian, Matthew Cancian, and Eric Heginbotham, The First Battle of the Next War: 
Wargaming a Chinese Invasion of Taiwan (Washington, DC: Center for Strategic and International 
Studies, 2023); Ian Easton, The Chinese Invasion Threat: Taiwan’s Defense and American Strategy in 
Asia (Arlington: Project 2049 Institute, 2017); Stacie Pettyjohn, Becca Wasser, and Chris Dougherty, 
Dangerous Straits: Wargaming a Future Conflict over Taiwan (Washington, DC: Center for a New 
American Security, 2022).

8） Mark Gunzinger, Shaping America’s Future Military: Toward a New Force Planning Construct (Washington, 
DC: Center for Strategic and Budgetary Analysis, 2013).
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入概念には含まれない。ここでいう間接性とは、地域で起こる紛争に第三者
である介入者が特定の紛争当事者に対して支援を提供することを通じて、そ
の紛争の趨勢に影響を与えようとすることを指す。経済制裁や名指し批判な
どは外部アクターが非軍事的手段を通じて紛争の趨勢に影響を与えようとす
る一方で、必ずしも支援する当事者を媒介して実行されるわけではなく、対
象者のアセットや評判に対して直接的に作用することが一般的であろう。こ
の意味で非軍事的手段と間接的手段は同等ではない。間接介入では介入者が
直接手を下すことなく、主に軍事支援などを活用しながら実際に戦闘を行う
現地のパートナーを援助することが前提となる。
間接介入に関する2つ目の要素は、自己利益に基づく介入である。もっとも

「利益」の定義は国際関係や国内政治の文脈により変わるが、ここでは自国が
特定のライバルとの競争を有利に進めることに資する戦略的利益を指す。紛
争の部外者が直接介入ではなく間接介入を選択する背景には、エスカレーショ
ンへの懸念や国内および国際的支持の欠如、直接介入能力の不足といった介
入者側の事情があり、そのうえで介入コストを最小化しながら戦略的利得を
最大化しようとするのである14。
当然ながらこの種の介入は人道的介入とは一線を画する。上述のとおり間
接介入は自国の戦略的利益に関する打算の産物であるが、その一方で人道支
援を含む人道的介入は道義的な責任として「見知らぬ人を守る」こと自体が
主要な動機となる15。国際社会における規範の広がりにより各国の外交「利益」
が人道支援の価値観を包含したものへと変遷することも考えられるが 16、この
場合の利益は間接介入を動機づける戦略的利益とは別物である。また、人道
危機においても軍事資源の不足や国内外からの支持の欠如などにより直接的
な軍事介入ではなく間接的な人道支援を選択することがあるが 17、この場合も
介入の動機自体は道義的なものであることから、ここでの間接介入とは分け

14） Groh, Proxy War.
15） Nicholas J. Wheeler, Saving Strangers: Humanitarian Intervention in International Society (Oxford: 

Oxford University Press, 2000); Martha Finnemore, The Purpose of Intervention: Changing Beliefs 
about the Use of Force (Ithaca, NY: Cornell University Press, 2003).

16） Martha Finnemore and Kathryn Sikkink, “International Norm Dynamics and Political Change,” 
International Organization 52, no. 4 (1998): 887–917.

17） Fiona Terry, Condemned to Repeat? The Paradox of Humanitarian Action (Ithaca, NY: Cornell 
University Press, 2022), 17.

1. 間接介入モデルとしてのウクライナ支援
（1）間接介入の概念化
直接的な戦争を避けながら戦略目的を達成しようとすることの重要性は戦

略家により古くから認識されてきた 9。この間接アプローチを体系的にまとめて
世に問うたのは英国の戦略家のバジル・H・リデル・ハート（Basil H. 

Liddell-Hart）であるが、その射程は戦術から戦略までの広範にまたがり、概
念の有用性の観点からは度々疑義が呈された 10。これに対して本章での中核を
担う「間接介入」は、紛争介入の手法に関するより狭義の概念である。ここ
では主に紛争研究における代理戦争理論を援用しながら、この概念の特徴を、
①戦闘への直接参加の回避、②戦略的利益に基づく動機、③当事国に対する
コントロール、の3つに分けて整理する。
当然ながら間接介入の最も重要な特徴の1つは、その間接性にある。介入
者は、ある紛争の行方に関心を有する一方で、戦闘の実行自体は現地のパー
トナーに委ねて、自身は戦闘地域への部隊派遣を避けながら当事者への財政
援助や軍事訓練、インテリジェンス共有、軍需品提供といった後方支援を通
じた関与に終始する11。例えば、レバノンを拠点にするヒズボラはイランから
の財政援助や近代兵器、軍事トレーニングの提供などを通じて、イスラエル
軍との戦闘や国際的なテロ活動などを実行し得る高い技能を有する勢力となっ
ている12。こうした間接的な手段は時に戦況に決定的な影響を与えるものであ
るが、直接介入を差し控えること自体が敵対国に対する自制のシグナルにつ
ながるため、間接的な介入者に対する直接的な報復やこれを戦闘に巻き込む
エスカレーションの危険性は、直接的に介入した場合と比べて大きく低下す
ると考えられている13。
なお経済制裁や名指し批判（naming and shaming）などはここでの間接介

9） Sun Tzu, The Art of War, translated by Samuel B. Griffith (Oxford: Oxford University Press, 1980).
10） Basil H. Liddell Hart, Strategy, 2nd revised ed. (New York: Meridian, 1991); Azar Gat, Fascist and 

Liberal Visions of War: Fuller, Liddell Hart, Douhet, and Other Modernists (Oxford: Oxford University 
Press, 1998).

11） Mumford, “Proxy Warfare.”
12） Jack Watling, “Proxy Warfare: Iran,” in The Future Conflict Operating Environment Out to 2030, ed. 

Peter Roberts (London: Royal United Services Institute, 2019), 11–18.
13） Byman, “Are Proxy Wars Coming Back?”
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ている 21。
そこでもう1つの手法は、当事者の選択肢を限定することでその行動をコン

トロールするというものである。これは、介入者が当事者の特定の行動を阻
止したい場合に、懲罰などで方針転換を強いるのではなく、その行動を可能
にし得る支援物資に対するアクセスを制限または遮断することにより、そも
そもの選択肢から排除しようとすることを指す 22。懲罰や褒賞がすでに実行さ
れているエージェントの行動を制御するのに対して、選択肢の制限は追加的
に起こり得るエージェントの行動を制御するものである。
このように介入者は紛争において現地の当事者にすべてを委ねるのではなく、
支援の手綱を握ることで後者の行動を一定程度管理しようとする。そしてこ
うした支援形態は、自己利益に沿う形で紛争の結果に影響を与えることを目
的としているのである。

（2）ウクライナ戦争での米国の国益
米国がウクライナ戦争で実施してきた介入手法は、上で見てきた間接介入
概念と合致する。もっとも、バイデン政権が当初からウクライナの意思決定
はウクライナ国民が決めることと強調していたことからも、支援をする米国側
が描く戦争の着地点は明らかにされてこなかった 23。しかし米国がウクライナ
でいかなる国益を有しているのかについては、断片的な過去の言説から推し
量ることもできる。その中でもウクライナの防衛とエスカレーションの回避は、
ウクライナ戦争における米国の主要な目標として認識されている 24。

①ウクライナ防衛
まず、ウクライナ戦争における最も明らかな米国の目的はウクライナの敗

21） Matthew J. Nanes, “Lebanon and Gaza, 1975-2017: Israel’s Extremes of Interest Alignment,” in 
Berman and Lake, Proxy Wars, 110–136.

22） Sara Plana, “Controlling Proxies: An Analytical Framework,” in Routledge Handbook of Proxy Wars, 
ed. Assaf Moghadam, Vladimir Rauta, and Michel Wyss (London: Routledge, 2024), 218–228.

23） Joseph R. Biden Jr., “President Biden: What America Will and Will Not Do in Ukraine,” New York 
Times, May 31, 2022.

24） Janice Gross Stein, “The Ukraine Dilemma: Can the West Save Kyiv without Starting a War with 
Russia?,” Foreign Affairs, March 9, 2022; Kori Schake, “US Strategy in Ukraine,” in War in Ukraine: 
Conflict, Strategy, and the Return of a Fractured World, ed. Hal Brands (Baltimore: Johns Hopkins 
University Press, 2024), 156–172.

て考える必要があるだろう。
そして間接介入の3つ目の特徴は、介入者による当事者の行動のコントロー
ルである。介入者は当事者への支援を通じて戦略目標を達成しようとするが、
必ずしも被支援者が介入者と利益を共有しているわけではない。紛争の当事
者は介入者の利益代理人として行動するわけではなく、多くの場合、自らの
利益と目的に基づき行動するのである。こうした介入者と当事者の関係性は
プリンシパル―エージェント関係とも呼ばれるが、主に両者の間に存在する
情報の非対称性により、プリンシパルから委託を受けたエージェントが前者
の利益に反して行動する問題がしばしば引き起こる18。
これを間接介入に当てはめると、紛争に直接参加しない介入者が独自の利
益を有する当事者の行動をいかに制御することができるのかが問われる19。もっ
とも外部の介入者が特定の当事者を支援する時点で、すでに大枠で一致した
利害を二者間で共有しているともいえるが、現地で実際に戦闘に従事する当
事者と外部から軍事支援のみを提供する介入者とでは、当然得られる情報や
その解釈が異なる。このため、それぞれが規定する自己利益に乖離が生まれ
ることもまた必然であろう。
介入者と当事者との間で利益が分かれる場合、介入者はレバレッジを使い

ながら当事者の行動を制御しようとする。最も単純な方法は、褒賞と懲罰の
組み合わせだろう。例えば、介入者による外交的妥協や軍事援助、経済投資
などの褒賞は支援者の利益にかなう行動に対してインセンティブを与えるが、
こうした支援の停止や制裁などの懲罰手段はその利益に反する行動に対する
コストを高めるものである 20。しかしながら、介入者と被支援者との間で多く
の利益を共有している時に特定の相違について懲罰を実行することは、全体
の関係性や当事国の能力に悪影響を及ぼすなどの危険が伴うものと考えられ

18） Gary J. Miller, “The Political Evolution of Principal-Agent Models,” Annual Review of Political Science 
8 (June 2005): 203–225.

19） Daniel Byman and Sarah E. Kreps, “Agents of Destruction? Applying Principal-Agent Analysis to 
State-Sponsored Terrorism,” International Studies Perspectives 11, no. 1 (2010): 1–18; Ariel I. Ahram, 
Proxy Warriors: The Rise and Fall of State-Sponsored Militias (Stanford: Stanford University Press, 
2011).

20） Eli Berman, et al., “Introduction: Principals, Agents, and Indirect Foreign Policies,” in Proxy Wars: 
Suppressing Violence through Local Agents, ed. Eli Berman and David A. Lake (Ithaca, NY: Cornell 
University Press, 2019), 12–13.
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つである。すでに米国政府はこの意図を公にしている。ロイド・オースティ
ン（Lloyd Austin）国防長官は2022年4月に極秘裏にウクライナを訪問した後、
「ウクライナ侵略と同じようなことができないほどにロシアが弱体化すること」
が米国の目標であることを記者団に明らかにした 31。同じ時期にマーク・ミリー
（Mark Milley）統合参謀本部議長もウクライナの自由と独立の維持が米国と
同盟国の国益としたうえで、ウクライナ侵略により北大西洋条約機構（NATO）
の連帯が強化され、対照的にロシアの国力が弱体化していくとの見方を示し
た 32。前述のとおり、ウクライナ戦争が終結すればロシアの攻撃姿勢が緩和す
るとの楽観的な見方は米国において支配的なわけではない。この観点から、
ウクライナ戦争を通じてロシアの戦略資源を枯渇させることで、NATO加盟
国を含む東欧諸国へのさらなるロシアの侵略を阻止しようとすることは、当
然の帰結であろう。
米国がロシアによるウクライナ侵攻の阻止にコミットする3つ目の理由として、

決意の評判の維持が挙げられる。国際関係論では、過去の行動から導出され
る評判に実質的な効果があるのか 33、そもそも決意の評判の確立は実行可能な
のかなどの議論が蓄積されてきたが 34、時代を超えておおむね一致した見解は、
特に顕著な軍事的脅威に直面している状況下においては、意思決定者が将来
の行動に信憑性を与えるために、現在の危機に際して強硬姿勢をとる傾向に
あるということである 35。つまり現在の行動は将来の決意のシグナルでもある
ため、指導者の意思決定はこれに制約されると考えられている。
これにより米国の戦略的な計算では、目下の脅威であるロシアを超えて将
来の潜在的な中国の脅威も視野に入ることになる。実際にバイデン政権高官は、
ロシアによるウクライナ侵攻が西側からの抵抗なく進めば将来の危機におけ
る米国の関与の意思について中国に対する誤ったメッセージを送ることにな

31） David E. Sanger, “Behind Austin’s Call for a ‘Weakened’ Russia, Hints of a Shift,” New York Times, 
April 25, 2022.

32） Jake Tapper, “Milley: We Want to See a Free Ukraine and a ‘Weakened Russia,’” CNN, April 26, 2022.
33） Daryl G. Press, Calculating Credibility: How Leaders Assess Military Threats (Ithaca: Cornell University 

Press, 2005).
34） Jonathan Mercer, Reputation and International Politics (Ithaca: Cornell University Press, 1996).
35） Todd S. Sechser, “Reputations and Signaling in Coercive Bargaining,” Journal of Conflict Resolution 

62, no. 2 (2018): 318–334.

戦を阻止することである。バイデン政権による2022年の『国家安全保障戦略』
では、ロシアのウクライナ侵略を「戦略的失敗」に終わらせることを1つの目
標とした 25。米国がこの目標にコミットする理由として相互に関連する以下の3

つが考えられる。
まずウクライナの緩衝地帯としての価値である。緩衝地帯とは地理的に大
国に挟まれた国や地域のことで大国間の対立を吸収する「クッション」の役
割を果たすものであるが、大国間の勢力圏争いの結果による均衡として、ど
ちらからの支配も及ばないある程度の中立が維持される 26。西側から見たロシ
アとの緩衝地帯としてのウクライナの重要性は冷戦後長らく認識されてきた。
例えば、ジミー・カーター（Jimmy Carter）政権で安全保障担当大統領補佐
官を務めたズビグネフ・ブレジンスキー（Zbigniew Brzezinski）は、ウクライ
ナとロシアが切り離されればロシアの覇権主義的行動は抑制されるが、ロシ
アがウクライナを収めれば、ロシアの帝国主義が再来すると指摘した 27。
こうしたロシア観は、ロシアによる一連のウクライナ侵攻を経て、現在の
米国内の言論空間において一定程度共有されている 28。米国がどこまでウクラ
イナを西側陣営に引き込もうとしているのか、あるいは引き込むべきかについ
ては議論が分かれるところであるが 29、ロシアがウクライナに侵攻して同国に
勢力圏を確立しようとしている今日において、少なくともウクライナの中立を
保つことはウクライナ戦争における米国の重要な国益となる 30。
これと関連して、ロシアの国力の損耗もウクライナ戦争での米国の目的の1

25） White House, National Security Strategy, (Washington, DC: White House, 2022), 26.
26） Rajan Menon and Jack L. Snyder, “Buffer Zones: Anachronism, Power Vacuum, or Confidence 

Builder?” Review of International Studies 5 (2017): 962–986.
27） Zbigniew Brzezinski, “The Premature Partnership,” Foreign Affairs 73, no. 2 (1994): 67–82.
28） Council on Foreign Relations, “Russia’s War in Ukraine: How Does It End?” May 31, 2022; Alina 

Polyakova and Daniel Fried, “Putin’s Long Game in Ukraine: How the West Can Still Protect Kyiv,” 
Foreign Affairs, February 23, 2022; Angela Stent, “The Putin Doctrine: A Move on Ukraine Has 
Always Been Part of the Plan,” Foreign Affairs, January 27, 2022; Hudson Institute, Symposium: Why 
the US Needs to Help Ukraine Defeat Russia, September 5, 2023.

29） John J. Mearsheimer, “Why the Ukraine Crisis Is the West’s Fault: The Liberal Delusions That 
Provoked Putin,” Foreign Affairs 93, no. 5 (2014): 77–84, 85–89; Rajan Menon and William Ruger, 
“NATO Enlargement and US Grand Strategy: A Net Assessment,” International Politics 57 (2020): 
371–400; Dave McCurdy, “The Evolving U.S. Policy toward Ukraine,” SAIS Review 14, no. 1 (1994): 
153–169.

30） Thomas Greminger and Jean-Marc Rickli, “Neutrality after the Russian Invasion of Ukraine: The 
Example of Switzerland and Some Lessons for Ukraine,” PRISM 10, no. 3 (2022): 27–43; Stephen 
Van Evera, “To Prevent War and Secure Ukraine, Make Ukraine Neutral,” Defense Priorities, February 
19, 2022.
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はない。しかしながら、バイデン大統領を含む米国政府高官はプーチン政権
による核恫喝を必ずしも単なる虚勢とはみなしていなかった 41。そのため米国
がウクライナ支援を拡大する場合、ロシアの核使用に対する懸念は米国の選
択肢に少なからず作用するものと考えられる。
これら2つの目標の問題点は、お互いが相反するトレードオフの関係にある

ということである 42。すなわち、米国がウクライナの防衛に力点を置き、米軍
の派兵も辞さないより直接的な関与に転換した場合には、ロシアによる核使
用も含めたエスカレーションの危険性が高まる。逆に米国がエスカレーショ
ンのリスクを強調し、ウクライナに対する関与の度合いを弱めれば、ロシア
によるウクライナ侵略を失敗させるとの目的は達成がより困難になる。間接
介入は、こうした2つの矛盾した目標の間でバランスを維持するための1つの
手法と考えられる（図5-1）。

図5-1　ウクライナ間接介入の理念型

間接介入 直接介入不介入

・ウクライナ防衛弱化
・エスカレーション回避

支援縮小

・ウクライナ防衛強化
・エスカレーション受容

支援拡大

（出所）執筆者作成。

（3）米国のウクライナ軍事支援手段
米国は2024年12月末時点でロシアがウクライナに全面的な侵攻を開始した

2022年2月から総額614億ドル、ロシアの2014年クリミア侵攻まで遡れば
641億ドル分の軍事支援をウクライナ戦争に投入してきた。これには兵器シス
テムや弾薬といった防衛関連品のほか、米国が提供する訓練にかかる費用や、

41） David E. Sanger, “Biden’s Armageddon Moment: When Nuclear Detonation Seemed Possible in 
Ukraine,” New York Times, March 9, 2024.

42） Stein, “The Ukraine Dilemma.”

るとの懸念を示してきた 36。このことは、バイデン政権においても決意の評判
とその将来的な含意に関する認識が政策判断に影響を与えていたことを示唆
している。

②エスカレーション回避
他方で、米国がウクライナの防衛と並んで重視しているのがロシアとのエ

スカレーションの回避である。米国は戦禍がウクライナのみならずNATO加
盟国にまで拡大することを懸念しており、そのリスクを上昇させ得る施策に
ついては慎重な姿勢を示してきた。NATOはロシアとの偶発的な直接交戦を
避けるため、開戦初期からウクライナ上空での飛行禁止区域の設定や同国領
土への戦闘部隊の展開などは実施しない方針で一致している 37。ロシアによる
NATO加盟国への攻撃の際には条約に基づきNATO全体からの報復を発動す
るとバイデン政権が明確にしたことを考えれば 38、飛行禁止区域の設定や地上
部隊の派遣などは米国およびNATO加盟国を紛争に巻き込むリスクを高める
との懸念は妥当であろう。
エスカレーションを懸念する典型的な理由の一つにロシアによる核使用の恐
れが挙げられる 39。例えば、ウラジーミル・プーチン（Vladimir Vladimirovich 

Putin）政権は繰り返し核使用の可能性を示唆しながら西側による潜在的なウ
クライナへの部隊派遣を牽制してきた 40。もっとも米国はロシアによるウクラ
イナ侵攻以前から戦闘部隊を現地に派遣しないことを明言していたため、ロ
シアの核の恫喝がどこまで米国の政策決定に影響を与えてきたのかは定かで

36） Joseph R. Biden Jr., “President Biden: What America Will and Will Not Do in Ukraine,” New York 
Times, May 31, 2022; Jim Garamone, “DOD Official Restates Why Supporting Ukraine Is in U.S. 
Interest,” DOD News, February 9, 2024.

37） Steven Erlanger and Lara Jakes, “NATO Rejects Intervening in Ukraine, including with a No-Fly 
Zone,” New York Times, March 4, 2022; Judy Dempsey, “Judy Asks: Are Europeans Prepared to Send 
Troops to Ukraine?,” Carnegie Europe, May 2024; Jayne McCroary and Patricia Lewis, “Why a No-
Fly Zone Risks Escalating the Ukraine Conflict,” Chatham House, March 14, 2022.

38） White House, “Remarks by President Biden on the United Efforts of the Free World to Support the 
People of Ukraine,” March 26, 2022.

39） Benjamin Jensen and Adrian Bogart, The Coming Storm: Insights from Ukraine about Escalation 
in Modern War (Washington, DC: Center for Strategic and International Studies, 2022); Bryan 
Frederick, Mark Cozad, and Alexandra Stark, Understanding the Risk of Escalation in the War in 
Ukraine (Santa Monica: RAND Corporation, 2023); Daan Sanders, Tim Sweijs, and Paul van Hooft, 
Preventing the (Un)thinkable: Escalation Scenarios and Risk Reduction Measures for Russia and NATO 
following the War in Ukraine (The Hague: The Hague Centre for Strategic Studies, 2022).

40） Guy Faulconbridge and Lidia Kelly, “Putin Warns the West: Russia Is Ready for Nuclear War,” 
Reuters, March 14, 2024.
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はロシアに対するウクライナの交戦能力の低下につながるなどの危険性もあ
るため、米国とウクライナがロシアの侵略撃退という目標を共有している限り
は、懲罰的アプローチはリスクが高いだろう。
訓練支援とは対照的に、情報提供と武器供与はウクライナ軍の能力強化の

みならず紛争でのエスカレーション・コントロールの役割も果たしてきた。例
えば、米国は標的情報をはじめとする戦場でのリアルタイムな情報を提供す
ることでウクライナの作戦行動を支援してきたが 48、ロシア国内の標的に関す
る情報提供は原則として認めてこなかった 49。これはロシア国内への攻撃が紛
争のエスカレーションを誘発するとの懸念に基づく米国側の抑制措置の1つと
考えられる。
同じことは武器供与についてもいえる。バイデン政権は開戦からしばらく

の間、陸軍戦術ミサイルシステム（ATACMS）など、ロシア国内を射程に収
め得る比較的長射程のミサイルを提供することには慎重な立場をとってい
た 50。こうした長射程の兵器も次第にウクライナに提供されてきたといわれて
いるが 51、米国はそれ以降も同国製兵器の使用条件をすべて撤廃することに関
しては慎重な姿勢を維持してきた 52。
こうした米国のエスカレーション管理には次の特徴がある。まず挙げられ
るのは、少しずつ選択肢を拡げていく漸進主義である。これは時間をかけて
試行錯誤しながら小さな政策変更を漸次的に進めるアプローチであるが、そ
の利点は、極めて高い不確実性の中においても敵・味方双方の反応を確かめ
ながら政策の許容範囲を探ることができる点にある 53。精密誘導兵器を例にと

48） Isabelle Khurshudyan, et al., “Ukraine’s Rocket Campaign Reliant on U.S. Precision Targeting, 
Officials Say,” Washington Post, February 9, 2023; Julian E. Barnes, Helene Cooper, and Eric Schmitt, 
“U.S. Intelligence Is Helping Ukraine Kill Russian Generals, Officials Say,” New York Times, May 4, 
2022.

49） Helene Cooper, et al., “Ukraine Asks U.S. to Provide More Intelligence on Targets in Russia,” New 
York Times, May 17, 2024.

50） Mike Stone, “Exclusive: Ukraine Could Get Long-Range Missiles Armed with US Cluster Bombs,” 
Reuters, September 12, 2023.

51） Steve Holland and Idrees Ali, “The US Quietly Shipped Long-Range ATACMS Missiles to Ukraine,” 
Reuters, April 25, 2024.

52） Siobhán O’Grady, et al., “U.S. Restrictions Put Key Russian Air Bases Out of Firing Range, Officials 
Say,” Washington Post, June 21, 2024.

53） Austin Carson, “The Missing Escalation in Ukraine in Defense of the West’s Go-Slow Approach,” 
Foreign Affairs, September 14, 2023; Janice Gross Stein, “Escalation Management in Ukraine: 
‘Learning by Doing’ in Response to the ‘Threat That Leaves Something to Chance,” Texas National 
Security Review 6, no. 3 (2023): 29–50.

ウクライナ周辺国の防衛力強化のための資金援助なども含まれる 43。2023年か
ら2024年にかけてウクライナ支援予算の議会承認の遅れがウクライナの軍事
物資の枯渇を招いたことからも分かるように、少なくともウクライナの継戦能
力という点から見れば、米国が捻出した予算を源泉とする軍事支援が死活的
に重要であることは論をまたない 44。
ウクライナ軍への能力支援と戦争のエスカレーション管理という文脈にお
いて、ウクライナでの米国の主要な支援手段は訓練提供、情報提供、武器供
与の3つである。これらのうち、いずれの手段も能力支援の性格を有するが、
後者の2つに関してはエスカレーション管理としても機能してきた。
米国の資金調達により提供できる具体的な支援の1つに訓練プログラムが

ある。米国は特定の国の能力支援に特定の州兵が割り当てられる「州パートナー
シップ・プログラム」を通じて1993年からウクライナ軍へ訓練支援を提供し
てきた。冷戦以降の訓練はしばらく災害救援などが中心となっていたものの、
ロシアによる2014年のクリミア侵攻を受けて野戦戦術や意思決定、戦場医療
といった実践的な戦闘訓練にシフトした 45。このプログラムはロシアがウクラ
イナに全面侵攻する直前の2022年2月まではウクライナ国内で実施されてい
たが、開戦以降は東欧諸国に拠点を移して継続されてきたという46。こうした
米国の訓練支援は、ウクライナ軍の人員不足を補うことに貢献するのみならず、
小規模部隊を分散させて運用するウクライナ軍の作戦上の成果にも大きく寄
与しているとみられてきた 47。
米国が訓練支援を通じて純粋にウクライナの継戦能力や戦闘能力を強化し

ようとしてきたことは明白である。もっとも、ウクライナの行動が米国の戦略
目標から大幅に逸脱した場合には、訓練を意図的に停止するなどして、この
支援を懲罰的手段として扱うことも可能である。しかしながら、懲罰的手法

43） Department of State, “Fact Sheet: U.S. Security Cooperation with Ukraine,” December 12, 2024.
44） Karoun Demirjian and Lara Jakes, “White House Warns Ukraine Aid Is Running Out, Pressing 

Congress for More,” New York Times, December 4, 2023; Tom Balmforth and Charlotte Bruneau, “US 
Aid to Ukraine: What Difference Will It Make in War with Russia?,” Reuters, April 23, 2024.

45） Dan Frosch, “California’s National Guard Trained Ukraine’s Military for Decades̶and Now It 
Helps from Afar,” Wall Street Journal, March 11, 2022.

46） Whitney Hughes, “National Guard Supports Armed Forces of Ukraine,” National Guard, News, 
June 8, 2022.

47） Doug G. Ware, “California Guard Troops Have Helped Ukraine Beat Russia on Battlefield, Army 
Official Says,” Stars and Stripes, July 13, 2023.
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バイデンvsトランプ—ウクライナ関与政策の比較

第2次トランプ政権の発足により、米国のウクライナ軍事支援は分岐点を迎えてい
る。ウクライナ戦争への関与に関するバイデン政権とトランプ新政権の最も大きな
違いの1つは、この戦争における着地点の表明の有無である。バイデン政権はウクラ
イナ戦争に係る意思決定をウクライナ自身に委ね、それを支援する立場を貫いたため、
米国側がどこに戦争の着地点を見出しているのかは必ずしも定かではなかった。対
照的に、トランプ新政権は早期の終戦をウクライナ戦争での目標に掲げ、そのため
にまずウクライナとロシアを交渉のテーブルに着かせるとしている。
交渉に向けた具体的なプロセスについては明らかにされていないものの、トランプ
新政権がウクライナへの支援を梃にウクライナ・ロシア双方に交渉を迫る可能性は
高い。例えば、トランプ大統領からウクライナ特使に任命されたキース・ケロッグ（Keith 

Kellogg）は、ウクライナが交渉を拒めば同国への支援が滞り、ロシアが交渉を拒め
ばウクライナ支援が加速することを繰り返し示唆してきた。言い換えれば、第2次ト
ランプ政権は、ウクライナ戦争終結につながる交渉をウクライナへの軍事支援の条
件として付帯し、その動向次第で支援の強弱を決めようとしているのである。もっと
も、実際には両国がテーブルには着いたものの交渉が難航するなどの状況もあり得る。
そうした場合には、例えば、ウクライナによるロシアへの領土の割譲やウクライナの
NATO加盟といった重要アジェンダに関して、どちらがどの程度妥協するのかが争
点になることは想像に難くない。
仮に第2次トランプ政権がこのアプローチを採用した場合には、バイデン政権との

比較において、次の2点が指摘できる。まず、トランプ新政権の手法は、バイデン政
権のウクライナ間接介入モデルを根底から覆すわけではなく、むしろその枠組みの
中で米国の目標の優先順位が流動化するものと理解すべきであろう。バイデン政権は、
ウクライナ防衛とエスカレーション回避という2つの相反する目標に利益を見出しな
がらも、ウクライナへの軍事支援の枠を徐々に広げる漸進主義的な手法により政策
の許容範囲を探ってきた。他方で、第2次トランプ政権は、バイデン政権が追求して
いたと考えられる2つの目標をいったん白紙にし、ウクライナとロシアの交渉意欲を
見極めてから、支援の強度を決するとみられる。つまり米国にとって、ウクライナの

れば、開戦当初の米国はウクライナによるロシア領内への打撃をロシアから
見た「レッドライン」ととらえていたが、戦況の変化に応じて提供する兵器を、
ジャベリンなどの短射程誘導兵器から、高機動ロケット砲システム（HIMARS）
やATACMSといったより長射程の打撃システムへと徐々に拡大していき、元々
設定していた「レッドライン」の範囲を少しずつ拡げていった。このことは、
開戦初期には提供が認められなかったものの後に承認されたF-16戦闘機やエ
イブラムス戦車、PAC-3などの装備品提供にも当てはまるだろう54。ただし、
こうした「やりながら学ぶ（learning by doing)」方式は進展に時間を要する
ため、ウクライナ戦争のような長期間の消耗戦には適すると思われる一方で、
短期間の高烈度紛争でどの程度有効なのかについては慎重な検討が必要である。
もう1つの特徴は戦場におけるウクライナの選択肢のコントロールである。

これは米国が望まない行動に対して懲罰的に方向転換を強いるのではなく、
その行動を可能にする能力へのアクセスを制限する手法である。インテリジェ
ンス支援を例にとれば、米国はウクライナによるロシア国内への攻撃それ自
体はウクライナの自己判断として基本的に黙認していたが、その実行に必要
な標的情報を提供することは拒んできたとされる 55。ウクライナが長射程の精
密誘導兵器を保有していたとしても、対象の正確な位置が特定できなければ
その効果は極めて限定的になる。つまりウクライナがロシア国内を攻撃する
メリットは相対的に低下するのである。この手法によるコントロールは、既存
の支援を縮小したり停止したりするのではなく、追加的な能力支援の可否を
検討するものであるため、ウクライナ側の心理的な反発も最小限に抑え込む
ことが可能だろう。

54） Natasha Bertrand, Kylie Atwood, and Oren Liebermann, “US Signals to Allies It Won’t Block Their 
Export of F-16 Jets to Ukraine,” CNN, May 19, 2023.

55） Cooper, “Ukraine Asks U.S.”
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ら同国に妥協を迫ることはあったとしても、ロシアに対してウクライナ軍事支援を強
化するという脅しをかけることは考えにくい。
もっとも、トランプ新政権が中立的な目線からウクライナとロシアの交渉努力を同
等とみなしたとしても、強要の実効性を考慮すると、やはりウクライナへの圧力を強
めるだろうとの論理が成り立つ。すなわち、すでに質量ともに高いレベルで実施さ
れてきたウクライナ軍事支援がさらに増強されたとしても、ロシア軍をウクライナ領
内から駆逐できる保証はない。他方、ウクライナ支援の低下がウクライナ軍の継戦
能力に死活的な打撃を与えることは、ウクライナが戦闘物資の大部分を米国に依存
していることに鑑みれば明らかであろう。このことは、2023年から2024年にかけて
米議会でウクライナ関連予算の成立が遅れたことにより、前線で必要なウクライナ
軍の兵器・弾薬が枯渇寸前にまで陥ったことからも読み取ることができる。仮にウク
ライナとロシアの妥協の度合いが拮抗したとしても、新政権がロシアよりもウクライ
ナに対する圧力を選択する誘因も存在するのである。
トランプ新政権がウクライナとロシアの交渉意欲を間接介入の深度に紐づけるの
であれば、同政権の対ウクライナ軍事支援のベクトルは拡大と縮小のどちらにも向
き得ることとなる。これは、原則としてウクライナを支持することを明確にし、徐々
に支援を拡大していったバイデン政権下の関与手法とは異なる。第2次トランプ政権
が展開するウクライナ政策はより政治色を帯びる可能性が高いため、今後のウクラ
イナ戦争においては純粋な戦闘の趨勢のみならず、交渉をめぐるウクライナとロシ
アの政治的な駆け引きについてもこれまで以上に注目されることになるだろう。

コラム図　バイデン・トランプ両政権のウクライナ支援イメージ

非妥協的ウクライナ 非妥協的ロシア
直接介入不介入

・ウクライナ防衛弱化
・エスカレーション回避

支援縮小

・ウクライナ防衛強化
・エスカレーション受容

支援拡大

トランプ新政権

バイデン政権

（出所）執筆者作成。

防衛がより重要になるのか、あるいはエスカレーション回避がより重要になるのかは、
両国の妥協の意思に依存する。そして米国は、ウクライナが妥協を拒否した場合に
は支援削減によりウクライナの防衛可能性が低下し、ロシアが拒否した際にはウク
ライナ支援強化により戦闘がエスカレートする、というリスクを容認することになる。
こうした単純な支援の増減は、バイデン政権での支援手法との潜在的な違いでも
ある。バイデン政権下の米国は、ウクライナ防衛という大枠でウクライナ政府と利害
を共有していた一方で、ロシア領土内への攻撃を含むエスカレーションの許容度に
ついては利害の部分的な乖離があったとみられる。そのため同政権は、ウクライナ
軍の戦闘力に影響を与え得る懲罰的な支援削減ではなく、提供兵器の制限といった
ウクライナの軍事的な選択肢の限定を通じて、戦場におけるウクライナ軍の行動を
制御していた。しかしながら第2次トランプ政権下では、仮にウクライナがロシアと
の交渉に際して妥協を拒んだ際には、ウクライナ防衛という根本的な利害について
も米国・ウクライナ間で亀裂が生じる可能性は高まる。この場合、米国がウクライ
ナ軍の戦闘力の維持に配慮する必要性は低下するため、懲罰的な支援削減やその脅
しを通じて、ウクライナに対して譲歩を迫ることが可能になるのである。逆に、ロシ
アが交渉や妥協を拒否した場合には、トランプ新政権がエスカレーションのリスク
を受け入れ、より強硬なウクライナ支援に乗り出す可能性も考えられるだろう。
ただし、上の推論はあくまでもウクライナとロシアによる妥協の程度とその差異が
可視化されるという理想的な条件に基づくものである点には注意が必要である。無
論こうした条件が確立される可能性も否定できないが、現実的にはウクライナ・ロ
シア双方の利害がせめぎ合い、両国の妥協の程度が外部から明確には見えづらい状
況が発生する可能性の方が高いだろう。
そうした玉虫色の状態が続いた場合、トランプ政権の対応の予測が困難になるこ

とはいうまでもないが、経験的に見れば同政権がロシアよりもウクライナに対する圧
力を優先することも考えられる。例えば、欧州への軍事資源の投入に慎重な政策決
定者が新政権内でより大きな存在感を示すこともあり得る。新政権内での勢力図が
ウクライナ介入懐疑派の優位に傾くのであれば、トランプ大統領により国防次官に
指名されたエルブリッジ・コルビー（Elbridge Colby）が繰り返し唱えてきたように、
ウクライナ軍事支援とより広義の欧州安全保障の責任を現地のNATO加盟国に託し、
米国自身は太平洋地域での対中抑止に注力していくということも選択肢の1つとなる
だろう。その場合、米国がウクライナへの軍事支援の削減や停止をほのめかしなが
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また、湾岸戦争の戦前の予想では、特に人的面で実際の結果よりも遥かに
大きな被害を出す可能性も指摘されていた。例えば、戦闘による実際の米軍
の戦死者数は150人に満たないが 60、戦前の米軍内部での予測では被害が3万
人近くまで上る可能性も指摘されていた 61。表5-1が示すとおり、実際に他の直
接介入事例においても、少なくとも400億ドル以上の年平均戦費、10万人以
上の展開兵力を要しており、財政・人的の両面で大きな動員コストがかかっ
ている。

表5-1　米国の主要な戦争のコスト比較（2024年12月時点）

介入類型 戦争事例（期間） 展開兵力 戦死者数 関連支出（概算年平均）

直接介入

朝鮮戦争
（1950～1953年） 1,789,000人 33,739人 3,410億ドル

（約850億ドル）

ベトナム戦争
（1964～1975年） 3,403,000人 47,434人 7,380億ドル

（約650億ドル）

湾岸戦争
（1990～1991年） 694,550人 148人 1,020億ドル

（約1,300億ドル）

イラク戦争
（2003～2013年） 171,000人 3,490人 7,310億ドル

（約750億ドル）

アフガニスタン戦争
（2001～2022年） 100,000人 1,847人 8,640億ドル

（約410億ドル）

間接介入 ウクライナ戦争
（2022年～現在） 若干名 0人 614億ドル

（約220億ドル）

（出所） Department of Veterans Affairs, America’s Wars (November 2023); Daggett, “Costs of Major 
U.S. Wars”; Kathleen J. McInnis and Andrew Feickert, “Additional Troops for Afghanistan? 
Considerations for Congress,” Congressional Research Service, R44853 (May 19, 2017); Michael E. O’
Hanlon and Ian Livingston, Iraq Index: Tracking Variables of Reconstruction & Security in Post-Saddam 
Iraq (Brookings Institute, January 31, 2011) を基に執筆者作成。

（注1） 全面介入カテゴリーの戦費はすべてDaggett, “Costs of Major U.S. Wars”のFY2011の米ドル基準での
試算に基づく。

（注2） 戦争期間はBarbara Salazar Torreon, “U.S. Periods of War and Dates of Recent Conflicts,” 
Congressional Research Service, RS21405 (December 14, 2018), 各種報道に基づく。

対照的に間接介入はこうした費用を低く抑えることを可能にする。ウクラ
イナへの支援関連費用が総額約600億ドルに上る間接介入の財政コストは必

60） Defense Casualty Analysis System, “U.S. Military Casualties: Persian Gulf War Casualty Summary, 
Desert Storm,” as of August 20, 2024, https://dcas.dmdc.osd.mil/dcas/app/conflictCasualties/gulf 
/stormsum.

61） “Potential War Casualties Put at 100,000: Gulf Crisis: Fewer U.S. Troops Would Be Killed or Wounded 
than Iraq Soldiers, Military Experts Predict,” Los Angeles Times Archives, September 5, 1990.

2. ウクライナ支援の対中抑止への影響
（1）ウクライナ直接介入の仮想的コストとリスク
欧州でのこうした間接介入は、特に太平洋における戦略資源の温存に実際

にどこまで貢献しているのだろうか。この問いに答えるためには、まず比較
対象となる直接介入の費用とリスク、それに伴う米国の軍事態勢への潜在的
な影響を整理することが必要だろう。ただし、仮想的に米国がウクライナ戦
争に直接介入した場合のコストを検討した研究やシミュレーションはほとん
ど存在しないため、直接介入の歴史的事例から類推する必要がある。以下で
は直接介入事例の相対的なコストを確認したうえで、そこから考えられる潜
在的なリスクを検討する。

①直接介入コスト
国家間紛争への第三者介入という意味で、比較的最近の事例である湾岸戦
争は特に参考になるだろう。湾岸戦争での「砂漠の嵐作戦」は、歴史的な成
功例としてその効率性やコストの低さなどが強調されるが 56、作戦の実行に際
してすべての面でコストやリスクが低かったわけではない。特に、対イラク
地上攻勢作戦の開始時期の米軍の展開兵力は70万人近くに上り57、この作戦の
関連予算についても2011会計年度（以下、会計年度をFYと略）（2010年10

月～2011年9月）のドル基準では1,020億ドルとされていることから分かると
おり、大規模な資源の動員が求められる作戦であった 58。米国は1991年1月の
攻勢作戦開始前までに展開兵力の大部分や46万トンの弾薬などを主に米本土
と欧州から中東に輸送しており、グローバルな米軍の態勢にも少なからず影
響を与えたといえるだろう59。

56） William J. Perry, “Desert Storm and Deterrence,” Foreign Affairs 70, no. 4 (1991): 66–82.
57） Robert H. Scales, Jr., et al., Certain Victory: The US Army in the Gulf War (Washington, DC: Office 

of the Chief of Staff United States Army, 1993); Lyla M. Hernandez, et al., eds., Gulf War Veterans: 
Measuring Health (Washington, DC: National Academies Press, 1999); Michael Andrew Knights, 
Cradle of Conflict: Iraq and the Birth of Modern U.S. Military Power (Annapolis: United States Naval 
Institute, 2005).

58） Stephen Daggett, Costs of Major U.S. Wars, Congressional Research Service Report (RS22926), 
(Washington, DC: Congressional Research Service, June 29, 2010).

59） Association of the United States Army, Special Report: The U.S. Army in Operation Desert Storm 
(Arlington: Association of the United States Army, 1991), 7–9. ただし東アジアに関しては中東に派遣さ
れた一部の艦艇や航空機を除いて、米軍プレゼンスへの目立った影響は出ていない。

https://dcas.dmdc.osd.mil/dcas/app/conflictCasualties/gulf/stormsum
https://dcas.dmdc.osd.mil/dcas/app/conflictCasualties/gulf/stormsum
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れる 65。これまでの国防計画では、米国がその時点で戦っている戦争を実質的
な優先事項としてきたことからも 66、米国がウクライナ戦争で直接介入に踏み
切った場合には、その優先順位が将来を見据えた対中競争から目下の対ロ戦
争へと変化する可能性は否定できない。
仮に国防計画上の優先順位が変わった場合、軍事的な思考や構想、あるい

は課題認識にまで影響を与え得る。引き続き中東を例にとれば、米国はアフ
ガニスタンやイラク国内の反乱勢力に対処する過程で、即席爆発装置（IED）
などからの部隊防護や現地住民の心を掴むことを重視してきた 67。対反乱作戦
におけるこうした課題は、精密誘導兵器やサイバー攻撃などを用いる中国の
ような軍事大国との紛争で想定される脅威とは根本的に異なる 68。
また直面する課題によって必要な戦力構成も変化する。例えば、対反乱作
戦や市街戦が主要戦闘形態であった中東では、米軍は近代的な能力よりも戦
力規模を重要視する傾向にあった 69。これは中東地域での任務上の要請に基づ
くもので、当然ながら太平洋地域で求められる戦力構成と必ずしも整合する
わけではない。つまり、実際に米軍が戦闘することで、国防省がそれに費や
す資源と時間が増大し、課題と解決策を思考するプロセスの中で、現在の問
題に特化した戦力が形成され得るのである。言い換えれば、これは潜在的な
将来の紛争を見据えた戦力計画が困難になることを意味する。対して、戦域
への部隊派遣を必要としない間接介入においては、こうした波及効果の回避
が可能になるだろう。

65） Robert D. Blackwill and Richard Fontaine, Lost Decade: The US Pivot to Asia and the Rise of Chinese 
Power (Oxford: Oxford University Press, 2024).

66） Cohen, The History and Politics of Defense Review, 22–47.
67） Department of the Army, FM 3-24 MCWP 3-33.5: Insurgencies and Countering Insurgencies, May 2014; 

DOD, Investigation of a Hotline Allegation for a Questionable Intelligence Activity Concerning the Joint 
IED Defeat Organization (JIEDDO) Counter-IED Operations/Intelligence Integration Center (COIC), 
April 4, 2014.

68） Mark Gunzinger and Bryan Clark, Winning the Salvo Competition: Rebalancing America’s Air and 
Missile Defenses (Washington, DC: Center for Strategic and Budgetary Assessments, 2016).

69） Dave Baiocchi, Measuring Army Deployments to Iraq and Afghanistan (Santa Monica: R AND 
Corporation, 2013); Benjamin S. Lambeth, Air Power against Terror: America’s Conduct of Operation 
Enduring Freedom (Santa Monica: RAND Corporation, 2005); Jake Yeager, “Expeditionary Advanced 
Maritime Operations: How the Marine Corps Can Avoid Becoming a Second Land Army in the 
Pacific,” War on the Rocks, December 26, 2019.

ずしも低いとはいえないが、少なくとも直接介入と比較すると、1年あたりの
支出は2分の1から5分の1程度に収まる。さらにこれを直接介入事例と同様
にFY2011の消費者物価指数に揃え実質値で見た場合、ウクライナ支援関連支
出は約430億ドルと試算できるため、さらに低く抑えられていることになる 62。
とはいえ、間接介入で際立つのは、戦域への展開兵力数や死者数など、人
的コストの低さである。ウクライナでの間接介入では、米軍の死者数が出て
いないという事実もさることながら、そもそも作戦行動に従事する米軍の戦
闘員をウクライナ領内に展開していないという点も注目に値する。

②戦闘参加リスク
戦域での米軍の展開兵力を必要としないということは、国防計画の観点か

ら重要な意味を持つ。仮に戦域への派兵を伴う直接介入に踏み切った場合には、
米国の戦略的なプライオリティーに影響を与え得る。実際に当事者として参
戦することにより、政策・運用担当者の関心とマインドが将来の戦争よりも
現行の戦争に引き付けられる可能性は高まるからである。例えば、米国防省
は2001年の「4年ごとの国防計画の見直し」（QDR）においてドナルド・ラ
ムズフェルド（Donald Rumsfeld）国防長官の下、不確実性の高い将来の潜在
的脅威に対応するために、それまでの「脅威ベース」の国防計画から脱却し「能
力ベース」の米軍戦力を構築しようとしていた 63。しかしその後の同時多発テ
ロとアフガニスタン、イラクへの侵攻により、米国が2000年代から2010年代
中盤にかけて中東での対反乱作戦に傾注することになったのは周知のとおり
である 64。
米国の中東への戦略的な注力は、結果としてオバマ政権がアジア太平洋リ

バランスを打ち出して以降も継続した。そのため、これが2010年以降も国防
省の資源と関心を中国から引き離す「失われた10年」をもたらしたともいわ

62） 試算は FY2025の消費者物価指数を基準としたもの。FY2025と FY2011の消費者物価指数の差異に
ついては DOD, “National Defense Budget Estimates for FY2025: Office of the Under Secretary of 
Defense (Comptroller),” April 2024を参照。

63） Raphael S. Cohen, The History and Politics of Defense Review (Santa Monica: RAND Corporation, 
2018), 22–30.

64） Ibid., 25–30.
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（2）太平洋の対中抑止態勢への影響
このようにウクライナでの間接介入手法は米国の戦略資源の消費、特に人
的コストの回避に貢献していると考えられるが、実際これにより太平洋地域
での抑止態勢への負の影響は局限できているのだろうか。この「影響」を確
認するためには、ウクライナ戦争勃発以降の米軍プログラムの変化だけでなく、
ウクライナ戦争が存在していなかった場合の展開も推論する反実仮想分析が
有効であろう76。そのため、以下ではウクライナ戦争前の傾向も考慮しながら
分析を進める。結論からいえば、米国のウクライナ支援がインド太平洋地域
での抑止態勢に負の影響を与えていると主張できる十分な根拠はみられない。

①国防省の戦略と予算
何よりもまず、米国の戦略の方向性は、2010年代から2022年2月のロシア

によるウクライナ侵攻以降もほぼ一貫して対中競争重視に進んでいる。振り
返れば、2010年代前半にオバマ政権がアジア太平洋リバランスを打ち出した
のを皮切りに対中競争の素地が作られ、トランプ政権での「大国間競争の再来」
の号令の下に米中間の競争は顕在化した。ロシアのウクライナ侵攻開始後の
2022年10月にバイデン政権が公表した国家安全保障戦略と国家防衛戦略
（NDS）でも、ロシアを目下の脅威と認識しつつも、インド太平洋地域での中
国への対応に重点を置く姿勢をさらに強く打ち出している 77。特に2022年版
NDSは、国防計画上の最優先事項、すなわち対中競争に影響を与え得る米軍
戦力の過度な使用、再配置、再構築などを回避すべきとまで明言している 78。
米国の戦略的なプライオリティーは、ウクライナ戦争にもかかわらず、少なく
とも戦略文書上では変わっていないのである。
では実態はどうだろうか。潜在的な直接介入よりも費用負担が低いとはいえ、
対ウクライナ支援が2024年12月の時点で総額600億ドルを超える金額である
ことを考慮すると、国防予算は対中抑止態勢への潜在的な影響が予想される

76） Daniel W. Drezner, “The Song Remains the Same: International Relations after COVID-19,” 
International Organization 74 (2020): E20; Jack S. Levy, “Counterfactuals and Case Studies,” The 
Oxford Handbook of Political Methodology, ed. Janet M. Box-Steffensmeier, Henry E. Brady, and David 
Collier (Oxford: Oxford University Press, 2010), 627–644.

77） White House, National Security Strategy, October 2022, 11, 23–26; DOD, 2022 National Defense 
Strategy, 7, 10.

78） DOD, 2022 National Defense Strategy, 22.

③兵器供給問題
他方で、介入の形態を問わず常に存在する問題が兵器供給圧力である。ウ

クライナ戦争では米国が「大統領在庫取崩権限」（PDA）を通じて米軍保有
の既存兵器をウクライナに提供するが、この際に在庫減耗分の補填のための
予算が充てられるにもかかわらず 70、需要分をすぐさま補充するための供給能
力は確保できていない。兵器生産分野では、これまでウクライナ戦争で消費
の激しい155mm砲弾の供給不足が強調されてきたが 71、ジャベリンやスティン
ガー、HIMARSなどの主要兵器でもおおむね同様の傾向にある 72。
興味深いことに、こうした問題は何ら新しいものではない。戦時における

弾薬備蓄枯渇のリスクは湾岸戦争、コソボ紛争、アフガニスタン、リビア、
近年のイラクおよびシリアなど、2022年2月以前の紛争でも常に水面下で存
在していた 73。例えば湾岸戦争期間中、米国の防衛産業界で一貫した増産体制
は敷かれておらず、補給の多くが当時の備蓄で賄われていたため、仮に戦闘
がより長期化した場合には、米軍は燃料や弾薬を含む補給物資の深刻な不足
に直面していたとされる 74。
これらの紛争で兵器生産の問題が十分に注目を集めてこなかった背景には、
戦闘の性質が対反乱などの低烈度の紛争であるか、あるいは高烈度であって
も短期間で戦闘の強度が低下したことなどが挙げられる 75。ウクライナ戦争は
複数年にわたる国家間のハイエンドな紛争であるが故に、これまで見落とさ
れてきた問題が表出したものと考えられる。

70） Mark F. Cancian and Chris H. Park, “What Is in the Ukraine Aid Package, and What Does It Mean 
for the Future of the War?,” Center for Strategic and International Studies, May 2024.

71） DOD, National Defense Industrial Strategy, November 16, 2023, 15; U.S. Army, Army Fiscal Budget 
Overview 2025, March 11, 2024, 9, 14.

72） Mark F. Cancian, “Rebuilding U.S. Inventories: Six Critical Systems,” Center for Strategic and 
International Studies, January 9, 2023; Lee Hudson and Paul McLeary, “U.S. Industry Cranks Up 
HIMARS Production as Ukraine War Intensifies,” Politico, October 18, 2022.

73） Tayler Hacker, “Money Isn’t Enough: Getting Serious about Precision Munitions,” War on the Rocks, 
April 24, 2023.

74） James A. Blackwell Jr., “The Defense Industrial Base,” The Washington Quarterly 15, no. 4 (1992): 
187–206; John T. Correll and Colleen A. Nash, “The Industrial Base at War,” Air and Space Forces 
Magazine, December 1, 1991; Donald D. Whitfield II, The Ammunition Production Base: Past, Present, 
and Future (Washington, DC: National Defense University, 1993).

75） Alex Vershinin, “The Return of Industrial Warfare,” Royal United Services Institute, June 17, 2022; 
Matthew Olay, “Ukraine War Illustrates Need for Robust Defense Industry, Eucom Commander 
Says,” DOD News, August 9, 2024.
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②能力強化の取り組み
能力に関する米国の取り組みついても予算と同じく、2022年以前の傾向が

ウクライナ戦争勃発以降に大きく転換したという兆候はない。対中競争にお
ける米軍戦力の在り方についてはコンセンサスがあるわけではないが、少な
くとも大国間競争が加速した2010年代後半以降の米軍では、規模（capacity）
よりも能力（capability）を重視するという特徴がある 79。
米軍の能力強化に資する典型的な取り組みの1つに作戦コンセプトの開発

が挙げられる。例えば、2010年代から米軍は脅威圏内への侵入や脅威圏内で
の作戦行動を可能にする作戦コンセプトを提示してきたが、これに対する不
断の検証は2020年代に入って以降、さらには2022年2月以降も続けられてい
る（第6章参照）。
特に、ある作戦領域で優位性を喪失してもその他の領域でその劣勢を相殺

するとの考え方に基づく米陸軍の「マルチドメイン作戦」は、米軍において
最も具体化されているコンセプトの1つだろう。このコンセプトを検証するた
め米陸軍は、2010年代後半から長距離火力や情報戦能力などを包含し単独で
作戦可能な「マルチドメインタスクフォース」（MDTF）の立ち上げに注力し
ているが、FY2024に完全運用可能となった最初のMDTFを含む5個MDTF

の運用の準備がFY2028までに整う予定である 80。特筆すべきは、インド太平
洋地域の任務に紐づけられるMDTFが、2024年にそれまで予定されていた2

個から3個へと増強されたことである 81。このことは、対中抑止の文脈において
最も重要なプログラムの1つが、欧州での危機にもかかわらず太平洋地域で
加速したことを示している。
また、太平洋地域で米軍の破壊力を向上させる具体的な能力として注目さ
れているのが、精密誘導ミサイルである。中国のミサイル能力の増強や海に
囲まれた地理的特性により、対艦・対空機能や長射程能力を持つミサイルは

79） Mackenzie Eaglen, “The Bias for Capability over Capacity Has Created a Brittle Force,” War on the 
Rocks, November 17, 2022; Mark F. Cancian, “Force Structure in the National Defense Strategy: 
Highly Capable but Smaller and Less Global,” Center for Strategic and International Studies, 
October 31, 2022.

80） Andrew Feickert, The Army’s Multi-Domain Task Force (MDTF), In Focus, Congressional Research 
Service IF11797 (Washington, DC: Congressional Research Service, July 10, 2024).

81） U.S. Army, Army White Paper: Army Force Structure Transformation, February 27, 2024, 1–2.

分野の1つだろう。しかし米国防省の予算資料では地域ごとの包括的な支出
項目を設けているわけではないため、特定の地域に対する予算の全体像を把
握することは困難である。その点、FY2021国防授権法が定めた「太平洋抑止
イニシアティブ」（PDI）は、インド太平洋地域での国防関連の各種プログラ
ムと活動に充てられた予算を可視化するもので、ロシアによるウクライナ侵
攻前のFY2022国防予算要求（2021年5月提出）から盛り込まれていたことか
らも、紛争前後の予算推移を確認するには有用な指標である。
近年のPDI予算と、その比較対象としての「欧州抑止イニシアティブ」（EDI）

関連予算の推移をまとめた図5-2が示すとおり、国防省によるPDI予算要求額
はロシアのウクライナ侵攻前後を含めて年度ごとに着実に増加している。こ
れはFY2019をピークにウクライナ戦争後も下降傾向にあるEDIとは対照的で
ある。無論、国防予算のうち人件、運用、調達、研究開発、施設などの一部
を削ることで対ウクライナ支援予算を捻出し、それが結果として対中抑止態
勢の構築に影響を与えているという可能性までを否定することはできない。
しかしながらPDIを確認する限りにおいては、インド太平洋地域への予算が
ウクライナ戦争のあおりを受けている形跡はない。

図5-2　太平洋抑止イニシアティブと欧州抑止イニシアティブの予算要求額推移
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（出所）米国防省の各会計年度予算概要資料を基に執筆者作成。
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図5-3　主要ミサイルの調達動向（要求額ベース）
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（出所）米国防省の各会計年度予算要求概要資料を基に執筆者作成。
（注） 各ミサイルの名称は以下の通り：AMRAAM（先進中距離空対空ミサイル）、PAC-3 MSE（パトリオット・

ミサイル強化型）、SM-6（スタンダード・ミサイル6）、LRASM（長距離対艦ミサイル）、JASSM（統合空
対地スタンドオフ・ミサイル）、PrSM（精密打撃ミサイル）。

図5-4　主要ミサイルの調達動向（計画数ベース）
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（出所）図5-3に同じ。

特に重視される 82。これに類する兵器の調達要求額の推移をまとめたものが図
5-3、また米国経済のインフレを念頭に同じ品目の調達計画数の推移をまとめ
たものが図5-4である。要求額でみた場合にはFY2022からFY2024にかけて
多くの品目で比較的大きく増加しているようであるが、調達数でインフレを
制御すると緩やかな微増になる。いずれにしてもこれらが示すのは、ロシア
のウクライナ侵攻をまたぐ年月において長射程の対艦・対空ミサイルが比較
的安定的に要求されてきたという事実である。この点からみても、米国の対
ウクライナ支援が同国の対中抑止態勢に悪影響を与えているとするのは難し
いだろう。
そもそも、こうした兵器と米国がウクライナに供与する兵器の多くは重複

しない。新アメリカ安全保障センター（CNAS）の優れた研究によれば、ウ
クライナ戦争で多用される精密誘導兵器は、ジャベリン、スティンガー、エ
クスカリバー、先進精密攻撃兵器システム（APKWS）など、短射程または対
地ミサイルが主力である一方、太平洋地域での米軍にとってはこうした兵器
の価値は劇的に低下する。例えば、台湾有事の際に米軍が台湾の外から軍事
介入をしようとした場合には、海上発射型や空中発射型の打撃力が主力となり、
陸上発射型の兵器の場合には数千km相当の射程距離が求められるのである。
ウクライナでは長射程の部類に入る誘導多連装ロケット・システム（GMLRS）
が70km程度の射程であることを考えると、ウクライナで需要の高い兵器と太
平洋の戦域で有効な兵器との間には、極めて大きな乖離があることが分かる
だろう83。こうした構造的な要因も、米国が対中抑止で重視する兵器の調達に
大きな影響がみられなかった理由の1つなのかもしれない。

82） Austin J. Dahmer, “Resourcing the Strategy of Denial: Optimizing the Defense Budget in Three 
Alternative Futures,” Marathon Initiative, February 1, 2023; Stacie Pettyjohn and Hannah Dennis, 
‘Production Is Deterrence’: Investing in Precision-Guided Weapons to Meet Peer Challengers (Washington, 
DC: Center for New American Security, 2023).

83） Pettyjohn and Dennis, ‘Production Is Deterrence’, 16–21.
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から供出するのに対して、台湾には対外有償軍事援助（FMS）を通じて新た
な兵器を提供するため、調達経路が異なるのである 88。
そもそも米国による台湾への兵器納入の遅延はロシアによるウクライナ侵
攻以前から存在していた。米国はロシアによるウクライナ侵攻前の2019年に
台湾への大規模な兵器売却に合意していたが、2022年春の時点ですでに142

億ドル相当の装備品に遅れが生じていた 89。こうしたことからも、台湾への兵
器納入の遅れがウクライナ戦争の影響であるとは一概には言い切れないこと
が分かるだろう。
むしろこの問題の本質は、長きにわたり指摘されてきたFMS調達過程の長
期化と非効率性にあるといえる 90。もっとも米議会がFMSプロセスの改善策の
一環としてFY2023国防授権法で台湾へのPDAも認めたため、今後台湾に供
給しようとする兵器がウクライナへの提供兵器と競合する余地は従来と比べ
てより大きくなると考えられる。その一方で、台湾向けPDAの年間支出上限
はわずか10億ドルであるが、2022年2月から2024年夏までの対ウクライナ
PDA支出上限が合わせて330億ドル以上まで引き上げられたことを考えれば、
やはり両者の間で大きな摩擦が生じているとは現時点ではいえないだろう91。
ここでの分析を端的にまとめると、ウクライナ戦争で消費される兵器と太
平洋で米軍が求める兵器の多くは異なり、また、少なくない品目で需要が重
なるウクライナと台湾の防衛装備品においても多くの場合で調達経路が異なる。
そのため、米国によるウクライナ間接介入の対中抑止態勢への負の影響は、
一般的に考えられているよりも小さいといえるだろう。

（3）間接介入の「疑似戦時」効果
他方で、いかなる分野においてもウクライナ間接介入の影響がないわけで

はない。2022年2月以降に起きた最も明確な転換の1つは、米国の国防産業基

88） Jennifer Kavanagh and Jordan Cohen, “The Real Reasons for Taiwan’s Arms Backlog: And How to 
Help Fill It,” War on the Rocks, January 13, 2023.

89） Bryant Harris, “Document Reveals $14 Billion Backlog of US Defense Transfers to Taiwan,” Defense 
News, April 14, 2022.

90） Thomas Spoehr and Maiya Clark, “How the United States Can Support Ukraine without 
Compromising Deterrence in the Indo–Pacific,” Heritage Foundation, May 17, 2023, 7–10.

91） Office of Inspector General, DOD, Evaluation of the DoD’s Tracking and Accountability of Presidential 
Drawdown Equipment Provided to Taiwan, DODIG-2024-130, September 11, 2024.

③対台湾輸出兵器の遅滞
ただし、たとえウクライナに提供される兵器が太平洋で米軍の求める兵器

と重複しなかったとしても、ウクライナの陸上戦で成果を上げてきた能力は、
前線に位置する台湾のような国にとっては重要な防衛手段になり得る 84。台湾
軍は、侵攻部隊の台湾上陸を海上ないし水際で阻止する前方防衛のみならず、
上陸を許した後に予想される台湾領土内での縦深防衛の展開についても考慮
しなければならない。つまり、台湾が直面するシナリオの1つはウクライナで
の陸上戦と類似した戦闘形態になり得るのである。そして当然その場合には、
ウクライナに提供されてきた兵器が高い価値を持つのである。
台湾はすでにこうした兵器の多くを米国から購入しているが、そこには無
視できない問題が存在する。中でも懸念されているのは、台湾が米国から購
入した兵器が長期間未納となっていることである。2010年代後半以降に議会
で承認された台湾への売却兵器のうち、192億ドル分の納入が遅れているとの
試算もある 85。
こうした台湾での納入の遅れがウクライナ支援の影響によるものとの認識
も存在する。例えば、2022年11月に議会の米中経済・安全保障審査委員会に
提出された報告書では、F-16やスティンガー、自走砲などを含め遅れが発生
している品目の多くがウクライナの兵器需要と重複するもので、コロナ禍で
の国際的なサプライチェーンの混乱とともに、ウクライナ戦争での需要急増
が大きな要因であると結論付けている 86。米国が短期間で大量の兵器をウクラ
イナに供与してきた実績を踏まえると、確かに常態化した台湾への兵器納入
の遅延は、米国のウクライナ支援との関連性が高いようにも思われる 87。
他方で、台湾での兵器納入の遅れが米国のウクライナ支援に起因するとの

見方には注意を要する。ウクライナと台湾での兵器需要で重複するのは全体
の3割程度であるが、それらの競合する兵器に関しても、ウクライナへの装備
品の多くは「大統領在庫取崩権限」（PDA）に基づき既存の米軍装備の在庫

84） Ibid., 16; Alexander Velez-Green and Robert Peters, “The Prioritization Imperative: A Strategy to 
Defend America’s Interests in a More Dangerous World,” Heritage Foundation, August 1, 2024, 11.

85） John Grady, “U.S. Needs to Clear $19B in Arms Sale Backlog to Taiwan, Says HASC Member,” 
USNI News, December 14, 2022.

86） Wong and Glas, 2022 Report to Congress, 618–619.
87） Chang and Wang, “Delayed US Arms Transfers to Taiwan.”
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である 94。例えば、PDAを通じて米国政府が在庫装備品をウクライナに供出し
た際にはそれを補填するための受注を国内企業が引き受けることになるし、
USAIに基づきウクライナ政府が軍需品を米国企業に直接発注した場合もまた
同様である。
こうした取り組みは、米国の国防産業における生産の押し上げに貢献して
きた。例えば、2022年2月から2024年2月までの2年間で、米国の国防・宇
宙部門では工業生産が17.5%増大した 95。兵器生産の増産率は特定の兵器で個
別に確認するとさらに顕著である。2022～2024年の主要兵器の増産率は、国
防省が注力する155mm砲弾のプラス178%を筆頭に、PAC-3でプラス100%、
HIMARSがプラス60%、GMLRSでプラス40%となるなど、ウクライナで需
要の高い兵器の生産能力は軒並みロシアによるウクライナ侵攻開始後の2年
間で著しく拡大してきた 96。
また、米国はウクライナ戦争以降の兵器需要の高まりを受けて、米欧間の
兵器生産協力を推し進めている。冷戦以降の欧州諸国は、米国と同様に少な
くとも2010年代中盤までは国防費を減らし続け、また、2022年にロシアによ
るウクライナに対する侵略的意図が明確になるまでは、欧州地域での全面戦
争の蓋然性も低く見積もっていた。そのため、欧州においても砲弾やロケッ
ト弾、地対空ミサイルといった基礎的な装備品に対する各国の生産基盤が脆
弱化していたのである 97。
そうした中、米国と欧州諸国は、2022年4月に国防生産の取り組みについ
て各国の足並みを揃えるべく約50カ国から成るウクライナ防衛コンタクトグルー
プ（UDCG）を立ち上げ、その下に個別領域の課題を取り扱う実務者会合を
設置した 98。表5-2が示すとおり、UDCGはすでに幾つかの具体的な分野で欧
州各国の国防生産能力の拡大努力を促進してきた 99。当然ながら、米国の生産

94） Elizabeth Hoffman, et al., “How Supporting Ukraine Is Revitalizing the U.S. Defense Industrial 
Base,” Center for Strategic and International Studies, April 2024.

95） Tom Fairless, “How War in Europe Boosts the U.S. Economy,” Wall Street Journal, February 18, 
2024.

96） Luke A. Nicastro, et al., Defense Production for Ukraine: Background and Issues for Congress, 
Congressional Research Service Report (R48182), September 16, 2024, 8.

97） Hannah Aries, Bastian Giegerich, and Tim Lawrenson, “The Guns of Europe: Defence-industrial 
Challenges in a Time of War,” Survival Online, June 19, 2023.

98） Nicastro, et al., “Defense Production for Ukraine.”
99） DOD, Fact Sheet on Efforts of Ukraine Defense Contact Group: National Armaments Directors, September 

6, 2024.

盤の強化である。複数年にまたがり消耗戦の様相を呈するウクライナ戦争は、
湾岸戦争のような短期間で終結する戦争では表面化しなかった兵器生産ライ
ンの問題を浮き彫りにした。軍事大国であるロシアと本格的な国家間紛争を
戦うウクライナを軍事面で支援することは、冷戦以降停滞してきた米国の防
衛産業の生産能力を半ば強制的に拡大させてきたのである。

①兵器生産の縮小から拡大へ
国防産業の生産能力に関しては、2022年2月まで問題点が指摘されてこなかっ

たわけではない。ウクライナで最も需要の大きい装備品の1つである155mm

砲弾についていえば、不正や安全違反などにより2010年代前半から多くの生
産ラインが閉鎖され増産に必要な設備が不足していたため米国内外から改善
の必要性を指摘されていたが、2022年のロシアのウクライナ侵攻まで実質的
な取り組みはなされてこなかった 92。
こうした砲弾の生産体制の脆弱性は、国防産業全体の問題を反映したもの
であった。例えば、米国の非営利団体である国防産業協会が2023年に公表し
た報告書では、米政府の国防支出の対GDP比は1985年の5.8%から2021年
の3.2%に減っており、同期間の国防産業の労働人口も300万人から110万人
まで減少し、かつ国防産業に関わる中小企業は過去10年で40%以上縮小して
きたという93。こうした指標からみてもウクライナ戦争以前の国防産業は全体
的に縮小傾向にあったといえるだろう。
しかしながら、この傾向は2022年2月を境に、明確に拡大へと転じた。ま
ず指摘できるのは、兵器生産体制への投資の拡大である。米国のウクライナ
に対する兵器提供を可能にするための予算枠組みには、米軍の既存兵器の供
与と補充を認めるPDAとウクライナ政府が米国企業と直接受注契約を結ぶこ
となどを認める「ウクライナ安全保障支援イニシアティブ」（USAI）の2つが
含まれるが、いずれによる支出も、米国内の国防産業に資金が流れる仕組み

92） Stephen Grey, John Shiffman, and Allison Martell, “A Reuters Investigation: Years of Miscalculations 
by U.S., NATO Led to Dire Shell Shortage in Ukraine,” Reuters, July 19, 2024.

93） National Defense Industrial Association, Vital Signs 2023: Posturing the U.S. Defense Industrial Base for 
Great Power Competition (Arlington: National Defense Industrial Association, February 2023), 5.
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これにより国防産業界が長いスパンで兵器生産設備に投資することをより説
得的に促すと考えられる。

②台湾安全保障への含意
米国がその同盟国とともに兵器生産能力強化に本格的に着手したことは、

台湾をめぐる安全保障において重要な意味を持つ。とりわけ、5年から10年の
中長期的な時間軸で考えた場合、ウクライナに供出した兵器のうちの多くは、
2022年以前の在庫量水準まで回復すると考えられている103。また、ウクライナ
戦争での困難な兵器供給の経験を通じて確立した増産体制は、ウクライナ戦
争以降の少なくとも数年間においては有効に機能するものと考えられる。こ
のことは、仮に台湾海峡で緊張が高まった場合においても、供給能力が劇的
に向上した米国内外の兵器産業が、高い兵器需要に対応可能となり得ること
を示唆する。
さらに、ウクライナで採用した手法、すなわちPDAや台湾と米国企業間の
直接受注を認めるUSAIのような仕組みが確立されれば、台湾へのより効率的
な支援が可能になるだろう。その際、米国や欧州諸国がウクライナ戦争を通
じて向上した国防生産基盤を有していると仮定すると、より一層高い効果が
期待できるだろう。換言すると、ウクライナ戦争を契機として、砲弾などの
弾薬をはじめ、少なくとも台湾で死活的に重要になる幾つかの装備品に関し
ては、より早くより多く提供するための国際的な基盤ができつつあるのである。
実際、米国は台湾への軍事支援に関してソフトの面でも改善の動きをみせ

ている。FY2023国防授権法に組み込まれた「台湾レジリエンス促進法」（TERA）
は対台湾提供兵器に関するPDAを認めたのに加えて、装備品の引き渡し遅延
への対応として、国防省と国務省が台湾防衛のための必要事項を満たすため
の複数年計画を策定すること、台湾向けFMSの際の工程を短縮すること、台
湾への納品遅延品目と代替品目および台湾より先に納入予定の国などに関す
る年次報告書を作成することなどを規定した 104。こうした手続き上の効率化努

103） Cancian, “Rebuilding U.S. Inventories.”
104） Spoehr and Clark, “How the United States,” 6.

基盤とともに欧州の生産能力を強化することは、西側全体としての国防産業
基盤の底上げに資するだろう。

表5-2　ウクライナ防衛コンタクトグループ参加国の主な取り組み

国名 内容 規模 期限

フランス、スウェーデン

弾薬・爆薬の充填 2倍 2025年まで

等薬量編合装薬 2倍
2026年まで

火薬製造 10倍

ドイツ、スペイン、
ハンガリー、南アフリカ、
豪州

砲弾生産 70万発
2025年まで

発射薬生産 1万トン

ドイツ、オランダ
ルーマニア、スペイン

PAC-3 GEM-T
ミサイル生産 1,000発 不明

チェコ主導15カ国連合 砲弾製造資金投資 17億ユーロ
（50万発相当） 2024年中

欧州国防産業 弾薬生産 年産200万発 2025年中

（出所） DOD, “Fact Sheet on Efforts of Ukraine Defense Contact Group: National Armaments Directors,” 
September 6, 2024を基に執筆者作成。

そしてもう1つの重要な進展は、米国政府内外における問題の認知であろう。
これまでウィリアム・ラプランテ（William LaPlante）取得・戦力維持担当国
防次官は、戦時における兵器生産の重要性のみならず、平時での生産体制と
抑止の関連性を繰り返し訴えてきた 100。2022年版NDSや2023年の国防産業
戦略などの文書で近代的な国防産業エコシステムの構築を米国の統合抑止と
優位性維持のカギとして強調していることからも、抑止における生産体制の
重要性に関する認識は、国防省全体に広がりつつあることが分かる101。同様に、
国防省と近い米国内の主要なシンクタンクも、抑止と防衛の観点から現状の
国防生産体制に警鐘を鳴らしている102。国防産業基盤に関する政府内外での問
題意識の高まりと、戦略文書を通じたこの問題への中長期的なコミットメン
トの表明は、国防省が長期的に産業基盤の強化に注力するとの期待を高め、

100） David Vergun, “Officials Say Manufacturing Arms at Scale a Deterrent to Adversaries,” DOD 
News, April 24, 2024; William A. LaPlante, “Strengthening the U.S. Industrial Base with Hon. Dr. 
William A. LaPlante,” Center for Strategic and International Studies, September 2023.

101） DOD, 2022 National Defense Strategy, 20; DOD, National Defense Industrial Strategy, 7–10.
102） 例えば、Seth G. Jons, Empty Bins in a War-time Environment: The Challenge to the U.S. Defense Industrial 

Base (Washington, DC: Center for Strategic and International Studies, 2023); Pettyjohn and Dennis, 
‘Production Is Deterrence’ などがある。
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3. 台湾有事における間接介入モデルの有効性
（1）台湾直接介入のコストとリスク
ウクライナでの間接介入手法は米国による欧州での国防資源の投入を最小
限に抑えることで、太平洋地域での米軍の戦力態勢への影響も局限している
と評価できる。このこと自体は、最優先事項である対中競争に必要な戦略資
源を集中させる米国の国防戦略の方針に沿うものである。しかしながら、低
コストで戦略資源を温存しながら戦略目標の追求を可能にするという間接介
入手法の利便性が、台湾有事においても有力な選択肢として意思決定者を引
き付ける可能性は否定できない。以下で示すとおり、台湾有事への直接介入
は高いコストとリスクを伴うことからも、米政府内外で間接介入の選好が高
まることは十分にあり得る。
これまで台湾をめぐる米中の仮想的な紛争について多くのシミュレーショ

ンが実施されてきたが、そのほとんどが米国の直接介入を前提としている。
とりわけ2023年に戦略国際問題研究所（CSIS）が発表したウォー・ゲームの
報告書は、台湾周辺で米中が直接戦火を交えた場合の結果に焦点を当てた特
徴的なものである107。台湾有事シナリオで24回繰り返し行われたという一連の
シミュレーションは、兵器の効果や中国の戦力などに関する最も現実的な前
提に依拠した「基本シナリオ」を軸に、より有利な見立てに基づく「楽観シ
ナリオ」、不利な前提を基にした「悲観シナリオ」を含む複数のシナリオで異
なる結果を導出しようとするものである。
この報告書では、楽観、基本、悲観のいずれのシナリオにおいても、米国
が直接介入した場合には、中国側の勝利はもとより同国に有利な作戦の展開
すら困難と結論付けられてはいるが、同時に米国側の代償も極めて大きくな
ることも示された。例えば、米軍の戦闘機は、楽観シナリオの戦闘期間であ
る1週間で200機、現実的な基本シナリオの2週間で270機、悲観シナリオが
想定する3週間では484機を喪失するとされ、このうち空対空戦闘による被害
はごくわずかで、90%以上は地上において中国のミサイルで破壊されるとい
う108。米軍の艦艇についても各シナリオで大きな損失が見込まれる。例えば、

107） Mark F. Cancian, Matthew Cancian, and Heginbotham, The First Battle of the Next War.
108） Ibid., 85–95, 141.

力は、現時点では特段の大きな効果はみせていない 105。しかし中長期的に兵器
類の備蓄状況が回復してくれば、これまでよりも効率的な兵器の移転ないし
納品が可能になるだろう。
ただし現時点で米国内外の生産能力が強化されている軍需品目は、ウクラ

イナで多用されている兵器や弾薬が主体である点には留意すべきである。上
述のとおり、こうした兵器・弾薬は、台湾防衛、特に侵攻部隊の上陸後に展
開される縦深防衛において重要になることが想定されるが、その一方で、例
えば太平洋地域で米軍からの需要が見込まれる長射程の精密誘導兵器の生産
能力については、ウクライナ戦争後に顕著な増産傾向に必ずしも転じたわけ
ではない。次節で詳述するように、米国が台湾有事で有するオプションとし
ては間接介入よりも直接軍事介入の蓋然性の方が高いため、米軍自体の兵器・
弾薬の備蓄レベルを高めることも極めて重要である。今後は、米国がウクラ
イナ戦争で高まった産業基盤見直しの機運をとらえて、現存の需要への対応
だけにとらわれることなく、将来の潜在的な需要も見据えた体制づくりにま
で拡げられるかが、課題の1つとなるだろう106。
要約すると、ウクライナ戦争は、ウクライナを支援する米国とその同盟国

において、いわば「疑似戦時」状態を創出している。間接介入手法では兵器
供与が支援の主軸の1つとなるが、供給能力を大幅に超える速度で兵器・弾
薬を消費するウクライナ戦争を受けて、米国は生産能力の拡充や生産プロセ
スの効率化を含む兵器産業基盤の見直しに着手している。その必要性は従前
より指摘されてきたものの、実際に兵器生産体制の改善を迫る契機となった
のは、ロシアによる2022年2月のウクライナ侵攻と、その後の米国の軍事支
援による間接介入の採用である。つまり米国のウクライナへの間接介入は、
比較的低いコストとリスクでウクライナの抗戦を後方から支援することを可
能にしたり、インド太平洋地域への負の影響を最小限にとどめたりするだけ
でなく、将来起こり得る大規模な紛争で米国と同盟国が直面すると予想され
る死活的な問題の1つを浮き彫りにして、対応を迫っているのである。

105） Caitlin Campbell, Taiwan: Defense and Military Issues, Congressional Research Service Report 
(IF12481), August 15, 2024; Eric Gomez, “The Taiwan Aid Bill Won’t Fix the Arms Backlog,” 
Foreign Policy, June 13, 2024.

106） Jons, Empty Bins, 21–22.
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者が「戦場の霧」とも呼ばれる状況の不透明性や激しい通常戦の圧力に晒さ
れた場合、こうした攻撃を中国の核戦力に対するものと誤認する可能性がよ
り高まることを示している114。
もっとも、第4章で説得的に論じられているように、中国側が核戦力を失っ
てしまうくらいならば使うだろうとの主張にはやや論理の飛躍があり、軍事
的合理性の観点からも必ずしも現実的とはいえない。しかしながら、米国側
がこのジレンマを含む中国の核使用の蓋然性をどのように見積もっているの
かについては議論の余地が残されている。中国が実際に核使用に踏み切るの
かはともかく、「使ってしまうか失ってしまうか」のジレンマが核戦略分野の
概念として米国の専門家や政策担当者らの間で広く認知されていることに鑑
みれば、米国の指導者がそのリスクを完全に除外して意思決定を行うことも
また困難であるといえる。さらに、核保有国間の武力衝突がもたらす核戦争
リスクへの懸念が近年の米国社会で高まっていることも、潜在的な台湾有事
において米国の直接介入の敷居を上げる要因になり得るだろう115。
実際、米国世論は台湾への直接介入に慎重である。例えば、2023年にピュー・

リサーチ・センターが、①漠然とした中台紛争、②中国による台湾侵攻、③
台湾独立宣言後の中国の台湾侵攻、の3つの質問を基に米国内の世論調査を
実施したところ、「台湾支持」の回答はそれぞれ45%、49%、40%で、いずれ
の質問への回答も不介入を意味する「中立維持」と「中国支持」の合計（55%、
51%、60%）を上回ることはなかった 116。また、シカゴ・グローバル評議会の
調査では、米国民の台湾に対する好意的な見方は5割から6割で推移しており、
その対台湾感情はある程度良好といえるものであるが、その一方で、中国に
よる台湾侵攻の際の米軍派兵に関しては1998年以降で支持が40%を超えた
のは2020年から2022年までの3年間のみ、50%を超えたのは2021年のみで、
基本的に支持率は20～30%台で推移しているのが実情である（図5-5）。

114） Fiona S. Cunningham and M. Taylor Fravel, “Dangerous Confidence? Chinese Views on Nuclear 
Escalation,” International Security 44, no. 2 (2019): 61–109; Caitlin Talmadge, “Would China Go 
Nuclear? Assessing the Risk of Chinese Nuclear Escalation in a Conventional War with the United 
States,” International Security 41, no. 4 (2017): 50–92.

115） Daniel De Vise, “Americans’ Nuclear Fears Surge to Highest Levels since Cold War,” Hill, October 
14, 2022.

116） Laura Silver, “Testing Survey Questions about a Hypothetical Military Conflict between China and 
Taiwan,” Pew Research Center, March 2023.

現実的な戦力態勢を前提とする基本シナリオでは、前方に展開する空母2隻
を含む多数の海軍水上艦艇が損害を被ることになるという109。
こうした装備品の喪失に加えて、人的被害も甚大になる。CSISのシミュレー
ションは死傷者の数字こそ直接割り出してはいないものの、装備品の損害か
ら3週間の戦闘における死傷者を6,960人、うち戦死者数を3,200人と推定し
ている。この数字は、1カ月にも満たない戦闘期間にもかかわらず、20年以上
続いたアフガニスタン戦争とイラク戦争での戦死者合計の約60%に当たるも
ので、米側の1日当たりの死亡率に換算すると、台湾有事での被害（約140人）
は最も苛烈な時期のベトナム戦争での被害（30人）の実に5倍近くに相当す
る110。
戦力コストと並んで懸念されるのが核エスカレーションの危険性である。

中国はこれまで伝統的な先行不使用を放棄しておらず、敵の核先制攻撃を耐
えて確実に報復することができる第二撃能力を構築することにより核攻撃を
抑止する方針を採用してきた 111。近年の中国の核戦力の急速な増強についても、
従来の核ドクトリンを見直したわけでは必ずしもなく、自国の核戦力の脆弱
性を改善して残存性を高める狙いがあるとする論調もみられる112。
その一方で、中国の核戦力の相対的な脆弱性とそれに対する中国の意思決
定者の敏感さが、意図せざるエスカレーションの危険性を高めるとの指摘も
ある。例えば、中国の指揮統制システムやミサイルサイロ、輸送式起立発射
機（TEL）やレーダー基地など、核戦力の運用に必要なアセットを通常戦に
使用されるアセットと区別することは困難と考えられている113。これは、潜在
的な米国の通常打撃を受けた際に中国側が核戦力を「使ってしまうか失って
しまうか」のジレンマに直面するリスクを示唆するもので、中国の意思決定

109） Ibid., 88.
110） Ibid., 119–120.
111） Oriana Skylar Mastro, “China’s Nuclear Enterprise: Trends, Developments, and Implications for the 

United States and Its Allies,” in Project Atom 2023: A Competitive Strategies Approach for U.S. Nuclear 
Posture through 2035, ed. Heather Williams et al., Center for Strategic and International Studies, 
September 2023.

112） M. Taylor Fravel, Henrik Stålhane Hiim, and Magnus Langset Trøan, “China’s Misunderstood 
Nuclear Expansion: How U.S. Strategy Is Fueling Beijing’s Growing Arsenal,” Foreign Affairs, 
November 10, 2023.

113） Wu Riqiang, “Assessing China-U.S. Inadvertent Nuclear Escalation,” International Security 46, no. 
3 (2022): 128–162; Michael S. Chase, Andrew S. Erickson and Christopher Yeaw, “Chinese Theater 
and Strategic Missile Force Modernization and Its Implications for the United States,” Journal of 
Strategic Studies 32, no. 1 (2009): 67–114.
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（2）間接介入の実効性
以上のように、台湾有事においても政治的な選好としての間接介入オプショ

ンを否定することは難しい。とはいえ、この危機に際して米国がウクライナ
で実行してきたような間接介入モデルが技術的に可能か否かについては全く
別の問題である。特に有事の際には中国が主に海空軍力を使って台湾周辺の
空と海を封鎖すると仮定すると、台湾危機にウクライナ間接介入モデルを適
用することは、①台湾の地理的な脆弱性、②複雑なエスカレーション力学、
③輸送作戦の実行可能性、という3つの点から困難になる。

①台湾の地理的な脆弱性
第1に、台湾の地理的な特性は米国が間接支援を実施する際に有利とはい

えない。ウクライナと台湾との決定的な違いの1つは、前者が主に陸の国境線
で隣国に面しているのに対して後者が海に囲まれた島という点である。ウク
ライナにも黒海に面した2,782kmの海岸線があるものの、国土の多くは5,581km

の陸の国境線に囲まれ、非友好国であるロシア（1,944km）とベラルーシ
（1,111km）だけでなく、ポーランド（498km）、スロバキア（97km）、ハンガ
リー（128km）、ルーマニア（601km）、モルドバ（1,202km）にも接してい
る118。対照的に台湾には陸における他国との境界線はなく、その海岸線の総距
離も1,566kmとウクライナと比較しても決して長くはない 119。
このように四方を海で囲まれた台湾は、陸上の長い国境線を持つウクライ
ナよりも海上および航空封鎖に対して脆弱である。一般的に中国やロシアの
ような大陸勢力であっても一定の海軍力を保持していれば、それを駆使して
周辺海空域に対する沿岸からの局地的な「近接封鎖」を実施して、対象とな
る島と外部との連絡線を遮断することが可能になる120。実際、ウクライナに対
してはロシアが黒海で海上封鎖と主要港湾施設への爆撃を実行し、海上航路
を使ったウクライナの交易が大幅に制限された 121。中国海軍の規模の大きさや
台湾の比較的短い海岸線などを考慮すれば、仮に中国が台湾に侵攻しようと

118） Central Intelligence Agency, The World Factbook, last updated October 8, 2024.
119） Ibid.
120） Julian S. Corbett, Some Principles of Maritime Strategy (Annapolis: Naval Institute Press, 1988).
121） Marc Santora, Matthew Mpoke Bigg, and Joe Rennison, “Russia Hits Grain Ports and Threatens 

Ships Headed to Ukraine,” New York Times, July 19, 2023.

図5-5　台湾に関する米国世論の推移
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（出所）シカゴ・グローバル評議会の各種報告書を基に執筆者作成。

シカゴ・グローバル評議会が2023年に実施した調査結果は特に興味深いも
のである。この調査は中国の台湾侵攻時の米国の対応に関するもので、回答
者の78%が食料・医療物資の空輸を、75%が対中経済・外交制裁を、62%が
兵器および軍事物資の台湾政府への供給を、50%が米海軍による中国の台湾
封鎖の突破を支持しているが、部隊派遣の賛成は39%にとどまり、逆に反対
の立場は56%に上る117。この結果は、米国国民が台湾有事において直接介入よ
りも間接介入をより好ましい選択肢として認識していることを如実に表して
いる。無論、以下で示すとおり、直接介入の忌避と台湾封鎖の強行突破など
は実際には両立しない可能性が高いが、この調査結果により少なくとも米国
の世論がより間接的な介入手法を好む傾向にあることは分かるだろう。そして、
こうした世論を勘案した米政府が政治的な観点から間接介入を検討すること
は十分に考えられるのである。

117） Craig Kafura, “Two-Thirds of Americans Think US-Taiwan Relations Bolster US Security,” Chicago 
Council on Global Affairs, November 2023.
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トする構造的な問題が存在するため、米国が直接戦闘に参加せずに台湾への
間接支援に終始することは極めて困難である。
そしてこのエスカレーションに関する構造的問題は、米国と中国の双方が
直面するジレンマに起因する。最も重要なジレンマの1つに時間的な圧迫が挙
げられる。先のCSISのシミュレーションによれば米国の直接介入のタイミン
グが遅れた分だけ、中国側の上陸作戦が有利に進み、米軍の損害が増え、基
地を含む周辺国の多くのインフラが破壊されることになるという126。これは米
国の意思決定者が間接支援や外交的アプローチなど直接軍事介入を代替する
他の選択肢を検討するために必要な時間を著しく制約するものである。間接
介入などの手段が失敗し、次善の策として直接介入に踏み切る場合には、そ
の時間の経過とともにすでに侵攻作戦も進展しているため、戦況の巻き返し
がより困難になり、結果として介入コストを上昇させることにもつながる127。
つまり、意思決定にかかる時間的な圧力に晒される台湾有事では、ウクライ
ナ戦争とは異なり、事態の推移や相手の反応に応じて米国の介入手段やその
程度を調整しようとする漸進主義的手法は、リスクの高いアプローチになる
のである。
中国側も同じようなジレンマに陥ることが考えられる。中国が台湾侵攻を
検討する場合には米国の直接介入の有無は極めて重要な変数となるが、当然
ながら米国がどのような意思決定を下すのかについて中国側はあらかじめ判
断することはできない。そのため中国は、米国が軍事介入しないことを期待
して地域の米軍関連施設およびアセットへの攻撃を回避しながら台湾侵攻に
集中するのか、あるいは、米軍の直接介入を見越して台湾侵攻と同時に周辺
地域の米軍戦力に先制攻撃を加えて主導権を握ろうとするのか、についての
決断を迫られるだろう128。前者の選択では、米国が初期から直接介入する意思
を有していた場合、米軍による攻撃の第一波を無力化することが困難になり、
後者の選択では、米軍の初動を挫く代償として米国の直接介入を確かなもの
にするのである。危機下での中国側の意思決定に係る分析は他稿に委ねるが、
第1章で触れられているように、中国人民解放軍の教範の中で米軍施設やアセッ

126） Mark F. Cancian, Matthew Cancian, and Heginbotham, The First Battle of the Next War, 119.
127） Ibid., 56.
128） Pettyjohn, Wasser, and Dougherty, Dangerous Straits, 4.

した場合、前者は海上封鎖と連動させるとみられている122。
問題は敵対的な封鎖に際して外部との連絡線を維持するための代替アプロー

チが存在するか否かである。ウクライナの例では、同国が貨物船舶などを近
隣の友好国の海岸線に沿う航路で航行させたり輸出入品を陸路で運搬したり
することで、ロシアの海上封鎖の影響を一定程度相殺してきた 123。一方、台湾
にはウクライナのような選択肢はなく、紛争の期間を通じて封鎖状態に置か
れることも想定される。
特に懸念されるのは封鎖側に有利となり得る台湾の地勢環境である。例えば、

台湾の主要港湾の多くは西の海峡側に位置しているため、有事の際には商船
を含む貨物船の出入りは困難になる。そのため台湾の太平洋側の港湾が鍵を
握る。台湾の太平洋側にも軍事物資を含む貨物の積み下ろしが可能な中小規
模の港湾が4つほど存在するが、仮に港湾まで海上輸送が可能であったとし
ても、荷下ろし後の搬送に使われる比較的単純な交通網を破壊し無効化する
ことは中国にとっては難しいことではない 124。さらに、支援物資の空中輸送に
対しても、中台間の地理的な近接性を活かして、空軍による中国沿岸地域か
らのスクランブルや台湾の領土のほとんどを射程に収める300～400km射程
の地対空ミサイルなどによる阻害活動が予想される125。このように、封鎖を強
引にこじ開けない限りは、米国を含む海外と台湾との連絡線は断絶する可能
性が高い。

②台湾有事のエスカレーション力学
第2に、潜在的な台湾有事には複雑なエスカレーション力学が生じると考え

られる。米国がウクライナで実施してきたような間接介入手法を台湾有事に
適用するためには、紛争に直接参戦する当事者になることを回避して、外部
から台湾を支援する必要がある。しかしながら、台湾有事には急速にエスカレー

122） Niharika Mandhana, “China Is Capable of Blockading Taiwan, U.S. Navy Commander Says,” Wall 
Street Journal, September 20, 2022.

123） Noah Berman, Mariel Ferragamo, and Sabine Baumgartner, “How Ukraine Overcame Russia’s Grain 
Blockade,” Council on Foreign Relations, February 2024.

124） Lonnie D. Henley, “China Maritime Report No. 26: Beyond the First Battle: Overcoming a Protracted 
Blockade of Taiwan,” China Maritime Studies Institute, March 2023, 3–4.

125） DOD, Military and Security Developments Involving the People’s Republic of China: 2023 Annual Report 
to Congress, October 2023, 140–144.
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するとみられている131。これにより米国の台湾防衛に対する直接的、間接的関
与にかかわらず、米国が紛争期間中に台湾に軍事支援を提供することは作戦
上極めて難しくなる。
例えば、軍需品を含む支援物資を台湾へ輸送するには主に米海軍の艦艇が

輸送船舶を護送する必要があるが、こうした護送作戦は中国の対水上戦能力
に対して脆弱になる。まず過去30年において中国が潜水艦デザインの近代化
を図り静粛性を含む機能を劇的に向上させてきたのに対して、米国は対潜戦
能力への目立った投資をしてきていないため、両者の軍事バランスは中国有
利に傾いている。2015年にランド研究所が発表した『米中軍事スコアカード』
は中国の潜水艦の静粛性と米国の空母打撃群の音響感知能力に焦点を当てて
両者の軍事バランスを分析しているが、2017年時点の能力比較で予測された、
中国海軍潜水艦が米空母に攻撃を仕掛ける機会は、1990年代後半の能力に基
づく予測からすでに20倍に改善しており、空母打撃群を含む米海軍の水上部
隊の脆弱性が高まったと結論付けている132。これは優れた対潜能力を付与され
た米国の空母打撃群に対する中国の潜水艦脅威を検証したものであり、2～3

隻の艦艇で比較的速度の遅い輸送艦ないし貨物船舶を複数隻護送する際には、
中国の潜水艦脅威はさらに高まるとみるべきだろう。
中国は潜水艦の静粛性向上のみならず、潜水艦戦力における対艦巡航ミサ

イル能力の比率も高めている133。潜水艦からの対艦巡航ミサイルの運用には高
度な指揮・統制・通信・コンピューター・情報・監視・偵察（C4ISR）能力
が要求されるが、50km程度の魚雷と比較して対艦巡航ミサイルが10倍近くの
射程距離を有することを考えれば、中国の潜水艦の残存性は高まり、逆に米
国の対潜戦はより複雑化することが予想される134。仮に紛争期間を通じて中国
のC4ISRが機能し続けた場合には、輸送作戦を護衛する米海軍の水上部隊は

131） David A. Ochmanek, et al., Inflection Point: How to Reverse the Erosion of U.S. and Allied Military 
Power and Influence (Santa Monica: RAND Corporation, 2023), 13. 独立した統合封鎖作戦の概要
とその構成戦力については、Bonny Lin, et al., “How China Could Blockade Taiwan: Part Two of a 
China Power Series,” Center for Strategic and International Studies, August 2024を参照。

132） Eric Heginbotham, et al., The U.S.-China Military Scorecard: Forces, Geography, and the Evolving 
Balance of Power, 1996–2017 (Santa Monica: RAND Corporation, 2015), 184–197.

133） DOD, Military and Security Developments Involving the People’s Republic of China, 55–56.
134） 例えば、潜水艦搭載可能な中国のYJ-18巡航ミサイルは亜音速ながら射程は 220～ 540kmとされる。

Missile Defense Project, “YJ-18,” Missile Threat, Center for Strategic and International Studies, Last 
Updated April 23, 2024.

トへの先制攻撃を示唆する記述があることからも、上のジレンマに直面した
中国の意思決定者が米軍への攻撃に踏み切るというリスクを指摘することは、
的外れにはならないだろう。
少なくとも米国の立場から見れば、仮に中国が台湾への全面侵攻を企図し

た場合、周辺地域に点在する米軍施設も攻撃に晒されることは想定の範疇で
あろう。古典的な攻勢・防勢バランス理論によれば、彼我双方の打撃がとも
に効果的、または双方とも互いの攻撃に対して脆弱、という前提認識が存在
する場合、先制攻撃がより魅力的な選択肢になるという129。CNASが2022年
に実施したシミュレーションは、まさにこの点を強調するものであった。すな
わち、中国役となるレッド・チームは、攻撃が比較的容易な紛争初期の段階で、
台湾周辺の米軍ないしブルー・チームの施設およびアセットに損害を与えて
作戦上の優位性を獲得する誘惑に駆られるのである130。実際に中国がこうした
行動をとるのかはともかく、米国の専門家が米軍への先制攻撃を中国の合理
的なオプションの1つとして認識していることは、米中間に存在する複雑なエ
スカレーション構造を示している。
このように、台湾有事では米国と中国の双方にそれぞれを攻撃するインセ
ンティブがあると考えられ、米国が紛争の当事者とならずにいることは構造
上難しい。換言すれば、紛争勃発と同時に極めて速いスピードでエスカレーショ
ン・ラダーを駆け上がる台湾有事においては、ウクライナ戦争で米国が実施
してきたような漸進主義的なエスカレーション管理手法は実効性に欠けるの
である。

③輸送作戦の実行可能性
第3に、米国の輸送作戦の運用上の脆弱性が挙げられる。中国は台湾侵攻

の前後で、水上艦隊、潜水艦隊、航空部隊、ミサイル部隊、防空部隊、支援
部隊から成る統合封鎖作戦を実施して、台湾に出入りする貨物の輸送を制限

129） Robert Jervis, “Cooperation under the Security Dilemma,” World Politics 30, no. 2 (1978): 167–214.
130） Pettyjohn, Wasser, and Dougherty, Dangerous Straits, 4.
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介入に切り替えるという「やりながら学ぶ」手法は台湾有事には適さないだ
ろう。つまり台湾情勢に関しては、戦闘回避と軍事支援に主眼をおいた間接
介入の実効性は低いといえる。

（3）平時における台湾軍事支援
しかしながら潜在的な台湾有事での米国の間接介入の実効性が低いことは、
米国の対台湾軍事支援それ自体の価値を下げるものでは決してない。このこ
とは平時における支援の重要性に光を当てるもので、台湾軍の戦力強化の緊
急性はむしろ高まっている。特に戦時の提供が困難になることが予想される
弾薬備蓄と訓練支援を事前に強化しておくことは、台湾の抑止力と防衛力の
両面から急務となる。

①弾薬備蓄
まず、台湾には弾薬を含む十分な量の兵器を事前に領内に準備しておく必
要がある。その際、いかなる能力をどの程度準備するのかが重要な論点になる。
前者は議論を呼ぶもので、特にこれまで台湾が戦車や戦闘機、艦艇といった
伝統的兵器に多額の予算を割いてきたことは軍事的な合理性の観点から批判
されてきた 138。しかし、台湾防衛における精密誘導兵器の重要性に関しては米
台間でもおおむね一致している。例えば、台湾軍の元参謀総長が提唱する「総
合防衛構想」（ODC）と米国の専門家らが提起する「ヤマアラシ戦略」は、
いずれも中国の先制攻撃に耐え得る機動的な短中射程の精密打撃力を中心と
した非対称戦略であり、比較的安価で多数の無人機、対空ミサイル、対艦ミ
サイル、対戦車ミサイルなどにプライオリティーを置いている139。従って、台
湾がこの種の兵器の備蓄を優先的に進めることは有益であろう。
こうした兵器の備蓄に関する次なる論点は、「どれだけあれば足りるのか」

138） Michael A. Hunzeker, “Taiwan’s Defense Plans Are Going Off the Rails,” War on the Rocks, 
November 18, 2021; Tanner Greer, “Taiwan’s Defense Strategy Doesn’t Make Military Sense,” 
Foreign Affairs, September 17, 2019; Eric Gomez, “Taiwan’s Urgent Need for Asymmetric Defense,” 
CATO Institute, November 14, 2023.

139） Ian Easton, “Able Archers: Taiwan Defense Strategy in an Age of Precision Strike” Project 2049 
(September 2014); James Timbie and James O. Ellis Jr., “A Large Number of Small Things: A 
Porcupine Strategy for Taiwan,” Texas National Security Review 5, no. 1, (2021): 83–93; Lee Hsi-
min and Eric Lee, “Taiwan’s Overall Defense Concept, Explained,” Diplomat, November 3, 2020; 
“Minister Confident in Ability to Detect Spies,” Taipei Times, December 23, 2021.

壊滅に近い損害を被るとの分析も存在する135。
こうした中国の潜水艦能力と米国の対潜戦能力との攻防に加えて、米国側は、
中国が米軍の輸送作戦に対するより広義の対水上戦を展開することも考慮し
なければならない。その場合、米国の輸送部隊はより困難な状況に直面する
ことになる。上述の2015年のランド研究所の報告書は、中国が潜水艦能力の
近代化と並んで、水上艦を確認・捕捉するための ISR能力範囲が著しく拡大
したこと、高性能で長射程の対艦巡航ミサイルおよび対艦弾道ミサイル能力
を強化したこと、水上戦力を遠方から打撃可能な近代化された航空機と水上
艦艇を獲得したことなど、水上戦力への攻撃手段を多様化させ洗練化させた
ことにより、米国水上部隊の防衛力と中国の攻撃力のバランスは後者が優勢
になりつつあることを指摘している136。つまり、米軍は台湾への海上輸送作戦
においては、近代化した中国の潜水艦からの脅威だけでなく、質量ともに強
化された多様な精密打撃の脅威にも晒されることになるのである。
海上輸送と同様に、航空輸送もリスクの高いアプローチになる。既述のと

おり、中国の地対空ミサイルや戦闘機は台湾のほぼ全土を射程圏内に収める
ため、台湾領空に輸送機が近づくことは極めて高い危険性を伴う。戦闘機の
庇護を受けたとしても比較的速度の遅い輸送機が中国の防空圏内で脅威に晒
されることは想像に難くない 137。こうした作戦上の危険性も勘案すると、海上
輸送に比べて支援物資の積載量も限られる航空輸送は、最も有力な選択肢と
はならないだろう。
結局のところ、台湾有事での間接介入の実行可能性は、中国が米国との直
接戦闘を回避する意思があるか否かにかかってくる。しかしながらすでにみ
てきたように、こうした希望的観測に基づくアプローチはリスクが高い。中国
が作戦上の主導権を獲得するために周辺地域の米軍基地などを攻撃する可能
性は十分にあり得る。また、米国の初動が遅れた分だけ戦況が不利になり米
軍の損害も増加するというシミュレーションの結果を踏まえると、米国側がま
ずは中国の出方をうかがい、間接介入が機能しないことを確認してから直接

135） Michael E. O’Hanlon, Can China Take Taiwan? Why No One Really Knows (Washington, DC: Brookings, 
August 2022), 10–19.

136） Heginbotham, et al., The U.S.-China Military Scorecard, 199–200.
137） Mark F. Cancian, Matthew Cancian, and Heginbotham, The First Battle of the Next War, 130.
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ない。台湾は2020年に400発のハープーン対艦ミサイルを米国から購入したが、
これらは2028年まで段階的に引き渡されるため時間を要する145。台湾は雄風2

型および3型を含む国産対艦ミサイルの増産にも注力しているが、そのペース
は年間200発というやや緩やかなものである146。台湾政府は2026年までに1,000

発の国産対艦ミサイルを生産するとしているが 147、この数は米国からの引き渡
しを待つハープーンと合わせても十分とはいえない。
同様のことはミサイル防衛分野でも確認できる。台湾政府は2020年代初め

に300発のPAC-3ミサイルを購入し2027年までに納入すると報道されたが、
これによる同ミサイルの総数は650発にとどまる148。台湾は国産の対空ミサイ
ルについても、空中発射型の天剣2型を年間40発から150発へ、地上発射型
の天弓3型を年間48発から96発へと増産する方針を示している149。しかし仮
に4,000発を最低ラインとすると、このペースでは少なすぎるし遅すぎるだろう。

②訓練支援
平時の弾薬備蓄に加えて、事前の訓練支援の提供も台湾防衛の重要な要素

である。訓練については、米国による2つの異なる次元での貢献が考えられる。
1つ目は台湾兵士に対する米軍の直接的な訓練である。米軍はより多くの台湾
軍兵士をより短い期間で訓練する必要がある。台湾政府は2022年に徴兵期間
を4カ月間から1年間に延長することを決めており、訓練支援のための土壌は
整備されつつある150。報道によると、米軍関係者の台湾への派遣もこれまでの
30人規模から100～200人体制に移行しているという151。さらに米国による訓
練支援は、これらの米軍兵士が台湾内で徴集兵を含む台湾軍兵士に対して基
礎訓練を提供するにとどまらず、台湾軍兵士を米国内にある米軍の訓練センター

145） Matthew Strong, “Harpoon Land-based Anti-ship Missile Systems Arrive in Taiwan,” Taiwan Times, 
September 28, 2024.

146） Matthew Strong, “Taiwan Speeds up Anti-ship Missile Production,” Taiwan Times, July 1, 2023.
147） Lo Tien-pin and Jonathan Chin, “Official Outlines Plan to Make More than 1,000 Missiles,” Taipei 

Times, August 14, 2022.
148） Keoni Everington, “Taiwan Reportedly Buying 300 More Patriot Missiles from US,” Taiwan News, 

December 7, 2020.
149） Matthew Strong, “Taiwan Manufacturer to More than Double Annual Missile Production,” Taiwan 

Times, August 13, 2022.
150） John Dotson, “Taiwan’s ‘Military Force Restructuring Plan’ and the Extension of Conscripted Military 

Service,” Global Taiwan Brief  8, no. 3 (2023).
151） Nancy A. Youssef and Gordon Lubold, “U.S. to Expand Troop Presence in Taiwan for Training against 

China Threat,” Wall Street Journal, February 23, 2023.

である。この充足性を割り出すには紛争の期間、相手国の軍事的アプローチ、
米国の介入の有無や介入の程度など、相互に連関する多くの変数を考慮する
必要がある。しかし簡略化しつつも必要な数値をある程度割り出すことので
きる計算方法もある。その1つが、対象となる脅威アセットの数に、対抗する
兵器システムの破壊率（Pk）を加味するものである140。
ミサイル防衛のPkには多くの兵器と同様に幅があるが、一般的に0.60～0.80

が現実的な数値として考えられている141。例えば、台湾のミサイル防衛システ
ムのPkを0.60と仮定した場合、中国が約1,000発保有するといわれる短距離
弾道ミサイル（300～1,000km）に対応するには1,700発程度の対空ミサイル
が必要となる。これはあくまで短距離弾道ミサイルに必要な最低数の目安で
あり、中国の地上発射型巡航ミサイル（300発）や戦闘機（750機）、爆撃機（300

機）などへの対応も想定した場合には 142、理論上必要なミサイルの数は4,000

発近くに上る。
同じように対艦ミサイルの備蓄数についても試算できる。中国が10万人の
兵員と装備品を台湾に輸送するために計500隻の中型揚陸艦や民間徴用船舶
が必要になると仮定し、これらを防護する中国海軍艦艇の防空網を考慮して、
中国の輸送艦船に対する台湾側の対艦ミサイルのPkを0.25、さらに艦船を航
行不能にするために1艦当たり2発の命中が必要とすると143、求められる対艦
ミサイルの数はここでも4,000発程度になる。しかしながら仮に中国が台湾に
侵攻する際には、さらに数千の民間船舶がおとりとしてミサイル攻撃の効果
を吸収する「ミサイル・スポンジ」の役割を担うことが予想され、効率的な
攻撃がより困難になることも考えられる144。そのため4,000発というのは考え
られ得る最低ラインの数字であり、実際にはより多くのミサイルが必要になる
だろう。
しかしながら台湾が短中期的にこの水準の備蓄を確保することは容易では

140） Eric Cheung, “A Weapons Stockpile and Asymmetric Warfare: How Taiwan Could Thwart an 
Invasion by China with America’s Help,” CNN, April 16, 2023.

141） Gunzinger and Clark, Winning the Salvo Competition, 52, 56; Mark F. Cancian, Matthew Cancian, 
and Heginbotham, The First Battle of the Next War, 79–80.

142） DOD, Military and Security Developments Involving the People’s Republic of China, 185–186. なお戦闘
機および爆撃機の数は東部戦区と南部戦区の所属機の合計である。

143） O’Hanlon, Can China Take Taiwan, 22.
144） Ochmanek, et al., Inflection Point, 13–14; Mark F. Cancian, Matthew Cancian, and Heginbotham, 

The First Battle of the Next War, 21.
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自力での陸路航法といった戦術に関する基礎的な技能の習得よりも、事務的
な座学や行軍などにより多くの時間が費やされているなどの指摘もある158。つ
まり、台湾軍をより実効的な戦力に向上させるためには、訓練システムを含
めた構造的な改革が必要になる。
この意味においてもウクライナの例は重要な教訓を提供する。ウクライナ
軍の改革は主に予算や憲法に関連することから国内政治上の障壁が存在して
いたものの、2014年のロシアによるクリミア侵攻を機にNATO型の軍を構築
するための改革に取り組んだ 159。この改革において米国は重要な役割を果たし
ている。例えば、ウクライナ軍は、州パートナーシップ・プログラムや
JMTG-U、統合多国間演習といった米軍とのプログラムを通じて、戦術・戦
闘訓練の提供や指揮統制の実経験を得ることで、欧米型のTTPを少しずつ内
在化させることにある程度成功したと考えられている160。また、ウクライナ軍
改革のより長期的かつ構造的な取り組みとして、米国は、法律や官僚機構、
将官教育などの分野の改革についても支援してきたという161。
当然ウクライナと台湾を同列に扱うことはできないが、米国によるウクライ

ナ軍の訓練・演習や組織改革への支援は、しばしば旧来の構造に対して問題
点を指摘される台湾軍の改革の参考になるだろう。実際、台湾の州パートナー
シップ・プログラムへの参画や台湾版 JMTGのような多国間訓練枠組みの立
ち上げなど、ウクライナの例を基に台湾支援を実行すべきとの提言もみられ
る162。すでに台湾は米ミシガン州にある州兵のキャンプ・グレイリングに数百
人規模で台湾軍兵士を派遣している163。加えて、2023年8月には同キャンプで
の年次多国間実弾演習「ノーザン・ストライク」に、2024年6月には米海軍

158） Michael A. Hunzeker, “Hearing on ‘Deterring PRC Aggression toward Taiwan’,” Panel on “The 
Cross-Strait Military Balance,” U.S.-China Economic and Security Review Commission, February 
18, 2021, 6; Paul Huang, “Taiwan’s Military Is a Hollow Shell,” Foreign Policy, February 15, 2020.

159） Deborah Sanders, “Ukraine’s Third Wave of Military Reform 2016–2022: Building a Military Able 
to Defend Ukraine against the Russian Invasion,” Defense & Security Analysis 39, no. 3 (2023): 312–
328.

160） Jerad I. Harper and Michael A. Hunzeker, “Learning to Train: What Washington and Taipei Can 
Learn from Security Cooperation in Ukraine and the Baltic States,” War on the Rocks, January 20, 
2023.

161） Ibid.
162） Brian C. Chao, Jahara Matisek, and William Reno, “Five Recommendations for Left of Boom 

Security Assistance to Taiwan,” War on the Rocks, December 18, 2023; Jake Yeager and William 
Gerichten, “Reestablish the U.S. Military Assistance Advisory Group-Taiwan,” War on the Rocks, 
January 7, 2022.

163） “Taiwanese Troops Training in US: Ex-envoy,” Taipei Times, September 29, 2024.

に招いて専門的な訓練も提供している152。
問題はこうした平時の訓練をどこまで台湾軍兵士に行き渡らせることがで

きるのかという点である。ウクライナの例を参考にすると、米国は2015年か
ら「統合多国間訓練グループ・ウクライナ」（JMTG-U）プログラムの一環と
して、200人前後をウクライナ軍への訓練要員として現地にローテーション展
開させていた 153。この過程で2022年2月までの間に米軍が訓練したウクライナ
兵の数は約2万3,000人と考えられている154。単純化を恐れずにいえば、200人
の訓練要員数は台湾への派遣者数とほぼ同数であることから、台湾でも約5

年間で同程度の2万人前後に対する訓練が見込めるだろう。
しかしながらウクライナでの事例が示唆するのは、高烈度の紛争の場合、
この数字は必ずしも十分ではないということである。例えば、米国とその有
志国は2022年2月からの2年間で12万人近くのウクライナ兵に対して訓練を
提供したとされるが 155、それでもなお従軍への引き換えに服役囚の一部を釈放
したり156、女性兵士の募集を強化したりするなど 157、ウクライナが前線での兵力
確保に苦慮している状況に変わりはない。これに鑑みれば、台湾有事が長期
戦になった場合、台湾政府はほぼ間違いなくウクライナと同じように兵士の
量と質の不足に直面するだろう。

2つ目は、台湾軍改革への支援である。米軍などによる平時の訓練提供には
量的な限界があるため、台湾の兵力を維持するには戦時においても台湾軍内
で一定レベルの訓練を提供できる体制が求められる。しかしながら従来の台
湾の軍事訓練体制で、自己完結的に兵士に実践的な技能を付与することは必
ずしも容易ではない。例えば、台湾の徴兵制度では、演習が決められたシナ
リオに沿って進行し、訓練兵も戦闘での戦術・戦技・手順（TTP）や応急処置、

152） “Some Taiwanese Conscripts to Be Trained by U.S. Military Personnel: Minister,” Focus Taiwan, July 
3, 2024.

153） Eric Durr, “New York Army Guard Troops to Help Train Ukrainian Soldiers,” New York National 
Guard, July 18, 2022.

154） John F. Kirby, et al., “Defense Officials Hold Media Brief on the Training of Ukrainian Military,” 
DOD, May 4, 2022. 

155） Government Accountability Office, Ukraine: DOD Could Strengthen International Military Training 
Coordination by Improving Data Quality, GAO-24-107776, September 26, 2024. 

156） Constant Méheut, “Ukraine Is Conscripting Thousands More Troops. But Are They Ready?” New 
York Times, July 30, 2024.

157） Andrew E. Kramer and Maria Varenikova, “‘If Not Me, Who?’: As Ukraine Seeks Troops, Women 
Prepare for the Call,” New York Times, November 8, 2023.
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いかなる介入形態であれ米国政府が潜在的な台湾有事に介入する決意を有し
ているのであれば、直接介入の選択を迫る構造的な誘因は極めて強くなる。
これの示唆するところは、紛争下で米国などの外部からの補給支援を台湾
が期待することは難しいという点である。つまり台湾は、戦争期間中は兵器
や訓練を含め台湾内にあるアセットを通じて、前線での兵力を自力で確保し
続けなければならない。この意味においても、平時における米国の対台湾軍
事支援、特に弾薬備蓄と訓練支援の強化は喫緊の課題となる。
本章での議論は、ウクライナ間接介入手法の特徴と利便性を整理するとと

もに、台湾情勢への含意を導出することにも一定程度成功したと考えられる。
その一方で、少なくない課題も学術および政策の両面で残されている。
学術的な課題としては間接介入モデルの一般化が挙げられる。ここではウ

クライナ・モデルの対中抑止への影響と台湾有事への適用可能性という2つ
の問いを通じて間接介入手法の有効性を検証したが、この範囲要件は極端に
狭く、モデルの有効性に一層説得力を持たせるにはさらなる事例が必要だろう。
例えば、歴史事例を用いて、海上を使った軍事支援の成功要件や、間接介入
を採用した際の他地域への影響の発生要件などを確認することで、ここでみ
てきた間接介入モデルの有効性をより多角的に検証することは可能である。
特に既存の間接介入ないし代理戦争に関する事例研究では国内紛争に焦点を
当てるものが圧倒的に多いことからも、国家間紛争におけるより多くの間接
介入事例を検討することは、この研究分野の洞察を広げることにも資するだ
ろう。
同様に政策的な課題も指摘できる。間接介入の予期せぬ結果の1つは、欧
州での間接介入が主に米国の国防産業分野において「疑似戦時」状態を創出し、
兵器の増産体制への移行と政府内外での武器生産の問題認識が急速に広まっ
たことである。しかしながらポスト・ウクライナを見据えた場合、ウクライナ
戦争下で膨れ上がった武器供給能力をどのように維持していくのかは重要な
論点になるだろう。平時において戦時並みの供給能力を維持することは、必
然的に国防省の他のプログラムと競合するため、議会の協力や国防省高官のリー
ダーシップも求められる。需要に応じた弾力的な生産体制を敷くのか、生産キャ
パシティーを高い水準で保つのか、あるいはそれ以外の道を探るのか、いず
れにしてもこの問題には創造的なアプローチが必要になる。

が参加する非公表の多国間海上演習に参加したことも報道されている164。これ
らの事例は米国が台湾との訓練・演習を強化する兆候と読み取ることもでき
るが、中国が注視する中で米国と台湾がどこまで踏み込んだ協力ができるかが、
今後の論点となるだろう。

おわりに
米国が現在の戦争と将来の戦争との間でどのようなバランスをとるかとい

うことは、大国間競争時代の最も難しい課題の1つである。米国はこの難題に
対して間接介入という手法を用いて対処しようとしているが、この試みは一
定の成功を収めている。
米国による間接介入は、ウクライナ戦争では戦略資源の消耗やエスカレーショ

ンのリスクを抑えながらウクライナを外から軍事的に支援することで、その防
衛に大きく貢献してきた。重要なのは、欧州での間接介入手法により米国の
優先事項である西太平洋地域での対中抑止への影響が、一般的に考えられて
いるよりも小さくとどめられていることである。むしろ、ウクライナ支援を通
じて米国が苦闘してきた兵器の供給問題は、皮肉にも長らく縮小傾向にあっ
た国防産業基盤を見直す契機となった。このことは、ポスト・ウクライナの
世界においても米国をはじめとした西側の兵器生産体制および能力が相対的
に強化されていることを意味する。
他方で、コストとリスクを最小化しながら戦略利益の追求を可能にする間

接介入アプローチが、その利便性から台湾有事の際にも米政府内外で検討さ
れることは十分に考えられる。こうした間接介入の選択に係る意思や選好に
ついては本章の分析射程の外にあるが、実効性の観点からいえば、この介入
手法を台湾有事に適用することは困難であると結論付けることができる。と
りわけ中国による封鎖を前提にすると、台湾の地理的な特性や米中間のエス
カレーション力学は間接介入には適しておらず、仮に軍事支援を選択したと
しても封鎖を突破して十分な物資を台湾に輸送することは作戦上容易ではない。

164） Matthew Sperzel, et al., “The China-Taiwan Weekly Update,” Institute for the Study of War, October 
11, 2024, 3; Carter Johnston, “US Navy Conducts ‘Unplanned’ Exercises with Taiwan in the West 
Pacific,” Naval News, June 6, 2024.
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また、台湾に対して平時に提供する支援の程度も政策的な課題の1つである。
上述のとおり、米国は台湾に対する軍事支援も少しずつ強化しているが、こ
れにはジレンマが存在する。すなわち、米国が中国を刺激しない範囲で「静
かに」軍事支援を実施する場合には十分なレベルの支援を早期に達成するこ
とは困難になるが、逆に、急速に支援を拡大させた場合には、台湾軍の防衛
力強化は加速するものの中国がすでに高いレベルにある台湾への圧力をさら
に強め、結果として台湾海峡を不安定化させるリスクも生じかねない。これは、
どちらのリスクを甘受するかという困難な選択を迫る微妙な問題である。そ
して、ことの重大さに鑑みれば、両者の利点と欠点を整理したうえでどこま
で踏み込んだ支援をすべきなのか、あるいは可能なのか、について議論する
ことは有益だろう。
もっとも本章の狙いは、少なくとも冷戦終結以降十分に光が当てられてこ
なかった国家間紛争への間接介入手法に再び着目し、議論を喚起することに
ある。近年の安全保障分野では、大国間競争時代にあって抑止やその失敗と
しての武力行使が注目される傾向にある。しかし、古くも新しい間接介入の
概念を掘り起こすことにより、大国間競争下における米国のグローバルな関与、
ひいては国際政治力学について、より包括的に理解することが可能になるの
ではないだろうか。

対中拒否戦略と
米軍作戦コンセプトの
西太平洋における展開

第 6 章
「新たなる戦争」の諸相

2023 年 4 月 23 日、フィリピン・バタン島に
おいて米陸軍およびフィリピン海兵隊とともに
訓練を行う米海兵隊員（U.S. Marine 
Corps photo by Sgt. Patrick King）

菊地 茂雄
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準となる挑戦（pacing challenge）」とし、「隣国の独立を侮蔑し、力により国
境を変更しようとする」ロシアを「切迫した脅威（acute threat）」とするなど、
大国である中国とロシアの脅威を米国が直面するさまざまな脅威の中でも突
出したものとして位置付けている 2。それまでも2010年の「4年ごとの国防計
画の見直し」（QDR）では接近阻止・領域拒否（A2/AD）が中国の軍事的脅
威の婉曲表現として用いられていたが、国防省が大国の軍事的脅威を表立っ
て強調するようになったのはロシアによるウクライナ侵略―ただし、2022

年2月に始まるいわゆるウクライナ戦争によってではなく、2014年のロシアに
よるクリミア半島強制併合とドンバス地方における軍事介入―によってで
ある 3。それは、とりもなおさず国連安保理常任理事国であり核兵器国でもある
ロシアが軍事力を使って隣国の領土を奪い自らの領土の拡張を図ったことが
強い衝撃を与えたためである 4。

2018年1月に議会に国防省から提出された国家防衛戦略（2018NDS）は、
中国が短期的には「インド太平洋における地域的覇権」を、長期的には「米
国にとって代わること」を目指して軍事近代化を行っているとし、ロシアは「そ
の周辺部の国家」の決定に対して「拒否的権限」を持とうとし、「北大西洋条
約機構を粉砕」し、欧州と中東における「安全保障・経済上の構造を自らの
望むように作り変えようとしている」と述べた。そのうえで、2018NDSは「中
国およびロシアとの長期的・戦略的な競争は国防省にとって第1の優先事項」
と位置付けた 5。

2018NDSのもう一つの特徴は、中露による侵略に対して、敵対国による目
標達成を阻止する能力を示すことで侵略行為を抑止しようとする、いわゆる
拒否戦略により対応しようとしていることである。国防次官補代理（戦略・
戦力開発担当）として2018NDSの取りまとめを行ったエルブリッジ・コルビー
（Elbridge Colby）は、2019年1月29日の上院軍事委員会公聴会で、2018NDSが、

2） Department of Defense, 2022 National Defense Strategy of the United States of America (Washington, 
DC, 2022), 4, 5.

3） 菊地茂雄「中国の軍事的脅威に関する認識変化と米軍作戦コンセプトの展開―統合全ドメイン指揮統
制（JADC2）を中心に」『安全保障戦略研究』第 2巻第 2号（2022年 3月）27–28頁。

4） 菊地茂雄「米国防計画における『Pacing Threat』としての中国」『NIDSコメンタリー』（2021年 9月 2日）
3–5頁。

5） Department of Defense, Summary of the 2018 National Defense Strategy of the United States of America: 
Sharpening the American Military’s Competitive Edge (Washington, DC, 2018), 2, 4.

はじめに
本章では、ウクライナ戦争の教訓を背景に、米軍の戦い方がどのように変
化しているかを彼らの作戦コンセプトの変化、さらに西太平洋における演習
や戦力態勢の変化に照らして検証するものである。イラクやアフガニスタン
におけるテロリストや武装集団との戦いとは異なり、中国やロシアなどの大国
との武力紛争を前提とすれば、米軍も敵の攻撃や妨害を受ける範囲―国防
省の文書ではしばしば「係争環境（contested environment）」と呼ばれる―1

で作戦を行うことが求められる。そこで米軍の各軍は、冷戦終結以来想定し
てこなかった係争環境で戦うことを前提として、分散型作戦を志向している。
第1節では、これらの作戦コンセプトの西太平洋における適用とそこでの課題
を指摘する。ここでは海洋戦域における陸地を拠点に作戦を行うことを前提
とした海兵隊や陸軍、空軍の取り組みを取り上げる。第2節では、中国との長
期的な戦略的競争を進めるうえで、競争相手である同国に対し米国に有利な
状況を作り出すために行う「キャンペーニング」を取り上げる。そこでの鍵
となるのが同盟国やパートナー国との関係の強化であり、その観点から西太
平洋における戦力態勢や共同演習の強化の取り組みを分析する。

1. 西太平洋における分散型作戦の展開
（1）拒否戦略と係争環境下の作戦
①国家防衛戦略（NDS）における既成事実化戦略への対応
現在、国防省（以下、断りのない限り省庁や軍種は米国のそれを指す）は、

「インド太平洋地域と国際システムを自らの利益、権威主義的な選好に沿うよ
うに作り替えようとする強制的かつますます攻撃的な試み」を行う中国を米
国の国防政策を規定する第1の脅威、国防省のすべての活動の基準とすべき「基

1） 「係争環境」あるいは「係争（contested）」という言葉には、明確な定義が一貫して与えられていたわけ
ではないが、おおむね米軍に対する航空・ミサイル攻撃や、通信リンクに対する妨害が行われる環境を
意味するものとして用いられ、A2/ADの婉曲表現としても機能している。Miranda Priebe, Alan J. Vick, 
Jacob L. Heim, and Meagan L. Smith, Distributed Operations in a Contested Environment: Implications 
for USAF Force Presentation, RR2959 (Santa Monica, CA: RAND, 2019), 5; Sam J. Tangredi, “Anti-
Access Strategies in the Pacific: The United States and China,” Parameters 49, no. 1/2 (Spring/
Summer 2019): 15n36.
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ている 9。コルビーによれば、「接触層」は平素からのグレーゾーンに対応し、「遅
滞層」は、中露が既成事実化戦略の実行に踏み切った際に、米国が有効に対
応できるまでの間、「遅滞させ、弱体化し、理想的には拒否」するものであり、
いずれもが、中露の脅威圏内部において作戦を行うことを前提としている10。
敵が攻撃し得る範囲において米軍が作戦を行う必要性は、2022年の国家防
衛戦略（2022NDS）でも「拒否的抑止」の文脈で強調されている。2022NDS

は、国防省が「潜在的敵対者が迅速に領土を奪取するために行動する場所で
侵略を抑止」するため、「非対称なアプローチを開発し、我々の態勢を拒否の
ために最適化」する方針であり「引き続きイノベーティブな作戦コンセプト
を開発」するとした（下線部筆者）。これは、米軍が、武力紛争が始まる前の
段階から敵が攻撃し得る場所で作戦を行うことを前提にしていることを示し
ている。さらに、そのためには必然的に米軍の強靭性が求められるが、
2022NDSは「強靭性による抑止」として「侵略による利益を拒否するために
は強靭性、すなわち、妨害に耐え、妨害の中で戦い、妨害から復旧する能力
が必要」であると述べて「防御能力の改善と戦力再編・再生オプションを増
やすこと」で強靭性を増進する方針を示した 11。
米軍各軍種は、2022NDSにいう「イノベーティブな作戦コンセプト」、すな

わち敵の脅威圏内部において作戦を行うための作戦コンセプトの開発を進め
ている。陸軍のマルチドメイン作戦（MDO）、海軍の分散型海上作戦（DMO）、
空軍の「機敏な戦闘運用」（ACE）、海兵隊の遠征前方基地作戦（EABO）と
スタンドイン部隊（SIF）は、敵による攻撃の下、作戦を行うことを前提に作
成されたものである。さらに、統合参謀本部は、陸海空・宇宙・サイバー空間・
電磁スペクトラムにおける作戦を連携させる統合全ドメイン作戦を推進して
いる。これらは大国との武力紛争を前提として開発されたため、結果として
多くの共通する特徴がある。それは、第1に分散型の作戦を志向していること
である。これは戦力を分散させることで1回の攻撃で甚大な損害を被ることを
避けると同時に、米軍に対して攻撃を行う敵の計算を複雑化させるとともに、

9） Ibid., 7.
10） Senate Armed Services Committee, Testimony by Elbridge A. Colby, 6.
11） Department of Defense, 2022 National Defense Strategy of the United States of America (Washington, 

DC, 2022), 8.

中国が台湾に対して、ロシアがバルト3国やポーランドに対して、米国などに
よる対応を遅滞させつつ圧倒的な軍事力により迅速に占領、これらの領土に
軍事力を展開して現状復旧を著しく困難とするという、いわゆる既成事実化
戦略に対応することを狙いとして作成されたことを明らかにした 6。そして、中
露の既成事実化戦略に対応するためには戦い方について「これまでとは異な
るアプローチ」、すなわち「米軍部隊が敵対行為の最初から中露の攻撃に抵抗」
し「全ドメイン優越といったものを獲得することなしに、最初は中国あるいは
ロシアによる侵略を遅滞させ、次いでその侵略を撃退するべく、永続的に係
争的な作戦環境において戦う」ことが必要であると説明した 7。

2018NDSが敵の攻撃を受けながらも作戦を行う能力を重視していることは、
公開された要約でも確認できる（全文は非公開）。そこでは「係争環境におけ
る統合戦闘力」として「敵の防空・ミサイル防衛ネットワーク内においてさ
まざまな目標の打撃」を行う方針が明示され、「攻撃を受けながらも、展開、
生存、作戦、機動、戦力再生を行い得る陸海空、宇宙戦力」（下線部筆者）を
優先することが打ち出されたが、そのことは、米軍が係争環境における作戦
を志向することを明確に示したものである。さらに、このことを前提として
2018NDSは「大規模で、集約された、堅固化されていないインフラストラク
チャーから、小規模、分散型、強靭かつ適応力のある配備方法へのシフト」
を必要とすることを明らかにし、それを支えるための「強靭で、生存可能な、
連係型の［注：指揮統制通信］ネットワーク」や「強靭で機敏な兵站」が必
要と述べた 8。
また、米軍が敵の攻撃を受ける状況において作戦を行うことを前提として
いることは、2018NDSで導入された「グローバル作戦モデル」からも読み取
ることができる。同モデルは米軍が競争および戦時の任務を遂行するための
統合戦力の態勢と運用を概念的に示したもので、「接触（contact）層」、「遅滞
（blunt）層」、「増援（surge）層」、「本土（homeland）層」の4つに分けられ

6） Senate Armed Services Committee, Testimony Before the Senate Armed Services Committee Hearing on 
Implementation of the National Defense Strategy by Elbridge A. Colby, 116th Cong., 1st sess., January 29, 
2019, 3, 4.

7） Ibid., 6.
8） Department of Defense, 2018 National Defense Strategy, 6, 7.
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海軍作戦における陸地の重要性を強調した。彼は海軍戦術に係る著作で「海
軍作戦の6つの要諦」を示しているが、その第4の要諦として「作戦目標は陸
上にある」を挙げている。これは「海戦はそれ自体を目的として戦われるこ
とはなく」、艦隊は多くの場合、陸上部隊の上陸、陸上作戦の支援、海上交通
の防衛のために使われており、「決定的な大海戦が行われたとしても、それは
ほとんどの場合、陸上での出来事に結びついていた」ことによる14。さらにこ
れに続く第5の要諦としてヒューズは、「船が砦と戦うのは愚か（ship’s fool to 

fight a fort）」とのホレイショ・ネルソン（Horatio Nelson）の言葉を引いて、
海上から陸上を攻撃することの難しさを強調した。ヒューズによれば「『砦』、
今風にいえば飛行場やミサイル発射拠点は迅速に修理、再構築が可能であるが、
艦艇はそうはいかない」として「砦」と「船」のコスト交換比率が前者の後
者に対する優位性を規定しており、「船」は「砦」の火力故にその射程圏を迂
回することが必要になるという15。
沿海域を一体とした戦場空間としてとらえることの重要性は偵察・打撃手段

の射程・覆域の拡大により増している。前述の国防省による定義でも沿海域は
陸上あるいは海上から作用を及ぼすことが可能な範囲とされていることから、
攻撃機の航続距離やミサイルの射程とその精度などその作用のための手段の
変化により、一体の戦場空間である沿海域として把握すべき範囲は変動する。
ヒューズによれば「海上に対する、あるいは海上からのミサイル攻撃は、すで
に広く行われていた航空機による打撃により不明確になっていた海上戦闘と陸
上戦闘の間の、長く続いた戦術上の区別をさらに不明確にした」16。このことは、
兵器の進歩により一体の戦場空間として把握すべき範囲が拡大したことを示す。
さらに、沿海域の陸上方向に配備される打撃手段も、その射程の拡大にともな
い沿岸への接近を阻止することを企図した防衛的なものから、より大きな範囲
への作用を企図した積極的なものへと変化しつつあることも指摘されている17。

14） ヒューズがいう「6つの要諦」とは、①人が重要である、②ドクトリンは良き戦術を結びつけるものであ
る、③戦術を知るには兵器を知らなければならない、④目的は陸上にある、⑤艦艇が砦と戦うのは愚か、
⑥最初に効果的に攻撃すべき、である。Wayne P. Hughes Jr. and Robert P. Girrier, Fleet Tactics and 
Naval Operations, 3rd ed. (Annapolis, MD: Naval Institute Press, 2018), 15–34.

15） Ibid., 26, 27.
16） Ibid., xxxi.
17） Charles Flynn and Tim Devine, “To Upgun Seapower in the Indo-Pacific, You Need an Army,” 

Proceeding 150, no. 2 (February 2024): 40.

多方向から攻撃を行う態勢を取ることでその意思決定を圧迫するという狙い
がある。第2に、敵からの攻撃を回避するうえでは見つかりにくいことが重要
であり、それには電波を含め、部隊がそこにいて、どのような活動をしてい
るかを探知させないことが必要であり、そのためには低シグネチャであること
が求められる。第3に戦力を分散させてはいても、同時に火力の集中、あるい
はイフェクツの集中を行うことを前提としていることである。

②海洋戦域における陸地の意義
各軍が開発を進める作戦コンセプトをインド太平洋に当てはめた場合、陸

と海の混在する「沿海域（littoral）」と呼ばれる環境において陸地を活用する
ことが前提となる。国防省の用語法において「沿海域」は、「陸上における作
戦を行うためには支配しなければならない外洋から海岸までの海域」を意味
する「海方向（seaward）」と、「海上から直接支援・防衛できる海岸以遠の内
陸部」を意味する「陸方向（landward）」の2つの作戦環境を含むものと定義
されている12。なお、沿海域は地理的な特徴のみで定義されているのではない。
そのことは、上述のように沿海域が、陸上あるいは海上から互いに作用を及
ぼすことが可能な範囲と定義されていることからも明らかであり、沿海域が
意味する範囲もそのための手段が到達し得る距離により可変的であるためで
ある。
沿海域における作戦では陸上の影響が顕著であるとされる。ミラン・ヴェ

ゴ（Milan Vego）海軍大学教授は、沿海域において「陸上の影響は外洋にお
けるよりはるかに顕著」であり「強者の側であっても、海と海に隣接する陸
の両方を押さえない限り真の制海はあり得ない」と指摘する。そして、ヴェ
ゴによれば、外洋における制海は敵の海上戦力を撃破することで達成されるが、
沿海域では「海上で弱者であっても、強力な陸上戦力と航空優勢を持つ側は、
当該海域の出口、敵の主要な海軍基地および飛行場を、そして主要な島嶼を
確保することで制海を獲得し得る」のだという13。
また、ウェイン・ヒューズ（Wayne P. Hughes）海軍大学院（NPS）教授も

12） Joint Chiefs of Staff, Department of Defense Dictionary of Military and Associated Terms (Washington, 
DC, 2020), s.v. “littoral.”

13） Milan Vego, “On Littoral Warfare,” Naval War College Review 68, no. 2 (Spring 2015): 41, 54.
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唆されるように、敵が攻撃できる範囲の内部において海軍と海兵隊が「持続
的なプレゼンス」、「持続的な前方態勢」を維持しつつ、作戦を行う方針を示
している 23。

LOCEで想定される作戦も陸地を支配することが鍵となっている 24。LOCE

には「それを支配する側に海上の情勢に大きな影響を及ぼす能力を与える沿
海域の陸上部分」である「重要沿岸地形」概念が取り入れられ、これを確保
できるかが作戦全体の成否を握るものとされる 25。そもそも海軍と海兵隊が一
体として沿海域作戦を行うことが必要となったのも、敵対国が「陸上配備兵
器の海方向への到達距離を拡大」したことによるし、その状況に対して米軍
も「敵対国のセンサー・シューターの数量の優位性を緩和」するため「［注：
センサー・シューターの］陸上配備オプションを提供することで、戦闘力を
さらに分散」するためである（下線部筆者）26。すなわち、LOCEでは、陸上か
ら戦力発揮ができるか否かが彼我のバランスを左右すると考えられているの
である。

LOCEにいう「陸上配備オプションを提供」するために海兵隊が進めるの
がEABO（遠征前方基地作戦）である 27。2023年5月に海兵隊総司令部が公表
した「遠征前方基地作戦暫定マニュアル第2版」（TM EABO）はEABOを、
①機動力があり、低シグネチャ、持続的、整備・補給が比較的容易な海軍・
海兵隊遠征戦力による作戦、②係争あるいは潜在的な係争海洋地域における
一連の簡素で臨時的な陸上・沿岸の拠点からの作戦、③海上拒否作戦を実施し、
制海を支援し、艦隊戦力維持のための運用の3点から説明している 28。EABO

はセンサー・シューターの「陸上配備オプションを提供」すること、すなわ
ち「簡素で臨時的な陸上・沿岸の拠点」と位置付けられる「遠征前方基地」（EAB）

23） Ibid., 8, 9, 13.
24） Ibid., 6.
25） ある海兵隊関係者の論考では、第二次世界大戦において英国がジブラルタル海峡やスエズ運河を確保

し続けたことが、連合国が地中海にアクセスすることを可能にしたことなどが重要沿岸地形の例として挙
げられている。Headquarters, U.S. Marine Corps, Tentative Manual for Expeditionary Advanced Base 
Operations, 2nd ed. (Washington, DC, 2023), E-4; John Berry, “What’s in a Name?,” Marine Corps 
Gazette 104, no. 2 (February 2020): 14.

26） U.S. Navy and U.S. Marine Corps, Littoral Operations, 7, 13.
27） Ibid., 13.
28） Headquarters, U.S. Marine Corps, Tentative Manual, 1-2.

（2）沿海域における海兵隊
①「重要沿岸地形」の確保と火力の投射
ヴェゴとヒューズは沿海域における作戦に関するコンセプト開発にあたり
重要な知的な基盤を提供した者として位置付けられているが、沿海域におけ
る陸地の重要性を強調した2人の主張は、海兵隊と海軍が共同で作成し、2017

年に公表した作戦コンセプト「係争環境における沿海域作戦」（LOCE）にも
色濃く反映されている18。
ソ連崩壊とともに米国の海上優勢に対する挑戦も消滅し、米国が海上優勢
を所与のものとできる時代が生まれたが、その時代は終わった。LOCEは「将
来の敵対者」が海上拒否能力を増強させることで「チョークポイントを支配し、
重要沿岸地形を保持し、あるいは、ますます遠距離の戦力に対して容認でき
ないリスクを課すことで沿岸域での行動や作戦の自由を拒否」する能力を持
つこと、敵対者が「その海上拒否能力を制海が達成な能力にまで拡張」させ
る可能性に言及した19。こうした変化を前提としてLOCEは、沿海域を「一体の、
統合された戦場空間」としてとらえ、「実効的に制海および海洋戦力投射の能
力を一つにする一体となった海軍アプローチ」を図ることが必要であるとし
た 20。
こうした海軍と海兵隊の作戦を一体のものとして扱うことを「naval 

integration（海軍＝海兵隊統合）」と呼ぶ（ここでの「naval」は海軍と海兵隊
の両方を意味する）21。こうしたアプローチが必要になったのも、前出のヒュー
ズの指摘にあるように、センサー・兵器の覆域・射程が海方向と陸方向の両
方に対して数百マイル先まで届くようになり海上戦闘と陸上戦闘の境界があ
いまいになっていることにある。LOCEによれば「新型長距離精密ミサイル
の存在は海上戦闘に対し、それが海上を主眼とした任務であっても、陸上次
元を付与」しているのだという22。そして、LOCEは、その名称からも強く示

18） LOCEは「沿海域作戦の本質と理論を十分に理解」するためには、まずヴェゴとヒューズの著作を
参照すべきと指摘している。U.S. Navy and U.S. Marine Corps, Littoral Operations in a Contested 
Environment, unclassified ed. (Washington, DC, 2017), 7.

19） U.S. Navy and U.S. Marine Corps, Littoral Operations, 4, 5.
20） Ibid.
21） 菊地茂雄「沿海域作戦に関する米海兵隊作戦コンセプトの展開―『前方海軍基地』の『防衛』と『海軍・

海兵隊統合（Naval Integration）』」『安全保障戦略研究』第 1巻第 1号（2020年 8月）56–57頁。
22） U.S. Navy and U.S. Marine Corps, Littoral Operations, 4–5.
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面が図示されている 34。
ウォーカー・ミルズ（Walker Mills）海兵隊大尉は、前方基地は歴史的に防
御的なものと考えられていたが、現在海兵隊が構想するEABは「米側の打撃
アセットのプラットフォームとなることを意図」しており「制海あるいは海上
拒否のための、より攻撃的な戦いによりよく貢献できるようになることが期待」
されていると指摘した 35。海兵隊においては陸上軍種でもある海兵隊が海上阻
止能力を持つ意義はウクライナ戦争において確認されたと認識されている。
海兵隊が2024年8月に公表した海兵隊総司令官計画指針は、ウクライナや中
東での戦争の教訓として「陸上配備の海上拒否能力の、これら戦力を攻撃す
ることの難しさと結びついた、コスト強要能力」を挙げた。この指摘は、陸
上配備の海上拒否能力、すなわち対艦攻撃ミサイルが、陸上から海上の艦艇
を長距離で精密な打撃を行う能力を持つ一方で、逆にその地上のミサイルを
排除することが難しいことを指摘したものであり、まさにヒューズが「海軍作
戦の6つの要諦」の一つとして挙げた「船が砦と戦うのは愚か」が現代にお
いても妥当するとの認識を示したものであった 36。
こうした認識の下、海兵隊は「近代化の最上位の取り組み」と位置付ける
各種対艦・対地ミサイルの導入を推し進めている（表6-1参照）37。この取り組
みにおいてはすでに実用化されているシステムをベースにすることで迅速な
装備化を目指している。前述のようにMLRには対艦ミサイル中隊が配置され
るが、そこに配備されるのは海軍・海兵隊遠征対艦阻止システム（NMESIS）
である。これは、ノルウェーのコングスベルグ社開発の海軍打撃ミサイル（NMS）
2発を、統合軽戦術車両（JLTV）を無人化したROGUE-Fires（遠征火力のた
めの遠隔操作型地上ユニット）に搭載したものである 38。ROGUE-Firesは遠隔
操作あるいはリーダー・フォロワーモードによる自律走行が可能な無人車両
であるが、これには脅威圏内部での作戦を前提とし敵による攻撃の対象とな

34） Headquarters, U.S. Marine Corps, Tentative Manual, 7-9, fig. 7-1, A-1.
35） Walker Mills, “The U.S. Marine Corps and Advanced Base Operations: Past, Present, and Future,” in 

On Contested Shores: The Evolving Role of Amphibious Operations in the History of Warfare, ed. Timothy 
Heck and B.A. Friedman (Quantico, VA: Marine Corps University, 2020), 385–386.

36） U.S. Marine Corps, 39th Commandant’s Planning Guidance (Washington, DC, 2024), 7.
37） “Ground-Based Anti-Ship Missile Capability,” September 21, 2021, U.S. Marine Corps, https://

www.marines.mil/News/Marines-TV/dvpTag/GBASM/?videoid=818064.
38） Department of the Navy, FY 2025 Procurement, Marine Corps, 33.

から海上拒否などの作戦を行うことを中核として構想されたものである 29。
EABOのコンセプト開発に携わったジョン・ベリー（John Berry）海兵隊戦闘
研究所（MCWL）コンセプト課長も、EABOの価値は「艦隊指揮官らに海軍・
海兵隊遠征部隊を重要沿岸地形に持久的に配置するオプションを提供」し、
それにより「洋上プラットフォームの数量以上に艦隊能力を増大するために
戦場空間認識、火力、および兵站能力を追加する」ことにあると説明してい
る 30。

TM EABOは、危機において海兵隊が「パートナー国が主権を守り、重要
沿岸地形を支配し、敵対国による既成事実化の企みに対抗するうえで、これ
を補強、強化、あるいは支援するためにEABOを行う」こととし、そのため
に中型揚陸艦や回転翼・ティルトローター機を用いた島嶼間移動、島嶼内の
移動、作戦域からの離脱を含む「沿海域機動」を行うこととしている 31。同時に、
陸地を確保し続けるには陸上戦闘力も必要である。海洋戦域での作戦を前提に、
沖縄に司令部を置く第3海兵師団隷下に3個編成される海兵沿海域連隊（MLR）
が「重要沿岸地形の拒否あるいは支配」を実施できるよう設計され、その中
核である沿海域戦闘団の編制に1個対艦ミサイル中隊のみならず、3個中隊＝1

個大隊分の歩兵部隊が含まれるのはその必要性を考慮してのものである（MLR

は沿海域戦闘団のほか、沿海域防空大隊、沿海域兵站大隊から編成）32。また。
海兵隊が第1列島線で島嶼部の確保をめぐる陸上戦闘を想定した演習を行っ
ていることも同様の理由である 33。

EABOではEABを拠点として海上拒否や制海支援など海上への戦力の投射
を行うが、TM EABOはこれらに関連した運用構想として「対水上戦火力支援」
を提示している。ここでは、島嶼に展開した対艦ミサイル部隊が、MLRの編
制に含まれる長距離無人艇から得た情報に基づき敵水上艦艇に攻撃を行う場

29） 「遠征前方基地」は「潜在的敵対国のWEZ内部の簡素で臨時的な拠点であって、その中にある友軍部
隊の戦力維持と防衛を可能としつつ、付与された海上に対する任務を果たすために十分な機動空間を提
供するもの」と定義されている。Ibid., E-2, E-4.

30） Berry, “What’s in a Name?,” 14.
31） Headquarters, U.S. Marine Corps, Tentative Manual, 1-3, 1-5, 6-15.
32） Ibid., A-1, A-2; T.L. Hord, J.T. Snelling, and T.W. Fields, “Enhancing the Infantry Training 

Continuum: MOS Training in Support of Force Design 2030,” Marine Corps Gazette 106, no. 6 (June 
2022): 46.

33） 菊地茂雄「インド太平洋における米軍の軍事態勢と課題 ①―米海兵隊の作戦コンセプトと日本および 
周辺における近年の演習を中心に」『NIDSコメンタリー』（2024年 2月 2日）10、11頁。

https://www.marines.mil/News/Marines-TV/dvpTag/GBASM/?videoid=818064
https://www.marines.mil/News/Marines-TV/dvpTag/GBASM/?videoid=818064
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海兵隊も装備する高機動ロケット砲システム（HIMARS）は陸軍が開発を進
める精密打撃ミサイル（PrSM）が発射可能であり、2025会計年度予算（2024

年10月～2025年9月）要求資料においてもその旨の言及があるなど、海兵隊
も関心を寄せているものとみられる 45（PrSMについては本節（3）参照）。

表6-1　海兵隊が整備を進める対艦・対地ミサイル

種類 用途 射程 備考

トマホーク

対地攻撃（ブロッ
クV）および対
艦攻撃（ブロッ
クVa）

1,600km 
程度

2025会計年度予算では、発射機8基が2027年6
月以降順次引き渡し。ミサイルについては2023～
26会計年度で94発の調達予算を計上予定。2025
年3月以降順次引き渡し。

海軍打撃 
ミサイル（NSM） 対艦攻撃 185km～

2023、2024会計年度予算でNMESIS（ミサイルを
除く）計48基を取得予定。2025年9月以降順次
引き渡し。また、NSMは2023年3月に115発を発
注。2024会計年度以降は各年度90発分の調達予
算を見込む。2026年7月以降順次引き渡し。

（出所）2025会計年度海兵隊予算要求資料などより執筆者作成。

海兵隊は第3海兵師団隷下の第3海兵連隊（ハワイ）、第4海兵連隊（沖縄）、
第12海兵連隊（沖縄）のMLR改編を行う計画を進めている。最初にMLR改
編を行ったハワイの第3海兵連隊は、2022年3月に第3MLRに名称変更され
た後 46、隷下部隊の新編・改編などの作業が行われ、2023年9月25日から28日
にかけてSIFとしての能力を確認するために行われた戦力デザイン統合演習を
経て初期作戦能力達成が確認された 47。現在、2025会計年度中の完全作戦能力
の獲得を目指して作業が進められている 48。
次にMLR改編を行う第12海兵連隊は、2023年1月11日、ワシントンで開

かれた日米安全保障協議委員会の共同発表において沖縄に残留し2025年まで
にMLR改編を行うことが明らかにされた。なお、同連隊は2023年11月15日

45） Department of the Navy, FY 2025 Procurement, Marine Corps, 33.
46） “Redesignated: 3rd Marine Regiment Becomes 3rd Marine Littoral Regiment,” March 3, 2022, U.S. 

Marine Corps, https://www.marines.mil/News/News-Display/Article/2965735/redesignated-3rd 
-marine-regiment-becomes-3rd-marine-littoral-regiment/.

47） Anne Pentaleri, “3d MLR Paves the Way with Force Design 2030 Capabilities,” November 1, 
2023, 3rd Marine Division, https://www.3rdmardiv.marines.mil/Media-Room/News/Article 
/Article/3575612/3d-mlr-paves-the-way-with-force-design-2030-capabilities/; “Marine Corps 
Declares IOC for Hawaii-based 3rd MLR,” Inside the Navy, October 18, 2023, Factiva.

48） Feickert, Marine Corps Marine Littoral Regiment, 2.

りやすいミサイル発射機を
無人化することで人員の損
耗を避ける意図がある39。な
お、NSMは射程185km以
上、高度な機動性と赤外線
画像認識による自律型目標
認識能力を持つ対艦ミサイ
ルで、NMESIS以外にも海
軍の沿海域戦闘艦やイージ
ス艦にも搭載が進められて
いる40。海兵隊は、2030年ま
でに各18基のNMESISを装備する中距離ミサイル中隊を計14個編成する予
定で、11個が米本土部隊に、3個が3つのMLRにそれぞれ1個ずつ配置され
る 41。
さらに海兵隊は長距離火力として対地攻撃ミサイルであるトマホークミサ
イルブロックV、さらに対艦攻撃能力を付与したブロックVaを導入する計画
である。トマホークはNSMと同様に無人車両であるROGUE-Firesに搭載さ
れる 42。2030年までに、それぞれ発射機16基を装備する長距離ミサイル中隊3

個からなる長距離ミサイル大隊1個を編成する予定である 43。実際に2023年7

月21日、海兵隊の初の長距離ミサイル中隊として第11海兵連隊第1大隊A中
隊の編成完結式がカリフォルニア州キャンプペンドルトンで行われた 44。また、

39） “Oshkosh Awarded $40M ROGUE-Fires Order Ahead of MDM 2024,” April 25, 2024, https://
oshkoshdefense.com/oshkosh-awarded-40m-rogue-fires-order-ahead-of-mdm-2024/.

40） “NSM: Naval Strike Missile,” Kongsberg Defence & Aerospace; Department of the Navy, FY 2025 
Budget Estimates, Weapons Procurement, Navy (Washington, DC, 2024), 251.

41） “Statement of General David H. Berger Commandant of the Marine Corps on the Posture of the 
United States Marine Corps Before the Senate Committee on Armed Services,” U.S. Marine Corps, 
April 18, 2023, https://www.cmc.marines.mil/Speeches-and-Transcripts/Transcripts/Article/3371731 
/statement-of-general-david-h-berger-commandant-of-the-marine-corps-on-the-postu/; Andrew 
Feickert, The U.S. Marine Corps Marine Littoral Regiment (MLR), IF 12200 (Washington, DC: CRS, 
December 18, 2024), 1.

42） Department of the Navy, FY 2025 Budget Estimate Procurement, Marine Corps (Washington, DC, 
2024), 33, 34, 57, 59.

43） “Statement of General Berger.”
44） “11th Marine Regiment Activates First Long Range Missile Battery [Image 1 of 7],” July 21, 2023, 

DVIDS, https://www.dvidshub.net/image/7931706/11th-marine-regiment-activates-first-long-range 
-missile-battery.

2024年11月26日、海兵隊ハワイ基地で行われた第3MLR
によるNMESIS受領式典（U.S. Marine Corps photo by Sgt. 
Jacqueline C. Parsons）

https://www.marines.mil/News/News-Display/Article/2965735/redesignated-3rd-marine-regiment-becomes-3rd-marine-littoral-regiment/
https://www.marines.mil/News/News-Display/Article/2965735/redesignated-3rd-marine-regiment-becomes-3rd-marine-littoral-regiment/
https://www.3rdmardiv.marines.mil/Media-Room/News/Article/Article/3575612/3d-mlr-paves-the-way-with-force-design-2030-capabilities/
https://www.3rdmardiv.marines.mil/Media-Room/News/Article/Article/3575612/3d-mlr-paves-the-way-with-force-design-2030-capabilities/
https://oshkoshdefense.com/oshkosh-awarded-40m-rogue-fires-order-ahead-of-mdm-2024/
https://oshkoshdefense.com/oshkosh-awarded-40m-rogue-fires-order-ahead-of-mdm-2024/
https://www.cmc.marines.mil/Speeches-and-Transcripts/Transcripts/Article/3371731
/statement-of-general-david-h-berger-commandant-of-the-marine-corps-on-the-postu/
https://www.cmc.marines.mil/Speeches-and-Transcripts/Transcripts/Article/3371731
/statement-of-general-david-h-berger-commandant-of-the-marine-corps-on-the-postu/
https://www.dvidshub.net/image/7931706/11th-marine-regiment-activates-first-long-range-missile-battery
https://www.dvidshub.net/image/7931706/11th-marine-regiment-activates-first-long-range-missile-battery
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海兵隊においてSIFは「機動力があり、低シグネチャ、持久力を備えた、整備・
戦力維持が比較的容易な海軍＝海兵隊遠征部隊であり、競争相手の兵器交戦
圏内部において、パートナーと協力、接受国の主権を支援し、悪意ある行動
に対応し、近距離戦闘において敵と交戦するよう設計されたもの」（下線部筆者）
と定義されている 54。
「スタンドオフ（stand-off）」が敵の攻撃を受けない遠方から攻撃する含意
があるのに対して、「スタンドイン（stand-in）」は敵がミサイルなどで攻撃し
得る範囲―海兵隊の用語法では上述の引用にもある「兵器交戦圏」（weapon 

54） Headquarters, U.S. Marine Corps, Tentative Manual, E-7.

表6-2　海軍・海兵隊遠征対艦阻止システム（NMESIS）に関連した訓練・演習

時期 参加部隊 概要

2021年8月15日、
16日

MCSC、第12海兵連隊
第1大隊

8月15日、LSE21の一環としてKC-130Jにより1両の
NMESISをバーキングサンズ太平洋ミサイル射場（PMRF）
（ハワイ州カウアイ島）に展開。NMESISから2発のNSM
を発射、NSMは100マイルを飛翔して標的艦に命中。16
日、LCACによるPMRFへのNMESISの展開と離脱を
演練。

2022年3月22日
3月22日、NMESISの水陸両用艦での輸送可能性を検
証するため、サンディエゴ港で強襲揚陸艦トリポリへの
NMESISの積込みと卸下を実施。

2022年10月18日 第1海兵遠征軍
10月18日、陸軍将来コマンドが主催するプロジェクトコ
ンバージェンス22の一環としてLCACによりNMESISを
揚陸。

2023年6月27日
～29日

第11海兵連隊第2大隊
F中隊

6月28日、第11海兵連隊第2大隊F中隊、ポイントムグ
海軍航空基地においてNMESISからNSMを射撃。同大
隊隊員は「NMESIS兵器システムを運用・射撃した最初
の海兵隊員」とされた。

2023年9月25日
MCSC長距離火力担当
プログラムマネージャー
（MCSC PM LRF）

MCSC PM LRFの新型装備訓練チーム、トラビス空軍
基地（カリフォルニア州）において2基のNMESISを
C-17輸送機に搭載。

2024年8月 第11海兵連隊第1大隊
D中隊

8月、中央軍主催演習の一環として、第11海兵連隊第1
大隊D中隊がNSM緊急侵入（NAVRAIN）訓練を実施。
NAVRAINはHIRAIN訓練と合わせて実施され、KC-
130Jにより中央軍責任地域内の某所にNMESISと
HIMARSを展開、「簡素な前方展開拠点から精密火力を
投射」する能力を検証。

（出所） Defense Visual Information Distribution Service（https://www.dvidshub.net/）掲載資料より執筆者
作成。

に第12MLRに名称変更し 49、2024年10月3日には第12戦闘兵站大隊が第12

沿海域兵站大隊に名称変更、2024年12月4日には第12沿海域防空大隊が編成
されるなど改編作業が進められている 50。また、第4海兵連隊を基幹とする3つ
目のMLRが2025年にグアムで立ち上げられるとの報道がなされている 51。

MLRの編成と並行し、NMESIS自体についても、NSMの射撃はもとより
NMESISの展開と離脱、水陸両用艦や輸送機での輸送可能性など、NMESIS

運用のさまざまな側面の検証を含めた訓練や演習を行っている（表6-2参照）。
2021年8月に海軍と海兵隊が実施した大規模演習21（LSE21）では海兵隊で
装備開発を担う海兵隊システムズコマンド（MCSC）が主体となりNSMの発
射試験が行われた。2021年10月以降、砲兵連隊である第11海兵連隊による
NMESISの「ユーザー評価」が行われたが、これもNMESISの実戦配備を加
速化するためのものとされる 52。さらには、同連隊による射撃訓練や、水陸両
用艦への積み込みや卸下、輸送機への搭載や、輸送機による緊急侵入訓練な
どが行われてきた。こうしたさまざまな検証を経て、2024年11月26日には第
3MLRにおいてNMESISの受領式が行われ、これまでNMESISの開発・試験
を行ってきたMCSCからNMESISの引き渡しを受けるなど、NMESISの戦力
化が着実に進んでいる 53。

②係争環境下、同盟国とともに活動する「スタンドイン部隊」（SIF）
EABを拠点に海上に対して火力含めて何らかのイフェクツを投射する

EABOに加えて、もう一つ、海兵隊の今後の在り方を示すものがSIFである。

49） “12th Marine Regiment Redesignates to 12th Marine Littoral Regiment,” November 14, 2023, 
U.S. Marine Corps, https://www.marines.mil/News/Press-Releases/Press-Release-Display 
/Article/3588984/12th-marine-regiment-redesignates-to-12th-marine-littoral-regiment/.

50） “12th MLR Receives Subordinate Logistics Element, CLB-12 Redesignates to 12th LLB,” October 4, 
2024, III MEF, https://www.iiimef.marines.mil/Media-Room/News/Article/Article/3926266/12th 
-mlr-receives-subordinate-logistics-element-clb-12-redesignates-to-12th-llb/; “Vigilance Above, 
Valor Below: The U.S. Marine Corps Activates the 12th Littoral Anti-Air Battalion [Image 1 of 13],” 
December 4, 2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/image/8782290/vigilance-above-valor-below 
-us-marine-corps-activates-12th-littoral-anti-air-battalion.

51） カースティン・ヘクル（Karsten Heckl）海兵隊戦闘開発コマンド司令官兼海兵隊副総司令官（戦闘開発・
能力統合担当）が Inside the Navyに対して語ったものとされる。“Third Marine Littoral Regiment to 
be Stood Up in Guam in 2025,” Inside the Navy, March 19, 2024, Factiva.

52） “Marine Corps Will Start NMESIS User Evaluation in October with 11th Marines,” Ground Vehicles 
Report, September 28, 2021, Factiva.

53） “3d Marine Littoral Regiment Receives NMESIS,” November 26, 2024, DVIDS, https://www 
.dvidshub.net/news/486229/3d-marine-littoral-regiment-receives-nmesis.

https://www.dvidshub.net/
https://www.marines.mil/News/Press-Releases/Press-Release-Display/Article/3588984/12th-marine-regiment-redesignates-to-12th-marine-littoral-regiment/
https://www.marines.mil/News/Press-Releases/Press-Release-Display/Article/3588984/12th-marine-regiment-redesignates-to-12th-marine-littoral-regiment/
https://www.iiimef.marines.mil/Media-Room/News/Article/Article/3926266/12th-mlr-receives-subordinate-logistics-element-clb-12-redesignates-to-12th-llb/
https://www.iiimef.marines.mil/Media-Room/News/Article/Article/3926266/12th-mlr-receives-subordinate-logistics-element-clb-12-redesignates-to-12th-llb/
https://www.dvidshub.net/image/8782290/vigilance-above-valor-below-us-marine-corps-activates-12th-littoral-anti-air-battalion
https://www.dvidshub.net/image/8782290/vigilance-above-valor-below-us-marine-corps-activates-12th-littoral-anti-air-battalion
https://www.dvidshub.net/news/486229/3d-marine-littoral-regiment-receives-nmesis
https://www.dvidshub.net/news/486229/3d-marine-littoral-regiment-receives-nmesis
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とする「介入対抗（counterintervention）」戦略をとっているとした。そして、「米
国をこれら列島線の外側に押し出す」ことができれば「米国あるいは国際社
会からの介入なしに他国を力ずくで屈服」させることができるのだという59。
それに対してSIFコンセプトでは、SIFが中国の介入対抗戦略にもかかわら
ず平素から「共同海上防衛の最前部」において同盟国・パートナー国と連携
することで「敵対国の計画を阻害」することが期待されている 60。この点はSIF

コンセプトで繰り返し強調されているが、それには、前述のように米国を排
除したうえで「他国を力ずくで屈服」させるという中国の「計画」を妨害す
るために、低シグネチャでWEZ内での活動に適したSIFが中国の圧力を受け
る同盟国に競争段階から展開することで米国のコミットメントを示し、当該同
盟国との関係を維持・強化することも含まれるのである（表6-3「暴力の敷居
未満における競争」欄参照）。
近年の海兵隊関係者の議論に繰り返し登場する言葉の一つに「ホームチーム」

がある 61。これは前項で紹介したNPS教授のヒューズが、2019年に海兵隊隊史
課から刊行された書籍の序文で「沿海域戦においてはホームチームに優位性
がある」と指摘したことによる 62。ヒューズによればホームチームの優位性は、
沿海域が「すべての作戦・地理的ドメインが交差するダイナミック、複合的
な戦闘環境」で、これらに関する「現地の知識」が極めて重要になることか
らもたらされるという63。米本土より係争地に展開して作戦を行う米軍は本来
的に「アウェーチーム」の不利さから逃れ難い。それを克服するためにも「地
形、人々、その文化を知悉することで成功の条件を整える」ことが必要であり、
同盟国やパートナー国との関係を構築してこそ「領土を奪い取ろうとする同
格国による企てに対して海兵隊がホームチームの優位性を得ることができる」
のだという64。第2節（3）で取り上げるフィリピンにおける海兵隊の活動のよ

59） Ibid., 2, 3.
60） Ibid., 4, 10.
61） Jim Holmes, William J. Bowers, and Thomas D. Wood, “The Seventh Cornerstone of Naval 

Operations: The Home Team Has the Advantage,” Marine Corps Gazette 105, no. 12 (December 
2021): 8–15; and Dustin Nicholson, “Make It a Home Game: Lessons for Littoral Campaigns,” 
Proceedings 149, no.2 (February 2023): 16–23.

62） Wayne P. Hughes Jr., “Preface,” in The Legacy of American Naval Power: Reinvigorating Maritime 
Strategic Thought, ed. Paul Westermeyer (Quantico, VA: History Division, U.S. Marine Corps, 2019), 
xv.

63） Ibid.
64） Ibid.

engagement zone）―の内部において活動することを意味する 55。MCWLが
2018年に作成した「遠征前方基地作戦ハンドブックver.1.1」も、敵の長距離
火力の射程内で活動し同盟国と連携する、低シグネチャで生存性に優れる「イ
ンサイド部隊」と、火力に優れるが、敵の長距離精密兵器の射程の外側で活
動せざるを得ない「アウトサイド部隊」を組み合わせて「いずれの部隊をも
突出したリスクにさらすことなく、持続性と戦力の集中をあらためて達成」す
る「二重態勢」を構築することを提唱していた 56。
敵の攻撃圏内で活動するSIFには、武力紛争時の行動のみならず、競争段

階の役割も重視されている。2019年2月の論考においてベリーMCWLコンセ
プト課長は、敵が攻撃できる範囲内部で持久する部隊の重要性を説き「『アク
セスドアを開いたままにする』方が、アクセスを喪失した後にこれを奪還す
るために『ドアを叩き壊す』より、戦略的に有効であるうえに、人命と財貨
の点からも経済的である」と主張した。そして「ほぼ同格の国を相手に紛争
を戦うより、これを効果的に抑止するために前方に展開し続け、そして戦闘
の敷居より下において競争する方がはるかに望ましい」として、競争段階か
らSIFが係争地域に展開する重要性を説いていた 57。
表6-3に示すように、2021年12月に海兵隊が公表した「スタンドイン部隊

に関するコンセプト」（SIFコンセプト）がSIFの役割を競争と武力紛争の2つ
の段階で分けて説明していることも、競争が武力紛争と等しく重要であると
の認識を示したものとなっている 58。同コンセプトは、米国と同盟国・パートナー
国との関係は米国に「大きな優位性」をもたらすが、それ故に米国の敵対国も、
しばしばこれらの国々を武力行使に達しない手段による攻撃の対象とする。
特に、SIFコンセプトは、中国が東南アジア諸国に対し、経済力・軍事力によ
る強制を行う一方で、長距離打撃手段の質量の拡大や核戦力近代化により、
中国が侵略行為に乗り出した場合に米国が来援しようとすることを妨げよう

55） TM EABOでWEZは「戦闘員が、敵部隊を探知し、それらに対して対艦ミサイルおよび対地攻撃ミ
サイルを実効的に用いることができる最大限の射程」と定義されている。Headquarters, U.S. Marine 
Corps, Tentative Manual, E-9.

56） Marine Corps Warfighting Laboratory, Expeditionary Advanced Base Operations (EABO) Handbook: 
Considerations for Force Development and Employment, ver. 1.1 (Quantico, VA, 2018), 22, 23, 24, 26, 
53.

57） John Berry, “Forward to a New Naval Future: The Marine Corps at an Institutional Inf lection 
Point,” Marine Corps Gazette 103, no. 2 (February 2019): 13.

58） U.S. Marine Corps, A Concept for Stand-in Forces (Washington, DC, 2021).
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しかし、その後の検討の過程
で「ますます明確になってき
たのがSIFの他軍種・部隊を
支援するというクリティカル
な役割」であり、そのための
最善の方策は「リーサルな火
力そのものではなく、すべて
のドメインと競争連続体にま
たがって適用される偵察・対
偵察」であると認識されるに
至ったのだという（「競争連

続体（competition continuum）」については第2節（1）参照）65。こうした認識
は2022年5月に海兵隊から公表された「戦力デザイン2030年次アップデート」
の「我々はMLRを殺傷力に特化させすぎていたが・・・さらに分析を進めた
結果、それよりさらに大きな価値は強靭なセンシングおよびキルチェーンを
可能とすることにあることが判明した」といった記述にも反映されている 66。
ここでバーガーのいう「偵察・対偵察」（RXR）にある「偵察」は「敵ある
いは敵対者の活動と資源に関する情報を得るための探知手法」の活用であり、
「対偵察」は「敵が我に対して同様のことをすることを阻止する」ことである。
バーガーは精密誘導兵器が拡散する状況において敵の侵略を巻き返すには、
敵による発見を避けつつ敵の目標を探知、その偵察活動を妨害する「隠れる
側と探し出す側の間の競争」に勝つことが必要であるとした。そして、敵の
WEZ内に前方配置された海兵隊部隊が、敵の重要偵察プラットフォーム、偵
察部隊、そのほかの指揮統制・通信・コンピューター・サイバー・インテリジェ
ンス・偵察・ターゲティング（C5ISR-T）の要素を「識別・追尾」し、その
部隊「固有（organic）の火力」によりこれらを攻撃すると同時に、「より大事

65） David H. Berger, “Preparing for the Future: Marine Corps Support to Joint Operations in Contested 
Littorals,” Military Review 101, no. 3 (May/June 2021): 5.

66） U.S. Marine Corps, Force Design 2030 Annual Update (Washington, DC, 2022), 4. 対艦攻撃能力から
RXRへと SIFの重要性が変化したことについては、以下を参照。菊地茂雄「米軍における情報戦概念の
展開（下）̶ 米海兵隊『情報』戦闘機能と『21世紀型の諸兵科連合』」『NIDSコメンタリー』（2023
年 7月 27日）12–15頁。

2024年4月30日、フィリピン・バタン島で沿岸重要
地形警戒訓練を行った米海兵隊第3MLR隊員と比第4
海兵旅団隊員。後景は米陸軍第25歩兵師団所属
UH-60（U.S. Marine Corps photo by Cpl. Jaylen Davis）

うに、海兵隊が演習などあらゆる機会をとらえて同盟国に展開し、その軍隊
との連携を強化しようとしているのはまさにその取り組みである。
なお、SIFの役割について競争と関連して重視されるのが情報をめぐる戦い

における役割である。デービッド・H・バーガー（David H. Berger）海兵隊
総司令官によれば、海兵隊は、LOCEやEABOなど係争環境下における海兵
隊の役割を検討し始めた当初、EABに分散した海兵隊部隊やこれらから発進
するF-35Bが対艦攻撃能能力を発揮することが重要であると考えていたという。

表6-3　 SIFに期待される役割（2021年12月、海兵隊「スタンドイン部隊に関する
コンセプト」）

フェーズ SIFの役割

暴力の敷居
未満におけ
る競争

持続的前方プレゼンスの維持
•同盟国の安全保障への米国のコミットメント
•敵対国との接触獲得・維持
• 同盟国との共同作戦。同盟国関係の質がSIF作戦を規定（SIF作戦の範囲と柔軟性、
戦力維持、電磁スペクトラム（EMS）管理）

海上偵察・対偵察の戦い
•敵対国の情報収集方法を発見
•攻撃目標リストの維持
•敵対国の情報収集を非致死性手段により妨害

非致死性の強制行動・その他の有害活動の抑止・探知・暴露・対応
•探知による抑止、情報作戦に活用
• SIFによる敵対国の強制行動・有害活動の探知、統合軍、省庁間協力、同盟国・友好
国による対応

•同盟国・友好国による対応の支援（情報収集、沿海域機動、指揮統制強化、周辺警戒）

補完的能力により同盟国・パートナー国を支援
• SIFのプレゼンスや共同作戦、訓練などを通じて高い能力を示し、接受国軍隊との関
係を強化

• SIFの持続的プレゼンスにより海上安保の課題、潜在的敵対国の抑止法について同盟
国・パートナー国の理解促進、共同作戦における接受国軍の能力構築

•接受国沿岸警備隊に対するISR支援
•センサーネットワークの相互運用性向上を追求

武力紛争

海上偵察・対偵察の戦い
•攻撃のため、敵の位置特定を支援
•敵による情報収集を拒否（敵センサーの妨害・撃破・破壊、敵の偵察活動を攻撃）

敵の海上での行動の自由を拒否
•海軍キャンペーンを支援するため海上拒否作戦を実施。海軍・統合火力との統合

海軍・統合軍の進出のための条件整備
•係争地域への侵入のリスクを低減
•敵 ISR-Tを妨害・拒否。SIFあるいは統合軍のキルウェブによる攻撃
•敵による宇宙・サイバー・EMS妨害に対応するため、PNT・通信機能の提供

（出所）U.S. Marine Corps, A Concept for Stand-in Forces (Washington, DC, 2021), 10–18.
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いるが、これも係争地域において「潜在的な敵対者」と接触し得る位置にい
なければそもそも不可能であるためである 73。
こうしたSIFの役割は、海兵隊の活動がインテリジェンス機関のそれに近づ

くことを意味する。実際に海兵隊では、SIFとの関係でインテリジェンス・コミュ
ニティ（IC）との連携強化を図る施策が進められてきた。2024年8月に海兵
隊から公表された総司令官計画指針は「戦術レベルにおいて、より高度の機
密区分にアクセス」するため機密情報隔離施設（SCIF）を前線に設ける必要
性に言及した 74。実際に大隊や飛行隊レベルの戦術部隊にSCIFを設置するため
の規則MARADMIN165/24が2024年4月3日付で制定された。「スタンドイ
ン部隊（SIF）コンセプトに関連した任務所要を満たし、統合軍のために感知し、
理解するというその他のタスクを遂行」するためには「より多く海兵大隊や
飛行隊が機密・SCIレベルの情報を伝達する能力を必要とするようになる」た
めだという75。また、2023年1月に海兵隊情報コマンドが新編されたが、その
目的についてマシュー・グレイビー（Matthew Glavy）海兵隊副総司令官（情
報担当）は、SIFが ICのため「目となり耳となる」機能を果たすため、また
海兵隊が ICの能力を活用するため、SIFとIC、SIFと宇宙軍やサイバー軍と
をより密接に接続をすることにあったと明らかにしている 76。

③SIFと係争環境下の兵站
SIFも敵が攻撃し得る範囲内において分散して作戦を行うには、それに適し

た兵站―海兵隊において兵站は部隊が物理的に実施可能なことを決める「基
準となる機能（pacing function）」とされる―により支えられる必要があ
る 77。2016年9月に公表された海兵隊作戦コンセプトも係争環境下の分散型作
戦を支えるためには「鉄の山」と呼ばれる従来の兵站アプローチを変革する

73） U.S. Marine Corps, A Concept for Stand-in Forces, 12.
74） U.S. Marine Corps, Planning Guidance, 19.
75） MARADMIN 165/24 “Sensitive Compartmented Information Security Program Establishment 

Process,” April 3, 2024, U.S. Marine Corps, https://www.marines.mil/News/Messages/Messages 
-Display/Article/3729184/sensitive-compartmented-information-security-program-establishment 
-process/.

76） Matthew G. Glavy and Eric X. Schaner, “Fighting Smart,” Marine Corps Gazette 108, no. 4 (April 
2024): 8, 9, 10.

77） U.S. Marine Corps, FRAGO 01-2024 “Maintain Momentum” (Washington, DC, 2024), 2.

なのは」これら敵目標に関する情報を海軍・他軍種による攻撃のために提供
することだとした 67。

SIFコンセプトはRXRを、競争および武力紛争において行われるSIF最重
要の「永続的な機能」と位置付けている 68。例えば「暴力の敷居未満における
競争」においては係争地域において活動するSIFは、潜在的敵対国と「暴力
の敷居未満で接触を確保・維持」しつつ、その情報収集方法を発見、目標リ
ストを作成・更新する。そして、その情報収集を非致死性手段により妨害を
行うものとされた。また、こうした活動によって敵対国による強制的行動や
その他有害活動を発見した場合は、他軍種、他省庁、同盟国、パートナー国
に伝達し、これらによる対抗措置を可能とすることで「検知による抑止
（deterrence by detection）」につなげることが期待されている（表6-3参照）69。バー
ガー総司令官は、こうしたSIFの能力は「競争相手を特定、抑止、説明責任
を負わせるための戦略的オプションを文民指導者に対して提供」するものだ
としている 70。
さらに、武力紛争時にSIFは、米艦隊の「耳目の延長」として敵艦隊の位
置特定を支援し、友軍による攻撃を可能とする、すなわち「分散型の艦隊キ
ルウェブを完結させる」役割を担うとともに、敵の所在を暴露させるための
戦闘や敵の偵察手段に対する攻撃を行う71。なお、このSIFが「キルウェブを
完結させる」という点は、編制上部隊に固有の火力を用いるか、あるいは他
軍種を含む米軍全体の火力を引き出すという手段の違いを除けば、SIFのもう
一つの役割である海上拒否作戦の手法の一つととらえることもできる 72。

SIFによるRXRは、係争地域内で作戦を行うという「スタンドイン」の特
徴を生かしたものである。すなわちSIFコンセプトでは「SIFが、潜在的な敵
対者に対して全ドメイン機動を行い、センサー・情報収集手法を稼働させ、
それにより彼らが現在どのように偵察を行っているかを露見させる」として

67） Berger, “Preparing for the Future,” 6, 8–9.
68） U.S. Marine Corps, A Concept for Stand-in Forces, 7, 11, 12, 13.
69） Ibid., 11, 12, 13.
70） Senate Armed Services Committee, Statement of General David H. Berger Commandant of the Marine 

Corps as Delivered to the Senate Armed Services Committee on the Posture of the United States Marine 
Corps, 117th Cong., 1st sess., June 22, 2021, 14.

71） U.S. Marine Corps, A Concept for Stand-in Forces, 7, 11, 12.
72） Matthew G. Glavy, “The Information Warfighting Function,” Marine Corps Gazette 106, no. 4 (April 

2022): 10.

https://www.marines.mil/News/Messages/Messages-Display/Article/3729184/sensitive-compartmented-information-security-program-establishment-process/
https://www.marines.mil/News/Messages/Messages-Display/Article/3729184/sensitive-compartmented-information-security-program-establishment-process/
https://www.marines.mil/News/Messages/Messages-Display/Article/3729184/sensitive-compartmented-information-security-program-establishment-process/
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ン型ではなくウェブ型とする必要性が認識されている。I＆L2030によれば、
現在の海兵隊の兵站は、戦略レベルの兵站から前線部隊まで、途中で（鉄道
から船舶、船舶からトラックなど）輸送モードが変わるたびに「大規模な倉
庫と貨物積み替えノード」を通過する「線形的な兵站・補給チェーン」となっ
ている。そのため、補給チェーンのどこか一カ所でも途絶えれば、前線の部
隊への補給が滞る危険がある。こうした脆弱性を踏まえ、I＆L2030は「単一
の、脆弱なチェーン」に依存するのではなく「一時的にリンクが途切れたり、
妨害を受けたりしても、それに対応できるより強靭な補給ウェブ」（下線部筆者）
を構築する方針を示している 83。
兵站のウェブ化を進める点から問題になるのが、海兵隊の兵站が「作戦レ

ベル、戦略レベルの兵站システムとの関係や、戦術兵站を実行するうえで非
常に重要なプロセス・プラットフォームを十分に理解することなく戦術兵站
に過度な焦点」を当てている状況である 84。これは、統合ドクトリン上、海兵
隊はI＆L2030にいう「単一の、脆弱なチェーン」の末端に位置し、輸送軍や
他軍種が行う戦略あるいは作戦レベルの兵站の支援を受ける立場にあること
を反映している 85。海兵隊総司令部戦闘開発・統合部（CD＆I）兵站課長のアー
ロン・エインジェル（Aaron Angell）らは、海兵隊は自身が行う戦術レベルの
兵站にしか関心をはらっていなかったが、係争環境における作戦を前提とす
れば、戦術レベルより上の兵站を理解する必要があり、場合によっては、戦
域内で作戦に必要な補給品とその分配システムを配置するという作戦レベル
の兵站に海兵隊が関与することも想定すべきとした。中でも、エインジェル
らが指摘したのが、係争環境下における兵站の拠点となる前方基地の運営と
防衛である 86。他方で、米軍の兵站に対する攻撃が、トラックに対する路肩爆
弾による攻撃などの端末輸送に限定されていたイラクやアフガニスタンにお
ける作戦とは異なり、係争環境においては兵站の各レベルで攻撃や妨害が予
想されるため、軍種や兵站の各レベルをまたがって状況に応じて柔軟に再構
成するウェブ型の兵站システムが必要というのは当然であろう。

83） U.S. Marine Corps, Installations and Logistics 2030, 7.
84） Ibid., 2.
85） Joint Chief of Staff, JP 4-0 Joint Logistics (Washington DC, 2023), III-6.
86） Aaron Angell and Mark Schouten, “Leveraging Logistics Above the MAGTF,” Marine Corps Gazette 

108, no. 3 (March 2024): 12, 13.

必要を説いていた 78。2019年5月に海兵隊が公表した「21世紀における戦力維
持―将来の施設・兵站発展機能別コンセプト」は「複数のドメインにおい
て挑戦を受ける中での簡素かつ遠征環境における作戦」を支援する兵站へ移
行する必要性を説いたうえで、現在の「海兵隊の兵站は国家防衛戦略が規定
する将来の戦いを維持するような態勢とはなっていない」と指摘していた 79。

SIFを支える兵站の問題は、現在の兵站アセットが海洋戦域、さらには係争
環境に対応したものとなっていないことによる。2023年2月に海兵隊が公表し
た将来構想「2030年の施設および兵站」（I＆L2030）は、係争環境下の分散
型作戦を支えるため「展開部隊に対するアセットと兵站の集積、運搬、後退、
回収」の「手法、ノード、態様」の多様化の方針を掲げている。例えば、従
来はもっぱら有人トラックに依存していた輸送を既存および新興能力を活用
した有人、無人、航空、水上、水中、陸上のさまざまな手段のミックスに移
行する方針を示している 80。2023年5月に海兵隊総司令部が公表したTM 

EABOも脅威の程度に応じて輸送手段を選択する方針を示している。例えば、
「許容的」な環境では大型水陸両用艦や輸送船が用いられるが、「半許容的」
な環境に近づけば統合高速艦（JHSV）やエアクッション艇（LCAC）、揚陸
艇などより小型で高速な艦艇が、さらに脅威が増せば輸送機やオスプレイ、
大型ヘリコプターが用いられる。また「非許容的」環境においては、輸送機
から投下後GPS誘導により目標地点に向けて降下する統合精密空中投下シス
テム（JPADS）、ドローン、半可潜式燃料バージ、無人潜水艇などの、破壊さ
れても人員の損耗が出ない無人のプラットフォームが用いられる 81。またTM 

EABOでは、補給の輸送のみならず、データドリブンな兵站所要予測、現地
に設置した浄化装置による飲料水の確保、燃料の現地調達、3D印刷技術を用
いた現地での部品の製造などにより、輸送所要そのものを低減させることも
重要だとされている 82。
海兵隊では、敵による攻撃が予想される係争環境においては兵站もチェー

78） U.S. Marine Corps, Marine Corps Operating Concept: How an Expeditionary Force Operates in the 21st 
Century (Washington, DC, 2016), 9.

79） U.S. Marine Corps, Sustaining the Force in the 21st Century: A Functional Concept for Future Installations 
and Logistics Development (Washington, DC, 2019), 3.

80） U.S. Marine Corps, Installations and Logistics 2030 (Washington, DC, 2023), 6.
81） Headquarters, U.S. Marine Corps, Tentative Manual, 6-5, figure 6-4, 6-6.
82） Ibid., 6-2, 6-4.
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たことにも示されるように「防御を固めた場所を攻略することは困難でコスト
がかかる」ものであるが、インド太平洋においても防御を固めておけば「侵
略者に対するコストを増大させ、紛争を抑止」することが可能であり、その
ためにこそ防衛態勢を「今構築する必要がある」という92。
フリンが海洋戦域における陸地の重要性を訴える理由の一つはそこに火力
を展開するためである。彼は2024年2月の論考で、ヒューズが海軍作戦の第
5の要諦として引用した「船が砦と戦うのは愚か」というネルソンの言葉には
新たな意味が付与されると指摘した。フリンによれば、陸上から海上への火
力投射の手段が射程の短い沿岸砲に限られていたネルソンの時代とは異なり、
対艦ミサイルの射程が数百kmを超える現代、陸上配備火力は「はるか海上の
目標を防衛的あるいは攻撃的に打撃することが可能」（下線部筆者）であり、
その点で「陸上配備火力が主要な海洋チョークポイントを遠距離からシャッ
トダウンできる」ことが重要である 93。フリンは、陸軍自身がそれを可能とす
る長距離火力の整備を進める一方（詳細は表6-4参照）、近年の日本やフィリ
ピンとの演習の例を引きつつ、USARPACは陸軍や海兵隊、同盟国の地上発
射ミサイルをマラッカ海峡、ロンボク海峡、スンダ海峡などに配備して中国
の海軍艦艇や民間船舶の動きを脅かす「リング・オブ・ファイア」構想の実
現に向けて前進していると説明した 94。
陸軍の長距離火力は「長距離精密火力と、多数のドメインからのその他の

イフェクツを運用」する、あるいは「情報収集およびさまざまな形態のリー
サル、非リーサルな火力を通じて複合的な敵システムを撃破」するものとし
て編成されるマルチドメインタスクフォース（MDTF）の一部として整備が
進められている 95。このMDTFは全体で5個編成予定で、そのうち3個が
USARPACに配置される計画であるが、それぞれには射程に応じて3つのカテ
ゴリーのミサイルが配備されることとなっている（表6-4参照）96。その中で射

92） Ibid., 42.
93） Flynn and Devine, “To Upgun Seapower,” 40.
94） Ibid., 40, 41; Carol V. Evans, “Providing Stability and Deterrence: The US Army in INDOPACOM,” 

Parameters 51, no. 1 (Spring 2021): 29–32.
95） Headquarters, Department of the Army, FM 3-0 Operations (Washington, DC, 2022), 4–18.
96） Headquarters, Department of the Army, Army Multi-Domain Transformation Ready to Win in 

Competition and Conflict Chief of Staff Paper #1, unclassified version (Washington, DC, 2021), 12; U.S. 
Army, Army Force Structure Transformation (Washington, DC, 2024), 1, 2, https://www.army.mil 
/article/274003/army_changes_force_structure_for_future_warfighting_operations.

実際に海兵隊の兵站部隊ではさまざまな実験も行われている。例えば、第
3MLRの兵站部隊である第3沿海域兵站大隊は、バリカタン23などの各種演
習で海兵隊あるいは米軍の他軍種のみならず、一部の同盟国部隊に対しても
兵站支援を行う、あるいは連携して演習を実施している。また、同大隊は、
これらの演習において沿海域戦力維持チーム（LST）を各EABに配置し、ヘ
リコプター、無人システム、空中投下、民間企業などさまざまな手段を組み
合わせた輸送、空中投下した物資を補給を受ける部隊が時間差をつけて回収
する補給法などシグネチャを抑制した補給法を実験している 87。ただし、ジョン・
サリバン（John Sullivan）米輸送軍副司令官が指摘するように「係争環境下
の兵站の問題に対する特効薬というものはない」ため、非伝統的な手法を含
め引き続き追求するとともに、既存の手段を含めて柔軟に補完的に組み合わ
せる必要があると認識されている 88。

（3）「シーパワー」を目指す陸軍
海兵隊と同様、陸軍も海洋戦域における陸地の重要性に注目している 89。

チャールズ・フリン（Charles Flynn）米太平洋陸軍（USARPAC）司令官は、
2024年5月の論考において「米国とその軍事同盟国は、戦時において中国が
欲しがる重要地形をすでに確保している。それを他者から奪い取る必要はない」
とのジェームズ・ホームズ（James Holmes）の指摘を引用し、同盟関係の存
在が米国にもたらす優位性を指摘した 90。ただし、重要地形を支配することに
は「至高の重要性」があるが、「重要地域を確保し、防衛」するには「信頼性
のある手段が、より大きな戦略的枠組みの一部としての防衛計画に組み込ま
れる」ことが必要であるのだという91。2023年のウクライナ側の反攻が失敗し

87） Sean T. Conderman and William J. Culp IV, “Littoral Sustainment Teams,” Marine Corps Gazette 
108, no. 3 (March 2024): 47, 48, 49.

88） “USTR ANSCOM Deputy Commander Delivers Keynote on Contested Logistics at DOD 
Maintenance Symposium,” U.S. Transportation Command, https://www.ustranscom.mil/cmd 
/panewsreader.cfm?ID=8891FB55-FD76-2C77-E261D6A33AD0DBD4&yr=2024.

89） 陸軍が海洋戦域における自身の役割に着目した経緯については以下を参照。菊地茂雄「米陸軍・マルチ
ドメイン作戦（MDO）コンセプト―『21世紀の諸兵科連合』と新たな戦い方の模索」『防衛研究所紀要』
第 22巻第 1号（2019年 11月）19、20頁。

90） James Holmes, “How America Can Beat China in a War,” The Buzz, January 17, 2024, https://
nationalinterest.org/blog/buzz/how-america-can-beat-china-war-208650; Charles Flynn and Bill 
Lessner, “A Fighting Stance: US Army Must Hold Its Ground in Indo-Pacific,” Army 74, no. 5 (May 
2024): 38, 39.

91） Flynn and Lessner, “A Fighting Stance,” 41.

https://www.army.mil/article/274003/army_changes_force_structure_for_future_warfighting_operations
https://www.army.mil/article/274003/army_changes_force_structure_for_future_warfighting_operations
https://www.ustranscom.mil/cmd/panewsreader.cfm?ID=8891FB55-FD76-2C77-E261D6A33AD0DBD4&yr=2024
https://www.ustranscom.mil/cmd/panewsreader.cfm?ID=8891FB55-FD76-2C77-E261D6A33AD0DBD4&yr=2024
https://nationalinterest.org/blog/buzz/how-america-can-beat-china-war-208650
https://nationalinterest.org/blog/buzz/how-america-can-beat-china-war-208650
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する海上発射型がある101。そ
のためMk. 70 PDSの活用例
は陸軍のタイフォンシステム
に限られない。2023年10月、
米海軍は沿海域戦闘艦（LCS）
サヴァンナの飛行甲板に設置
したMk. 70 PDSからSM-6

の「洋上・地上の目標」への
発射実験を行い 102、また、
2023年9月と2024年5月には
バルト海に浮かぶデンマーク・
ボーンホルム島においてSM-6を搭載したMk. 70 PDSの展開訓練をデンマー
ク軍とともに行った 103。このように、ミサイルの発射機能をコンテナ内にモジュ
ラー化したMk. 70 PDSは、ミサイル発射能力のない艦艇にこれを設置するだ
けでその能力を付与し得る。そのことは長距離火力の運用を柔軟化、多様化
することで敵を多方面から脅かすという分散型作戦の趣旨に合致する。また、
トマホークにしても、あるいはSM-6にしても既存のシステムを活用している
ことから、能力の間隙を迅速に埋めること、それによって時間上の間隙を埋
めることができることが重視されている。

101） “Mk 70 Mod 1 Payload Delivery System,” March 27, 2023, Lockheed Martin, https://www.
lockheedmartin.com/content/dam/lockheed-martin/rms/documents/naval-launchers-and-munitions 
/Mk70_Product_Card.pdf.

102） Sam Lagrone, “Littoral Combat Ship Fires a Standard Missile 6 from Experimental Launcher at 
Sea,” USNI News, January 23, 2024, https://news.usni.org/2023/10/25/littoral-combat-ship-fires-a 
-standard-missile-6-from-experimental-launcher.

103） “NMCB 133 Conducts SM-6 Missile Launcher Test in Denmark [Image 1 of 7],” September 20, 2023, 
DVIDS, https://www.dvidshub.net/image/8042255/nmcb-133-conducts-sm-6-missile-launcher-test 
-denmark; “U.S. Naval Forces Europe Rehearse Deployment of Containerized Launching System 
in Denmark [Image 1 of 5],” May 6, 2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/image/8384794/us 
-naval-forces-europe-rehearse-deployment-containerized-launching-system-denmark.

2024年6月27日、フィリピン・ラオアグ空港におい
てタイフォンシステムの研修を行うフィリピン陸軍砲
兵連隊地上配備ミサイルシステム中隊隊員（U.S. 
Army photo by Sgt. First Class Rudy Gonzalez）

程が最も長く、技術的にも野心的な長距離極超音速兵器（LRHW）は「接近
阻止・領域拒否（A2/AD）能力を撃破し、敵の長距離火力を制圧、およびハ
イペイオフ目標を攻撃」する目的で、2,775kmの射程、マッハ5以上の飛翔速
度と高い機動力を持つ 97。もともとMDOでは、A2/AD能力を構成する敵の長
距離システムを無力化、撃破し、さらに中距離システムの無力化に進み、作
戦レベルの機動により敵のA2/ADシステムを完全に撃破し、さらには敵の陸
上部隊を撃破する構想を示していた 98。この中でLRHWは長距離システムを撃
破し、他部隊の行動を可能とするという作戦の比較的初期のフェーズを担う
ことが期待されている。LRHWはミサイル部分の技術的な問題により配備が
遅れたものの、陸軍はLRHW運用を担当する第1MDTF第3野戦砲兵連隊第
5大隊B中隊にミサイル部分を除くシステムを先行配備して訓練を進めた。一
方で2024年6月、12月にエンドツーエンドの試験飛行を成功させており、こ
れらを踏まえ2025会計年度中にミサイル部分を含む完全なLRHWが上述の
B中隊に配備される予定である。

LRHWとPrSMの間の射程を埋めるとともに「敵の洋上移動目標、ハイペ
イオフおよびA2/AD脅威を攻撃」することが期待される「中距離能力」（MRC）
として陸軍は、対地・対艦攻撃能力を持つSM-6ミサイルおよびトマホークミ
サイルをコンテナ型ミサイル発射機Mk. 70ペイロード運搬システム（PDS）
に収めたタイフォンシステムの導入を進めている 99。既存のシステムを流用し
たタイフォンシステムの開発は順調に進み、2020年7月の事業開始以来、陸
軍は2023年中にSM-6とトマホークミサイルの試験発射を行うとともに、
2024年1月には2個目のMRC中隊の編成完結を行った 100。なお、タイフォン
システムの基となっているMk. 70 PDSは、40フィートコンテナにイージス艦
に使用されるMk. 41垂直発射機を搭載したもので、タイフォンシステムのよ
うなトレーラーに牽引される地上発射型に加えて、艦艇の甲板上に直接設置

97） Department of the Army, Department of Defense Fiscal Year (FY) 2025 Research, Development, Test & 
Evaluation, Army, RDT&E – Volume II, Budget Activity 4B (Washington, DC, 2024), 286.

98） 菊地「米陸軍MDOコンセプト」42頁。
99） Cheryl Marino, “Prepare to Launch,” Army AT＆ L, Summer 2024, 64.
100） Ibid., 65.

https://www.lockheedmartin.com/content/dam/lockheed-martin/rms/documents/naval-launchers-and-munitions/Mk70_Product_Card.pdf
https://www.lockheedmartin.com/content/dam/lockheed-martin/rms/documents/naval-launchers-and-munitions/Mk70_Product_Card.pdf
https://www.lockheedmartin.com/content/dam/lockheed-martin/rms/documents/naval-launchers-and-munitions/Mk70_Product_Card.pdf
https://news.usni.org/2023/10/25/littoral-combat-ship-fires-a-standard-missile-6-from-experimental-launcher
https://news.usni.org/2023/10/25/littoral-combat-ship-fires-a-standard-missile-6-from-experimental-launcher
https://www.dvidshub.net/image/8042255/nmcb-133-conducts-sm-6-missile-launcher-test-denmark
https://www.dvidshub.net/image/8042255/nmcb-133-conducts-sm-6-missile-launcher-test-denmark
https://www.dvidshub.net/image/8384794/us-naval-forces-europe-rehearse-deployment-containerized-launching-system-denmark
https://www.dvidshub.net/image/8384794/us-naval-forces-europe-rehearse-deployment-containerized-launching-system-denmark
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た 105。なお、このSINKEXに併せて、5万フィートの高度から「電磁センサー
と無線ネットワーク装置により海上状況把握を可能とする」高高度気球と、
通信リレー機能を担うヴァニラ超長滞空時間無人航空システムを投入したの
は 106、PrSMインクリメント2がパッシブ電波誘導方式と終末誘導に赤外線画
像誘導方式を使用していることを踏まえれば、PrSMの射撃に必要な索敵や目
標情報の伝達に関わる技術を試験するものであったと推測できる107。
前項で扱った海兵隊のSIFと本項で扱った陸軍のMDTFは両方とも海洋戦
域で威力を発揮することを企図しているものの、違いは存在する。トーマス・
マーンケン（Thomas G. Mahnken）によれば、海兵隊の役割がRXRと「沿
岸砲兵」の延長としての火力発揮であるのに対して、陸軍のMDTFは、より
射程が長く、大きい攻撃力を持つ一方、機動力に欠ける。こうした状況を踏
まえると、海兵隊が「最大の貢献」ができる状況、陸軍部隊が「最適な能力
を発揮」できる状況を検討する必要があるのだという108。

（4）空軍「機敏な戦闘運用」（ACE）と西太平洋における航空機分散運用
2022年2月に始まったウクライナ戦争においてウクライナ空軍は、ロシア

によるミサイル攻撃に関する警報を受けて直ちに航空機を主要基地から代替
飛行場に分散し攻撃を回避した 109。2023年にウクライナ国防大学が刊行した同
戦争に関する報告書も「開戦数時間前には、インテリジェンスデータに依拠し、
ウクライナ軍のリーダーシップ思想を用いて、航空旅団を攻撃から回避させ
ることが決定された。結果としてウクライナ軍の航空機の大半は恒久的な基

105） Stephen Page, “3d MDTF Demonstrates Ability to Operate in the Indo-Pacific,” U.S. Army, https://
www.army.mil/article/277487/3d_mdtf_demonstrates_ability_to_operate_in_the_indo_pacific; and 
Thomas Newdick, “Army’s New PrSM Ballistic Missile Hits Moving Ship for the First Time in Pacific 
Test,” The War Zone, June 24, 2024, https://www.twz.com/land/armys-new-prsm-ballistic-missile 
-hits-moving-ship-for-the-first-time-in-pacific-test.

106） U.S. Army Pacific, “US Army to Launch High Altitude Balloons,” June 6, 2024, U.S. Army, https://
www.army.mil/article/277011/us_army_to_launch_high_altitude_balloons; Page, “3d MDTF 
Demonstrates.”

107） John Keller, “Lockheed Martin Starts Building Early Versions of Land-Based PrSM Precision Missile 
with Multi-Mode Guidance,” Military & Aerospace Electronics, November 7, 2023, https://www 
.militaryaerospace.com/sensors/article/14301135/multi-mode-guidance-precision-missile.

108） Thomas Mahnken, “A Maritime Strategy to Deal with China,” Proceedings 148, no. 2 (February 
2022): 49.

109） Thomas Newdick, “Ukrainian MiG-29 Pilot’s Front-Line Account of the Air War Against Russia,” 
The War Zone, April 2, 2022, https://www.twz.com/45019/fighting-russia-in-the-sky-mig-29-pilots 
-in-depth-account-of-the-air-war-over-ukraine.

表6-4　マルチドメインタスクフォース（MDTF）に配備予定の長距離火力

種類 用途・射程 経緯

長距離極超音速 
兵器（LRHW）

対地攻撃
2,775km以上

海軍と陸軍が共同で開発した共通極超音速滑空体
（C-HGB）を弾頭部分に使用、マッハ5以上の速度と高い
機動力を持つ。2021年9月末、第1MDTF第3野戦砲兵連
隊第5大隊B中隊に地上装置と（ミサイル部分は含まない）
訓練用キャニスターの配布を完了。ミサイル部分は2021
年から2023年にかけての試験トラブルを経て、2024年6
月と12月にエンドツーエンドの試験飛行に成功。2025会
計年度中に第1MDTFにLRHWを配備予定。

中距離能力（MRC）

対地攻撃（トマホーク・
ブロックV）および
対艦攻撃（トマホーク
ブロックVaおよび
SM-6）
500～1,500km

2020年11月、陸軍はMRCにトマホークとSM-6を選定。
2023会計年度第4四半期に1個中隊分のSM-6ブロック
IAとトマホーク・ブロックVを配備。2025会計年度よりブ
ロックVおよびブロックVaを調達。2022年12月、第
1MDTFに最初のMRC中隊配備。2023年前半にSM-6の、
同年6月にはトマホークの発射試験を実施。2024年1月、
第1MDTFに2個目のMRC中隊として第3野戦砲兵連隊
第5大隊D中隊編成完結。

精密打撃ミサイル
（PrSM）

対地攻撃、対艦攻撃
（インクリメント2）
60～499km以上、
1,000km以上（インク
リメント4）

HIMARSおよびMLRSより発射可能。4段階（インクリメ
ント）で開発。陸軍は、2023年11月、ホワイトサンズ射
場で発射実験を実施、同年12月、PrSMインクリメント1
を受領。インクリメント2（2026会計年度に調達開始）で
は海上および陸上の移動目標に対する攻撃能力を追加。

（出所）2025会計年度陸軍省予算要求資料および陸軍報道資料より執筆者作成。

最後のPrSMは、現在陸軍が運用している陸軍戦術ミサイルシステム
（ATACMS）の後継機種としてインクリメント1から4までの4段階で開発が
進められる。ATACMSからはさまざまな面で能力が向上しており、射程も
300km程度であったATACMSに対して、PrSMは499km以上、さらにはイン
クリメント4では1,000km以上まで延伸される。また、PrSMはATACMSと
同様MLRSやHIMARSからの発射が可能であるが、ATACMSがポッド1つ
に1発搭載するのに対して、PrSMは2発搭載できる104。また、ATACMSには
対艦攻撃能力はないが、PrSMはインクリメント2で対艦攻撃能力が追加され
る予定である。また、2024年6月16日、ヴァリアントシールド24演習の一環
で行われた撃沈演習（SINKEX）において、第3MDTFとテネシー州兵第181

野戦砲兵連隊第1大隊はパラオに展開し、HIMARSを無人化した自律式マル
チドメイン発射機（AML）からPrSMを発射し、洋上の移動目標を攻撃し

104） Cheryl Marino, “ATACMS to PrSM: Out with the Old, In with the New,” Army AT&L, Summer 
2024, 139, 140.
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したフィンランドが持ち込んだようなことが必要となる」と述べた 114。
2018NDSおよび2022NDSの方針を踏まえれば、米空軍も他の軍種と同様

に敵対国が攻撃し得る圏内において作戦を行う必要がある。それは第1列島
線上の米国の同盟国との関係を考えれば必須といえよう。その後、空軍参謀
総長と統合参謀本部議長を歴任することになるチャールズ・Q・ブラウン
（Charles Q. Brown）空軍大将は、太平洋空軍（PACAF）司令官在任中の
2020年の論考で「現在、第1列島線内のわが戦力は、敵対国の攻撃を受け得
る状態にある」が、それでも「係争・劣化環境において、戦域内にある手持
ちの戦力のみで戦う備えが必要」と訴えた。紛争時において米軍が安全なと
ころまで後退することは、同盟関係の「根本をなす信頼関係を破壊する」。そ
のためブラウンは敵対国の攻撃を受ける範囲にとどまることを前提とし、そ
のリスクを緩和するため、ドクトリン、組織、訓練、装備、統率・教育、人員、
施設、政策（DOTMLPF-P）上の投資を行うべきだとしたのである115。これは、
基本的な発想において海兵隊のSIFコンセプトと同様である。
そこでまず問題となるのが、米空軍が作戦拠点としてきた、主要作戦基地

（MOB）と呼ばれる、固定的で大規模な基地の脆弱性である。米空軍・宇宙
軍協会ミッチェル航空宇宙研究所のマーク・ガンジンガー（Mark Gunzinger）
は「敵の空軍を撃破するのに最も良い場所は地上においてである」と指摘し
たが 116。たしかに、いかに高性能な機体であっても地上ではその能力は発揮で
きないし、いずれは地上に戻って補給・整備を行う必要がある以上、作戦の
拠点となる基地なしには空軍力が能力発揮することは不可能である。基地へ
の攻撃は地上で航空戦力そのものが破壊される可能性と、航空戦力の能力発
揮の基盤の喪失の可能性をはらむものである。
こうした基地の脆弱性の問題は、1990年代以降行われた基地の統廃合にお
いて空軍の基地機能が少数のMOBに集約されたことで一層先鋭化した 117。そ

114） General James B. Hecker, Commander, US Air Forces Europe and US Air Forces Africa, Breakfast 
with the Defense Writers Group, August 18, 2023, 3, https://nationalsecuritymedia.gwu.edu 
/files/2023/08/DWG-Hecker-230818.pdf.

115） CQ Brown, Jr., “Demystifying the Indo-Pacific Theater,” Journal of Indo-Pacific Affairs 3, no. 1 (Spring 
2020): 9.

116） U.S. Air Force, AFDN 1-21 Agile Combat Employment (Montgomery, AL: LeMay Center, 2022), 2.
117） Jon T. Thomas, “Bases, Places, and Faces: Operational Maneuver and Sustainment in the Indo-

Pacific Region,” Journal of Indo-Pacific Affairs 4, no. 3 (Summer 2021): 29.

地から他の飛行場へと移転された」と説明している 110。開戦から9カ月後の
2022年11月に英王立統合軍研究所（RUSI）が公表した報告書は、ロシアに
よる侵攻開始時にウクライナ空軍が作戦機を主要空軍基地から小規模な作戦
基地に分散したことが、ロシア空軍の技術的優位性にもかかわらず「その生
存性を確保するうえで役割を果たした」とした。そしてそれが実際に可能であっ
たのも、開戦前からそのための訓練を行っていたこと、中でも野外の条件に
おいて飛行前準備を行えるよう整備要員の訓練を行ったことが重要であった
と指摘している111。デービッド・ぺトレアス（David H. Petraeus）とアンドリュー・
ロバーツ（Andrew Roberts）も近著で「航空機をランダムな場所に移動する
ウクライナ軍の習慣は、6日戦争のような勝利を得ようとするロシア軍の希望
を挫折させた」と指摘した 112。
ウクライナ戦争におけるウクライナ軍の航空機の分散運用は外国軍による
助言・指導ではなく自らのイニシアティブによるものとされる。しかし米空軍
関係者は、彼らがACEとして進める分散型の作戦構想をウクライナの事例が
現実の戦場に適用したものとして受け止めた。2022年9月に開催された米空軍・
宇宙軍協会年次大会においてベンジャミン・ヘデン（Benjamin W. Hedden）
米欧州・アフリカ空軍最先任上級曹長は、世界第27位のウクライナ空軍が世
界第2位のロシア空軍に対して200日余り戦い続けていることをACEの「完
璧な実例」であり、ACEによってはじめて実現できたものと指摘した 113。さらに、
2023年8月18日、ワシントン市内での講演においてジェームズ・ヘッカー（James 

B. Hecker）米欧州・アフリカ空軍司令官は、開戦から1年半の間ウクライナ
空軍が戦い続けていることに驚きを示したうえで、米空軍にとってのウクライ
ナ戦争の教訓を踏まえた重点事項にACEを挙げて「航空機をさまざまな飛行
場と潜在的にはハイウェイにまで分散すること、すなわち最近NATOに加盟

110） National Defense University of Ukraine, Lessons Learned of the Russia-Ukrainian War, University ed. 
(Kyiv, 2023), 170.

111） Mykhaylo Zabrodskyi, Jack Watling, Oleksandr V. Danylyuk, and Nick Reynolds, Preliminary Lessons 
in Conventional Warfighting from Russia’s Invasion of Ukraine: February–July 2022 (London: RUSI, 
2022), 21; Justin Bronk with Nick Reynolds and Jack Watling, The Russian Air War and Ukrainian 
Requirements for Air Defence (London: RUSI, 2022), 39.

112） David H. Petraeus and Andrew Roberts, Conflict: The Evolution of Warfare from 1945 to Ukraine 
(Glasgow: William Collins, 2023), 372.

113） James C. Kitfield, “Senior Enlisted Leader: Ukraine Is an ACE Success Story,” September 21, 2022, 
Air & Space Force Association, https://www.airandspaceforces.com/enlisted-leaders-point-to-agile 
-combat-employment-ace-success-story/.

https://nationalsecuritymedia.gwu.edu/files/2023/08/DWG-Hecker-230818.pdf
https://nationalsecuritymedia.gwu.edu/files/2023/08/DWG-Hecker-230818.pdf
https://www.airandspaceforces.com/enlisted-leaders-point-to-agile-combat-employment-ace-success-story/
https://www.airandspaceforces.com/enlisted-leaders-point-to-agile-combat-employment-ace-success-story/
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つリアクティブな作戦機動スキーム」である123。この定義において重要な要素
が「脅威タイムライン」である。これはF2T2EA（find, fix, track, target, 

engage, and assess）と呼ばれる、目標の発見から、評価、追跡、目標指定、攻
撃、攻撃損害評価に至るまでのプロセスに要する時間に基づく「戦域に特有
の計画要素」を指し、ACEにおいては敵が実際に攻撃してくるまでの時間を
考慮して次の作戦拠点への展開を計画することが必要とされる124。ACEの成否
は敵のF2T2EAと、ACEを実施する米軍側の相対的なスピードによっており、
ACEを実施する航空機は「敵のターゲティングサイクルに勝るスピードでさ
まざまな拠点に分散・発進」できなければならない 125。
脅威タイムラインが明確に反映されているのがAFDN 1-21で挙げられてい

る2つの機動スキームのうち「リアクティブ機動」である（表6-5参照）。こ
れは、敵による侵略行為が差し迫った、あるいは現実のものとなった際にハ
ブ基地から戦力を移動・分散することで「敵によるターゲティングを複雑化」し、
米軍の「生存性を増大」し、「引き続く作戦のために戦力を再配置」するもの
とされているためである126。これと同時に、平時から行う「プロアクティブ機動」
は、同盟国・パートナー国との関係強化や敵対国へのメッセージング、軍事
的な優位性を獲得するという目的を持ち、第2節で取り上げるキャンペーニン
グの観点からも重要である。
ここで重要なのが、数多くの
作戦拠点から空軍部隊が機敏に
移動を繰り返す態勢を取ること
で「敵が攻撃目標としなければ
ならない場所を増やす」こと、
そしてそれによって敵にとって
の「作戦上の予測不可能性」を
作り出すことである。ここで用
いられる代替作戦拠点を選定す

123） U.S. Air Force, AFDN 1-21, 1.
124） Ibid., 3.
125） Michael Blaser, “Problems for Agile Combat Employment,” Proceedings 150, no. 7 (July 2024): 54.
126） U.S. Air Force, AFDN 1-21, 3.

2023年9月22日、ACE訓練として嘉手納基地から
事前警告なしの緊急発進訓練を行うF-35A（第355
戦闘飛行隊、アラスカ州アイエルソン空軍基地所属）
（U.S. Air Force photo by Lt. Col. Raymond Geoffroy）

のため「積極的に防衛策を展開したとしてもこれらMOBが脆弱であることに
変わりはなく、大国同士の紛争における米国と同盟国による機動と戦力維持
のための唯一の手段とするわけにはいかない」（ジョン・トーマス［Jon T. 

Thomas］PACAF副司令官）のである118。
そこで、米空軍にとって作戦拠点を中国の攻撃に対して脆弱となるMOB

から分散させることが必要になるが、トーマスPACAF副司令官は2021年の
論考でそのメリットを以下のように説明した。例えば、中国との戦争におい
て米空軍が10カ所のMOBしか使えない場合と、10カ所のMOBに加えて50

カ所の代替作戦拠点に分散して作戦を行う場合を比べれば、後者においては
1カ所に割り当てられるミサイルの数も単純に言えば6分の1に激減する。そ
のため、中国側も、特定の基地を確実に無力化できたかどうかについて確信
が持てなくなる。さらに、逆に確実にすべての基地・作戦拠点を無力化する
ために必要なミサイル数も6倍化することになるため、中国に対するコスト強
要にもつながる。こうして、既存の基地に加えて代替拠点を加えてネットワー
ク化して空軍の機動に活用することで「中国が追求するA2/AD戦略に対する
重大な挑戦」となるのだという119。

ACEは「大規模基地からより小規模な拠点のネットワークへと航空戦力の
作戦を分散」することでMOBが持つ脆弱性に対応しようとしたものであ
る120。米空軍は各種演習・訓練でACEを実践するとともに、ドクトリンの策定
を進めた（米空軍内でACEが受容された経緯はコラム参照）。米空軍大学ル
メイ・ドクトリンセンターは、2021年12月、ACEに関する初のドクトリン文
書AFDN 1-21 Agile Combat Employmentを刊行し 121、翌2022年8月には改訂
版を公表している122。AFDN 1-21によれば、ACEは「戦闘力を造成しつつ生
存性を増すために、脅威タイムラインにおいて実行されるプロアクティブか

118） Ibid.
119） Ibid.
120） Department of the Air Force, Fiscal Year 2024 Department of the Air Force Posture Statement 

(Washington, DC, 2023), 12.
121） Air University Public Affairs, “CSAF Signs Agile Combat Employment Doctrine Note,” December 

14, 2021, https://www.maxwell.af.mil/News/Display/Article/2873496/csaf-signs-agile-combat 
-employment-doctrine-note/.

122） “Air Force Doctrine Note 1-21 - Agile Combat Employment,” August 23, 2022, LeMay Doctrine 
Center, https://www.doctrine.af.mil/Operational-Level-Doctrine/AFDN-1-21-Agile-Combat 
-Employment/.

https://www.maxwell.af.mil/News/Display/Article/2873496/csaf-signs-agile-combat-employment-doctrine-note/
https://www.maxwell.af.mil/News/Display/Article/2873496/csaf-signs-agile-combat-employment-doctrine-note/
https://www.doctrine.af.mil/Operational-Level-Doctrine/AFDN-1-21-Agile-Combat-Employment/
https://www.doctrine.af.mil/Operational-Level-Doctrine/AFDN-1-21-Agile-Combat-Employment/
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    コラム

ラピッドラプターから「機敏な戦闘運用」（ACE）へ 
―米空軍の分散型作戦構想の展開―

ACEは、2013年以降、PACAFが実施していたF-22の緊急展開訓練ラピッドラプター
から発展したものである。ラピッドラプターは統合基地エルメンドーフ・リチャード
ソン（アラスカ州）所属のF-22パイロットの発案に起源があり1、4機のF-22と同機
の運用に必要な整備要員・整備資機材を搭載したC-17輸送機（1機）をハワイある
いはアラスカの空軍基地からパッケージにして海外に迅速に移動、展開後24時間以
内にその場所から発進できる状態にすることを目指す構想であった 2。このラピッド
ラプターには、数の少ないF-22の柔軟な活用方法という側面と、中国の長距離打撃
能力の脅威への対応という2つの側面があった 3。2017年以降、ラピッドラプターは
PACAFにおいて「いかに作戦機動を行うか」、「それらの指揮統制をどのように実現
するか」という「より大きな構図にどのように結びつけるか」を意識したACEへと
発展した 4。
同時期、同様の試みは欧州においても提案されていた。後にPACAF司令官、空軍
参謀総長としてACEを推進することになるブラウン大将自身が、欧州・アフリカ空
軍作戦部長在任中の2015年にロシアとの戦争を想定し、ラピッドラプターと同様に
戦闘機と輸送機をパッケージにして、同国からの攻撃を回避するためNATO加盟国
の飛行場を転々と移動しつつ作戦を行う運用構想を「非基地依存型作戦（Untethered 

Operation）」として提唱していた 5。実際には同年、フロリダ州配備のF-22の欧州へ
の展開がラピッドラプターとして開始された 6。なお、2014年のクリミア半島強制併
合とドンバス地方に対するロシアの軍事介入を契機に国防省が始めた欧州抑止イニ
シアティブにおいて、NATO諸国の空軍基地の施設改善が盛り込まれたのも、ブラ
ウンが提唱するような航空機の分散運用を可能とする飛行場を確保する目的も込め
られていたといえよう。そして、2018年7月にPACAF司令官に着任したブラウンは「空
軍において、ACEと同様の活動が多くの組織で行われている」状況を踏まえ、2019

年6月に空軍の各メジャーコマンド（MAJCOM）の副司令官クラスを集めた会議を
開催し、各MAJCOM間でACEに関連した用語法を整理し、ACEとして何を行うの
かなどについて認識共有を図っていた 7。こうした素地の上に、2020年8月に空軍参

るうえでは、作戦上の必要性、補給の容易さ、敵の攻撃を受けるリスクを勘
案して、作戦拠点を選定する127。また、ACEでは、代替作戦拠点への分散のみ
ならず、作戦をある程度実施した後は、（前方で補給を行うことは想定するも
のの）補給整備のため施設の整った「恒久的な拠点」にいったんは戻ること
も必要とされる128。なお、伝統的な「基地」ではない飛行場を作戦拠点として
確保するためには、接受国との交渉により「アクセス、基地使用、領空通過
許可」を得ることはもちろん 129、補給物資の輸送・配分方法の変更、現地調達
を取り入れることが必要とされる130。
なお、ACEには航空機の運用方法の変革に加えて「配備方法（basing）」の
変革という側面がある。これはACEがMOBの脆弱性がもたらす問題を緩和
するという点から発想されていることからも当然であろう。伝統的に米空軍
で基地は、航空機の運用にしても、そのほかの基地機能についても、その基
地に配置されている人員や施設・装備を用いて、それぞれ独立して機能する
ように設計されていた131。これに代わりACEは、恒久的拠点と緊急事態拠点（CL）
を「相互の防御とC2上の負担軽減のため地理的にグループ化」した「基地ク
ラスター」として運用することを想定している132（表6-6参照）。

127） Ibid., 6.
128） Ibid., 9.
129） Ibid., 6.
130） Ibid., 10.
131） Patrick Mills, et al., Building Agile Combat Support Competencies to Enable Evolving Adaptive Basing 

Concepts (Santa Monica, CA: RAND, 2020), 20.
132） U.S. Air Force, AFDN 1-21, 2.

表6-5　「機敏な戦闘運用」（ACE）における2つの機動スキーム

プロアクティブ機動（平時） リアクティブ機動（武力紛争時）

同盟国・パートナー国に安心を供与し、米国側の意
図や能力、侵略抑止のための態勢に関する敵対国
への認識に作用し、あるいは優位性を獲得するた
めに戦力・アセットが作戦拠点間を移動するための
機動スキーム

敵対国による侵略行為を視認、認識、予期し、あ
るいは侵略行為が現実のものとなった場合に対応
するために用いられる機動マニューバー。敵による
ターゲティングを複雑化し、ハブ基地から戦力を
再配分し、生存性を向上し、後続の作戦のために
戦力を再配置するために機動力を用い、戦力・アセッ
トを移動・分散

（出所）U.S. Air Force, AFDN 1-21 Agile Combat Employment (AL: LeMay Center, 2022), 3.
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表6-6　「機敏な戦闘運用」（ACE）において想定される作戦拠点

恒久的拠点 緊急事態拠点（CL）

主要作戦基地（MOB）
• 米国・海外領土外の施設
• 恒久配備された作戦戦力と強力なインフラストラ
クチャー

半恒久的緊急事態拠点（SCL）
•長期間の緊急事態作戦を支える緊急事態拠点
• 持続的作戦に合わせて強化されたインフラストラ
クチャーと業務支援

前方作戦地点（FOS）
• 米国・海外領土外の拡張可能な拠点
•作戦戦力によるローテーション使用を想定

一時的緊急事態拠点（TCL）
•短期的な緊急事態作戦を支援するための場所
• 空軍に編制上固有の能力を超えて急造されたイン
フラストラクチャーと業務支援

協調的安全保障拠点（CSL）
•米国・海外領土外の施設
• 米国の恒久的プレゼンスが存在しない、あるいは
ほぼ存在しない

• 空軍、契約業者あるいは接受国による定期的な
支援により維持

初動緊急事態拠点（ICL）
• 緊急事態作戦に対する初動対応において使用さ
れる場所

• 簡素なインフラストラクチャーと限定的業務支援
• 空軍に編制上固有の能力を通じたものを除き、外
部からの支援なし

（出所） U.S. Air Force, AFDN 1-21 Agile Combat Employment (AL: LeMay Center, 2022), appendix Aを基に執
筆者作成。

そして、なおACEのような航空機の分散型運用は広い地域に多くの代替作
戦拠点を持つことが必要になるが、そのことは2013年にラピッドラプターが
始められたときから認識されていた。同年の米空軍の委託によるランド研究
所の研究で南シナ海の周辺では代替作戦拠点の候補地に100カ所の滑走路が
挙げられ、別の空軍の研究では、第1列島線内に174カ所の前方弾薬燃料補
給地点（FARP）が確保できるなどの指摘がなされている133。また、ケネス・ウィ
ルズバック（Kenneth S. Wilsbach）PACAF司令官は2020年11月18日のイン
タビューで、PACAFがインド太平洋の「すべてのコンクリート」を調べ上げ
ているとして、西太平洋における戦術航空機や輸送機の運用が可能な滑走路
の徹底調査を行っていることを明らかにした 134（西太平洋における代替飛行場
確保の取り組みについては第2節（2）参照）。また、米空軍が西太平洋にお
いて実施する各種訓練・演習は、他地域における演習と同様にACEを前提と

133） Stacie L. Pettyjohn and Alan J. Vick, The Posture Triangle A New Framework for U.S. Air Force Global 
Presence (Santa Monica: RAND, 2013), 26, 27; Robert D. Davis, “Forward Arming and Refueling 
Points for Fighter Aircraft Power Projection in an Antiaccess Environment,” Air & Space Power 
Journal 28, no. 5 (September/October 2014): 15.

134） Brian W. Everstine, “PACAF Surveyed Every ‘Piece of Concrete’ in the Pacific for Agile Combat 
Employment,” November 25, 2020, Air & Space Forces Association, https://www.airandspaceforces 
.com/pacaf-surveyed-every-piece-of-concrete-in-the-pacific-for-agile-combat-employment/.

謀総長に昇任したブラウンは、ACEを全空軍の公式な取り組みとして位置付けたの
である 8。なお、現在、ACEはNATO諸国の空軍にも取り入れられている 9。

1) Brian Everstine, “Elmendorf Pilots Create F-22 ‘Rapid’ Deployment,” Air Force Times, November 18, 
2013, Factiva.

2) Amy McCullough, “Don’t Call It a Comeback,” Air Force Magazine 98, no. 7 (July 2015): 25; and 
Marc V. Schanz, “Rapid Raptor Package,” September 26, 2013, https://www.airandspaceforces.com 
/box092613rapid/.

3) David A. Williamson, “Pacific Air Forces’ Power Projection: Sustaining Peace, Prosperity, and 
Freedom,” Air & Power Journal 29, no. 1 (January/February 2015): 58–59.

4) Amy Hudson, “ACE in the Hole,” March 30, 2017, Air & Space Forces Association, https://www 
.airandspaceforces.com/article/ace-in-the-hole/; Amy Hudson, “Rapid Raptor 2.0,” March 7, 2017, 
Air & Space Forces Association, https://www.airandspaceforces.com/rapid-raptor-2-0/.

5) Charles Q. Brown, Jr., Bradley D. Spacey, and Charles G. Glover III, “Untethered Operations: 
Rapid Mobility and Forward Basing Are Key to Airpower’s Success in the Antiaccess/Area-Denial 
Environment,” Air & Space Power Journal 29, no. 3 (May/June 2015): 18–25. 非基地依存型作戦につい
ては以下を参照。菊地茂雄、新垣拓「第 8章　米国　厳しさ増す戦略環境への対応」防衛省防衛研究
所編『東アジア戦略概観 2016』（防衛省防衛研究所、2016年）258頁。

6) Sergio A. Gamboa, “COMACC Praises Rapid Raptor Tyndall Airmen,” October 14, 2015, Air 
Combat Command, https://www.acc.af.mil/News/Article-Display/Article/660367/comacc-praises 
-rapid-raptor-tyndall-airmen/.

7) “What’s on the Mind of Gen. C.Q. Brown,” Air Force Magazine, 103, no. 4 (April 2020): 9; Jennifer 
Hlad and Amy McCullough, “ACE-ing the Test: WestPac Exercise Stresses Agile Combat 
Employment,” Air Force Magazine 103, no. 5 (May 2020): 40.

8) ブラウンの空軍参謀総長就任の翌 2021年に議会に提出された 2022会計年度空軍省態勢報告は「新し
いアプローチ」として ACEを挙げているが、前年の 2020年に議会に提出された 2021会計年度空軍態
勢報告には ACEに関する言及はない。

9) “Agile Combat Employment – Enhancing NATO’s Expeditionary Capability and Resilience,” 
December 8, 2023, NATO, https://ac.nato.int/archive/2023/ACE_symposium_23-2.

https://www.airandspaceforces.com/pacaf-surveyed-every-piece-of-concrete-in-the-pacific-for-agile-combat-employment/
https://www.airandspaceforces.com/pacaf-surveyed-every-piece-of-concrete-in-the-pacific-for-agile-combat-employment/
https://www.airandspaceforces.com/box092613rapid/
https://www.airandspaceforces.com/box092613rapid/
https://www.airandspaceforces.com/article/ace-in-the-hole/
https://www.airandspaceforces.com/article/ace-in-the-hole/
https://www.airandspaceforces.com/rapid-raptor-2-0/
https://www.acc.af.mil/News/Article-Display/Article/660367/comacc-praises-rapid-raptor-tyndall-airmen/
https://www.acc.af.mil/News/Article-Display/Article/660367/comacc-praises-rapid-raptor-tyndall-airmen/
https://ac.nato.int/archive/2023/ACE_symposium_23-2
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ンス・監視・偵察・ターゲティング（ISR-T）や、自軍の所在を敵に誤認させ
る欺瞞の活用の情報をめぐる戦いに関係する部隊の連携が一層重要となる。

2. 戦略的競争における「キャンペーニング」
（1）「キャンペーニング」概念の導入
インド太平洋において米軍が行う各種活動は、第1節で説明したような拒
否戦略を前提とした分散型の作戦を行う態勢を取ることにより武力紛争を抑
止することを目的としたものにとどまらず、米国の立場を強化し、敵対国の
目標達成を阻害するための、より広範な、持続的な活動である「キャンペー
ニング（campaigning）」の一環としてなされている。
もともと「キャンペーン（campaign）」は「戦役」とも訳され、国防省軍事
用語辞典では「所定の時間・空間内の戦略的または作戦上の目標を達成する
ことを目的とした、関係する一連の作戦」（下線部筆者）と定義されてい
る137。例えば、太平洋戦争中の1944年10月に行われた米軍のフィリピン・レ
イテ島上陸とフィリピン周辺海域で行われた4つの海戦、引き続き終戦まで継
続したフィリピン各島嶼における陸上戦闘を包含して「フィリピン・キャンペー
ン（Philippines Campaign）」と呼ぶ例などである138。現在では、平時に軍が行
う同盟国などとの演習・訓練や各種活動を指す場合にも「キャンペーン」の
語が使われるようになっている139。
キャンペーンを動詞ととらえて「ing」を付けた「キャンペーニング」を、
国防政策上の議論に持ち込んだのは、2018年3月に統合参謀本部が公表した
「統合化キャンペーニングに関する統合コンセプト」（JCIC）である140。JCICは、
平和と戦争を排他的にとらえる「二元論的概念」を排除することをうたい、
米国と他国・非国家アクターとの関係性を理解する枠組みとして「協力」、「武
力紛争未満の競争」、「武力紛争」からなる「競争連続体（competition 

137） Department of Defense, Department of Defense Dictionary, s.v. “campaign.”
138） Patrick C. Sweeney, Operational Art Primer (Newport, CT: USNWC, 2010), 3.
139） 例えば統合戦略計画システム（JSPS）において各統合軍は、統合軍キャンペーン計画を作成し、国防長

官から指示される戦略指針を踏まえて「日々の」活動を計画することとされている。Joint Chiefs of Staff, 
CJCSI 3100.F Joint Strategic Planning System (Washington, DC, 2024), D-3.

140） Joint Chiefs of Staff, Joint Concept for Integrated Campaigning (Washington, DC, 2018).

して行われている（詳細は第2節（3）②参照）。
ACEについてもさまざまな課題が指摘されている。前述のようにACEは敵

に発見され攻撃を受けるまでに移動することを前提としており、その成否は
敵のターゲティングサイクルより早く米軍側が攻撃を受ける基地から移動す
ることに依存している。その点から、マイケル・ブレーザー（Michael Blaser）
空軍大尉は、中国が非常に多く保有する地球観測衛星から得られる大量の衛
星画像の分析を人工知能（AI）により自動化した場合、中国側によるターゲティ
ングサイクルを格段に高速化することが可能となり、ACEが前提とする敵が
攻撃する前の発進が難しくなる可能性を指摘した。そのうえで、ブレーザー
は「ACEが信頼性を持つには、駐機中の航空機を特定し、目標とする敵の能
力を遅延し、混乱させる欺瞞技法と組み合わせる必要がある」と指摘した 135。
また、ACEが係争環境下の兵站に伴う課題を抱える点は海兵隊のEABO・

SIFと同様である。ウィルズバックPACAF司令官も「ACEで困難なことの一
つが兵站である」として、中でも島嶼部の飛行場に航空機を分散した際に、
係争環境において燃料、弾薬、スペアパーツ、水をどのように航空機の作戦
拠点となる飛行場に届けるかが問題であるとした。ウィルズバックはその解
決策の一つとして海兵隊の場合と同様に事前集積を挙げている136。

（5）小括
本節で説明したように、米軍は中露との武力紛争の可能性に拒否戦略で臨

むこととし、そのために敵の攻撃や妨害を受ける係争環境下において分散型
作戦をとることを想定している。こうした作戦を西太平洋で実施するうえで
重要になるのが陸地の役割である。海兵隊のEABOやSIF、陸軍の長距離打
撃能力導入の取り組みも重要沿岸地形を支配することで海上まで作用を及ぼ
すことを志向するものである。また、敵による攻撃を回避しながら簡素な滑
走路からの作戦を行う空軍のACEも海洋戦域において作戦拠点となる滑走路
を確保することを前提としている。さらにはこれらの作戦コンセプトが係争
環境下での実施を前提とするが故に、長距離打撃手段同士や火力支援を受け
る部隊の行動との同期、兵站の連携、海兵隊が行うRXRなどのインテリジェ

135） Blaser, “Problems for Agile Combat Employment,” 54.
136） “Creating Dilemmas,” Air & Space Forces Magazine 107, no. 7 & 8 (July/August 2024): 9.



2 5 32 5 2 第6章　対中拒否戦略と米軍作戦コンセプトの西太平洋における展開

方針」はそぐわない 145。そのため「統合化キャンペーニング」は、従来のキャ
ンペーンとは異なり「所定の時間・空間」に限定されず「持続可能で受け入
れ可能な成果」を達成するための「永続的な取り組みの一環」として位置付
けられ 146、そこでは①「作戦環境の理解」から、②「キャンペーンのデザイン
と構築」、③「統合戦力の運用と成果確保」、④「キャンペーンの評価と適応」
へと進み、さらに①へと戻る循環型のプロセスが想定されている147。
キャンペーニングの概念は、2022年秋に相次いで公表された米国の戦略文
書にも盛り込まれた。国家安全保障戦略（2022NSS）では「戦略と整合した
優先事項を進めるため論理的に結びついた軍の諸活動を連携させるというキャ
ンペーンマインドセットをもって軍を運用」する方針を示し、2022NDSは「第
5章　キャンペーニング」で1章を設けて解説した 148。ここではキャンペーニン
グは「時間をかけて戦略と整合した目的を達成するための、論理的に結びつ
いた軍事活動の実施および連携」と定義されている。そして、キャンペーニ
ングには米国と同盟国・パートナー国に「有利に環境を変化させる」ととも
に「米国の国益を深刻に害する競争相手の行動を制限し、挫折させ、妨害する」
ことが期待されている149。ここからもわかるように、キャンペーニングには我
を強化し、彼を弱めるという対抗的な性格が付与されている150。
さらにキャンペーニングに期待される目的である「有利に環境を変化」さ
せることには「軍事優位性を獲得し、抑止を強化」することが含まれ、その
ための手段として同盟国やパートナー国と協力して「インフラストラクチャー、
兵站、指揮統制、分散・移転、および動員など危機あるいは紛争において必
要となる戦力要素を構築、運用」することが挙げられている151。ここでインフ
ラストラクチャーや分散・移転が挙げられていることからもわかるとおり、キャ
ンペーニングは次項（2）で扱う「戦力態勢（force posture）」と深く関連して
いる。2022NDSも「キャンペーニングとグローバル態勢」の項目で、米軍の
戦力態勢は抑止と抑止失敗時の紛争において勝利するための「アクセスと戦

145） Ibid., 19.
146） Ibid.
147） Ibid., vii.
148） White House, National Security Strategy (Washington, DC, 2022), 20.
149） Department of Defense, 2022 National Defense Strategy, 12.
150） Ibid.
151） Ibid.

continuum）」を提起した。ここにある「武
力紛争未満の競争」は、2つ以上のアクター
が「両立し得ない利益を有する」ものの「武
力紛争に発展させることは求めない」状態
を指す。JCICによれば「武力紛争未満の
競争」において米国は、「紛争につながり
かねない手段」は用いないとの条件の下、
資源・政策上の制約や他の地域における政
策目標とのバランスや優先順位付けを考慮
しつつ、自らの戦略的立ち位置の維持や強
化、競争相手の目標達成を阻止するため「す
べての手段」を用いるのだという141。もとも
と米国には戦争でなければ平和であるというように二元論的にとらえる傾向
が強く、二元論に収まらないグレーゾーン事態、ハイブリッド戦、あるいは
サラミスライシングといった事態を概念的にとらえることができないといった
問題があった。JCICも、米軍にはこれらをとらえる「包括的な概念的枠組み」
が欠けていると指摘しており、そのために、戦争に至らない状態で行われる
敵対国の行動をとらえる枠組みとして「武力紛争未満の競争」が提起された
のである142。
この「武力紛争未満の競争」に対応するために JCICにおいて提唱されたの
が、「軍事活動の統合および非軍事活動との整合」を意味する「統合化キャン
ペーニング（integrated campaigning）」である143。JCICによれば、「キャンペー
ン」に替わる「キャンペーニング」という言葉の選択には「競争のしばしば
永続的な性格を強調」する意味がある144。競争においてアクターがどの程度強
く競争を推し進めるかは、相手の行動、国内政治的な考慮要件、その他の出
来事によっても変化するため、競争には「硬直的で、事前に決定された行動

141） Ibid., 4, 8, 9.
142） 菊地「米陸軍MDOコンセプト」31–33頁。Ibid., 4.
143） JCICで「統合化キャンペーニング」は「複数のドメインをまたがる十分な範囲、規模、同時性、および

期間の軍事活動の統合、および非軍事活動との整合により政策目標の達成と維持を可能とするための統
合戦力と他機関パートナーなどの取り組み」と定義されている。Joint Chiefs of Staff, Joint Concept of 
Integrated Campaigning, 6.

144） Ibid., 6n7.

2018年3月に統合参謀本部が公表し
た JCIC
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この背景には、2022NSSでも提起され、JCCの前提ともなっている中国な
どとの「戦略的競争」が「長期的な闘争」であり「必ずしも武力紛争に発展
することを伴わない」ものと認識されていることがある157。JCICが「武力紛争
未満の競争」概念を打ち出した時、それが意図するところではなかったものの、
「武力紛争未満」としていることから、それが「武力紛争」の前段階、準備段
階であるとの印象を与えていた。「武力紛争未満の競争」が武力紛争への発展
の可能性は強く意識されていることは、同概念の形成に関与した陸軍関係者
が「武力紛争未満の競争」を図示したモデルとして、「武力紛争未満の競争」
と武力紛争の間を行きつ戻りつする循環型のものを示していることからもう
かがうことができる158。他方で、JCCで「戦略的競争」は、武力紛争への発展
を排除しないが、同時にそれを所与のものとはしない、持続的な競争を含む「国
際システムの中でのアクターの地位や『立ち位置』だけでなく、変化・発展
する利害を取り巻くオープンエンドな状況関係」と位置付けられた。そして、
そこでの「成功」とは「受け入れ可能なリスクと持続可能なコストにより、
国益を追求するための行動の自由を保持」する一方で「敵対国との武力紛争
を回避」することとされている。こうした性格を持つ戦略的競争に終わりは
ないのである159。

（2）キャンペーニングと西太平洋における戦力態勢
前項で述べたように2022NDSにおいて戦力態勢は、キャンペーニングを実
施するうえでの基盤と位置付けられている。米国の国防政策において戦力態
勢は、同盟国やパートナー国領土への米軍部隊の恒常的あるいは一時的な配置、
基地や港湾などの施設へのアクセス、領土・領海の上空飛行などとそれに関
わる接受国との取り決めを包含した概念である。2022NDSにあるキャンペー
ンの目的にある「有利に環境を変化」させることには「軍事優位性を獲得」
することが含まれるが、例えば分散型作戦を可能とする戦力態勢を追求する
ことは直接的にもそのことに貢献し得る。また、係争環境下にある国へのア
クセスが追加され、米軍部隊が当該国において演習やローテーション展開を

157） Ibid., 1.
158） 菊地「米陸軍MDOコンセプト」34–37頁。
159） Joint Chiefs of Staff, Joint Concept for Competing, 9.

争遂行上の所要を重視」しており、国防省は「この戦力態勢からキャンペー
ニング活動を実施」するとしている。そして2022NDSは、その一環としてイ
ンド太平洋で重要インフラストラクチャーへの投資に加え、地域でのアクセ
スを拡大することを掲げている152。これらが接受国との交渉、その前提として
国務省や米国際開発庁などとの連携を前提とすることはいうまでもない。
また2022NDSでは、グレーゾーン事態における競争相手の強制行動に対応
するうえで、「伝統的な軍事的手段はかならずしも最適な対応ではない」とす
るなど、キャンペーニングにおける軍事力の限界が認識されている。同時に
強調されるのが他の米政府省庁との協力で、これらが行う「インテリジェン
ス共有、経済的な手段、外交活動、あるいは情報ドメインにおける活動の方
がより効果的」で、米軍の活動がこれらと「連携した際に最大限のインパクト」
を持ち得るとした 153。
軍事的活動と非軍事的活動の連携の重要性、その中での軍事力の役割の限
界は、2023年2月に統合参謀本部から公表された「競争に関する統合コンセ
プト」（JCC）においても強調されている。JCCによれば、有形、無形の諸力
を組み合わせて対象国の行動変容を迫る中国などに対するには、JCICが「統
合化キャンペーニング」として掲げる軍事的活動と非軍事的活動の「整合
（alignment）」では不十分であり、軍の作戦・活動を時間、目的、場所の点で
より広い米政府全体の取り組みと「統合化（integrate）」することが必要であ
るとした 154。さらに、JCCは米国の敵対国が戦いについてより広い概念を持ち、
武力紛争に訴えることなく米国を打ち負かそうとしていることを認識し、米軍
は「戦略的競争における重要ではあるが、支援的な役割を受け入れる必要が
ある」としている155。そのうえで、JCCは、米軍が「武力紛争における戦闘か、
平和時の抑止かという過度に単純化した二元論」で戦略環境をとらえがちであっ
たが、戦略的競争においては「戦争遂行という仕事（warfighting business）」
のみならず、むしろ「国家安全保障という仕事（national security business）」
に就いていると認識すべきと指摘した 156。

152） Ibid., 12, 13.
153） Ibid., 12.
154） Joint Chiefs of Staff, Joint Concept for Competing (Washington, DC, 2023), 3, 23.
155） Ibid., 20.
156） Ibid., 18.
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勢構想を実現するため統合態勢管理室（JPMO）を設置した 163。
この中でも焦点がグアムクラスターである。2024年インド太平洋軍態勢報
告も、グアムクラスターが「国際日付変更線以西の米国の安全保障アーキテ
クチャーの土台」であり「危機において統合戦力を維持するために極めて重要」
であるとしている164。2023年時点のJPMOの資料によれば、グアムクラスター
には2024～2026会計年度で最大40個のプロジェクトに60億ドル以上を支出
する計画であり、これは、フィリピンクラスターの2,500万～1億ドル、オー
ストラリアクラスターの5億ドル以上と比べても格段に多い 165。
グアムクラスターの中心となるのが「最も前方にある合衆国海外領土」で
あり「戦力投射、抑止と安定性の維持、地域危機あるいは紛争への対応にお
いて極めて重要な戦略的前哨」とされるグアムである166。グアムに関連してミ
サイル防衛庁（MDA）は、陸軍および海軍と共同で、巡航ミサイル、弾道ミ
サイル、極超音速兵器などさまざまな脅威に対処可能な「360度全周多層型
のミサイル防衛能力」の開発を進めている167。これは「強化型統合航空ミサイ
ル防衛システム」（EIAMD）と呼ばれ、イージスアショア、ペトリオット
PAC3、ターミナル段階高高度地域防衛（THAAD）システム、アイアンドーム、
極超音速兵器の対処能力を持つとされる低層防空ミサイル防衛センサー
（LTAMDS）などを、陸軍が開発を進めてきた統合戦闘指揮システム（IBCS）
を通じて連携させる分散型システムを想定している。2024年10月25日には、
EIAMDに関連して工事が行われる16カ所について環境影響評価のための事
業計画案がMDAから公表された 168。なお、これに関連して、2024年12月10

日にはグアムに設置されたイージスグアムシステムから弾道ミサイルの迎撃
試験を行ったが、これはグアムにおいて実施された初めての弾道ミサイル防

163） Senate Armed Services Committee, Statement of Admiral Aquilino,16; and Will Boudra, Focused 
Overview & Executive Summary for Contractor Feedback ( Joint Base Pearl Harbor-Hickam, HI: 
Joint Posture Management Office, 2023), 3, https://pacific.navfac.navy.mil/Portals/72/NAVFAC 
_PACIFIC/Documents/Day%201_1000_JPMO%20Brief.pdf.

164） Senate Armed Services Committee, Statement of Admiral Aquilino, 17.
165） Boudra, Focused Overview, 2.
166） Senate Armed Services Committee, Statement of Admiral Aquilino, 17, 24.
167） Senate Armed Services Committee, Lieutenant General Heath A. Collins, USAF, Director, Missile 

Defense Agency Before the Senate Armed Services Committee Strategic Forces Subcommittee, 118th Cong., 
2nd sess., May 8, 2024, 13.

168） Missile Defense Agency, Enhanced Integrated Air and Missile Defense System on Guam: Draft 
Environmental Impact Statement (Washington, DC, 2024), 2-2, fig 2.1-1, https://www.mda.mil 
/system/EIAMD/documents/EIAMDGUAM_Draft_EIS_VOLUME1.pdf.

増やすことは、その安全保障への米国のコミットメントを示し、当該国による
米国の競争相手へのバンドワゴンを防ぐことで関係強化に寄与することにも
なる。
現在、インド太平洋軍は、2022年5月に公表した「主導の確保」報告書に
基づき、米軍の応答性、生存性、同盟国・パートナー国との相互運用性を向
上させるため分散型戦力態勢の構築を目指し、グアム、日本、フィリピン、オー
ストラリアの4つのクラスター（群）を設定して西太平洋における戦力態勢の
変革を進めている（表6-7参照）160。なお、各軍が進める分散型作戦を実現する
には、それを支える分散型戦力態勢が必要であり、この2つは相互に関連し
たものとして理解されている。2020年態勢報告においてインド太平洋軍は、
中国の長距離打撃能力に間接的に言及しつつ「前方展開戦力を戦闘空間の全
域に分散配置し、戦闘力と生存性のバランスを取る」こと、すなわち「国際
日付変更線（IDL）以西の戦力態勢と統合戦力の配置を、縦深防衛に適した
ものとする」ことが必要であると説明していた161。また、ジョン・アクイリノ（John 

C. Aquilino）インド太平洋軍司令官は2021年11月20日のハリファックス国
際安全保障フォーラムでの講演で、抑止には「地理的に分散し、作戦上強靭
な縦深防衛体制とグローバルに調整され、日々効果的に運用される維持可能
な戦力態勢」が必要であると指摘した 162。
なお、2023年、インド太平洋軍は、各軍種が西太平洋において態勢改編に
係る建設事業を個別に進めることで労働者や建設資機材などのニーズが競合
するなどさまざまな不具合が生じていることに鑑み、これらの建設事業の調
整を行うとともに、統合所要を反映させて、インド太平洋軍の掲げる戦力態

160） U.S. Indo-Pacific Command, Seize the Initiative: Expansion and Modification of the Pacific Deterrence 
Initiative (PDI) (Joint Base Pearl Harbor-Hickam, HI, 2023), 1; Defense One Staff, “Report: ‘Seize 
the Initiative’,” Defense One, May 2, 2022, https://www.defenseone.com/policy/2022/05/report-seize 
-initiative/366380/; Senate Armed Services Committee, Statement of Admiral John C. Aquilino, U.S. 
Navy, Commander, U.S. Indo-Pacific Command Posture, 118th Cong., 2nd sess., March 21, 2024, 16–20.

161） U.S. Indo-Pacif ic Command, National Defense Authorization Act (NDAA) 2020 Section 1253 
Assessment: Executive Summary (Joint Base Pearl Harbor-Hickam, HI, 2020), 3, https://int.nyt.com 
/data/documenthelper/6864-national-defense-strategy-summ/8851517f5e10106bc3b1/optimized 
/full.pdf.

162） Chris “Lung” Aquilino, “Importance of Allies and Partners in the Indo-Pacific,” November 22, 
2021, USINDOPACOM, https://www.pacom.mil/Media/Speeches-Testimony/Article/2851117 
/importance-of-allies-and-partners-in-the-indo-pacific/.

https://pacific.navfac.navy.mil/Portals/72/NAVFAC_PACIFIC/Documents/Day%201_1000_JPMO%20Brief.pdf
https://pacific.navfac.navy.mil/Portals/72/NAVFAC_PACIFIC/Documents/Day%201_1000_JPMO%20Brief.pdf
https://www.mda.mil/system/EIAMD/documents/EIAMDGUAM_Draft_EIS_VOLUME1.pdf
https://www.mda.mil/system/EIAMD/documents/EIAMDGUAM_Draft_EIS_VOLUME1.pdf
https://www.defenseone.com/policy/2022/05/report-seize-initiative/366380/
https://www.defenseone.com/policy/2022/05/report-seize-initiative/366380/
https://int.nyt.com/data/documenthelper/6864-national-defense-strategy-summ/8851517f5e10106bc3b1/optimized/full.pdf
https://int.nyt.com/data/documenthelper/6864-national-defense-strategy-summ/8851517f5e10106bc3b1/optimized/full.pdf
https://int.nyt.com/data/documenthelper/6864-national-defense-strategy-summ/8851517f5e10106bc3b1/optimized/full.pdf
https://www.pacom.mil/Media/Speeches-Testimony/Article/2851117/importance-of-allies-and-partners-in-the-indo-pacific/
https://www.pacom.mil/Media/Speeches-Testimony/Article/2851117/importance-of-allies-and-partners-in-the-indo-pacific/
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部隊が移転される予定となっている（第1節（2）①参照）171。
さらにグアムクラスターにおいてはグアムの北方、北マリアナ諸島のテニ
アンで代替作戦拠点の整備が行われている。2016年12月、空軍はテニアン国
際空港をグアムのアンダーセン空軍基地のダイバート用飛行場として選定した。
これを受けて2019年5月、国防省は、北マリアナ諸島連邦港湾公社との間で、
2,190万ドルで同空港の北側敷地を40年間にわたり借り上げる契約を締結し
た172。なお、空軍は2段階でテニアン国際空港における施設整備を進める計画で、
2021年11月に、2025年10月までに同空港で駐機場と誘導路を建設する契約を、
2023年4月には、2026年10月までに同空港内に輸送機用駐機場、誘導路拡張、
燃料タンク、道路、整備用施設を建設する契約を締結している173。
テニアンでの代替作戦拠点確保の動きはテニアン国際空港に限られない。

Nikkei Asia 2023年12月17日付に掲載されたインタビューにおいてウィルズ
バックPACAF司令官は、太平洋戦争中の1944年にB-29の発進基地として建
設され1946年に閉鎖された後は荒れるに任されていた北部飛行場を「大規模な」
施設に造り替える計画を明らかにした（テニアン国際空港も元々は太平洋戦
争中にB-29の基地として建設された）174。実際に、2023年秋以降、空軍の建設
部隊である緊急展開重補修工兵隊（RED HORSE）と海軍の同種の部隊であ
る海軍機動建設大隊（NMCB）がローテーションで北部飛行場の作業を行っ
ており、2024年2月の演習でも北部飛行場は使用された（詳細は第1節（4）
参照）。太平洋戦争時に使用されていた滑走路を修復して使用する例は後述す
るペリリュー、あるいはグアムの北西飛行場などにもみられるが、こうした手

171） Senate Armed Services Committee, Statement of Admiral Aquilino, 17; and “Marine Corps Reactivates 
Base on Guam,” January 26, 2023, https://www.mcbblaz.marines.mil/Media-Room/Press-Releases 
/Announcement/Article/3278252/marine-corps-reactivates-base-on-guam/.

172） Headquarters Pacific Air Forces Public Affairs, “Air Force Signs Record of Decision Selecting Tinian 
for the PACAF Divert Activities, Exercise Initiative,” December 8, 2016, https://www.pacaf.af.mil 
/News/Article-Display/Article/1024584/air-force-signs-record-of-decision-selecting-tinian-for-the 
-pacaf-divert-activi/; Pacific Air Forces Public Affairs, “CNMI Signs $21.9M 40 Year Lease with US 
DOD,” May 7, 2019, https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display/Article/1841083/cnmi-signs 
-219m-40-year-lease-with-us-dod/; CNMI Commonwealth Bureau of Military Affairs, “Divert: 
Tinian Divert Infrastructure Improvements (Divert) Project,” https://cbma.gov.mp/dod-activities 
/divert/, accessed December 27, 2024.

173） Department of Defense, “Contracts for Nov. 30, 2021,” https://www.defense.gov/News/Contracts 
/Contract/Article/2857360/; Department of Defense, “Contracts for April 19, 2023,” https://www 
.defense.gov/News/Contracts/Contract/Article/3368381/.

174） Brad Lendon, “US Air Force to Reclaim Pacific Airfield That Launched Atomic Bombings as It Looks 
to Counter China,” CNN, December 21, 2023, https://edition.cnn.com/2023/12/22/asia/us-air 
-force-pacific-tinian-island-airfield-intl-hnk-ml/index.html.

衛試験であるとされる169。また、空軍は、2014会計年度以降、グアムのアンダー
セン空軍基地を中心に抗堪性を向上するための施設整備を行った 170。さらには、
2023年1月に海兵隊基地キャンプブラズが開設され、今後在沖縄から海兵隊

169） “Flight Experiment Mission-02 (FEM-02) B-Roll,” December 10, 2024, DVIDS, https://www 
.dvidshub.net/video/946347/f light-experiment-mission-02-fem-02-b-roll; “Lockheed Martin and 
Missile Defense Agency Demonstrate Critical Capability for Defending Guam with Successful 
Flight Test,” December 11, 2024, Lockheed Martin, https://news.lockheedmartin.com/2024-12-10 
-Lockheed-Martin-and-Missile-Defense-Agency-Demonstrate-Critical-Capability-for-Defending 
-Guam-with-Successful-Flight-Test; Geoff Ziezulewicz and Joseph Trevithick, “Tilting Mark 41 
Launcher Emerges During Guam’s First Aegis Ashore Missile Defense Test,” The War Zone, December 
10, 2024, https://www.twz.com/land/tilting-mark-41-launcher-emerges-during-guams-first-aegis 
-ashore-missile-defense-test.

170） 詳細は以下を参照。菊地茂雄、新垣拓「第 8章　米国―厳しさ増す戦略環境への対応」『東アジア戦
略概観 2016』（防衛研究所、2016年）254–255頁。

表6-7　 インド太平洋軍が分散型戦力態勢において想定する4つのクラスター（群）
（2024年インド太平洋軍態勢報告）

クラスター 主な施策

グアムクラスター •  グアム、北マリアナ諸島、FAS各国（ミクロネシア、パラオ、マーシャル諸島）
における基地・施設群

•  グアム島デデドにおける海兵隊キャンプブラズの施設建設と基地開設（2023
年1月）、在沖縄海兵隊からの部隊移転

•  FAS各国での施設建設加速化、米軍による使用をめぐる交渉
•  2023年5月、ミクロネシアおよびパラオとの経済援助延長協定、2023年

10月、マーシャル諸島との経済援助延長協定を締結

日本クラスター •  鹿屋基地から嘉手納基地への空軍MQ-9の展開（2023年11月）
•  横浜ノースドックでの陸軍混成輸送艇中隊新編（2023年4月）
•  レゾリュート・ドラゴン演習における海兵隊 TPS-80 G/ATORレーダーの先
島諸島（2023年10月石垣島、2024年7月与那国島）への展開

•  高度な ISR・対艦・輸送能力を備えた強靭で機動力のある部隊の追加配
備につき日本政府と協力

フィリピンクラスター •  2016年に指定した既存のEDCAサイト5カ所に加え2023年 4月に4カ所
を指定

•  5カ所のEDCAサイトに加え、新規2カ所への施設整備（1億900万ドル）。
23件のプロジェクト。

•非特定型小規模軍事建設予算を活用したEDCAサイトでの施設整備

オーストラリアクラスター •  豪政府の米軍戦力態勢イニシアティブと連動
•  駐ダーウィン海兵ローテーション部隊
•  ダーウィン空軍基地およびティンダル空軍基地における飛行場改修、弾
薬庫、燃料所蔵所プロジェクト

•  2023年5月のパプアニューギニアとのDCA締結による同国内の基地ア
クセス

（出所） Senate Armed Services Committee, Statement of Admiral John C. Aquilino, U.S. Navy, Commander, U.S. 
Indo-Pacific Command Posture, 118th Cong., 2nd sess., March 21, 2024, 16–20.

https://www.mcbblaz.marines.mil/Media-Room/Press-Releases/Announcement/Article/3278252/marine-corps-reactivates-base-on-guam/
https://www.mcbblaz.marines.mil/Media-Room/Press-Releases/Announcement/Article/3278252/marine-corps-reactivates-base-on-guam/
https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display/Article/1024584/air-force-signs-record-of-decision-selecting-tinian-for-the-pacaf-divert-activi/
https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display/Article/1024584/air-force-signs-record-of-decision-selecting-tinian-for-the-pacaf-divert-activi/
https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display/Article/1024584/air-force-signs-record-of-decision-selecting-tinian-for-the-pacaf-divert-activi/
https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display/Article/1841083/cnmi-signs-219m-40-year-lease-with-us-dod/
https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display/Article/1841083/cnmi-signs-219m-40-year-lease-with-us-dod/
https://cbma.gov.mp/dod-activities/divert/, accessed December 27, 2024
https://cbma.gov.mp/dod-activities/divert/, accessed December 27, 2024
https://www.defense.gov/News/Contracts/Contract/Article/2857360/
https://www.defense.gov/News/Contracts/Contract/Article/2857360/
https://www.defense.gov/News/Contracts/Contract/Article/3368381/
https://www.defense.gov/News/Contracts/Contract/Article/3368381/
https://edition.cnn.com/2023/12/22/asia/us-air-force-pacific-tinian-island-airfield-intl-hnk-ml/index.html
https://edition.cnn.com/2023/12/22/asia/us-air-force-pacific-tinian-island-airfield-intl-hnk-ml/index.html
https://www.dvidshub.net/video/946347/flight-experiment-mission-02-fem-02-b-roll
https://www.dvidshub.net/video/946347/flight-experiment-mission-02-fem-02-b-roll
https://news.lockheedmartin.com/2024-12-10-Lockheed-Martin-and-Missile-Defense-Agency-Demonstrate-Critical-Capability-for-Defending-Guam-with-Successful-Flight-Test
https://news.lockheedmartin.com/2024-12-10-Lockheed-Martin-and-Missile-Defense-Agency-Demonstrate-Critical-Capability-for-Defending-Guam-with-Successful-Flight-Test
https://news.lockheedmartin.com/2024-12-10-Lockheed-Martin-and-Missile-Defense-Agency-Demonstrate-Critical-Capability-for-Defending-Guam-with-Successful-Flight-Test
https://www.twz.com/land/tilting-mark-41-launcher-emerges-during-guams-first-aegis-ashore-missile-defense-test.
https://www.twz.com/land/tilting-mark-41-launcher-emerges-during-guams-first-aegis-ashore-missile-defense-test.
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台湾をめぐる武力紛争の可能性を考えた場合に「インド太平洋における重要
な中継地」を提供するものとして重要性を増している181。2024年インド太平洋
軍態勢報告でも、FASにおける施設の追加は「兵站連絡線の強化」と「航空
機その他戦闘力の分散」に寄与するものとされている。すなわち、米本土と
の間の距離をつなぐ中間的な兵站拠点、航空機などの分散型運用を可能とす
る作戦拠点としての役割が期待されているのだといえよう182。
バイデン政権は太平洋パートナーシップ戦略において2023年・2024年に失
効するCOFAの経済援助関係条項に関する交渉を第1の目標として掲げて交
渉を進め、2023年5月と10月に経済援助を20年間延長する改正協定をFAS各
国と締結した 183。さらに、3国に対するCOFAに基づく経済支援パッケージは、
2024年自由連合盟約改定法として2024年3月9日に成立した 184。国防省には
COFAに基づくFASへの経済援助の遅れがFASを「中国による影響力工作と
強制に対して脆弱」にするとの懸念があり185、同省は、議会が改定法を可決し
たことを「米国の戦略的優先事項を推し進めるための最も重要な業績の一つ」
と評価している186。

FASにおける米国の軍事施設としてロナルドレーガン弾道ミサイル防衛試
験場（マーシャル諸島クワゼリン環礁）があるが、近年の米国の軍事プレゼ
ンス強化の点で注目されるのがパラオである。2020年8月にマーク・エスパー
（Mark T. Esper）国防長官が米国の国防長官として初めてパラオを訪問したの

181） Andrew J. Harding, The Pacific Pivot: An American Strategy for the Pacific Islands (Washington, DC: 
Heritage, 2024), 7.

182） Senate Armed Services Committee, Statement of Admiral Aquilino, 17.
183） Lum, Compacts of Free Association, 1; Office of the Spokesperson, “Secretary Blinken Witnesses the 

Signing of the U.S.-Palau 2023 Agreement Following the Compact of Free Association Section 432 
Review,” May 22, 2023, DOS, https://www.state.gov/secretary-blinken-witnesses-the-signing-of-the 
-u-s-palau-2023-agreement-following-the-compact-of-free-association-section-432-review/; Office 
of the Spokesperson, “Signing of the U.S.-FSM Compact of Free Association-Related Agreements,” 
May 23, 2023, DOS, https://www.state.gov/signing-of-the-u-s-fsm-compact-of-free-association 
-related-agreements/; Office of the Spokesperson, “The United States and the Republic of the 
Marshall Islands Sign Three Compact of Free Association-Related Agreement,” October 17, 2023, 
DOS, https://www.state.gov/the-united-states-and-the-republic-of-the-marshall-islands-sign-three 
-compact-of-free-association-related-agreement/.

184） Compact of Free Association Amendments Act of 2024, PL 118-42, 118th Cong., 2nd sess., March 9, 
2024.

185） “Deputy Pentagon Press Secretary Sabrina Singh Holds a Press Briefing,” February 6, 2024, DOD, 
https://www.defense.gov/News/Transcripts/Transcript/Article/3668376/deputy-pentagon-press 
-secretary-sabrina-singh-holds-a-press-briefing/.

186） Senate Foreign Relations Committee, Statement by Ely S. Ratner Assistant Secretary of Defense for Indo-
Pacific Security Affairs, Office of the Secretary of Defense, 118th Cong., 2nd sess., March 14, 2024, 2.

法は安価かつ迅速に分散型作戦に必要な代替飛行場を確保する手法として注
目されている175。
米軍が分散型戦力態勢を実現するうえで重要なのが太平洋島嶼地域である。
米国は同地域との関係をながらく等閑視していたが、中国の影響力拡大の懸
念から関係の再強化を進めるようになった 176。こうした動きはドナルド・トラ
ンプ（Donald J. Trump）政権において始まり、2020会計年度に2,640万ドル
であった同地域への開発援助は2023会計年度には5,760万ドルへと拡大し
た 177。関係強化の動きは続くジョセフ・バイデン（Joseph R. Biden Jr.）政権に
も引き継がれ、同政権は2022年9月、太平洋島嶼国との関係強化をうたった「太
平洋パートナーシップ戦略」を公表した 178。
太平洋島嶼国の中でも重視されているのが、第二次世界大戦後の米国信託
統治領から独立したものの自由連合協約（COFA）に基づき米国と特別な関
係にあるマーシャル諸島、ミクロネシア、パラオの自由連合国（FAS）であ
る179。米国はCOFAに基づき軍隊を持たないFAS各国の防衛義務を負い、個別
の交渉によりFAS国内に軍事区域・施設を設置、使用することができる。さ
らにはFASに対する第三国の軍事要員のアクセス・使用を排除する権利を持つ。
その一方で、FAS市民には米軍への入隊資格があり、FASには米国の国内助
成プログラムの適応も認められている180。

FASとの関係は、これらへの中国の影響力増大を抑えるという点のみならず、

175） “Allvin, Kendall Tour Pacific Islands to See Progress on ACE,” Air & Space Forces Magazine, April 4, 
2024, https://www.airandspaceforces.com/allvin-kendall-tour-pacific-islands-ace/; Hussein Enaya, 
“RED HORSE Airmen Return Home from 6-month Deployment,” April 19, 2024, Hurlburt Field, 
https://www.hurlburt.af.mil/News/Article-Display/Article/3749184/red-horse-airmen-return-home 
-from-6-month-deployment/; David Roza, “‘Every Dirt Boy’s Dream’: RED HORSE Airmen 
Restore Pacific WWII Airfield,” Air & Space Forces Magazine, October 25, 2024, https://www 
.airandspaceforces.com/air-force-red-horse-wwii-airfield-tinian/.

176） Robert Burns, “US Defense Secretary Esper Visits Tiny Palau, Highlighting US-China Competition,” 
Diplomat, August 27, 2020, https://thediplomat.com/2020/08/us-defense-secretary-esper-visits-tiny 
-palau-highlighting-us-china-competition/.

177） Thomas Lum and Jared G. Tupuola, The Pacific Islands: Background and Issues for Congress, IF 11208 
(Washington, DC: CRS, November 7, 2024), 1.

178） White House, Pacific Partnership Strategy of the United States (Washington, DC, 2022).
179） White House, “FACT SHEET: Enhancing the U.S.-Pacific Islands Partnership,” September 25, 2023, 

https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2023/09/25/fact-sheet-enhancing 
-the-u-s-pacific-islands-partnership/.

180） Holly Straut-Eppsteiner and Lawrence Kapp, U.S. Citizenship Through Military Service and Options for 
Military Relatives, IF12089 (Washington, DC: CRS, April 29, 2022), 1. なお、1000人の FAS市民が
米軍軍人として勤務しているとされる。Thomas Lum, The Compacts of Free Association (Washington, 
DC: CRS, April 25, 2024), 1.

https://www.state.gov/secretary-blinken-witnesses-the-signing-of-the-u-s-palau-2023-agreement-following-the-compact-of-free-association-section-432-review/
https://www.state.gov/secretary-blinken-witnesses-the-signing-of-the-u-s-palau-2023-agreement-following-the-compact-of-free-association-section-432-review/
https://www.state.gov/signing-of-the-u-s-fsm-compact-of-free-association-related-agreements/
https://www.state.gov/signing-of-the-u-s-fsm-compact-of-free-association-related-agreements/
https://www.state.gov/the-united-states-and-the-republic-of-the-marshall-islands-sign-three-compact-of-free-association-related-agreement/
https://www.state.gov/the-united-states-and-the-republic-of-the-marshall-islands-sign-three-compact-of-free-association-related-agreement/
https://www.defense.gov/News/Transcripts/Transcript/Article/3668376/deputy-pentagon-press-secretary-sabrina-singh-holds-a-press-briefing/
https://www.defense.gov/News/Transcripts/Transcript/Article/3668376/deputy-pentagon-press-secretary-sabrina-singh-holds-a-press-briefing/
https://www.airandspaceforces.com/allvin-kendall-tour-pacific-islands-ace/
https://www.hurlburt.af.mil/News/Article-Display/Article/3749184/red-horse-airmen-return-home-from-6-month-deployment/
https://www.hurlburt.af.mil/News/Article-Display/Article/3749184/red-horse-airmen-return-home-from-6-month-deployment/
https://www.airandspaceforces.com/air-force-red-horse-wwii-airfield-tinian/
https://www.airandspaceforces.com/air-force-red-horse-wwii-airfield-tinian/
https://thediplomat.com/2020/08/us-defense-secretary-esper-visits-tiny-palau-highlighting-us-china-competition/
https://thediplomat.com/2020/08/us-defense-secretary-esper-visits-tiny-palau-highlighting-us-china-competition/
https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2023/09/25/fact-sheet-enhancing-the-u-s-pacific-islands-partnership/
https://www.whitehouse.gov/briefing-room/statements-releases/2023/09/25/fact-sheet-enhancing-the-u-s-pacific-islands-partnership/
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はTACMOR設置地区の工事（2026年6月完成予定）に係る契約が締結され
ている192。さらに、パラオの主要貨物港であるマラカル港で海軍は建設プロジェ
クトを進める計画である193。
また、パラオでは長年米軍機による離着陸の実績のなかった未舗装の滑走
路への米軍機の着陸も行われた。2023年3月以降、海兵隊は海兵隊工兵パラ
オ分遣隊（MCED-P）を太平洋戦争における日米の激戦地であるペリリュー
島に展開し、戦争中に使用されていた滑走路の復旧工事を行った 194。2024年6

月には滑走路としての再認証を行い、同月22日には復旧後の固定翼機として
初めてKC-130J輸送機が同滑走路に着陸した 195。
パラオについで注目されるのがミクロネシアである。2024年3月21日、ロイド・

オースティン（Lloyd Austin）国
防長官は、ウェズリー・シミナ
（Wesley Simina）ミクロネシア
大統領との会談時の共同記者会
見においてヤップ島を含むミク
ロネシアとの「防衛態勢協力の
新たな機会」に言及した 196。海
軍は2023年6月にミクロネシア
のヤップ港における建設プロジェ
クトのため業者と建築設計役務

192） Senate Foreign Relations Committee, Statement by Ratner, 2; “Contracts for Dec. 28, 2022,” 
December 28, 2022, DOD, https://www.defense.gov/News/Contracts/Contract/Article/3255710/.

193） “Contracts for June 12, 2023,” June 12, 2023, DOD, https://www.defense.gov/News/Contracts 
/Contract/Article/3425505//; “Contracts for March 6, 2024,” March 6, 2024, DOD, https://www 
.defense.gov/News/Contracts/Contract/Article/3698100//.

194） “MCED Palau 23.1 - Marines and Local Officials Find and Remove WWII Artifacts from the 
Ground [Image 1 of 8],” March 2, 2023, DVIDS, https://www.dvidshub.net/image/7688742/mced 
-palau-231-marines-and-local-off icials-f ind-and-remove-wwii-artifacts-ground; David Bickel, 
“Relationships Through Rebuilding: MCED-P 23.2 at Work,” August 30, 2023, DVIDS, https://
www.dvidshub.net/news/452633/relationships-through-rebuilding-mced-p-232-work.

195） John Carter, “First Military Fixed-Wing Aircraft Lands on Peleliu Recertified Airstrip,” June 23, 
2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/news/474629/first-military-fixed-wing-aircraft-lands 
-peleliu-recertified-airstrip.

196） “Secretary of Defense Lloyd J. Austin III Remarks Welcoming Federated States of Micronesia 
President Wesley Simina to the Pentagon,” March 21, 2024, DOD, https://www.defense.gov/News 
/Transcripts/Transcript/Article/3714794/secretary-of-defense-lloyd-j-austin-iii-remarks-welcoming 
-federated-states-of-m/.

2024年6月22日、工事により復旧したペリリュー
島滑走路に着陸する海兵隊KC-130J（U.S. Marine 
Corps photo by Lance Cpl. Dahkareo Pritchett）

もその象徴である187。エスパーの訪問中にパラオのトミー・レメンゲサウ（Tommy 

Remengesau Jr.）大統領は同国内の米軍施設を歓迎する意向を米側に伝え、そ
の後任のスランゲル・ウィップス（Surangel Whipps Jr.）も同様の意向を示し
ている188。さらに、ウィップスは、訪米中の2021年8月5日に国防省を訪問し
オースティン国防長官と会談した際には演習などの米軍による活動をさらに
受け入れる意向を表明し、同長官も謝意を表明している189。
こうした働きかけを受けてパラオには空軍の戦術マルチミッション超水平
線レーダー（TACMOR）が設置される予定である。TACMORは「関心のあ
る空中および水上の目標に対する長距離早期探知能力」を持ち「主要地域に
おける監視カバレッジのギャップを埋める能力」を提供するなど、インド太
平洋軍責任地域における空中ドメイン認識能力を強化するものとされる190。一
般に電離層反射を活用するOTHレーダーはミサイル誘導に必要な精度のデー
タを得ることが難しいとされるが、TACMORはAIによりデータを補正する
ことで極超音速兵器、巡航ミサイル、弾道ミサイル、敵航空機、艦艇に対す
る早期警戒に必要な情報を得ることが可能であるとされる191。2022年12月に

187） “Readout of Secretary of Defense Dr. Mark T. Esper’s Meeting with the President of the Republic of 
Palau and Other Members of His Cabinet,” August 28, 2020, DOD, https://www.defense.gov/News 
/Releases/Release/Article/2328409/readout-of-secretary-of-defense-dr-mark-t-espers-meeting-with 
-the-president-of/; “Esper Visit to Tiny Palau Highlights US-China Competition,” Washington Post, 
August 27, 2020, https://www.washingtonpost.com/world/national-security/esper-visit-to-tiny 
-palau-highlights-us-china-competition/2020/08/27/97130e3e-e8d4-11ea-bf44-0d31c85838a5_story 
.html.

188） Carreon Bernadette, “US Secretary of Defense to Make ‘Historic Visit’ to Palau,” Radio New 
Zealand News, August 27, 2020, Factiva; Bernadette Carreon and Tess Newton Cain, “‘We Are in 
Dire Straits’: Pacific Stands on Covid Brink amid Surging Infections,” Guardian, August 29, 2020, 
Factiva; “Palau: U.S. Welcome to Build Military Bases amid PRC’s Influence Push,” Indo-Pacific 
Defense Forum, February 22, 2021, https://ipdefenseforum.com/2021/02/palau-u-s-welcome-to-build 
-military-bases-amid-prcs-influence-push/; “President of the Republic of Palau Shares a Close and 
Personal Relationship to the U.S.,” April 6, 2022, USINDOPACOM, https://www.pacom.mil 
/JTF-Micronesia/Article/2991640/president-of-the-republic-of-palau-shares-a-close-and-personal 
-relationship-to/.

189） “Secretary of Defense Lloyd J. Austin III Welcomes President of the Republic of Palau, Surangel 
Whipps Jr. to the Pentagon,” August 5, 2021, DOD, https://www.defense.gov/News/Transcripts 
/Transcript/Article/2721431/secretary-of-defense-lloyd-j-austin-iii-welcomes-president-of-the 
-republic-of-p/. ただし、国防省報道官は同会談で「追加的なインフラストラクチャーについて特段
議論、合意されたものはない」と説明している。“Pentagon Press Secretary John F. Kirby Holds a 
Press Briefing,” August 9, 2021, DOD, https://www.defense.gov/News/Transcripts/Transcript 
/Article/2725063/pentagon-press-secretary-john-f-kirby-holds-a-press-briefing/.

190） Department of the Air Force, FY 2025 Budget Estimate Research, Development, Test & Evaluation, Air 
Force, Justification Book Volume 3 of 4 (Washington, DC, 2024), 547.

191） Emma Helfrich and Tyler Rogoway, “U.S. Building Advanced over-the-Horizon Radar on Palau,” The 
War Zone, December 21, 2022, https://www.twz.com/u-s-building-advanced-over-the-horizon-radar 
-on-palau.
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https://www.dvidshub.net/news/474629/first-military-fixed-wing-aircraft-lands-peleliu-recertified-airstrip.
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https://www.defense.gov/News/Releases/Release/Article/2328409/readout-of-secretary-of-defense-dr-mark-t-espers-meeting-with-the-president-of/
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https://www.defense.gov/News/Transcripts/Transcript/Article/2721431/secretary-of-defense-lloyd-j-austin-iii-welcomes-president-of-the-republic-of-p/
https://www.defense.gov/News/Transcripts/Transcript/Article/2721431/secretary-of-defense-lloyd-j-austin-iii-welcomes-president-of-the-republic-of-p/
https://www.defense.gov/News/Transcripts/Transcript/Article/2725063/pentagon-press-secretary-john-f-kirby-holds-a-press-briefing/
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的枠組み」が整備されたことである 202。DCAでは、同協定で定める活動を行
う米軍部隊に対して、事前に「合意された施設・区域」への「制約ないアク
セスと使用」が認められ、パプアニューギニア側は無償で当該施設・区域を
提供することとなっている。さらに米軍側は、合意された施設・区域におい
て建築活動やこれらへの変更・改善を行うことが認められる。また、同協定
では米軍が合意された施設・区域およびその他において装備・補給品の事前
集積を行うことが可能となっている 203。
さらに大きな動きがあるのがフィリピンクラスターである。2014年4月にフィ

リピンとの間で締結した防衛協力強化協定（EDCA）に基づき米国は、フィ
リピン国内の「合意された場所」への米軍部隊のローテーションでのアクセ
スや、恒久的施設の建設、米軍部隊が用いるための「防衛装備、補給、資材
の事前集積と保管」を行うことが認められた 204。EDCA締結後、米国とフィリ
ピンは「合意された場所」に指定するべき施設・区域について交渉を行い、
2016年3月には5カ所の基地を指定することで合意した（これらをEDCAサ
イトと呼ぶ）205。さらに、2023年4月3日、国防省はEDCAサイトとして新たに
4カ所が追加されたことを明らかにした（表6-8参照）206。2024年インド太平洋
軍態勢報告によれば、最初に指定された5つに加え新しい2つのEDCAサイ
トでは、これまで1億900万ドルの投資がなされてきたとされ、2024年4月22

日、23日に開催された米比2カ国戦略対話では2025会計年度予算要求におい
てはさらに1億2800万ドルが盛り込まれたことが明らかにされた 207。なお、新
たに追加されたEDCAサイトは後述するように2024年に米国がフィリピンで

202） U.S. Mission Papua New Guinea, “The United States and Papua New Guinea Sign New Defense 
Cooperation Agreement and Shiprider,” May 22, 2023, https://pg.usembassy.gov/the-united-states 
-and-papua-new-guinea-sign-new-defense-cooperation-agreement-and-shiprider/.

203） “Defense Cooperation Agreement Between the United States of America and Papua New Guinea,” 
May 22, 2023, art. 5, 6.

204） “Agreement Between the Government of the United States of America and the Government of the 
Republic of the Philippines on Enhanced Defense Cooperation,” April 28, 2014, T.I.A.S. No. 14, at 
625.

205） Off ice of the Spokesperson, “Sixth United States-Philippines Bilatera l Strategic Dialogue 
Joint Statement,” March 18, 2016, Department of State, https://2009-2017.state.gov/r/pa/prs 
/ps/2016/03/254833.htm.

206） “Philippines, U.S. Announce Locations of Four New EDCA Sites,” April 3, 2023, DOD, https://
www.defense.gov/News/Releases/Release/Article/3349257/philippines-us-announce-locations-of 
-four-new-edca-sites/.

207） “Joint Statement on the Philippines-United States Bilateral Strategic Dialogue,” April 24, 2024, 
DOS, https://www.state.gov/joint-statement-on-the-philippines-united-states-bilateral-strategic 
-dialogue/.

に関する契約を締結している197。さらに空軍も2025会計年度予算要求におい
てヤップ国際空港における滑走路延長を含む施設の改善のための予算要求を
行っている。空軍の予算要求資料は、上述の事業を「ダイバート、訓練、人
道支援、および災害救援」のための措置と説明しているが、それだけではな
く「他の西太平洋の場所へのアクセスが限定、あるいは拒否された場合にお
いても任務所要を満たす」（下線部筆者）との「戦略的意図」があるとも述べ
ている198。これは、同空港をACEで想定する武力紛争時の作戦拠点としても
活用することも含まれることを示唆したものである。
次にオーストラリアクラスターを見てみると、米軍によるアクセス拡大の観

点で注目されるのがパプアニューギニアである。同国との防衛関係の強化は
トランプ政権下で始まっていた。2018年11月にポートモレスビーで開催され
たAPEC首脳会議に出席したマイク・ペンス（Mike Pence）副大統領は、米
国がパプアニューギニアおよびオーストラリアと連携して同国マヌス島のロ
ンブルム海軍基地における共同事業を進めることを明らかにした 199。オースト
ラリア国防省によれば同基地において、発電施設、上下水道、執務、訓練、
居住区画、哨戒艇の運用に係る施設の改修・建設工事が2021年6月に開始さ
れており、これらが完成すれば「共同訓練、演習、および艦艇訪問の機会を
増やすことができる」のだという200。一方米海軍は、同基地において訓練施設
や小型艇関連施設の改善・建設を計画している 201。
なお、個別の事業よりも重要なのが2023年5月、米国とパプアニューギニ

アとの間で防衛協力協定（DCA）が締結され、両国の安全保障協力の「基本

197） “Contracts for June 12, 2023,” June 12, 2023, DOD, https://www.defense.gov/News/Contracts 
/Contract/Article/3425505/; “Contracts for March 6, 2024,” March 6, 2024, DOD, https://www 
.defense.gov/News/Contracts/Contract/Article/3698100//.

198） Department of the Air Force, FY 2025 Budget Estimate Military Construction Program (Washington, 
DC, 2024), 168, 169, 170.

199） “Remarks by Vice President Pence at the 2018 APEC CEO Summit | Port Moresby, Papua New 
Guinea,” November 16, 2018, NARA, https://trumpwhitehouse.archives.gov/briefings-statements 
/remarks-vice-president-pence-2018-apec-ceo-summit-port-moresby-papua-new-guinea/.

200） “The Joint Initiative at Lombrum Naval Base (PNG),” Australian Government, Australian 
Government Defense, https://www.defence.gov.au/defence-activities/programs-initiatives/pacific 
-engagement/lombrum-naval-base, accessed December 27, 2024.

201） “Construction Projects, Lombrum Naval Base, Papua New Guinea,” July 26, 2024, SAM.gov, 
https://sam.gov/opp/0482b9596c144d4eb8d83049f46c1be4/view.

https://pg.usembassy.gov/the-united-states-and-papua-new-guinea-sign-new-defense-cooperation-agreement-and-shiprider/
https://pg.usembassy.gov/the-united-states-and-papua-new-guinea-sign-new-defense-cooperation-agreement-and-shiprider/
https://2009-2017.state.gov/r/pa/prs/ps/2016/03/254833.htm
https://2009-2017.state.gov/r/pa/prs/ps/2016/03/254833.htm
https://www.defense.gov/News/Releases/Release/Article/3349257/philippines-us-announce-locations-of-four-new-edca-sites/
https://www.defense.gov/News/Releases/Release/Article/3349257/philippines-us-announce-locations-of-four-new-edca-sites/
https://www.defense.gov/News/Releases/Release/Article/3349257/philippines-us-announce-locations-of-four-new-edca-sites/
https://www.state.gov/joint-statement-on-the-philippines-united-states-bilateral-strategic-dialogue/
https://www.state.gov/joint-statement-on-the-philippines-united-states-bilateral-strategic-dialogue/
https://www.defense.gov/News/Contracts/Contract/Article/3425505/
https://www.defense.gov/News/Contracts/Contract/Article/3425505/
https://www.defense.gov/News/Contracts/Contract/Article/3698100//
https://www.defense.gov/News/Contracts/Contract/Article/3698100//
https://trumpwhitehouse.archives.gov/briefings-statements/remarks-vice-president-pence-2018-apec-ceo-summit-port-moresby-papua-new-guinea/
https://trumpwhitehouse.archives.gov/briefings-statements/remarks-vice-president-pence-2018-apec-ceo-summit-port-moresby-papua-new-guinea/
https://www.defence.gov.au/defence-activities/programs-initiatives/pacific-engagement/lombrum-naval-base
https://www.defence.gov.au/defence-activities/programs-initiatives/pacific-engagement/lombrum-naval-base
https://sam.gov/opp/0482b9596c144d4eb8d83049f46c1be4/view


2 6 72 6 6 第6章　対中拒否戦略と米軍作戦コンセプトの西太平洋における展開

実施した演習において早速活用されている。

（3）キャンペーニングの一環としての西太平洋における演習
①中国に対峙するフィリピンと米比合同演習
インド太平洋における米軍の演習で特に強化されている一つが、南シナ海

における主権をめぐり中国と対峙し、同国から強力な圧力を受けるフィリピン
である。同国は米国の条約上の同盟国であり、東アジア・太平洋地域諸国の
中で米国の安全保障・軍事援助の最大の受領国であるものの、米比関係の見
直しを主張するロドリゴ・ドゥテルテ（Rodrigo Duterte）大統領（2016～
2022年在任）の下、米比関係は冷え込んだ。同大統領は対中接近を進める一
方で、フィリピンにおける外国軍プレゼンスの排除を主張、EDCAの廃棄を
繰り返し示唆した。2020年2月にはフィリピン政府は米比訪問軍地位協定（VFA）
破棄を米国側に通告した（2021年7月30日に廃棄通告を撤回）208。また、同大
統領がフィリピン国内で進めた「麻薬に対する戦争」における人権侵害も米
国内での批判を呼んだ 209。こうしたドゥテルテ政権期の米比関係の停滞を背景
に米国は、2022年5月のフィリピン大統領選挙でフェルディナンド・マルコス
（Ferdinand R. Marcos Jr.）が当選を果たしたことを関係修復のチャンスととら
え、バイデン大統領以下の政府一体による働きかけを行った。その背景には、
中国との緊張の高まりや、フィリピンが台湾有事における米軍の発進基地と
して重要であること、ルソン海峡の通航を確保することの重要性などの考慮
があったとされる 210。実際にマルコス政権発足以来、米比の安全保障関係の緊
密化が進んだ。両国は、2023年4月にEDCAサイトの追加で合意し、2024年
7月30日の米比外務・防衛閣僚会合では政策・作戦上の協議を緊密化するた
め米比役割・任務・能力ワーキンググループ設置やフィリピン軍・沿岸警備
隊への能力構築支援の優先項目をすり合わせるフィリピン安全保障部門支援

208） “Duterte Wants to Rid PH of Foreign Military Presence,” Manila Bulletin, October 26, 2016, Factiva; 
Thomas Lum, Ben Dolven, and Christina L. Arabia, The Philippines: Background and U.S. Relations, 
R47055 (Washington, DC: CRS, September 14, 2022), 12, 13.

209） Thomas Lum and Ben Dolven, The Philippines IF10250 (Washington, DC: CRS, September 30, 
2024), 1; Lum, Dolven, and Arabia, The Philippines: Background and U.S. Relations, 3, 4, 13, 19.

210） Poppy McPherson, Karen Lema, and Devjyot Ghoshal, “How the U.S. Courted the Philippines to 
Thwart China,” Reuters, November 29, 2023, https://www.reuters.com/investigates/special-report/us 
-china-philippines-marcos/.

表6-8　 米比防衛協力強化協定（EDCA）に基づき米軍に提供される施設・区域
（EDCAサイト）と米軍による施設改善事業

EDCAサイト 概要

フォート・ラモン・マグサイサイ
（2016年指定）（ルソン島中部）

［施設の概要］
  •フィリピン陸軍管理
  •フィリピン軍最大の訓練場
［米軍による事業規模：1,140万ドル］

  •人道支援および災害救援用倉庫
  • 指揮統制インフラストラクチャー
  • 都市戦闘訓練施設

セザール・バサ空軍基地
（2016年指定）（マニラ近郊）

［施設の概要］
  •フィリピン空軍管理
  • 2,570mの滑走路
［米軍による事業規模：6,657万ドル］

  •人道支援および災害救援用倉庫
  • 指揮統制インフラストラクチャー
  • 燃料貯蔵庫
  • 滑走路改修
  • 駐機場

アントニオ・バウチスタ空軍基地
（2016年指定）（パラワン島中部）

［施設の概要］
  •フィリピン空軍管理
  • 2,600mの滑走路
［米軍による事業規模：180万ドル］

  • 弾薬庫
  • 保管用倉庫改修
  • 燃料貯蔵庫
  • 指揮統制インフラストラクチャー

マクタン・ベニート・エブエン
空軍基地
（2016年指定）（セブ島中部）

［施設の概要］
  •フィリピン空軍航空輸送コマンドの拠点
  • 3,300mの滑走路
［米軍による事業規模：270万ドル］

  • 燃料貯蔵庫

ルンビア空軍基地
（2016年指定）（ミンダナオ島北部）

［施設の概要］
  •フィリピン空軍管理
  • 2,454mの滑走路
［米軍による事業規模：370万ドル］

  •人道支援および災害救援用倉庫
  • 滑走路照明設備改修

カミロ・オシアス海軍基地
（2023年指定）（ルソン島北東端）

［施設の概要］
  • 約860mの滑走路

キャンプ・メルチョール・デラクルス
（2023年指定）（ルソン島北東部）

［施設の概要］
  •フィリピン陸軍第5師団

バラバック島
（2023年指定）（パラワン州最南端）

［施設の概要］
  •フィリピン政府、同島にバラバック軍滑走路（3,000m）を建設

ラルロ空港
（2023年指定）（ルソン島北端部）

［施設の概要］
  • 2,100mの滑走路

（出所）国防省公表資料、報道などより執筆者作成。

https://www.reuters.com/investigates/special-report/us-china-philippines-marcos/
https://www.reuters.com/investigates/special-report/us-china-philippines-marcos/
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ぎることはない」と説明しており、
そもそもEDCAサイトに追加さ
れたのもそうしたラルロ空港の
重要性を認識してのことであろ
う213。
近年の演習で注目されるのが、
米海兵隊や米陸軍による対艦攻
撃能力の追求、また、フィリピ
ン軍自体も対艦攻撃能力の獲得
を目指していることを受けて、
対艦攻撃がテーマとなっている
ことである。バリカタン23演習においては標的艦に対して実際に火砲・ミサ
イルによる射撃を行うSINKEXが初めて行われた。2023年4月26日、ルソン
島西海岸サンアントニオ沖の標的艦に対し、米陸軍のHIMARS、米比陸軍の
榴弾砲、米陸軍のAH-64214、米空軍のF-16、AC-130J、フィリピンのFA-50攻
撃機、米海兵隊のF-35Bが攻撃を行った 215。同SINKEXでは「海上の目標を、
遠征前方基地拠点の陸上のセンサーで感知して、その情報を海兵師団の戦闘
作戦センターに伝達し、統連合センサー・情報融合センターで補強し、10桁
の座標データとして両国の地上と航空機の火力に伝達」（米太平洋海兵隊）す
ること216、目標の発見から射撃までのプロセスを途切れることなく進める、い
わゆる「キルチェーンを完成させる」ことが鍵であり、米海兵隊の指揮統制

213） “Hub-Spoke-Node: Facilitating Combined Force Littoral Maneuver During Balikatan 24,” May 
9, 2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/news/470737/hub-spoke-node-facilitating-combined 
-force-littoral-maneuver-during-balikatan-24.

214） “2-6 Cavalry Squadron Littoral Live Fire in Zambales, Philippines [Image 2 of 9005D,” April 26, 
2023, DVIDS, https://www.dvidshub.net/image/7766284/2-6-cavalry-squadron-littoral-live-fire 
-zambales-philippines.

215） “U.S.-Philippine Forces Sink Target Ship for First Time in Balikatan Exercise,” April 27, 2023, U.S. 
Marine Corps, https://www.marines.mil/News/News-Display/Article/3376383/us-philippine-forces 
-sink-target-ship-for-f irst-time-in-balikatan-exercise/; Seth Robson, “With Marcos Watching, 
US Army HIMARS Fires 6 Times but Misses Target in South China Sea,” Stars and Stripes, April 
26, 2023, https://www.stripes.com/branches/army/2023-04-26/army-himars-marcos-balikatan 
-exercise-9923537.html.

216） Aaron-Matthew Lariosa, “Kill Chain Tested at First-Ever Balikatan SINKEX,” Naval News, April 
27, 2023, https://www.navalnews.com/naval-news/2023/04/kill-chain-tested-at-first-ever-balikatan 
-sinkex/.

2024年5月6日、空中機動により展開したフィリ
ピン・バタン島において周囲を警戒する米陸軍第
25歩兵師団兵士（U.S. Army photo by Spc. Benjamin 
Anderson）

ロードマップで合意した。さらに、2024年11月18日には米比軍事情報保護協
定（GSOMIA）を締結している 211。こうした関係緊密化を背景に、2023年、
2024年に行われた米比両軍の連携は質量ともに強化された。
米比演習の近年の変化として重要なのは、台湾を北に望む、ルソン島北東
端とその北のバブヤン諸島からなるカガヤン州とさらにその北方のバタン諸
島からなるバタネス州における活動が重視されていることである。2023年4月
に実施されたバリカタン23演習においては、米海兵隊の第3MLRと米陸軍の
第25歩兵師団の隊員が、フィリピン軍部隊とともにルソン島北方80kmのカ
ラヤン島（カガヤン州）に移動し、そこからさらに北方、ルソン海峡の中間
に位置するバタン島（バタネス州）に海兵隊のMV-22Bにより侵入、確保し
たうえで、陸軍のHIMARSが同島に上陸するという訓練が行われた 212。
翌2024年4月22日から5月10日にかけて実施されたバリカタン24演習で

もカガヤン州やバタネス州での演習が実施された。特に2023年4月に新たに
EDCAサイトとして追加されたラルロ空港（カガヤン州）（表6-8参照）が活
用され、同空港には航空作戦拠点が開設され、海兵隊ハワイ基地所属の第
174海兵航空団支援隊がフィリピン海兵隊とともに4万ガロンの戦術飛行場燃
料給油システムを備えた「補給ノード」を設置した。さらに、ラルロ空港を
拠点として同支援隊はバタン島に輸送機により燃料を空輸してFARPを開設
した。同FARPは、米陸軍のUH-60ヘリコプターへの燃料補給を行い、その「作
戦能力を延長するのに極めて重要な役割を果たした」のだという。さらにラ
ルロ空港の航空作戦拠点は、米陸軍野戦病院、第1MDTFのHIMARS緊急侵
入（HIRAIN）訓練、米陸軍の各種回転翼機の運用を支援し、バタン諸島に
おける米比連合軍の「沿海域機動」を支えるなど「完全に機能する遠征前方
基地」となったとされる。なお、バリカタン24演習のフィリピン側報道官も「ル
ソン海峡での防衛作戦を支えるラルロ空港の戦略的重要性は強調してもしす

211） “Joint Statement on the Philippines-United States Fourth 2+2 Ministerial Dialogue,” July 30, 2024, 
DOD, https://www.defense.gov/News/Releases/Release/Article/3854902/joint-statement-on-the 
-philippines-united-states-fourth-22-ministerial-dialogue/; “Joint Press Release on the Visit of 
U.S. Secretary of Defense Austin to the Philippines,” November 19, 2024, DOD, https://www 
.defense.gov/News/Releases/Release/Article/3970660/joint-press-release-on-the-visit-of-us-secretary 
-of-defense-austin-to-the-phili/.

212） Seth Robson, “‘We Mean Business’: US, Filipino Forces Practice Air Assaults on Small Islands South 
of Taiwan,” Stars and Stripes, April 27, 2023, https://www.stripes.com/theaters/asia_pacific/2023 
-04-27/balikatan-philippines-air-assault-taiwan-china-9934054.html.

https://www.dvidshub.net/news/470737/hub-spoke-node-facilitating-combined-force-littoral-maneuver-during-balikatan-24
https://www.dvidshub.net/news/470737/hub-spoke-node-facilitating-combined-force-littoral-maneuver-during-balikatan-24
https://www.dvidshub.net/image/7766284/2-6-cavalry-squadron-littoral-live-fire-zambales-philippines
https://www.dvidshub.net/image/7766284/2-6-cavalry-squadron-littoral-live-fire-zambales-philippines
https://www.marines.mil/News/News-Display/Article/3376383/us-philippine-forces-sink-target-ship-for-first-time-in-balikatan-exercise/
https://www.marines.mil/News/News-Display/Article/3376383/us-philippine-forces-sink-target-ship-for-first-time-in-balikatan-exercise/
https://www.stripes.com/branches/army/2023-04-26/army-himars-marcos-balikatan-exercise-9923537.html.
https://www.stripes.com/branches/army/2023-04-26/army-himars-marcos-balikatan-exercise-9923537.html.
https://www.navalnews.com/naval-news/2023/04/kill-chain-tested-at-first-ever-balikatan-sinkex/
https://www.navalnews.com/naval-news/2023/04/kill-chain-tested-at-first-ever-balikatan-sinkex/
https://www.defense.gov/News/Releases/Release/Article/3854902/joint-statement-on-the-philippines-united-states-fourth-22-ministerial-dialogue/
https://www.defense.gov/News/Releases/Release/Article/3854902/joint-statement-on-the-philippines-united-states-fourth-22-ministerial-dialogue/
https://www.defense.gov/News/Releases/Release/Article/3970660/joint-press-release-on-the-visit-of-us-secretary-of-defense-austin-to-the-phili/
https://www.defense.gov/News/Releases/Release/Article/3970660/joint-press-release-on-the-visit-of-us-secretary-of-defense-austin-to-the-phili/
https://www.defense.gov/News/Releases/Release/Article/3970660/joint-press-release-on-the-visit-of-us-secretary-of-defense-austin-to-the-phili/
https://www.stripes.com/theaters/asia_pacific/2023-04-27/balikatan-philippines-air-assault-taiwan-china-9934054.html
https://www.stripes.com/theaters/asia_pacific/2023-04-27/balikatan-philippines-air-assault-taiwan-china-9934054.html
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LCACを活用し、従来は展開していなかったパラワン島を含めてより広い範
囲を機動したのは、係争環境下における生存性を考慮したものである。さらに、
前述のように陸軍がHIMARSに搭載可能なPrSMに対艦攻撃能力を付与する
ことを計画していることを踏まえれば、彼らがルソン島北部に対艦攻撃能力
を持ち込むことに大きな関心を有していることを示している。
長距離打撃能力の充実の点から注目されたのが、2024年4月11日、バリカ

タン24演習に並行して米陸軍がフィリピン陸軍と実施したサラクニブ24演習
の一環として、第1MDTF所属のタイフォンシステムが、米空軍C-17輸送機
によりワシントン州からルソン島北西端のイロコス・ノルテ州のラオアグ空港
に展開したことである 221。フリンUSARPAC司令官は、2023年11月18日、カ
ナダ・ハリファックスで開催されていたハリファックス国際安全保障フォーラ
ムにおいて、2024年にタイフォンシステムをインド太平洋に配備すると発言
しており、フィリピンへの展開はこの予告を実現したものとなった 222。
米陸軍はサラクニブ演習やバリカタン演習の一環としてタイフォンシステ

ムのミサイル再装填訓練やフィリピン陸軍ミサイル部隊の関係者への展示を行っ
た 223。タイフォンシステムはトマホークミサイルを使用すればルソン島から中
国本土を打撃することが可能であり、ロメオ・ブラウナー（Romeo Brawner 

Jr.）フィリピン軍参謀総長もタイフォンシステムはフィリピンの防衛に必要で
あるため「永遠」に同国にとどまってほしいと述べている 224。また、フィリピ
ンはタイフォンシステムの購入に関心を寄せているとされ、2024年12月末時

221） US Army’s Mid-Range Capability Makes Its First Deployment in the Philippines for Salaknib 24,” 
April 15, 2024, U.S. Army, https://www.army.mil/article/275333/us_armys_mid_range_capability 
_makes_its_first_deployment_in_the_philippines_for_salaknib_24.

222） “Army’s New Typhon Strike Weapon Headed to Indo-Pacific in 2024,” Breaking Defense, November 
18, 2023, https://breakingdefense.com/2023/11/armys-new-typhon-strike-weapon-headed-to-indo 
-pacific-in-2024/.

223） “Soldiers Conduct Mid-Range Capability (MRC) Reload Certification Training in the Philippines 
[Image 1 of 2],” April 30, 2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/image/8378967/soldiers 
-conduct-mid-range-capability-mrc-reload-certif ication-training-philippines; “U.S.-Philippine 
Army Bilateral Mid-Range Capability Subject Matter Expert Exchange [Image 1 of 9],” June 27, 
2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/image/8514517/us-philippine-army-bilateral-mid-range 
-capability-subject-matter-expert-exchange; Karen Lema and Poppy Mcpherson, “Exclusive: US 
Keeps Missile System in Philippines as China Tensions Rise,” Reuters, September 20, 2024 https://
www.reuters.com/world/us-keeps-missile-system-philippines-china-tensions-rise-tests-wartime 
-deployment-2024-09-19/.

224） Jason Gutierrez, “Philippine Military Chief Requests Longer Deployment for US Missile System,” 
Benar News, September 25, 2024, https://www.benarnews.org/english/news/philippine/philippine 
-military-chief-requests-longer-deployment-for-us-missile-system-09252024141649.html.

センサーネットワークがその中心となったとされる 217。1年後のバリカタン24

演習のSINKEXでは、第3MLRのTPS-80 G/ATORレーダーやオーストラリ
ア空軍の早期警戒管制機（AWACS）E-7ウェッジテイルが目標データを伝達し、
それによりSSM-700K C-Star対艦ミサイルやスパイクNLOSミサイル、統合
直接攻撃弾（JDAM）を含む米比軍の火力がルソン島北部の西の沖合の標的
艦に対して用いられた。なお、バリカタン24演習の直前にフィリピンに展開
したタイフォンシステム（フィリピンへの展開については後述）もSINKEX

に参加し「シナリオにおける火力オプションに加えられた」のだという218。
また、バリカタン24演習では、さまざまな輸送手段を活用してHIMARSを
迅速に展開する能力を確認するためのHIRAIN訓練が、パラワン島とカガヤ
ン州で行われた。2024年5月1日、第1MDTF所属のHIMARSはスービック
ベイ空港から米空軍のMC-130Jによりパラワン島北部のサンヴィセンテ空港
に移動し、さらに近傍の海岸からフィリピン海兵隊砲兵部隊とともにLCAC

で沖合の揚陸艦サマセットに移乗、パラワン島南部のリサールに移動してフィ
リピン海兵隊砲兵部隊とともに射撃訓練を行った 219。数日後、HIMARSはルソ
ン島中部のスービックベイ空港から同島北端部のラルロ空港に空路展開し、
マニラ近郊に設置された全ドメイン作戦センターからの射撃命令により射撃
シミュレーションを実施した。その後、HIMARSは東北東に40km離れたア
イリーン港へと陸路移動した。この陸路移動にはHIMARSがルソン島北部の
貧弱な道路網上を移動できるかを確認する狙いもあったとされる 220。
バリカタン24演習において米陸軍所属のHIMARSが、米海軍の揚陸艦や

217） “U.S.-Philippine Forces Sink Target Ship for First Time in Balikatan Exercise,” April 27, 2023, U.S. 
Marine Corps, https://www.marines.mil/News/News-Display/Article/3376383/us-philippine-forces 
-sink-target-ship-for-first-time-in-balikatan-exercise/.

218） “Philippine, US, Australian Forces Show Off Combined Fires Capabilities, Destroy Ship in Balikatan 
Training Event,” May 8, 2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/news/470605/philippine-us 
-australian-forces-show-off-combined-fires-capabilities-destroy-ship-balikatan-training-event.

219） U.S. Marine Corps Forces, Pacific, “Philippine, US Forces Advancing Territorial Defense, Rapid 
Infiltration Capabilities at Balikatan,” May 3, 2024, MARFORPAC, https://www.marforpac 
.marines.mil/Media-Room/Pacific-Marines-Stories/Article/Article/3764918/philippine-us-forces 
-advancing-territorial-defense-rapid-infiltration-capabilit/; “Balikatan 24: 1st Multi-Domain Task 
Force High Mobility Rocket System Load [Image 6 of 19],” May 1, 2024, DVIDS, https://www 
.dvidshub.net/image/8379448/balikatan-24-1st-multi-domain-task-force-high-mobility-rocket 
-system-load; “Balikatan 24: 1st MDTF HIMARS Live Fire [Image 1 of 5],” May 2, 2024, DVIDS, 
https://www.dvidshub.net/image/8376458/balikatan-24-1st-mdtf-himars-live-fire.

220） Jen Judson, “US Army Sends HIMARS Rocket Launcher Island-Hopping in the Philippines,” Defense 
News, May 10, 2024, https://www.defensenews.com/land/2024/05/10/us-army-sends-himars-rocket 
-launcher-island-hopping-in-the-philippines/. 

https://www.army.mil/article/275333/us_armys_mid_range_capability_makes_its_first_deployment_in_the_philippines_for_salaknib_24
https://www.army.mil/article/275333/us_armys_mid_range_capability_makes_its_first_deployment_in_the_philippines_for_salaknib_24
https://breakingdefense.com/2023/11/armys-new-typhon-strike-weapon-headed-to-indo-pacific-in-2024/
https://breakingdefense.com/2023/11/armys-new-typhon-strike-weapon-headed-to-indo-pacific-in-2024/
https://www.dvidshub.net/image/8378967/soldiers-conduct-mid-range-capability-mrc-reload-certification-training-philippines
https://www.dvidshub.net/image/8378967/soldiers-conduct-mid-range-capability-mrc-reload-certification-training-philippines
https://www.dvidshub.net/image/8514517/us-philippine-army-bilateral-mid-range-capability-subject-matter-expert-exchange
https://www.dvidshub.net/image/8514517/us-philippine-army-bilateral-mid-range-capability-subject-matter-expert-exchange
https://www.reuters.com/world/us-keeps-missile-system-philippines-china-tensions-rise-tests-wartime-deployment-2024-09-19/
https://www.reuters.com/world/us-keeps-missile-system-philippines-china-tensions-rise-tests-wartime-deployment-2024-09-19/
https://www.reuters.com/world/us-keeps-missile-system-philippines-china-tensions-rise-tests-wartime-deployment-2024-09-19/
https://www.benarnews.org/english/news/philippine/philippine-military-chief-requests-longer-deployment-for-us-missile-system-09252024141649.html
https://www.benarnews.org/english/news/philippine/philippine-military-chief-requests-longer-deployment-for-us-missile-system-09252024141649.html
https://www.marines.mil/News/News-Display/Article/3376383/us-philippine-forces-sink-target-ship-for-first-time-in-balikatan-exercise/
https://www.marines.mil/News/News-Display/Article/3376383/us-philippine-forces-sink-target-ship-for-first-time-in-balikatan-exercise/
https://www.dvidshub.net/news/470605/philippine-us-australian-forces-show-off-combined-fires-capabilities-destroy-ship-balikatan-training-event
https://www.dvidshub.net/news/470605/philippine-us-australian-forces-show-off-combined-fires-capabilities-destroy-ship-balikatan-training-event
https://www.marforpac.marines.mil/Media-Room/Pacific-Marines-Stories/Article/Article/3764918/philippine-us-forces-advancing-territorial-defense-rapid-infiltration-capabilit/
https://www.marforpac.marines.mil/Media-Room/Pacific-Marines-Stories/Article/Article/3764918/philippine-us-forces-advancing-territorial-defense-rapid-infiltration-capabilit/
https://www.marforpac.marines.mil/Media-Room/Pacific-Marines-Stories/Article/Article/3764918/philippine-us-forces-advancing-territorial-defense-rapid-infiltration-capabilit/
https://www.dvidshub.net/image/8379448/balikatan-24-1st-multi-domain-task-force-high-mobility-rocket-system-load
https://www.dvidshub.net/image/8379448/balikatan-24-1st-multi-domain-task-force-high-mobility-rocket-system-load
https://www.dvidshub.net/image/8379448/balikatan-24-1st-multi-domain-task-force-high-mobility-rocket-system-load
https://www.dvidshub.net/image/8376458/balikatan-24-1st-mdtf-himars-live-fire
https://www.defensenews.com/land/2024/05/10/us-army-sends-himars-rocket-launcher-island-hopping-in-the-philippines/
https://www.defensenews.com/land/2024/05/10/us-army-sends-himars-rocket-launcher-island-hopping-in-the-philippines/
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ン海兵隊のそうした動きを後押しすることを企図したものといえる 230。
フィリピン軍が必要とする能力には海上ドメイン状況認識がある。米海兵
隊は、2024年春から海兵隊ハワイ基地所属のMQ-9AリーパーをEDCAサイ
トであるバサ空軍基地に展開している 231。また、南シナ海に面するパラワン島
では、セカンドトーマス礁上のフィリピンの拠点となっているBRPシエラマ
ドレを含め、南シナ海におけるフィリピンの活動を情報監視偵察（ISR）の面
で支援するタスクフォース・アユンギンが活動している（アユンギンはフィリ
ピン語でのセカンドトーマス礁の呼称）232。
フィリピン軍は、バリカタン演習を米軍の支援の下、主権領土を守るため
の「全面的な戦闘テスト」へと拡張する意向であるといわれる。また、米軍
の側にも、実戦的な戦闘訓練をフィリピン軍と行い、また、タイフォンシス
テムのような先端的な兵器を投
入することで同国の防衛を強化
する意図がある 233。そして、そう
することにより、「潜在的な侵
略者に対してフィリピンが独り
ではないという明確なシグナル」
を送ろうとしているのだとい
う234。近年の米比演習は両国の
こうした意向を反映したものと
みることができるだろう。

230） Rej Cortez Torrecampo, “Philippine Marines’ New Operating Concept Highlights Their Growing 
National Security Role,” Diplomat, May 6, 2021, https://thediplomat.com/2021/05/philippine 
-marines-new-operating-concept-highlights-their-growing-national-security-role/.

231） Aaron-Matthew Lariosa, “U.S. Marine MQ-9A Reapers Now Deployed to the Philippines,” USNI 
News, June 3, 2024, https://news.usni.org/2024/06/03/u-s-marine-mq-9a-reapers-now-deployed-to 
-the-philippines.

232） Aaron-Matthew Lariosa, “U.S. Supporting Philippine Operations in South China Sea with Forward-
Deployed Task Force,” USNI News, November 21, 2024, https://news.usni.org/2024/11/21/u-s 
-supporting-philippine-operations-in-south-china-sea-with-forward-deployed-task-force.

233） “US Army Pacif ic Commander Meets with Allied Army and Marine Leaders for Summit on 
Strengthening Deterrence,” September 16, 2024, USARPAC, https://www.usarpac.army.mil/Our 
-Story/Our-News/Article-Display/Article/3906191/us-army-pacific-commander-meets-with-allied 
-army-and-marine-leaders-for-summit/.

234） Shermaine Anacleto, “The Critical Role of International Support in Philippine Defense,” Philippine 
Daily, November 18, 2024, Factiva.

2024年11月19日、パラワン島アントニオ・バウ
チスタ空軍基地にある指揮統制フュージョンセン
ターを視察するオースティン米国防長官（写真中央）
（DoD photo by U.S. Air Force Tech. Sgt. Jack Sanders）

点においても同システムはフィリピンにとどまっている 225。物理的なアセット
の存在が同盟国との関係を強化している点も指摘できるであろう。
バリカタン24演習に引き続く2024年5月12日から6月7日、米海兵隊はフィ

リピン海兵隊との交流・共同訓練「列島沿岸防衛連続体」（ACDC）を実施し
た。第3MLRはACDCの枠内でフィリピンの第4海兵旅団、第10大隊上陸チー
ムと、海洋ドメイン認識能力に関する相互運用性とTTPの改善とを目的とし
たコブラ沿海域偵察演習を行った 226。また、第15海兵遠征隊（カリフォルニア
州キャンプペンドルトン）は、5月13日から24日にかけてパラワン島でフィリ
ピン第3海兵旅団とともに車両縦隊移動と海岸での防衛網構築、上陸した敵
部隊からの重要地形の奪取を含む沿岸防衛をテーマにしたミッションリハー
サルを行っている 227。
上述のACDCはフィリピン海兵隊が進める「列島沿岸防衛」（ACD）コン

セプトに必要な能力を獲得することを支援するために行われている 228。ACD

は2021年4月にフィリピン海兵隊の新しい作戦コンセプトとして承認された
もので、沖合の島嶼、沿岸地域、海上交通路を指す「重要沿岸地形」の敵に
よる使用を拒否するため対艦ミサイル攻撃や陸上での戦闘を行うなど、陸と
海をまたがって作戦を行う構想を示している 229。ACD自体が海兵隊のEABO

などとの親和性が高く、フィリピン軍が「接近拒否・領域拒否（A2/AD）戦
略を採用し始めていることを示した」ものともされるが、ACDCはフィリピ

225） “PH Acquiring Mid-Range Missiles despite China’s Threat,” Manila Standard, November 16, 2024, 
Factiva.

226） Anne Pentaleri, “ACDC | 3rd MLR Conducts Bilateral LZR Cobra Exercise with PMC,” May 28, 
2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/news/472311/acdc-3rd-mlr-conducts-bilateral-lzr-cobra 
-exercise-with-pmc; “3rd MLR Conducts Littoral Zone Reconnaissance Cobra [Image 1 of 8],” 
May 19, 2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/image/8422100/3rd-mlr-conducts-littoral-zone 
-reconnaissance-cobra.

227） “Combined US-Philippine Forces Conduct Largest Tactical Convoy on Palawan Island,” May 15, 
2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/news/471663/combined-us-philippine-forces-conduct 
-largest-tactical-convoy-palawan-island; Donald Holbert, “15th MEU Strengthens Relationships, 
Completes ACDC in Philippines,” May 29, 2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/news/472483 
/15th-meu-strengthens-relationships-completes-acdc-philippines.

228） Pentaleri, “3rdMLR Concludes.”
229） AC of MS for Plans and Programs, MC5, “The Philippine Marine Corps in Defense of Key Coastal 

Terrains,” CITEMAR 6, mid-year issue 2022, 10, 11; “Operationalizing the Archipelagic Coastal 
Defense: PMC’s New Battlefront,” CITEMAR 6, mid-year issue, 50; Lawrence D. Medina “SBASMS 
and SBADS: Inseparable Critical Archipelagic Coastal Defense Capabilities,” CITEMAR 6, Marine 
birthday issue, 17.
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https://news.usni.org/2024/11/21/u-s-supporting-philippine-operations-in-south-china-sea-with-forward-deployed-task-force
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https://www.dvidshub.net/news/472311/acdc-3rd-mlr-conducts-bilateral-lzr-cobra-exercise-with-pmc
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路・駐機場の緊急設置訓練を行っている 239。攻撃により被害を受けた滑走路の
復旧や、不足する施設の緊急開設はACEの重要な要素であるが、空軍が、海
軍や同盟国軍とこうした訓練を行っているのは係争環境下での連携を確保す
るうえで重要である。また、CN24演習は北マリアナ諸島テニアンのテニアン
国際空港と北部飛行場でも行われた（テニアン国際空港での施設整備と北部
飛行場の復旧作業については本節（2）参照）240。テニアンでは、海兵隊のF/

A-18Dの離発着訓練、日米豪による負傷者後送訓練、空軍緊急対応隊による
海軍のMH-60への給油訓練を行っている 241。
今回のCN24演習にはカリフォルニア州のミラマー海兵隊航空基地から岩

国基地にローテーション展開した海兵隊第232戦闘攻撃中隊のF/A-18Dが参
加した。CN24演習においてこれら海兵隊航空機は、米空軍をはじめ、航空
自衛隊、豪、仏、韓、加の空軍を含む「コアリション部隊の一部として空軍
の機敏な戦闘運用（ACE）コンセプトを演練」したという242。空軍の作戦コン
セプトであるACEに基づく訓練に、別軍種である海兵隊が参加することは、
係争環境下の作戦に欠かせない軍種間の連携を考えた場合に大きな意義がある。
グアムを中心としたハブアンドスポーク型の訓練としては、第3遠征航空団

（アラスカ州、統合基地エルメンドーフ・リチャードソン）がアジャイルリーパー
演習を実施している。同演習は同航空団所属のF-22を西太平洋に展開して
ACEを演練するものであり、2023年に実施された第1回演習はテニアン国際

239） “NMCB 133 Deployed to Guam [Image 8 of 8],” January 31, 2024, DVIDS, https://www 
.dvidshub.net/image/8237774/nmcb-133-deployed-guam; “Cope North 24: U.S., RCAF Engineers 
Install AM-2 Matting [Image 4 of 10],” February 6, 2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net 
/image/8235234/cope-north-24-us-rcaf-engineers-install-am-2-matting; “Cope North 24 [Image 1 of 
24],” February 7, 2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/image/8245915/cope-north-24.

240） Akeem Campbell, “USAF and Allies Conduct Cope North 24 Training in Tinian,” February 14, 
2024, Andersen AFB, https://www.andersen.af.mil/News/Features/Article/3676322/usaf-and-allies 
-conduct-cope-north-24-training-in-tinian/.

241） “Red Devils Train Around-the-Clock [Image 1 of 11],” February 12, 2024, DVIDS, https://www 
.dvidshub.net/image/8240756/red-devils-train-around-clock; “U.S., Australian and Japanese Medical 
Personnel Conduct Casualty Evacuation Exercise During Cope North 24 [Image 11 of 12],” February 
11, 2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/image/8237439/us-australian-and-japanese-medical 
-personnel-conduct-casualty-evacuation-exercise-during-cope-north-24; “Joint Contingency 
Response Operation Performs Refuel with HSC-25 During Cope North 24 [Image 3 of 8],” February 
12, 2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/image/8247597/joint-contingency-response-operation 
-performs-refuel-with-hsc-25-during-cope-north-24.

242） “Marine Aircraft Group 12 Concludes Cope North 24,” March 4, 2024, 1st MAW, https://
www.1stmaw.marines.mil/News/Article/Article/3693566/marine-aircraft-group-12-concludes-cope 
-north-24/.

②分散型戦力態勢を追求する空軍演習
米空軍が西太平洋において実施する各種訓練・演習は、他地域における演

習と同様にACEを前提として行われている。その特徴は、グアム、グアムの
ダイバート用飛行場として指定されている北マリアナ諸島のテニアン、太平
洋島嶼国であるパラオなど太平洋に点在する拠点が活用され、広域に分散し
た作戦を可能としていることである。また、簡素な施設を分散型作戦の拠点
として活用するACEの趣旨に鑑み、太平洋戦争中に建設されたものの、戦後
まもなく閉鎖された滑走路を積極的に活用しているのも、近年の演習のもう
一つの特徴である。さらに言えば、これらの演習の取り組みの基盤となるのが、
本節（2）で取り上げた戦力態勢強化の取り組みである。

2024年2月にPACAFが主催して行われたコープノース24（CN24）演習では、
アンダーセン空軍基地をハブに、スポークとなるサイパン、グアム・北西飛
行場、グアム国際空港、テニアンからの航空機の分散運用を行った 235。前述の
ようにグアムの北西飛行場は太平洋戦争中に建設され戦後まもなく閉鎖され
たものである。CN24演習では2月6日に移動式航空機制動装置（MAAS）236

を用いた海兵隊F/A-18Dの緊急着陸訓練や、2月20日にはF/A-18Dに対して
仮設の燃料タンクから給油を行うFARP訓練が同飛行場で行われた 237。なお2

月8日には航空自衛隊のF-2AやF-15Jも同飛行場で訓練を行っている 238。
また、北西飛行場では、空軍の第554RED HORSEや海軍の第133NMCBが、
カナダ空軍建設部隊とともに滑走路被害復旧訓練や金属マットを用いた誘導

235） Cedrique Oldaker, “Cope North 24: Spoke Location Spoken Words,” February 13, 2024, DVIDS, 
https://www.dvidshub.net/news/463843/cope-north-24-spoke-location-spoken-words.

236） MAASは、滑走路が短い、あるいは攻撃を受けたため一部が使用できないなどの理由で、着陸する航
空機が安全に停止するために十分な長さが確保できない場合に使用され、ACEのような係争環境下の分
散型作戦には不可欠な装置である。Department of the Air Force, Air Force Handbook 10-222, Volume 
8 Guide to Mobile Aircraft Arresting System Installation (Washington, DC, 2000), 1; Department of 
the Air Force, Air Force Tactics, Techniques, and Procedures 3-32.15 Rapid Setback Installation of Mobile 
Aircraft Arresting Gear System (Washington, DC, 2024).

237） “Cope North 24 FARP Operations [Image 5 of 12],” February 20, 2024, DVIDS, https://www 
.dvidshub.net/image/8260824/cope-north-24-farp-operations; “Cope North 24: Northwest Field 
Gets MAAS Certif ied [Image 2 of 9],” February 6, 2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net 
/image/8235243/cope-north-24-northwest-field-gets-maas-certified.

238） “Cope North 24: F-2s, F-15s Deploy to Northwest Field [Image 9 of 15],” February 8, 2024, DVIDS, 
https://www.dvidshub.net/image/8239150/cope-north-24-f-2s-f-15s-deploy-northwest-field.
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https://www.1stmaw.marines.mil/News/Article/Article/3693566/marine-aircraft-group-12-concludes-cope-north-24/
https://www.1stmaw.marines.mil/News/Article/Article/3693566/marine-aircraft-group-12-concludes-cope-north-24/
https://www.1stmaw.marines.mil/News/Article/Article/3693566/marine-aircraft-group-12-concludes-cope-north-24/
https://www.dvidshub.net/news/463843/cope-north-24-spoke-location-spoken-words
https://www.dvidshub.net/image/8260824/cope-north-24-farp-operations
https://www.dvidshub.net/image/8260824/cope-north-24-farp-operations
https://www.dvidshub.net/image/8235243/cope-north-24-northwest-field-gets-maas-certified
https://www.dvidshub.net/image/8235243/cope-north-24-northwest-field-gets-maas-certified
https://www.dvidshub.net/image/8239150/cope-north-24-f-2s-f-15s-deploy-northwest-field
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敵による攻撃を回避するための「小規模、分散した、スポーク的拠点」への
緊急発進を演練する「通告なしのACE演習」を実施した 249。また、「現実世界
の紛争に備える」目的で10月中下旬に横田基地で行われたビバリーモーニン
グ24-1演習では、超速乾性のコンクリートを用いた滑走路修復訓練、滑走路
が破壊された想定で誘導路を代替滑走路として使用する訓練などが行われ
た 250。基地への攻撃を前提として航空機が迅速に発進できる態勢をとり、攻撃
が差し迫った際には緊急に基地を発進することで攻撃を回避する「生存のた
めの発進（launch to survive）」のための訓練も同演習では行われた 251。

（4）小括
本節で説明したように西太平洋において米軍が行う各種活動は拒否戦略に

より武力紛争を抑止することのみを目的とするのではなく、米国の立場を強
化し、敵対国の目標達成を阻害するための、より広範かつ持続的な活動であ
るキャンペーニングの一環としてなされている。また、米軍は、戦力態勢をキャ
ンペーニングの基盤と位置付け、グアム、日本、フィリピン、オーストラリア
の4つのクラスターにおいて戦力態勢の変革を進めている。また、さらにフィ
リピンや太平洋島嶼国へのアクセスの確保を含めた戦力態勢の強化も、これ
らの国との関係強化を基盤として進められていること、これと呼応して活発
な演習が行われている。これらの取り組みは、拒否戦略の実行可能性を高める、
すなわち軍事的優位性を強化するための取り組みであると同時に、関係国と
の関係を強化することで、全般的な状況を米国とその同盟国にとって有利に
するための取り組みでもある。

249） Micaiah Anthony, “Generate Airpower, Check: Kadena ACEs No-notice Exercise,” September 25, 
2023, PACAF, https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display/Article/3538094/generate-airpower 
-check-kadena-aces-no-notice-exercise/.

250） Natalie Doan, “Exercise Beverly Morning 24-1 in Full Swing at Yokota,” October 21, 2023, Yokota Air 
Base, https://www.yokota.af.mil/News/Article-Display/Article/3564842/exercise-beverly-morning 
-24-1-in-full-swing-at-yokota/; Taylor Slater, “CES, Aircrew Practice ACE, Employ RADR and 
Launch to Survive,” October 24, 2023, PACAF, https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display 
/Article/3569091/ces-aircrew-practice-ace-employ-radr-and-launch-to-survive/; Taylor Altier, “No 
Runway? No Problem for Team Yokota,” October 24, 2023, PACAF, https://www.pacaf.af.mil 
/News/Article-Display/Article/3569099/no-runway-no-problem-for-team-yokota/.

251） Slater, “CES, Aircrew Practice ACE.”

空港で行われたが、2024年4月に行われた2回目の演習ではアンダーセン空軍
基地をハブに、4カ所（硫黄島、サイパン島、テニアン、グアム・北西飛行場）
の飛行場をスポークとして「インド太平洋地域をまたがって共同で戦力投射」
する訓練を行った。演習では派遣された800人の要員は各スポークに分散し、
それぞれ輸送機により持ち込んだ資機材により「軍用機の補修・発進を行う
ため必要なすべての軍事支援機能」を持つ前方作戦拠点（FOS）を開設・運
営した 243。アラスカ州から展開したF-22は、4月10日にテニアン国際空港に到
着し、機体点検の後12日には再び訓練を行い 244、13日にはサイパン国際空港
でコミュニティデーに参加したのち同空港から発進している 245。15日にはF-22

として硫黄島に初めて展開し、給油後発進した 246。16日にはグアムの北西飛行
場に開設されたFARPでC-17からF-22が給油を受ける訓練を実施した 247。演
習関係者によれば、F-22を1週間という短い期間内で5カ所を移動しながら運
用したことは「画期的であった」という248。
さらに第1列島線上の基地では、攻撃を予期し作戦機を緊急発進させる訓
練を行っている。2023年9月22日にはノースカロライナ州、アイダホ州、ア
ラスカ州から嘉手納空軍基地に集まったF-15C/D、F-15E、F-35A戦闘機が、

243） “Tinian FOS Serves as Power Projection Platform During Exercise Agile Reaper 24-1,” April 
13, 2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/news/468489/tinian-fos-serves-power-projection 
-platform-during-exercise-agile-reaper-24-1; “3rd AEW Airmen Build Tinian FOS During 
Exercise Agile Reaper 24-1 [Image 2 of 47],” April 8, 2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net 
/image/8338303/3rd-aew-airmen-build-tinian-fos-during-exercise-agile-reaper-24-1.

244） “JBER F-22s Operate out of Tinian FOS During Exercise Agile Reaper 24-1 [Image 9 of 13],” April 
10, 2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/image/8339109/jber-f-22s-operate-out-tinian-fos 
-during-exercise-agile-reaper-24-1; “JBER F-22s Operate out of Tinian FOS During Exercise Agile 
Reaper 24-1 [Image 12 of 13],” April 10, 2024, DVIDS, https://www.dvidshub.net/image/8339112 
/jber-f-22s-operate-out-tinian-fos-during-exercise-agile-reaper-24-1; “Tinian LZSO Conducts 
Airfield Operations During Agile Reaper 24-1 [Image 2 of 5],” April 12, 2024, DVIDS, https://www 
.dvidshub.net/image/8339097/tinian-lzso-conducts-airfield-operations-during-agile-reaper-24-1.

245） “Agile Reaper 24-1 Participants Host Saipan Community Day [Image 34 of 37],” April 13, 2024, 
DVIDS, https://www.dvidshub.net/image/8344259/agile-reaper-24-1-participants-host-saipan 
-community-day.

246） “Two U.S. Air Force F-22 Raptors Land on Iwo To for the First Time [Image 2 of 5],” April 15, 2024, 
DVIDS, https://www.dvidshub.net/image/8377727/two-us-air-force-f-22-raptors-land-iwo-first 
-time.

247） “3rd AEW Carries Out FARP Operations During AR 24-1 [Image 7 of 12],” April 16, 2024, DVIDS, 
https://www.dvidshub.net/image/8373416/3rd-aew-carries-out-farp-operations-during-ar-24-1.

248） Julia Lebens, “Agile Reaper 23-1 Wraps Up a Successful ACE Exercise in Guam and Tinian,” March 
14, 2023, DVIDS, https://www.dvidshub.net/news/440371/agile-reaper-23-1-wraps-up-successful 
-ace-exercise-guam-and-tinian; “Agile Reaper 24-1 Ends with Historic Firsts,” May 3, 2024, 
PACAF, https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display/Article/3768161/agile-reaper-24-1-ends 
-with-historic-firsts/.

https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display/Article/3538094/generate-airpower-check-kadena-aces-no-notice-exercise/
https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display/Article/3538094/generate-airpower-check-kadena-aces-no-notice-exercise/
https://www.yokota.af.mil/News/Article-Display/Article/3564842/exercise-beverly-morning-24-1-in-full-swing-at-yokota
https://www.yokota.af.mil/News/Article-Display/Article/3564842/exercise-beverly-morning-24-1-in-full-swing-at-yokota
https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display/Article/3569091/ces-aircrew-practice-ace-employ-radr-and-launch-to-survive/
https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display/Article/3569091/ces-aircrew-practice-ace-employ-radr-and-launch-to-survive/
https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display/Article/3569099/no-runway-no-problem-for-team-yokota/
https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display/Article/3569099/no-runway-no-problem-for-team-yokota/
https://www.dvidshub.net/news/468489/tinian-fos-serves-power-projection-platform-during-exercise-agile-reaper-24-1
https://www.dvidshub.net/news/468489/tinian-fos-serves-power-projection-platform-during-exercise-agile-reaper-24-1
https://www.dvidshub.net/image/8338303/3rd-aew-airmen-build-tinian-fos-during-exercise-agile-reaper-24-1
https://www.dvidshub.net/image/8338303/3rd-aew-airmen-build-tinian-fos-during-exercise-agile-reaper-24-1
https://www.dvidshub.net/image/8339109/jber-f-22s-operate-out-tinian-fos-during-exercise-agile-reaper-24-1
https://www.dvidshub.net/image/8339109/jber-f-22s-operate-out-tinian-fos-during-exercise-agile-reaper-24-1
https://www.dvidshub.net/image/8339112/jber-f-22s-operate-out-tinian-fos-during-exercise-agile-reaper-24-1
https://www.dvidshub.net/image/8339112/jber-f-22s-operate-out-tinian-fos-during-exercise-agile-reaper-24-1
https://www.dvidshub.net/image/8339097/tinian-lzso-conducts-airfield-operations-during-agile-reaper-24-1
https://www.dvidshub.net/image/8339097/tinian-lzso-conducts-airfield-operations-during-agile-reaper-24-1
https://www.dvidshub.net/image/8344259/agile-reaper-24-1-participants-host-saipan-community-day
https://www.dvidshub.net/image/8344259/agile-reaper-24-1-participants-host-saipan-community-day
https://www.dvidshub.net/image/8377727/two-us-air-force-f-22-raptors-land-iwo-first-time
https://www.dvidshub.net/image/8377727/two-us-air-force-f-22-raptors-land-iwo-first-time
https://www.dvidshub.net/image/8373416/3rd-aew-carries-out-farp-operations-during-ar-24-1
https://www.dvidshub.net/news/440371/agile-reaper-23-1-wraps-up-successful-ace-exercise-guam-and-tinian
https://www.dvidshub.net/news/440371/agile-reaper-23-1-wraps-up-successful-ace-exercise-guam-and-tinian
https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display/Article/3768161/agile-reaper-24-1-ends-with-historic-firsts/
https://www.pacaf.af.mil/News/Article-Display/Article/3768161/agile-reaper-24-1-ends-with-historic-firsts/
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国におけるプレゼンスが当該国との関係を強化する側面であろう。そのことを、
西太平洋において戦力態勢を強化し、共同演習・訓練を活発化させる米国も
企図しているのであろう。

おわりに
第1節で述べたように、米軍は中国やロシアの既成事実化戦略に対して、

敵対国による目標達成を阻止する能力に立脚した拒否戦略で臨んでいること、
そしてその一環として敵の攻撃を受ける可能性がある係争環境で戦うことを
前提に、分散型作戦を志向している。そのことは、米軍が同盟国とともに「ホー
ムチーム」となることを必要としている。米国が近年インド太平洋において
中国によりよく対抗するため「軍事同盟の弧（arc of military alliances）」を強
化してきたというのもその証であろう252。
第2節では、米軍が西太平洋におけるさまざまな活動を、中国との長期的

な戦略的競争において米国の立場を有利にすることを念頭に置いたキャンペー
ニングとして進めていることを指摘した。その一環として、フィリピンや太平
洋島嶼国へのアクセスの確保を含めた戦力態勢の強化も、これらの国との関
係強化を基盤として進められており、これと呼応して活発な演習が行われて
いることを指摘した。
これら米軍の取り組みを総括すればいずれも同盟国やパートナー国との関
係を基盤としているということであろう。なお、米軍の活動と関係国との関
係は双方向の関係にある。米軍が係争環境における作戦を行うためには、係
争環境にある国、そこから離れた国を含めて、部隊の移動・展開、装備・補
給品の事前集積、装備の整備などの戦力維持、アセットの展開を含め、同盟
国やパートナー国の領土・領海・領空へのアクセスなしに実行できない。米
軍の関係者も、これら分散型作戦を実現するうえで外交に極めて重要な意義
があることを繰り返し強調している。例えばEABOに関連して海兵隊関係者
からは「EABOの非常に重要な必要条件は外交である」や「外交がEABOの
土台である」などはよく指摘される点である 253。米軍の立場から見た場合にさ
らに重要なのが、逆に米軍が同盟国・パートナー国と行う演習や、これらの

252） Jim Gomez, “US and Philippines Sign a Pact to Secure Shared Military Intelligence and Weapons 
Technology,” Associated Press, November 18, 2024, https://apnews.com/article/philippines-us-general 
-security-of-military-information-agreement-4622f461bde4599a08be8c51d5f4db09.

253） Aric Ramsey, “EABO’s Critical Requirement Is Diplomacy,” Proceedings 148, no. 5 (May 2022), 
https://www.usni.org/magazines/proceedings/2022/may/eabos-critical-requirement-diplomacy; 
Mills, “The U.S. Marine Corps and Advanced Base Operations,” 390.

https://apnews.com/article/philippines-us-general-security-of-military-information-agreement-4622f461bde4599a08be8c51d5f4db09
https://apnews.com/article/philippines-us-general-security-of-military-information-agreement-4622f461bde4599a08be8c51d5f4db09
https://www.usni.org/magazines/proceedings/2022/may/eabos-critical-requirement-diplomacy
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習や軍事力整備を実施していると指摘する。また台湾は長年にわたり武器装
備の自主生産能力や「全民防衛体制」と呼ばれる動員能力の強化を重視して
きたが、ウクライナの教訓はかかる既存の方向性が間違っていなかったこと
を確認したとも分析している。
第5章が指摘するように、米国がウクライナ戦争でみせた間接介入は、米

中競争における戦略資源のいたずらな消費を回避するという点において、一
定の成功を収めている。米国国防省の戦略や予算、各種プログラムを含め西
太平洋地域での抑止態勢に関連すると思われる取り組みを見渡してみても、
米国のウクライナ間接介入が大きな負の影響を与えていることは確認できない。
米国による対中抑止態勢強化の努力については、ウクライナ戦争以前からの
傾向が総じて継続・加速しているともいえる。
また第6章が明らかにしたように、米軍は以前より中国を念頭に置いた西太
平洋での戦い方に関して、分散型作戦を志向しているが、ウクライナ戦争後
もこうした方針に変化は見られない。米軍は海洋戦域における陸地を確保す
る重要性を認識し、海兵隊の遠征前方基地作戦（EABO）やスタンドイン部
隊（SIF）、陸軍の長距離火力導入の取り組み、敵による攻撃を回避しながら
簡素な滑走路からの作戦を行う空軍の「機敏な戦闘運用」（ACE）などを検討
している。また米軍は同盟国やパートナー国との関係の強化を通じて、中国
に対して有利な状況を作り出すために行う持続的な取り組みである「キャンペー
ニング」を行ってきたが、この点にも変化は見られない。
他方、これらの指摘はウクライナ戦争が米中台に与えた軍事面での影響が

皆無であることを意味するものではない。ウクライナ戦争の教訓を踏まえて、
米中台は各々の国防政策を調整する必要性を理解し、それに着手している。
第1章が指摘するように、中国に関して言えば、戦略・政策レベルでは、①
核ドクトリンの見直し、②認知領域での劣勢の挽回、③中国人民解放軍（以下、
人民解放軍）の組織改編による宇宙領域・情報領域における作戦能力の強化、
④無人機および対無人機防空システム体系の開発の一層の強化、という調整
が求められている。また作戦レベルでも、①サイバー攻撃・精密誘導攻撃の
一層の強化、②斬首作戦の再検討と近接戦闘能力の強化、③台湾に対する海
上・空域封鎖作戦の円滑な実施、④スターリンクへの対応、⑤戦時における
指揮統制系統の見直し、などの調整が求められている。

本書は、中国・台湾・米国の3者を対象として、ウクライナ戦争がその軍事
戦略・ドクトリン、作戦構想、軍事力整備方針などに与えた影響を考察し、
今後の米中対峙の行方を各章において検討してきた。特に本書では、（１）中
国・台湾・米国の三者において台湾有事を念頭に置いて現在どのような取り
組みが重要とされているのか、そうした取り組みに対しウクライナ戦争はど
の程度の影響を与えたのか、（２）台湾有事の発生の蓋然性を検討するに際し
て、どのような要因に注目する必要があるのか、（３）台湾有事を念頭に置い
た「新たなる戦争」ではどのような領域・手段がその勝敗を決めるうえで重
要な要因となるのか、という3点を明らかにすることを重視してきた。各章の
分析を踏まえれば、上記の問いに対する答えは以下のように集約できる。

1. 米中台に対するウクライナ戦争の軍事面での影響
第一に指摘するべきは、米国、中国、台湾の三者はいずれもウクライナ戦

争の教訓を踏まえて、各々が近年進めてきた国防政策方針の妥当性を確認し
たことである。その意味では、ウクライナ戦争が米中台の軍事戦略・軍事ド
クトリン、作戦構想、軍事力整備方針などに与えた影響は劇的なものではなかっ
たと評価し得る。
第1章が明らかにしたように、中国にとってウクライナ戦争は、現在の「情
報化局地戦争」や将来戦として検討している「智能化戦争」という軍事ドク
トリン、「システム体系作戦」や「一体化統合作戦」といった作戦構想、認知
領域での戦いを陸・海・空・宇宙という物理領域とサイバー空間や情報次元
という情報領域と一体化して展開するとの軍事力運用方針の正しさを証明す
るものであった。また第2章が指摘するように、航空戦に関して、中国空軍は
「空天一体、攻防兼備」という既存の空軍戦略を変化させることなく、敵の防
空システムを突破するため、迎撃が難しいスタンドオフ兵器やステルス戦闘機、
さらにはそれに随伴するステルスドローンを、コンステレーション衛星通信
を含めた「システム体系」の支援の中で投入することを検討している。
第3章は、台湾がその防衛作戦の前提となる軍事戦略において、ウクライ

ナ戦争で注目された「非対称作戦」の遂行や米国の支援を踏まえた「レジリ
エンス」の強化を戦争以前から重視し、実際にそうした軍事戦略に基づく演
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する、③「平和統一」の可能性が完全に失われた場合の3点における台湾へ
の武力行使を行う権利を法制化している。これに対し、台湾の国防部は、人
民解放軍が台湾を侵攻するタイミングとして、①台湾による独立宣言、②台
湾の独立志向の明確化、③台湾による核兵器の保有、④中国内部の動揺や不
安定化、⑤海峡両岸の「平和統一」の遅延、⑥外国勢力による台湾島内の問
題への関与、⑦外国兵力の台湾駐留、の7点を指摘する。また米国国防省は、
①台湾独立の正式な宣言、②台湾独立へと向かう兆候、③台湾内部の不安定化、
④台湾の核兵器保有、⑤統一に関する海峡両岸対話再開の無期限な遅延、⑥
台湾内政への外国軍隊の干渉、を中国による台湾有事の発生の条件として指
摘している。
そのうえで、本書の分析を通じて明らかになったのは、米中が直接衝突す

る形での台湾有事の蓋然性に影響を及ぼし得る要因として、①米中間におけ
る核の戦力バランスをめぐる見解の相違、②中国による台湾への海・空封鎖
作戦の実施とそれによる米国の間接介入モデルの動揺が指摘し得ることである。
この点はウクライナ戦争と台湾有事において、異なる状況が生起されること
を意味している。

（2）米中間における核の戦力バランスをめぐる見解の相違
第1章が明らかにしたとおり、中国は米国やNATO諸国がウクライナ戦争

へ直接参加しない理由の一つとして、ロシアの核戦力が抑止力となっている
と考えている。また中国は自国の核戦力の強化を促進しており、米国国防省
は中国が2030年までに核弾頭数を1,000発以上にまで増強すると予測して
いる。
このような核戦力の強化に成功した場合、中国は米中間で核戦力の均衡（パ

リティ）状態が形成されたと考える可能性がある。その結果、中国がロシア
の例に倣い、核の恫喝を行うことで米国が直接介入してこないとの見立ての下、
何らかの形での台湾侵攻に踏み切る可能性が生じる。
一方、第4章は、たとえ中国が2030年までに1,000発まで核弾頭数を増や

したとしても、厳密にはそれによって自動的に米中間で核戦力のパリティが
成立するわけではないと指摘する。未配備の備蓄弾頭も含めれば米国が単純
な数的優位を保つのはそれほど難しくはない。増産した中国の核弾頭がいか

第3章が解明したように、台湾では長い間実戦を経験していないことからウ
クライナの教訓を「非対称作戦」などの戦い方に反映させる必要性が提起さ
れている。また台湾では2018年末、従来の徴兵制から完全志願制への移行が
行われ、兵役適齢期の男性は4カ月間の軍事訓練を受けるのみとなったが、
移行完了時には中国からの軍事的圧力の高まりを背景に4カ月の訓練では戦
力を維持することができないとの意見があがっていた。その後、兵役の再検
討を進める中で起きたウクライナ戦争の教訓も汲み取りつつ、2024年1月以降、
4カ月の軍事訓練で済ませていた措置を廃止し、2005年1月1日以降に出生し
た男性は徴兵制度に基づき1年間の軍務に就くことになった。さらに台湾では
経済や対外関係などを含めた総合的な国力向上に取り組んでいく必要性が認
識されている。
第5章は、米国がウクライナ戦争を受けて台湾の防衛力支援の取り組みを徐々

に強化している点を指摘している。米国は、2023会計年度の国防授権法に組
み込まれた「台湾レジリエンス促進法」（TERA）で対台湾提供兵器に関する
大統領在庫取崩権限（PDA）を認め、さらに装備品の引き渡し遅延への対応
として、①国防省と国務省が台湾防衛のための必要事項を満たすための複数
年計画を策定すること、②台湾向け対外有償軍事援助（FMS）の工程を短縮
すること、③台湾への納品遅延品目と代替品目および台湾より先に納入予定
の国などに関する年次報告書を作成すること、などを規定し、間接介入モデ
ルに基づく動きを強化している。また、戦時の間接介入が困難になることが
見込まれる台湾防衛に関しては、台湾内での弾薬備蓄の強化が急務になるこ
とが指摘されている。さらに台湾内外での訓練の強度と範囲の漸進的な拡大
などから分かるとおり、台湾軍に対する訓練支援も少しずつ強化されている。

2. 台湾有事の蓋然性に影響を及ぼす要因
（1）台湾有事の発生条件
第二に、本書の第3章は、台湾有事が発生する条件として以下の点を指摘

した。中国は、2005年3月に制定した「反国家分裂法」の中で、①「台湾独立」
分離主義勢力がいかなる名目または方式であれ、台湾を中国から切り離す事
実をつくる、②台湾の中国からの分離をもたらしかねない重大な事変が発生
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米国は、強行突破による支援継続も含め、何らかの形で間接介入モデルの維
持を模索するか、あるいは中国による封鎖状態を排除するために直接介入に
踏み切る必要性が生じる。
その結果、台湾海峡において、1948年のソ連によるベルリン封鎖のような
状態が生起することになる1。この場合、中国にとって、当時のソ連が行ったよ
うな米国による台湾への間接介入モデルの継続を容認することは封鎖作戦の
効果を著しく低減することになり、さらには自国の威信を大きく損なうという
リスクをもたらす。他方、米国による間接介入モデルを軍事力によって強制
的に排除することは、中国が本来望んでいない米国の直接介入を惹起すると
いうリスクをもたらす。
このように中国による対台湾封鎖作戦の実施は、米中による直接の軍事衝
突を含む台湾有事の蓋然性を高める可能性がある。その意味では、中国が今
後実施していく台湾周辺での大規模軍事演習において、どのような封鎖作戦
訓練を展開していくのかに注視する必要がある。

3. 台湾有事における「新たなる戦争」の諸相
第三に本書の各章の分析を敷衍すれば、台湾有事を念頭に置いた「新たな

る戦争」では以下の作戦領域と要因がその勝敗を決することになると予想さ
れる。すなわち、中台間では①認知領域での攻防、②中国の短期決戦構想を
打破し得る台湾のレジリエンス能力の確保、③無人機と連動したスタンドオ
フ能力の優劣が重要となる。また米中間では、①中国による介入阻止行動と
米国の分散型作戦の攻防、②C4ISRをめぐる攻防、③米国の同盟網の強化と
中国による離間戦略の展開が重要となる。

（1）中台間における重要となる作戦領域・要因
①認知領域での攻防
中台間で第一の戦場となり得るのが認知領域である。第1章で明らかにした

1） ベルリン封鎖に関しては、O.A.ウエスタッド（益田実監訳・山本健、小川浩之訳）『冷戦―ワールド・
ヒストリー（上）』（岩波書店、2020年）163–166頁。ウエスタッドは同書のなかで、「ほぼ 1年にわたっ
て続いたベルリン封鎖は、最初から最後までソ連側の政治的失敗だった」と評価している。

なる形で運用されるのかは不明な点が多いが、現在までのところ中国は核の
敷居をまたぐ一歩目の脅しとして比較的「使いやすい」戦術核に特に注力し
ているわけではない。また、米国が中国の核の恫喝により台湾への安全保障
上のコミットメントを放棄すれば、日本をはじめとする東アジアの同盟国にとっ
て米国との同盟の信頼性が損なわれるという意味での評判コストが生じる。
こうした点を踏まえれば、中国が核の恫喝を行ったとしても、米国がウクラ
イナ戦争での対応と同様に当初から直接介入の可能性を排除する姿勢を取る
と予断をもって言うことはできない。
このように米中間において変化しつつある核戦力バランスをめぐる見解の
相違が生じる可能性がある。例えば、中国が世界的な同盟網を有する米国特
有の評判に関する懸念についてあまり理解していないとすれば、米国のコミッ
トメントを過小評価する要素の一つとなり得る。そうした見解の相違は米中
が直接衝突する形での台湾有事の蓋然性を高める可能性がある。その意味では、
今後、中国の核戦力の増強に対し、米国がどのような対応をしていくのかが
注目される。

（3）中国の対台湾封鎖作戦の実施と米国の間接介入モデルの動揺
第1章では中国がウクライナ戦争の教訓を踏まえ、台湾有事において台湾

に対する封鎖作戦を実施する可能性を指摘した。また近年の台湾周辺での大
規模演習において、そうした封鎖作戦を念頭に置いた活動を実施しているこ
とにも言及した。
中国にとって、こうした対台湾封鎖作戦は必ずしも台湾への武力行使を意
味するものではない。中国がかかる対台湾封鎖作戦の実施において国際法上
の合法性の確保を重視していることは、米国を念頭に置いた第三国の介入を
回避し、台湾への政治的・経済的な圧力を形成することで、「強制的平和統一」
を実現することを企図しているとも考えられる。
他方、第5章の議論を敷衍すれば、かかる中国による対台湾封鎖作戦の実
施は、米国にとって平時における間接介入モデルによる抑止が破綻の危機に
瀕していることを意味する。この場合、米国としては、核の恫喝のときと同
様に、台湾への安全保障上のコミットメントの放棄が他の東アジアの同盟国
の信頼性の低下につながることを回避しなければならなくなる。そのため、
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台湾側はこうした中国側の思惑を熟知しており、自国の「レジリエンス能力」
の強化を通じて、こうした中国の短期決戦構想を打破しようとしている。現
在台湾は、「防衛固守、重層抑止」との軍事戦略の下、「非対称作戦」やミッショ
ンコマンドを重視した「レジリエンス能力」の強化を図り、それに適した米
国および国産の装備品調達とその活用、訓練、兵役体制、動員体制の整備を
進めている。そうした装備品の調達には、既存の沿岸防衛戦力を補完可能な
小型で機動性があるAI搭載型兵器、無人システム、渡海段階で脆弱な敵をよ
り遠方で撃破する高性能艦艇や機動式対艦ミサイルが含まれている。こうし
た構想の下、台湾は「有什麼、打什麼（あるもので戦う）」という方針を有し
ている。
第4章が指摘するとおり、台湾が独力で中国の侵攻に打ち勝つ可能性は低

いとみられている。そのため、こうした台湾の「レジリエンス能力」の強化
は米軍の来援が到着するまでの間、台湾が中国の侵攻に耐え得る能力である
といえる。また第5章が指摘するように、こうした台湾の「レジリエンス能力」
強化において、米国による平時の支援が重要となる。そして、台湾の「レジ
リエンス能力」が強化されれば、中国は短期決戦での勝利が難しくなると判
断することから、台湾側が独立宣言や核武装などにより一方的な現状変更を
しない限り、台湾への武力行使を自制する可能性が高まるものと思われる。
さらに第5章で明らかにされたように、ウクライナ戦争は防衛産業基盤の重
要性にあらためて光を当てるものであった。米国をはじめとする西側諸国は
ウクライナ戦争を受けて兵器生産能力を大きく向上させてきた。このこと自
体はウクライナ戦争以前の兵器産業の縮小傾向から大きく転換したことを意
味するが、その一方で、この膨張した兵器供給能力を、ポスト・ウクライナ
時代の戦略競争を見据えてどのように活用することができるのかは、1つの論
点となる。「生産は抑止」との認識も広がる今日において、米国内外での産業
基盤のレジリエンスと兵器生産能力が抑止における重要な要因になることは
論を待たないが、これらは仮に紛争が勃発した場合の防衛においても、継戦
能力維持の観点から死活的な役割を果たすものと考えられる。

③無人機と連動したスタンドオフ能力の優劣
第三に中台ともに現在強化を図っている戦力としてスタンドオフ能力が指

とおり、人民解放軍は機械化戦力・情報化戦力・智能化戦力を掛け合わせて、
物理領域・情報領域での相手への破壊・麻痺を行ったうえで、その効果を最
大化するために情報化戦力と智能化戦力を掛け合わせて認知領域で相手を制
圧することを企図している。中国としてはこのような作戦行動をとることで、
最小限の軍事力行使で最大限の効果を確保し、最短での台湾制圧を達成する
ことを目指している。こうした部隊運用方針において、中国は陸・海・空・
ロケット軍という伝統的安全保障領域の戦力のみならず、宇宙・サイバー・
電磁波・認知領域などの新型安全保障領域におけるAI・無人機などの新型作
戦力量や量子コンピューター技術・ブロックチェーン技術・ビッグデータな
どの新興戦略技術を投入してくるものと考えられる。
これに対し、第3章では、台湾側はそうした中国の作戦行動の成果を打ち
消すために「民間防衛体系」の強化により、軍隊のみならず一般市民の有事
への危機管理能力や即応体制能力の維持・向上を図っていることを明らかに
した。また台湾は実質的に廃止された徴兵制度を復活させるなど、動員体制
の強化を図っていると指摘した。他方、台湾では、こうした戦時への即応体
制の維持が図られる一方で、中国が台湾周辺での演習を常態化させることで
台湾市民の間に「慣れ」が生じ、緊張感が欠如することにより、緒戦への即
応が遅れてしまう可能性も否めないと指摘され、台湾防衛の成否は台湾住民
の人心にかかっていると、その課題にも言及した。
このように台湾有事では中台間の認知領域における攻防が最も重要な戦場

となり得る。その意味では今後人民解放軍が実施する台湾周辺での大規模演
習における輿論戦の展開と、そうした演習に対する台湾側の対応に注目する
必要がある。

②中国の短期決戦構想を打破し得る台湾のレジリエンス能力の確保
第二に、中国は台湾有事において精密誘導攻撃・斬首作戦・サイバー攻撃・

無人機攻撃などを統合的かつ大規模に運用することで、台湾の司令部・防空
システム、重要インフラなどの中枢部を破壊・麻痺させることで優勢を確保し、
最短かつ最小限の被害による勝利を目論んでいる。中国は米軍の台湾有事へ
の直接または間接の介入を阻止するためにも、短期決戦による決着を志向し
ている。
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（2）米中間における重要となる作戦領域・要因
①中国による介入阻止行動と米国の分散型作戦の攻防
第1章で指摘したように、人民解放軍は台湾有事において米国による直接

的な軍事的介入を阻止することを検討している。その際、中国は、（ア）威嚇、
（イ）情報攻防、（ウ）行動制限の強制、（エ）海空における個々の作戦プラッ
トフォーム・小規模艦隊への攻撃、（オ）空母打撃群・海外基地への攻撃など
を想定している。特に核の恫喝による威嚇が失敗した場合、人民解放軍は輿
論戦・心理戦・法律戦という「三戦」を展開しつつ、米軍への先制攻撃を実
施する可能性がある。
他方、第6章は、米軍がこうした中国の対応を念頭に置きつつ、敵の攻撃

を受けながらも作戦を行う能力の涵養を重視していることを指摘する。陸軍
のマルチドメイン作戦（MDO）、海軍の分散型海上作戦（DMO）、空軍の
ACE、海兵隊のEABOとSIFは、敵による攻撃の下、作戦を行うことを前提
に作成されたものである。さらに、統合参謀本部も、陸海空・宇宙・サイバー
空間・電磁スペクトラムにおける作戦を連携させる統合全ドメイン作戦を推
進している。これら作戦構想は大国との武力紛争を前提として開発されており、
①分散型作戦の志向、②低シグネチャによる敵の探知の回避、③火力または
イフェクツの集中、を共通の特徴としている。
こうした点に鑑みれば、台湾有事における米中の第一の戦場は、中国によ
る介入阻止行動と米国の分散型作戦の攻防になるものと考えられる。特に重
視するべきは、米軍はすでに中国から攻撃を受けることを前提とした作戦構
想の下、分散・秘匿・集中を重視した作戦行動を検討することで、主導権を
確保しようとしていることである。その意味では、今後米軍がこうした作戦
構想の下、どのような演習を実施していくのか、それに対して中国がどのよ
うな評価・分析を行っていくかを注視する必要がある。

②C4ISRをめぐる攻防
中国は「システム体系作戦」構想と「一体化統合作戦」構想において、自
軍の戦闘システム体系を構築・防御し、敵の枢要な弱点を特定・攻撃すると
いう、システム体系対抗を念頭に置いている。中国はこうしたシステム体系
対抗において、システム体系麻痺、システム体系破壊、システム体系防護を

摘できる。第2章が明らかにしたとおり、中国空軍はウクライナ戦争の教訓を
踏まえ、相手の統合防空システムを無力化することが予想以上に難しいこと
を認識した。そのため、中国の軍事専門家や人民解放軍の関係者は、ロシア
が極超音速ミサイルと称しているキンジャールに対して米国製のPAC-3を大
量に消費している費用対効果に注目している。
こうしたことから、中国空軍は将来の航空戦においてステルス機や長射程
のスタンドオフ兵器を多用しながら相手の統合防空システムを突破すること
を試みる可能性が高いと考えられる。第1章で指摘したように、中国はウクラ
イナ戦争の結果、長距離精密誘導攻撃とサイバー攻撃のみで台湾を制圧する
ことの難しさを理解し、近接戦闘能力の強化の必要性を再認識した。しかし、
同時に人民解放軍は非接触型の航空作戦の重要性も認識しており、スタンド
オフ能力の向上は、台湾側の中枢の破壊・麻痺による短期決戦での勝利にお
いて有効な手段となると考えている。そのため中国はそのスタンドオフ能力
を今後も一層強化していくものと予想される。
一方、第3章が指摘するとおり、台湾側もスタンドオフ能力の重要性を理
解し、その強化を図っている。台湾は1996年の第三次台湾海峡危機以降、中
国本土を射程に収めるスタンドオフ能力の開発を進めてきた。そして、近年、
長射程の地対地巡航ミサイル雄風2Eの開発・配備を進めている。また戦闘機
に搭載する長射程の空対地ミサイルとして、国産の対滑走路誘導ミサイル万
剣の配備や米国製のAGM-158の購入が進められている。さらに長距離運用
が可能な国産自爆型ドローン剣翔の配備や、米国製自爆型ドローンAltius-

600Mの購入も進められている。
こうした動向を踏まえれば、台湾有事において中台のスタンドオフ能力の
優劣は、戦争を優位に進めるうえで重要な要因となる。他方、第3章が指摘
したように、台湾が中国大陸の内陸部まで攻撃可能なスタンドオフミサイル
の配備を進めることは、その使用により中国を触発し、紛争を拡大させる恐
れもある。その意味では、中台双方のスタンドオフ能力の向上の動向に注視
する必要があると考えられる。
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こうした点に鑑みれば、今後中国が米国の東アジアの同盟諸国に対し、ど
のような離間戦略を展開していくのかに注目する必要がある。特に第二次ト
ランプ政権の発足により、米国とその同盟諸国の間に摩擦が生じることも予
測されている中、中国がどのような対外政策を展開するのか、注視するべき
であろう。

重視している。また人民解放軍は智能化戦争に基づき、AIの導入による意思
決定の迅速化やコンステレーション衛星通信網の構築を検討している。中国
空軍では、有人ステルス機と無人機のコラボレーションを追求し、極超音速
のスタンドオフ兵器などによる、智能化された貫通型対航空作戦（PCA）が
検討されていくものと考えられている。
一方、米軍の方もこうした中国の作戦構想をある程度把握したうえで、対
策を検討している。例えば米海兵隊におけるSIFでは、海上偵察・対偵察の
戦いの中で、「敵対国の情報収集方法の発見」、「攻撃目標リストの維持」、「敵
対国の情報収集に対する非致死性手段による妨害」、「攻撃実施のための敵の
位置特定への支援」、「敵による情報収集の拒否（敵センサーの妨害・撃破・
破壊・敵の偵察活動への攻撃）」することが重視されている。
こうした点に鑑みれば、台湾有事での米中の軍事的対峙において、C4ISR

をめぐる攻防はその勝敗の決する重要な要素となるものと考えられる。また
米中双方が各種無人機を積極的に活用する中、電磁波領域での攻防は一層重
要性を増すことになると考えられる。

③米国の同盟網の強化と中国による離間戦略の展開
第6章が強調するように、米国は分散型作戦を実施するうえで、米軍が同
盟国とともに「ホームチーム」となることを必要としている。そのため、米国
は近年インド太平洋地域において中国によりよく対抗するため「軍事同盟の弧」
を強化してきた。また米軍は西太平洋における精密打撃能力・情報能力・兵
站能力などに関する軍事活動を、中国との長期的な戦略的競争において米国
の立場を有利することを念頭に置いた「キャンペーニング」として進めている。
これら米軍の取り組みを総括すれば、いずれも同盟国やパートナー国との関
係を基盤としているといえる。
中国はこうした米国による同盟網の構築に対し、強い警戒感を有している。
そのため、中国は米国による同盟体制の強化を「冷戦的思考」として批判し
ている 2。また日米韓・日米比の安全保障協力の強化や、米英豪によるAUKUS

の動きも批判的にとらえている 3。

2） 『人民日報』2023年 2月 3日。
3） 『解放軍報』2024年 2月 4日；4月12日；4月13日；4月17日；4月18日；4月 26日。
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事　項

◆ア行
アジャイルリーパー演習　275

アフガニスタン戦争　2, 179, 196

「新たなる戦争」　3-5, 282, 287

安定・不安定のパラドックス　5, 7, 

118-119, 126-131, 133, 143, 150, 156

EDCAサイト　258, 265-269, 273

一体化統合作戦　13, 15, 17-20, 25, 

33, 36, 42, 50-52, 56, 59, 73, 75, 

282, 291

ウクライナ安全保障支援イニシアティ
ブ（USAI）　190-191, 193

ウクライナ航空戦　46-48, 52, 54-56, 

58-59, 63, 69, 73-75

ウクライナ戦争　i, 2-9, 12-14, 16, 20, 

25-26, 28-29, 31-36, 39-42, 46-48, 

54, 57, 59, 71-72, 75, 80, 90, 116, 

118-119, 121-126, 129-132, 135-

136, 137-139, 146, 148-149, 151, 

154-158, 163, 167-169, 171, 174-

175, 177-179, 181-186, 188-191, 

193-194, 201-202, 210-211, 214-

215, 223, 241-242, 282-286, 

289-290

ウクライナ防衛　167, 171, 175-177

ウクライナ防衛コンタクトグループ
（UDCG）　191-192

エスカレーション　8-9, 120, 122, 

124-125, 127-130, 132-134, 136, 

142, 146, 149, 150-152, 155-156, 

163-165, 167, 170-173, 175-177, 

196, 199-202, 210

遠征前方基地作戦（EABO）　10, 

217, 221-222, 226, 228, 230, 234, 

250, 272, 278, 283, 291

「遠征前方基地作戦暫定マニュアル第
2版」（TM EABO）　221-222, 228, 

234

欧州抑止イニシアティブ（EDI）　
184, 247

オーストラリアクラスター　257-258, 

264

◆カ行
海軍・海兵隊遠征対艦阻止システム
（NMESIS）　223-227

海軍打撃ミサイル（NMS）　223, 225

海上封鎖　36, 100-103, 147, 151, 

199-200

海兵沿海域連隊（MLR）　222-226, 

231, 236, 240, 268, 270, 272

解放軍報　6, 12-13, 16, 19-20, 23-25, 

27-31, 33-34, 40-41, 48, 54-55, 

57-58, 66-70, 292

拡大抑止　127-128

核兵器　i, 2, 7, 27, 42, 85-86, 118-123, 

125, 127-128, 130-132, 134, 139, 

141-142, 144, 215, 285

核抑止　5, 7, 26-28, 52, 118-119, 123, 

126-127, 129-131, 139

索　引 観衆費用　149

間接介入（間接介入モデル、間接介
入手法）　5, 8-9, 160-167, 171, 175, 

177-181, 183, 189, 194-195, 198-

201, 204-205, 210-212, 283-287

間接支援　7-8, 118-119, 122, 125, 

132, 135-139, 151, 154-156, 199, 

201 

貫通型対航空（PCA）作戦　69-71, 

74, 292

機械化戦争　16

疑似戦時　189, 194, 211

北大西洋条約機構（NATO）　7, 26, 

36, 41, 118-120, 122-126, 129, 134, 

136-137, 149, 151, 155-156, 158, 

168-170, 175-176, 190, 209, 215, 

242, 247-248, 285

機敏な戦闘運用（ACE）　10, 217, 

241, 242, 244-250, 260, 264, 

274-277, 283, 291

キャンペーニング　10, 214, 245, 

251-255, 267, 277-278, 283, 292 

強化型統合航空ミサイル防衛システム
（EIAMD）　257

「強制的平和統一」　42-43, 286

競争連続体　231, 251-252

強要　122, 144-145, 177, 223, 244

近接航空支援（CAS）　54, 57-58, 69

近接封鎖　199

グアムクラスター　257-259

空軍司令員　49

空中発射弾道ミサイル・キンジャール　
60-62, 65, 73-74, 290

空天一体、攻防兼備　6, 47-50, 52, 

282

空天一体作戦　49-51

軍事宇宙部隊　29, 31

軍事科学院　14, 16, 18-19, 22, 24, 

37-38

軍事同盟の弧　278, 292

訓練支援　172-173, 205, 207, 211, 

284

経済制裁　93, 138, 164-165

係争環境における沿海域作戦（LOCE）　
220-221, 230

携帯式防空ミサイルシステム
（MANPADS）　55, 57, 60

決意（政治的決意）　131-132, 

138-139, 152-153, 155

高機動ロケット砲システム（HIMARS）　
20, 57, 102, 124, 174, 182, 191, 

225, 227, 240, 268-271

航空作戦　6, 49, 52, 54, 56-59, 61, 

73, 137, 268, 290, 292

航空封鎖　199

航空優勢（Air Superiority）　33, 

46-47, 54-56, 58, 63, 73-75, 137, 

147-148, 218

攻勢対航空（OCA）作戦　54

コープノース24（CN24）演習　
274-275

国防産業　3, 189-193, 210-211

国防産業戦略　192

国防大学（中国）　14-15, 19-20, 

22-24, 29, 33, 36, 38, 51

国防大学（ウクライナ）　48, 241
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国家安全保障戦略　168, 183, 253

国家防衛戦略（2018年版）（2018NDS）　
215-216, 243

国家防衛戦略（2022年版）（2022NDS）　
183, 214, 217, 234, 243, 253-255

コンステレーション衛星通信　7, 

71-72, 74-75, 282, 292

◆サ行
最小限抑止　139, 141

サイバー空間部隊　29, 31

サイパン　274, 276

サプライチェーン　188

サラクニブ24演習　271

斬首作戦　18, 33-34, 42, 54, 93, 283, 

288

三戦　21-22, 25-26, 28, 291

三大核大国問題　157-158

シカゴ・グローバル評議会　197-198

指揮・統制・通信・コンピューター・
情報・監視・偵察（C4ISR）　15, 

17, 21-22, 203, 287, 291

シグナル（シグナリング）　120-121, 

133-134, 141, 144, 146, 154-155, 

164, 169, 273

システム体系　6, 15, 17-20, 30-32, 

34, 42, 50, 63, 70, 74, 282-283, 291

システム体系作戦　13, 17-20, 25, 30, 

34, 41-42, 50-51, 282, 291

シミュレーション　40, 79-80, 92, 147, 

149, 178, 195-196, 201-202, 204, 

270

縦深防衛　90, 188, 194, 256

州パートナーシップ・プログラム　
172, 209

珠海航空ショー　28, 32, 51, 68

自由連合協約（COFA）　260-261

自由連合国（FAS）　258, 260-261

情報化局地戦争　14, 16-17, 25, 41, 

282

情報支援部隊　29, 31

新アメリカ安全保障センター（CNAS）　
186, 202

新型安全保障領域　15, 19, 29-30, 

288

新興領域戦略能力　29-31

『新時代における中国の国防』（『国防
白書』）　15-16, 28, 49

新質戦闘力　6, 29-31, 42

人民解放軍空軍（中国空軍）　46, 

49-50, 52, 57-58, 66, 69, 74-75, 

282, 290, 292

心理戦　20-21, 25-26, 291

スタンドイン部隊（SIF）　10, 217, 

226, 283

「スタンドイン部隊に関するコンセプト」
（SIFコンセプト）　228-230, 232-

233, 243

スタンドオフ兵器　6, 57, 61, 63, 71, 

74-75, 282, 290, 292

ステルス機　33, 49, 71, 150, 290, 292

制空権（Control of the Air）　14, 17, 

46-47, 49, 52-58, 62-64, 69, 73-

75, 92

制情報権　14, 17-19, 33, 52

精密打撃ミサイル（PrSM）　187, 225, 

238, 240-241, 271

瀬戸際外交　144, 150

（核の）先行不使用（NFU）　28, 120, 

139, 141, 196

戦術・戦技・手順（TTP）　208-209, 

272

漸進主義　173, 175, 201-202

先制攻撃　17, 80, 139, 196, 201-202, 

205, 291

前方弾薬燃料補給地点（FARP）　
249, 268, 274, 276

前方防衛　188

全民防衛体制　108-109, 283

全民防衛動員体制　111, 113

『戦略学』2020年版　14, 19

戦略国際問題研究所（CSIS）　79, 

195-196, 201

戦略的曖昧性　152

全領域作戦能力　19, 31, 51

戦力構想　160, 162

戦力態勢　9-10, 124, 139-141, 

143-144, 150, 156, 195-196, 214, 

253-254, 256, 258, 274, 277-279

総体作戦　18, 42

◆タ行　
対外有償軍事援助（FMS）　189, 193, 

284

第三次台湾海峡危機　78-79, 88-89, 

98, 106, 115, 290

対水上戦　203-204, 222

対潜戦　203-204

大統領在庫取崩権限（PDA）　182, 

188-191, 193, 284

タイフォンシステム　238-239, 

270-271, 273

太平洋空軍（PACAF）　243-244, 

247, 249-250, 259, 274

太平洋抑止イニシアティブ（PDI）　
184, 256

太平洋陸軍（USARPAC）　236-237, 

271

大陸間弾道ミサイル（ICBM）　27, 

139-141, 144　
大陸反攻　78, 87, 89, 97-98, 107-108, 

111, 116

代理戦争　8, 127, 129, 132, 156, 161, 

163-164, 211

台湾関係法　78, 152

台湾侵攻　4, 6-7, 9, 12-13, 33-34, 36, 

41-42, 69-71, 78, 80-81, 84-87, 

92-94, 115, 151, 197-198, 201-202, 

285

台湾有事　i, 4-9, 13, 26-28, 33-36, 

38, 40, 42, 79-80, 84, 118-119, 126, 

131-132, 138-139, 147-148, 152, 

154-158, 161-163, 186, 194-202, 

204-205, 208, 210-211, 267, 282, 

284-292

台湾レジリエンス促進法（TERA）　
92, 193, 284

弾薬備蓄　9, 163, 182, 205, 207, 211, 

284

地対空ミサイル（SAM）　28, 46-47, 

51-53, 55, 57-58, 61, 65, 70, 73-74, 

191, 200, 204
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智能化戦争　14-16, 19, 25, 41, 50, 

52, 69, 74-75, 282, 292

中央軍事委員会　14, 27, 41, 48-49, 

51, 83-84, 139

中距離能力（MRC）　238, 240, 271

中国人民解放軍（人民解放軍）　i, 

5-6, 8, 12-16, 19-29, 31-42, 46-52, 

54, 56-59, 61-63, 66-75, 82, 85-86, 

89, 91, 93-94, 96, 98, 100, 102, 104, 

107, 115, 119, 147, 151, 155, 201, 

283, 285, 288, 290-292

中山科学研究院　98-100, 103, 

106-107

長距離極超音速兵器（LRHW）　238, 

240

長距離スタンドオフ攻撃　59, 74

直接介入　7-9, 118-119, 123-125, 

129, 132-133, 135-138, 146, 148-

152, 154-155, 161-162, 164-165, 

171, 177-181, 183, 195, 197-198, 

201, 204-205, 211, 285-287

偵察・対偵察（RXR）　230-232, 241, 

250, 292

敵防空網制圧（SEAD）作戦　54, 56

テニアン　259, 274-276

統一戦線工作　24

統合化キャンペーニング　252-254

「統合化キャンペーニングに関する統
合コンセプト」（JCIC）　251-252, 

254-255

統合多国間訓練グループ・ウクライナ
（JMTG-U）　208-209

総合防衛構想（ODC）　205

統合防空システム（IADS）　54, 56, 

59, 61-62, 71, 74, 290

統合防空ミサイル防衛（IAMD）　47

特殊作戦　33-34, 105

特別軍事作戦　2, 33, 58

トマホークミサイル　48, 224-225, 

238-240, 271

ドローン　6-7, 49-52, 55-56, 60-61, 

63-72, 74-75, 106-107, 234, 282, 

290 

◆ナ行　
名指し批判（naming and shaming）　

164-165

日本クラスター　258

ネットワーク情報システム体系に基づ
く統合作戦能力　19, 31, 34

◆ハ行　
ハイブリッド戦争　16, 20, 29, 33

破壊率（Pk）　206

パラオ　240, 258, 260-263, 274

バリカタン24演習　268, 270-272

反国家分裂法　24, 85-86, 284

非対称作戦　7, 90-91, 93, 98, 100-

102, 106, 115-116, 282, 284, 289

非対称戦力　91, 101, 104

ピュー・リサーチ・センター　197

評判　141, 145, 152, 154-155, 165, 

169-170, 286

フィリピンクラスター　257-258, 265

武力紛争未満の競争　251-252, 255

プリンシパル―エージェント関係　166

分散型海上作戦（DMO）　217, 291

分散型作戦　9-10, 214, 233-234, 239, 

247, 250, 255-256, 260, 274, 278, 

283, 287, 291-292

分散型戦力態勢　256, 258, 260, 274

米比外務・防衛閣僚会合　267

米比軍事情報保護協定（GSOMIA）　
268

米比訪問軍地位協定（VFA）　267

米比役割・任務・能力ワーキンググルー
プ　267

「平和統一」　24, 82, 85, 285

ペトリオットPAC-3防空システム
（PAC-3）　60-62, 137, 174, 187, 

191-192, 207, 290

ペリリュー島　263

ベルリン封鎖　287

防衛協力強化協定（米比）（EDCA）　
258, 265-269, 273

防衛協力協定（米パプアニューギニア）
（DCA）　258, 264-265

防衛固守、重層抑止　89-90, 289

防空識別圏（ADIZ）　59, 67, 100

防勢対航空（DCA）作戦　57

法律戦　21, 25-26, 291

ホームチーム　229, 278, 292

◆マ行　
マーシャル諸島　258, 260-261

マルチドメイン作戦（MDO）　185, 

217, 236, 238, 252, 255, 291

マルチドメインタスクフォース（MDTF）　
185, 237-238, 240-241, 268, 

270-271

ミクロネシア　258, 260, 263

ミサイル・スポンジ　206

ミッションコマンド　41, 90-91, 

93-94, 289

◆ヤ行　
ヤマアラシ戦略　80, 205

やりながら学ぶ（learning by doing）　
174, 205

輸送作戦　9, 163, 199, 202-204

「4年ごとの国防総検討」（QDR）（台湾）　 

89

「4年ごとの国防計画の見直し」（QDR）
（米国）　180, 215

予備役動員能力　81, 90, 116

輿論戦　21, 23, 25-26, 29, 288, 291

◆ラ行　
ランド研究所　148, 203-204, 249

両岸融合発展戦略　24-25

レジリエンス　89, 91-94, 112, 

114-116, 282, 287-289

聯合利剣　22-23, 36

聯合利剣2024A　22-24, 36-37

聯合利剣2024B　23-25, 27, 37

ロシア航空宇宙軍（ロシア空軍）　46, 

52-54, 56-62, 65, 73, 242

◆ワ行　
湾岸戦争　2, 13, 25, 42, 48, 53, 

178-179, 182, 190
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人　名

◆ア行
アクイリノ、ジョン　256

アントノフ、アナトリー　123

ウィップス、スランゲル　262

ウィルズバック、ケネス　249-250, 

259

ヴェゴ、ミラン　218, 220

王滬寧　25, 115

汪海江　29-30

オースティン、ロイド　169, 262-263, 

273

オバマ、バラク　115, 148, 160, 180, 

183

◆カ行　
カーター、ジミー　168

クレピネヴィッチ、アンドリュー　156

ケロッグ、キース　175

江沢民　48-49, 83

胡錦濤　15, 17-18

呉釗燮　78, 90, 113, 116

コルビー、エルブリッジ　145, 176, 

215, 217

◆サ行　
蔡英文　22, 78, 89, 91-92, 100, 115, 

154

シミナ、ウェズリー　263

習近平　14-16, 24-30, 51, 82-85, 139

蔣介石　87, 108

蔣経国　94-95

スナイダー、グレン　127-130, 133

ゼレンスキー、ウォロディミル　122

◆タ行　
タルメッジ、ケイトリン　141, 150

陳水扁　88, 93

デービッドソン、フィリップ　79, 83, 

114

鄧小平　82-83, 87

ドゥテルテ、ロドリゴ　267

トーマス、ジョン　244

トランプ、ドナルド　92, 115, 145, 

152, 160, 175-177, 183, 260, 264, 

293

◆ナ行　
ニクソン、リチャード　94

◆ハ行　
バーガー、デービッド　230-232

バイデン、ジョセフ　92, 115, 123-

124, 152, 160, 167-171, 173, 175, 

177, 183, 260-261, 267

パウエル、ロバート　128

馬英九　80, 88-89, 93

ヒューズ、ウェイン　218-220, 223, 

229, 237

プーチン、ウラジーミル　2, 40, 

121-122, 124, 139, 170-171

ブラウナー、ロメオ　271

ブラウン、チャールズ　243, 247-248 

フリン、チャールズ　236-237, 271

ブレジンスキー、ズビグネフ　168

ベイダー、ジェフリー　148

ペロシ、ナンシー　22, 37, 67, 89, 

115-116

ペンス、マイク　264

◆マ行　
マクロン、エマニュエル　124

マルコス、フェルディナンド　267

ミリー、マーク　169

毛沢東　94, 139

◆ラ行　
頼清徳　22-24, 38, 93, 153

ラムズフェルド、ドナルド　180

リデル・ハート、バジル　164

李登輝　88-89

ラプランテ、ウィリアム　192

レメンゲサウ、トミー　262
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編著者・執筆者紹介
（肩書は刊行時点）

［編著者］
菊地 茂雄（きくち・しげお）   ［序章・第6章執筆］

政策研究部長
ジョージ・ワシントン大学エリオット国際問題研究大学院修士課程修了
専門分野：米国の軍事戦略、政軍関係および軍事史
〈主な著書・論文〉

「ネットワーク化戦力にとってのミッションコマンド―近年の米海空軍のドクトリン・
作戦コンセプトとの関係を中心に」『安全保障戦略研究』第4巻第2号（2024年3月）；
「中国の軍事的脅威に関する認識変化と米軍作戦コンセプトの展開―統合全ドメイン
指揮統制（JADC2）を中心に」『安全保障戦略研究』第2巻第2号（2022年3月）；「沿
海域作戦に関する米海兵隊作戦コンセプトの展開―『前方海軍基地』の『防衛』と
『海軍・海兵隊統合（Naval Integration）』」『安全保障戦略研究』第1巻第1号（2020
年8月）

杉浦 康之（すぎうら・やすゆき）   ［序章・第1章・終章執筆］

地域研究部中国研究室　主任研究官
慶應義塾大学法学研究科後期博士課程単位取得退学
専門分野：現代中国政治外交史、現代中国の国防政策
〈主な著書・論文〉

『中国安全保障レポート2022　統合作戦能力の深化を目指す中国人民解放軍』（防衛
研究所、2021年）；「第6章　中国からみた大平正芳̶̶二度にわたる外務大臣時代を
中心に」川島真、井上正也編『大平正芳と中国・東アジア外交̶̶経済から環太平洋
連帯構想まで』（PHPエディターズ、2024年）；“China’s ‘Japan Neutralization’ Policy 
Begins: �ree Factors in the Formulation of the ‘Policy Platform on Japan’,” Asia-Pacific 
Review 29, issue 3 (April 2023): 100–135.

［執筆者］
相田 守輝（あいた・もりき）   ［第2章執筆］

地域研究部米欧ロシア研究室　所員
筑波大学人文社会科学研究科国際公共政策博士後期課程在学中
専門分野：地域研究
〈主な著書・論文〉

「中国空軍をめぐるデジタルトランスフォーメーション―新しい整備管理システム導
入からみえる取り組み」『安全保障戦略研究』第3巻第2号（2023年3月）；“Concerning 
the Possibility �at the Chinese TB-001 Unmanned Aerial Vehicle Was Involved in 
Ballistic Missile Impacts,” (China Aerospace Studies Institute, Air University, USAF, 
January 9, 2023); 「米軍式の軍隊を目指す中国人民解放軍」五十嵐隆幸、大澤傑編著
『米中対立と国際秩序の行方̶̶交叉する世界と地域』（東信堂、2024年）

五十嵐 隆幸（いがらし・たかゆき）   ［第3章執筆］

地域研究部中国研究室　専門研究員
防衛大学校総合安全保障研究科後期課程修了。博士（安全保障学）
専門分野：国際政治史、地域研究
〈主な著書・論文〉

『大陸反攻と台湾―中華民国による統一の構想と挫折』（名古屋大学出版会、2021年。
第38回大平正芳記念賞、第12回地域研究コンソーシアム賞、第8回猪木正道賞（正賞）、
第34回佐伯喜一賞）；『米中対立と国際秩序の行方―交叉する世界と地域』（東信堂、
2024年）共編著

前田 祐司（まえだ・ゆうじ）   ［第4章執筆］

防衛研究所政策研究部防衛政策研究室　研究員
バージニア大学政治学博士候補
専門分野：国際政治理論、米中関係
〈主な著書・論文〉

「大戦略の漂流―冷戦後アメリカの大戦略と対中政策」佐橋亮、鈴木一人編『バイ
デンのアメリカ―その世界観と外交』（東京大学出版会、2022年）；「地政学の再考̶̶
地政学と米国の台湾防衛コミットメント」『安全保障戦略研究』第1巻第2号（2020年
10月）
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切通 亮（きりどおり・りょう）   ［第5章執筆］

防衛研究所地域研究部米欧ロシア研究室　研究員
トロント大学政治学博士候補
専門分野：米国の国防政策、安全保障論
〈主な著書・論文〉

「アジア太平洋リバランスの再考―オバマ政権後期における安全保障政策を中心に」
『防衛研究所紀要』第20巻第1号（2017年12月）；「電磁スペクトルにおける米国の軍
事的課題と対応」『防衛研究所紀要』第21巻第1号（2018年12月）
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